
◎付託議案説明資料

　　○第４号議案

　　　令和４年度島根県一般会計予算[関係分]

（政策企画監室）・・・・・　　Ｐ１

　　○第５８号議案

　　　令和３年度島根県一般会計補正予算（第１４号）[関係分]

（政策企画監室）・・・・・　　Ｐ９

◎報告事項

　　○島根県国土強靱化計画の改訂（案）について

（政策企画監室）・・・・・　Ｐ１３

　　○島根県公共施設等総合管理基本方針の改訂（案）について

（政策企画監室）・・・・・　Ｐ２０

　　○地方分権改革の動きについて

（政策企画監室）・・・・・　Ｐ２１

　　○第４次島根県男女共同参画計画（案）について

（女性活躍推進課）・・・・　Ｐ２４

令和４年３月８日・９日

政　策　企　画　局

総　務　委　員　会　資　料





（政策企画局所管分）

課別予算額（一般会計） （単位　千円）

政 策 企 画 監 室 322,246 319,956 2,290 100.7%

女 性 活 躍 推 進 課 421,480 433,806 △ 12,326 97.2%

秘 書 課 125,424 128,562 △ 3,138 97.6%

広 聴 広 報 課 680,545 457,906 222,639 148.6%

統 計 調 査 課 346,981 375,594 △ 28,613 92.4%

政策企画局　合　計 1,896,676 1,715,824 180,852 110.5%

　国 庫 支 出 金 268,396 287,976 △ 19,580 93.2%

　分担・負担・寄附 39,183 31,228 7,955 125.5%

　使用料及び手数料 11,698 11,728 △ 30 99.7%

　そ　　の　　他 3,053 2,907 146 105.0%

　一  般  財  源 1,574,346 1,381,985 192,361 113.9%

令和４年３月８日・９日
総 務 委 員 会 資 料
政 策 企 画 局

令和４年度島根県一般会計当初予算

課　　　名
本 年 度
（Ａ）

前 年 度
(Ｂ)

比　　較
(Ａ)－(Ｂ)

(Ａ)／(Ｂ)
　(％)

-
 
1
 
-



　　　　（単位　千円）

款 項 目

 政 策 企 画 監 室 322,246 319,956 2,290 財　源　　分　39,183　　県　283,063

 給与費 187,040 198,174 △ 11,134

　１ 一般職給与費 187,040 198,174 △ 11,134 一般職員　２２人 ２ １ １ Ｐ８９

２ ２ １ Ｐ９６

２ ４ １ Ｐ１０２

 事業費（給与費を除く計） 135,206 121,782 13,424

　２ 県政重要課題提案・要望事業費 9,442 9,361 81 ２ ２ １ Ｐ９６

　３ 政策企画諸費 5,376 5,391 △ 15 ２ ２ １ Ｐ９６

　４ ふるさと島根寄附金事業費 52,320 43,255 9,065 39,183 ２ ２ １ Ｐ９６

13,137

　５ 政策企画運営管理費 9,416 7,916 1,500 ２ ２ １ Ｐ９６

　６ 県内就職に向けた県内大学等との 10,290 10,290 0 ２ ２ １ Ｐ９６

連携事業費

　７ 行政評価推進事業費 710 230 480 ２ ２ ２ Ｐ９６

　８ 県政振興調査費 14,534 14,247 287 政策企画推進費 10,000 ２ ２ ２ Ｐ９６

　９ 県政振興諸費 13,192 13,322 △ 130 ２ ２ ２ Ｐ９６

１０ 石見・隠岐地域振興事業費 19,926 17,770 2,156 石見・隠岐地域施策推進費 15,000 ２ ４ ２ Ｐ１０２

事　　業　　名 本 年 度 前 年 度 比　　較 概　　　　　　　要
議案資料3
掲載ページ

予算科目

ふるさと島根基金積立金

返礼品、募集サイト利用等に係る事務費

　※県負担金合計（商工分含む）25,116

（事務局分）

しまね産学官人材育成コンソーシアムへの負担金

-
 
2
 
-



　　　　（単位　千円）

款 項 目
事　　業　　名 本 年 度 前 年 度 比　　較 概　　　　　　　要

議案資料3
掲載ページ

予算科目

女性活躍推進課 421,480 433,806 △ 12,326 財　源　　国 15,876　使 11,698　他 150　県 393,756

 給与費 58,164 53,489 4,675

　１ 一般職給与費 58,164 53,489 4,675 一般職員　８人 ２ ２ １ Ｐ９６

 事業費（給与費を除く計） 363,316 380,317 △ 17,001

　２ 男女共同参画の理解促進事業費 95,150 94,930 220 男女共同参画センターの管理運営 75,130 ２ ２ １ Ｐ９６

男女共同参画理解促進のための普及啓発 3,298

　３ あらゆる分野での女性の活躍推進 73,639 50,094 23,545 女性向けの就職相談窓口の設置 42,827 ２ ２ １ Ｐ９６

事業費 女性を対象とした就労体験付き講習会の実施 11,265

起業等を望む女性を対象としたセミナーの開催 1,525

　※別紙資料「女性活躍の推進【R4事業】」

［債務負担　Ｒ５　1,828］

　　女性向けの就職相談窓口の設置

　４ 女性活躍及び仕事と生活の両立の 192,352 233,096 △ 40,744 出産後職場復帰奨励金 104,632 ２ ２ １ Ｐ９６

ための環境づくり推進事業費 子育てしやすい職場づくり奨励金 34,554

女性活躍のための働きやすい環境整備

支援事業費補助金 27,000

　※別紙資料「女性活躍の推進【R4事業】」

　５ 女性活躍推進諸費 2,175 2,197 △ 22 ２ ２ １ Ｐ９６

 秘　　書　　課 125,424 128,562 △ 3,138 財　源　　他　 10　　県　125,414

 給与費 103,158 106,167 △ 3,009

　１ 特別職給与費 38,354 38,635 △ 281 長　等　　　２人 ２ １ １ Ｐ８９

　２ 一般職給与費 64,804 67,532 △ 2,728 一般職員　　９人 ２ １ １ Ｐ８９

 事業費（給与費を除く計） 22,266 22,395 △ 129

　３ 島根県功労者表彰事務費 1,384 1,384 0 ２ １ １ Ｐ８９

　４ 秘書諸費 20,882 21,011 △ 129 ２ １ １ Ｐ８９

-
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　　　　（単位　千円）

款 項 目
事　　業　　名 本 年 度 前 年 度 比　　較 概　　　　　　　要

議案資料3
掲載ページ

予算科目

広聴広報課 680,545 457,906 222,639 財　源　　他　2,893　　県　677,652

 給与費 96,904 103,978 △ 7,074

　１ 一般職給与費 96,904 103,978 △ 7,074 一般職員　１4人 ２ 1 １ Ｐ８９

 事業費（給与費を除く計） 583,641 353,928 229,713

　２ 政策に関する情報提供事業費 148,828 145,034 3,794 68,081 ２ 1 ３ Ｐ９０

76,230

　３ お知らせ情報提供事業費 42,022 42,023 △ 1 ２ 1 ３ Ｐ９０

　４ 普及啓発情報提供事業費 25,299 23,475 1,824 ２ 1 ３ Ｐ９０

　５ 島根県の認知度向上対策事業費 26,723 25,345 1,378 12,096 ２ 1 ３ Ｐ９０

　６ 一般広聴広報費 21,938 16,370 5,568 ２ 1 ３ Ｐ９０

　７ 広聴事業費 8,978 8,551 427 ２ 1 ３ Ｐ９０

　８ しまねのイメージ発信事業費 216,087 48,296 167,791 ２ 1 ３ Ｐ９０

　９ 新型コロナウイルス感染症対策関連 93,766 44,834 48,932 ２ 1 ３ Ｐ９０

広報事業費

広報誌「フォトしまね」制作・配布事業

新聞・テレビ・ラジオ・ホームページ広報

新聞・テレビ・ラジオ広報（イベント情報、お知らせ）

テレビ・ラジオ広報（スポット）

新型コロナの感染拡大防止や各種支援など関連する

情報の発信

　※別紙資料「しまねのイメージ発信事業」

島根の人や暮らしなどの魅力を、しまねのイメージと

して、県内中高生やその親世代、都会の若者に発信

ＰＲ情報誌「シマネスク」制作・配布事業

知事広聴会、知事への提案箱、しまねWebモニター等

-
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　　　　（単位　千円）

款 項 目
事　　業　　名 本 年 度 前 年 度 比　　較 概　　　　　　　要

議案資料3
掲載ページ

予算科目

 統 計 調 査 課 346,981 375,594 △ 28,613 財　源　　国　252,520　県　 94,461

 給与費 197,986 207,920 △ 9,934

　１ 一般職給与費 197,986 207,920 △ 9,934 一般職員　３０人 ２ ７ １ Ｐ１０９

 事業費（給与費を除く計） 148,995 167,674 △ 18,679

　２ 統計調査総務費 39,843 37,989 1,854 10,381 ２ ７ １ Ｐ１０９

[国委託統計調査等事務費] 15,577

[県単統計調査等事業費]

　３ 総合統計調査費 4,058 4,455 △ 397 統計調査員の確保対策 1,290 ２ ７ ２ Ｐ１０９

[国委託総合統計調査等事業費]

[県単総合統計調査等事業費]

　４ 人口等基本統計調査費 86,791 105,192 △ 18,401 労働力調査 13,102 ２ ７ ３ Ｐ１１０

[人口等基幹統計調査事業費] 小売物価統計調査 7,269

家計調査 18,870

国勢調査 149

就業構造基本調査 41,258

住宅・土地統計調査 5,905

238

　５ 学事勤労統計調査費 17,280 17,950 △ 670 学校基本調査 893 ２ ７ ４ Ｐ１１０

[学事勤労基幹統計調査事業費] 学校保健統計調査 271

毎月勤労統計調査 16,116

　６ 商工統計調査費 1,023 2,088 △ 1,065 工場生産動態調査 1,023 ２ ７ ６ Ｐ１１１

[商工県単統計調査等事業費]

経済センサス調査

国の統計調査事務実施に係る事務費

過年度委託金の返還金

-
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女性活躍の推進【Ｒ４事業】

● 女性の起業支援事業
【組替】

資格や経験を活かした起業
等を望む女性を対象にセミ
ナーを開催

・ 連続セミナー（年４回）
・ 女性の起業支援推進研修会

1,525千円

● 働く女性のためのスキル
アップセミナー【継続】

働く女性を対象としたスキ
ルアップセミナーを開催

・ ステップアップ編
・ スキルアップ編
・ レベルアップ編
・ ネットワークづくり交流会

2,981千円

■ 女性就職相談窓口

レディース仕事センター
【R3.11～拡充】

ワンストップの就職相談窓
口を設置し、県内企業等で就
労を目指す女性を支援。新た
にPC講習を開催

42,827千円

■ 働きながら学ぶ女性応援

事業 【新規】
正規を希望する女性のため

の就労体験付き講習会を開催
・ 講習会、就労体験
・ 女性のための就労支援ガイ

ドブック
11,265千円

■ しまね働く女性きらめき
大賞 【継続】

仕事も生活も充実させて
いる女性を知事が表彰

285千円
■ 女性活躍100人会議

【継続】
幅広い地域、分野の女性

等の意見を知事が聴取
1,000千円

● イクボスネットワーク
【拡充】

経営者や管理職を対象にイ
クボスセミナーや視察付きセ
ミナーを開催。ネットワーク
の形成

・ イクボスセミナー
（意識編・行動編）

・ 企業視察付きセミナー
・ イクボスネットワーク企業

交流会
5,319千円

●■ 男性の家事・育児参加
促進事業【新規・組替】

4,936千円
男性が家事・育児をするこ

とが当たり前として捉えられ
る社会機運の醸成と、男性が
主体的に育児等を行うための
セミナーを開催

・ ｢おとう飯｣による情報発信
知事自ら調理する様子等を

情報発信 【新規】
(891千円)

・ イクメン推進事業
「家事手帳」「パパの育児

手帳」を活用したセミナーを
開催
・ 両親（父親）セミナー

【継続】
(1,083千円)

・ 企業に向けた男性の家事・
育児参加促進事業

職場における妊婦への配慮
等の理解を深める講座や企業
のための啓発セミナーを開催
・ 企業内両親学級
・ 企業向けセミナー

【組替】
（962千円）

・ ワーク・ライフ・バラン
スキャンペーン（鳥取県連
携）【組替】
・ CM、特設サイト等の広報
・ テレビ番組制作

(2,000千円)

■ 一般事業主行動計画の
策定支援事業【継続】

女性活躍推進法及び次世代
法に基づく一般事業主行動計
画の策定等のため企業にアド
バイザーを派遣

9,548千円

■ 女性活躍･子育て応援企業
認定等促進事業【新規】

応援企業の周知及びイメー
ジアップのための動画を制作

4,386千円

■ 女性活躍のための働きや
すい環境整備支援事業費
補助金【継続】
「しまね女性の活躍応援企
業」かつ「こっころカンパ
ニー」を対象とし、一般事業
主行動計画を実行するための
取組に対し経費の一部を助成

27,000千円

■ しまね女性の活躍応援
企業表彰【継続】

198千円
■ こっころカンパニー認定

事業（プレミアムこっころ
カンパニー）【継続】

1,219千円
● しまね働く女性きらめき

応援会議【継続】
560千円

■ 子育てしやすい職場づく
り奨励金【継続】

子育てしやすい柔軟な働き
方ができる職場環境づくりに
取り組む企業に奨励金を支給

34,554千円

■ 出産後職場復帰奨励金
【継続】

出産後や育児による離職
を減らすために、出産後職場
復帰に取り組む企業に奨励金
を支給

104,632千円

Ｒ４予算当初 ２５２，２３５千円【凡例】 ●「しまね働く女性きらめき応援会議」との協働事業 ■県事業

企業支援

あらゆる分野での女性活躍
59,883千円

意識・行動改革、機運醸成
10,255千円

企業支援
182,097千円

令和４年３月８日・９日
総 務 委 員 会 資 料
政策企画局女性活躍推進課

意識・行動改革、機運醸成あらゆる分野での女性活躍
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しまねのイメージ発信事業 

（令和４年度当初予算） 

 

 

１． 事業目的 

・ 新型コロナウイルス感染症の影響が続き、都会地の若者による地方移住への関心が高

まっている機を捉え、島根の人や暮らしの魅力を発信し、移住の検討につなげる 

・ 県内に住む子どもたちが、島根の暮らしを肯定的に捉えられるようなイメージを発信

し、将来の定住やＵターンにつなげる 

・ 子どもの進路選択に影響を与える親世代が、島根の暮らしの良さを改めて実感し、子

どもたちへ島根暮らしの選択を促す行動につなげる 
 

 

２． 事業概要                             予算額 ２１６，０８７千円 

（１） 県外向け（首都圏等向けプロモーション）       予算額 １０７，３０５千円 

                       
 

都会に暮らす若者に向けて、移住者のリアルな暮らし振りや島根暮らしへの思いを、

ウェブサイトやＳＮＳ広告、交通広告などを活用して情報発信し、「人間らしい、温も

りのある暮らし」ができる島根のイメージの一層の定着を図る 
 

・ 「いいけん、島根県」プロモーションの継続 

    ロゴ：「いいけん、島根県」 

    キャッチコピー：「自分のサイズで、生きていい。」 

・ 小冊子(Shimane Life Style Book)や動画を活用したプロモーションの展開 

・ 今年度事業の効果を検証し、活用する媒体の組み合わせなどを調整 

・ アンケート調査による効果検証を実施 

※ 令和３年度の検証結果は、次回の総務委員会で報告（予定） 

 

 

 

 

 

令和４年３月８日・９日 

総 務 委 員 会 資 料 

政策企画局広聴広報課 
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（２） 県内向け事業                  予算額  １０１，１９２千円 
 

   ① 将来の定住に向けたイメージ醸成             ７３，４４２千円 

ア．目的 

 県内の子どもたちやその親世代に、「島根で暮らす」ことへ肯定的なイメージ

を醸成し、将来も島根で暮らす選択を促す 

イ．対象 

 県内の中学・高校生とその親世代 

     ウ．概要 

 テレビドラマ制作、放映・配信 

令和３年度に制作し好評を博したドラマの世界観を継承しながら、都会の

生活の厳しさをより際立たせるなど、島根の暮らしの良さをわかりやすく伝

えるテレビドラマを制作 

         ・ 地元テレビ局、ケーブルテレビでの放送 

         ・ インターネット（YouTubeしまねっこCH）での公開  など 
 

ラジオ番組制作、放送・配信 

県民に島根で暮らす中で感じる喜びや戸惑いなどを本音で語っていただ 

くラジオ番組を制作・放送 

          ※インターネット配信により県外でも聴取可能 

 

   ② 子どもに島根定住を促す意識醸成を目的とした親世代向けの新聞広告 

                       ８，２５０千円 

   ③ 島根の暮らしの良さを伝えるテレビＣＭの放送 

                      １３，２００千円 

   ④ 島根で生き生きと暮らす若者を紹介する動画「しまねの人と暮らし」の制作、配信 

      ※インターネット配信により県外でも視聴可能        ６，３００千円 

（３） その他 

① 島根創生に係る広報                 予算額 ６，６００千円 

・島根創生に係る施策への理解や関心を深めるための新聞広告やＳＮＳ広告 

② 情報発信強化                    予算額   ９９０千円 

・全国のメディアへのプレスリリースを代行する民間サービスの活用 
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令和３年度島根県一般会計補正予算（第１４号）

（政策企画局所管分）

課別予算額（一般会計）

政 策 企 画 監 室 318,674 322,553

女 性 活 躍 推 進 課 450,289 427,468

秘 書 課 125,453 123,208

広 聴 広 報 課 603,082 592,267

統 計 調 査 課 363,435 348,686

政策企画局　合　計 1,860,933 1,814,182

　国 庫 支 出 金 292,976 272,811

　分担・負担・寄附 31,228 49,138

　使用料・手数料 11,728 8,417

  そ    の    他 2,907 2,969

　一  般  財  源 1,522,094 1,480,847

課　　　名
補正前の額

（Ａ）
補 正 額

(Ｂ)
計

(Ａ)＋(Ｂ)

△ 41,247

62

△ 46,751

△ 20,165

3,879

△ 2,245

△ 10,815

△ 14,749

△ 22,821

△ 3,311

17,910

令和４年３月８日・９日
総 務 委 員 会 資 料
政 策 企 画 局

（単位　千円）

-
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款 項 目

 政 策 企 画 監 室 318,674 3,879 322,553 財　源　　分　17,910 　　県　△14,031

　１一般職給与費 191,892 △ 6,435 185,457 一般職員　２１人 ２ １ １ Ｐ８１

２ ２ １ Ｐ８８

２ ４ １ Ｐ９３

　２県政重要課題提案・要望事業費 9,361 △ 400 8,961 ２ ２ １ Ｐ８８

　３政策企画諸費 5,391 △ 5 5,386 ２ ２ １ Ｐ８８

ふるさと島根基金積立金 17,910 ２ ２ １ Ｐ８８

4,597

　５政策企画運営管理費 7,916 △ 2 7,914 ２ ２ １ Ｐ８８

　６行政評価推進事業費 230 △ 160 70 ２ ２ ２ Ｐ８８

　７県政振興調査費 14,247 △ 11,625 2,622 政策企画推進費 △ 10,000 ２ ２ ２ Ｐ８８

８ 県政振興諸費 13,322 △ 1 13,321 ２ ２ ２ Ｐ８８

 女 性 活 躍 推 進 課 450,289 △ 22,821 427,468 財　源　　国  △2,876 　使　△3,311　他　75　 県　△16,709

　１一般職給与費 57,605 △ 146 57,459 一般職員　８人　 ２ ２ １ Ｐ８８

　２男女共同参画の理解促進事業費 94,930 △ 477 94,453 ２ ２ １ Ｐ８８

　３あらゆる分野での女性の活躍推進 62,461 △ 2,149 60,312 女性向けの就職相談窓口の設置 △ 803 ２ ２ １ Ｐ８８

事業費 女性活躍100人会議 △ 783

　４女性活躍及び仕事と生活の両立の 233,096 △ 20,048 213,048 出産後職場復帰奨励金 △ 10,100 ２ ２ １ Ｐ８８

ための環境づくり推進事業費 子育てしやすい職場づくり奨励金 △ 4,944

男性の家事・育児参加促進 △ 1,979

一般事業主行動計画の策定支援 △ 1,800

　５女性活躍推進諸費 2,197 △ 1 2,196 ２ ２ １ Ｐ８８

議案資料10
掲載ページ

予算科目

22,507 65,762
返礼品、募集サイトに利用等に係る事務費

事　　業　　名 補正前の額 補 正 額 計

　４ふるさと島根寄附金事業費 43,255

概　　　　　　　要

-
 
1
0
 
-



款 項 目

議案資料10
掲載ページ

予算科目
事　　業　　名 補正前の額 補 正 額 計 概　　　　　　　要

 秘　　書　　課 125,453 △ 2,245 123,208 財　源　　他　△9　　県　△2,236

　１特別職給与費 38,625 △ 303 38,322 長　等　　２人  ２ １ １ Ｐ８１

　２一般職給与費 64,433 △ 276 64,157 一般職員　９人　 ２ １ １ Ｐ８１

　３島根県功労者表彰事務費 1,384 796 2,180 ２ １ １ Ｐ８１

　４秘書諸費 21,011 △ 2,462 18,549 ２ １ １ Ｐ８１

 広 聴 広 報 課 603,082 △ 10,815 592,267 財　源　　他　△4　 　県　△10,811

　１一般職給与費 94,939 △ 765 94,174 一般職員　１４人　 ２ １ １ Ｐ８２

　２政策に関する情報提供事業費 156,434 △ 5,709 150,725 大雨災害等に係る情報提供事業 △ 4,596 ２ １ ３ Ｐ８２

　３普及啓発情報提供事業費 23,475 △ 1 23,474 ２ １ ３ Ｐ８２

　４島根県の認知度向上対策事業費 35,171 △ 1,273 33,898 県外への情報提供（遣島使） △ 1,253 ２ １ ３ Ｐ８２

　５一般広聴広報費 16,370 △ 285 16,085 ２ １ ３ Ｐ８２

　６広聴事業費 8,551 △ 2,059 6,492 ２ １ ３ Ｐ８２

　７しまねのイメージ発信事業費 131,269 △ 1 131,268 ２ １ ３ Ｐ８２

　８新型コロナウイルス感染症対策関連 94,850 △ 722 94,128 ２ １ ３ Ｐ８２

広報事業費

-
 
1
1
 
-



款 項 目

議案資料10
掲載ページ

予算科目
事　　業　　名 補正前の額 補 正 額 計 概　　　　　　　要

 統 計 調 査 課 363,435 △ 14,749 348,686 財　源　　国  △17,289 　県  2,540

　１一般職給与費 195,761 △ 2,341 193,420 一般職員　２９人　 ２ ７ １ Ｐ９９

　２統計調査総務費 37,989 3,862 41,851 6,212 ２ ７ １ Ｐ９９

[国委託統計調査等事務費]

[県単統計調査等事業費]

　３総合統計調査費 4,455 △ 1,316 3,139 ２ ７ ２ Ｐ９９

[国委託総合統計調査等事業費]

[県単総合統計調査等事業費]

　４人口等基本統計調査費 105,192 △ 10,611 94,581 労働力調査 △ 1,100 ２ ７ ３ Ｐ１００

[人口等基幹統計調査事業費] 小売物価統計調査 △ 989

家計調査 △ 544

社会生活基本調査 △ 1,092

国勢調査 △ 29

経済センサス活動調査 △ 6,794

経済センサス調査区管理 △ 63

　５学事勤労統計調査費 17,950 △ 3,247 14,703 学校基本調査 △ 96 ２ ７ ４ Ｐ１００

[学事勤労基幹統計調査事業費] 学校保健統計調査 △ 69

毎月勤労統計調査 △ 3,082

　６商工統計調査費 2,088 △ 1,096 992 工業統計調査 △ 1,079 ２ ７ ６ Ｐ１０１

[商工基幹統計調査事業費] 工場生産動態調査事業 △ 17

[商工県単統計調査等事業費]

過年度委託金の返還金

-
 
1
2
 
-



 

島根県国土強靱化計画の改訂案について 

１．国土強靱化における国の取組 

平成 25年 12 月 強くしなやかな国民生活の実現を図るための防災・減災等に資する国土強靱

化基本法（以下「基本法」という。）の公布・施行 

平成 26 年 ６月  国土強靱化基本計画（以下「国計画」という。）の策定（閣議決定） 

平成 30年 12 月 国土強靱化基本計画の見直し、「防災・減災、国土強靱化のための３か年緊

急対策」を閣議決定 

令和２年 12 月  「防災・減災、国土強靱化のための 5か年加速化対策」を閣議決定 

※国土強靱化予算の重点配分・優先採択を受けるためには県が策定する計画への位置づけが必要 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．国土強靱化における県の取組 

平成 28 年 ３月 島根県国土強靱化計画（以下「県計画」という。）策定 

（１）県計画は、以下手順により策定（今回も同様な手順で見直しを実施） 

① 想定する災害の設定 

・「二次災害を含めた大規模自然災害」を想定 

② 目標の設定 

・４つの「基本目標」 

・８つの「基本目標を達成するための事前に備えるべき目標」 

③ リスクシナリオ（最悪の事態）の想定 

・「起きてはならない最悪の事態」を想定 

④ 国土強靱化に資する施策の洗い出し 

・県地域防災計画に基づく施策、その他国土強靱化に資する施策を洗い出し 

⑤ 脆弱性評価の実施 

・各施策について、最悪の事態を回避するための脆弱性評価を実施 

⑥ 推進方針のとりまとめ 

・11 の施策分野毎に脆弱性評価の結果を踏まえた推進方針をとりまとめ 

（２）計画は概ね５年ごとに見直し 

国 土 強 靱 化 
 

災害予防のための直接的な対策 

（例）河川等氾濫の防止対策 
土砂災害の予防対策 
医療体制の整備 
防災施設、装備等の整備 など 

災害発生時に必要なリスク回避のため

の間接的な対策 

（例）交通ネットワークの整備 
（高速道路、港湾、空港等） 
再生可能エネルギーの導入促進 

など 

令 和 ４ 年 ３ 月 ８ 日 ・ ９ 日 
総 務 委 員 会 資 料 
政 策 企 画 局 政 策 企 画 監 室 
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３．県計画の見直し 

（１）見直しの必要性 

① 国計画の見直し内容の反映 

  国計画との調和を保つため、以下の項目について表現を見直し 

   ・基本目標を達成するための事前に備えるべき目標 

   ・起きてはならない最悪の事態 

② 島根創生計画（令和２年３月策定）との整合 
  目標値を設定 

③ 近年の自然災害から得られた教訓等の反映 

   県計画のこれまでの取組や近年の災害から得られた教訓等を踏まえ、脆弱性評価の内容を改

めて確認のうえ、推進方針の内容の追加や見直しを実施 

（２）見直しのポイント 

① 目標値の設定 

○ 島根創生計画の重要業績評価指標等に基づき、令和８年度の目標値を設定 

② 施策分野毎の推進方針 

〔新規追加項目〕 

○ 災害発生時における拠点機能確保のための警察施設の整備（Ｐ11）【行政機能】 

○ 文化財の防災対策（Ｐ13）【住宅・都市・土地利用】 

○ 災害発生時の連携体制の整備（Ｐ22）【情報通信】 

○ 流域治水の推進（Ｐ29）【国土保全】 

○ 海岸における津波災害対策（Ｐ29）【国土保全】 

○ 自然公園施設の老朽化対策（Ｐ34）【横断的分野（老朽化対策）】 

〔見直し項目〕（主なもの） 

○ 農業用基盤施設の安全化（ため池）（Ｐ27）【経済産業】 

○ 公共施設等の老朽化対策（Ｐ34）【横断的分野（老朽化対策）】 

③ パブリックコメント等への対応 

〔パブリックコメント等の結果〕 

・パブリックコメント 提出意見４件（期間：R3.12.23～R4.1.24） 

  ・市町村意見照会   提出意見１件（期間：R3.12.28～R4.1.17） 

〔パブリックコメント等に対する県の考え方〕 

○ 別紙１のとおり 

④ 県計画（改定素案）からの変更点 

○ 別紙２のとおり 

 

４．見直しの経過 

令和３年１２月  １１月議会（改訂素案の報告） 

令和３年１２月～ パブリックコメント及び市町村への照会 

令和４年 ３月  ２月議会（改訂案の報告） 

令和４年 ３月中 県計画（改訂）の決定 
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１．パブリックコメント

No ご意見の要旨 ご意見に対する県の考え方

1

【職員の災害対応への意識啓発】
　災害対応する職員の参集が適切に実施
されるためには、職員が甚大な被災を受
けずに参集できる心構えと備えが必要で
ある。
　職員自ら及びその家族等自体が甚大な
被災を受けないように、普段から家具の
固定や防災グッズ等の備蓄などの準備を
努力目標として促すことが必要でない
か。

　ご意見のとおり、職員やその家族等が平時から災害に備えた取組を行うことは重要であ
り、本計画において「県・市町村及び県民に対する防災教育［P33］」として推進方針を定
めています。
　県では、災害時における職員自身の自助や共助の対応などを含め、県職員として身につ
けるべき防災の考え方について理解を深めるよう、職員を対象とした研修等を開催してお
り、引き続き、職員の災害対応への意識啓発を行い、体制の強化を図ってまいります。

2

【建設業界の災害時における体制維持】
　行政側の危機管理計画とともに、災害
時に現場で実働できる人材、資機材等の
確保が必要である。
　県内各地域での建設業界が有事に対応
できる体制が維持できるよう公共事業費
を適切に確保し、建設業界の経営規模・
体力の維持を図っておく必要があるので
ないか。

　ご意見のとおり、建設業は、インフラ整備だけでなく、地域の生活維持を図っていく上
で不可欠な存在であり、引き続き、道路整備や防災・減災対策、老朽化対策といった必要
な基盤整備を国に強く訴えていくなど、十分な公共事業予算の確保に努め、地域の建設業
者が将来にわたり計画的な経営が見通せるよう取り組みます。

　ご意見を踏まえ、以下の通り改訂案に盛り込みました。
　「３．施策分野ごとの推進方針」の次の箇所を変更（下線部を追加）。［P33］
　　　　※関連する脆弱性評価（別紙１［P55］、別紙２［P97］）も変更。

　　（10）横断的分野（避難訓練・防災組織・防災教育）
　　　　２）防災組織等の活動環境の整備
        （災害復旧の担い手の確保）
          ・今後必要となる基盤整備を進めるための安定的な公共事業予算の確保に努
　　　　　  めるほか、建設産業における担い手の育成・確保を図るため、建設業界団体
            と行政が連携して、若年者の入職・定着の促進に繋がる取組（魅力発信・
            イメージアップ、技術者・技能者の育成等）を推進する。

島根県国土強靭化計画（改訂素案）に対するご意見と県の考え方 別紙１

-
 
1
5
 
-



１．パブリックコメント

No ご意見の要旨 ご意見に対する県の考え方

3

【県庁機能の代替施設の確保】
「島根県大規模地震・津波災害業務継

続計画」では、県庁機能の代替施設は発
災後速やかに設定するとされているが、
災害事務で忙殺されている中でこれを的
確に行うことは現実的でないと考える。

したがって、県庁等の機能を代替施設
は、事前に指定のうえ県民に周知してお
けば安心感があるのではないか。

　本計画は、国土強靭化に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るための基本的な指
針であり、具体的な取組は、地域防災計画を始めとする各計画に基づき実施していくこと
としています。
　災害時に代替施設を確保する必要が発生した場合は、「島根県大規模地震・津波災害業
務継続計画」において、災害対策本部の設置場所に準じて代替施設を選定することとして
おり、この災害対策本部の設置場所については、「島根県地域防災計画」において、県庁
舎が被災した場合等県庁内で災害対策本部が設置できない場合に備え、以下のとおり代替
施設を指定しています。
　　　〔第１位〕　島根県松江合同庁舎講堂
　　　〔第２位〕　島根県浜田合同庁舎大会議室
　　　〔第３位〕　その他の島根県合同庁舎等

4

【防災拠点等の確保】
　大規模災害においては、県内の基本情
報（地理的位置、その時点で利用可能な
道路等）や被災状況の周知と県や自治体
からのニーズや受援方針を伝えるため
に、災害時に県内外からの支援を受け入
れる場所（人員、資機材参集場所）を事
前に予定しておくことが必要でないか。

　本計画は、国土強靭化に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るための基本的な指
針であり、具体的な取組は、地域防災計画を始めとする各計画に基づき実施していくこと
としています。
　防災拠点等の確保については、「島根県地域防災計画」において定めており、重要な防
災上の拠点や各種輸送拠点、緊急輸送時における救援物資等の備蓄・集積拠点の被害状況
を速やかに把握し、必要な拠点を確保することとしています。

島根県国土強靭化計画（改訂素案）に対するご意見と県の考え方
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２．市町村からの意見

No ご意見の要旨 ご意見に対する県の考え方

　河川改修事業は数十年にわたる長期の事業期間を要することから、河川整備計画は策定
時の最新の気象データに基づき、概ね20年から30年間の具体的な治水対策を定めることと
しています。
　整備計画策定後、計画を上回る気象条件による災害の発生状況などを踏まえ、必要に応
じて整備計画の見直しを行っています。なお、平成21年策定の神戸川中流域河川整備計画
は、志津見ダムの完成を見込んで策定しています。
　気候変動を踏まえた河川整備計画の見直しについては、現在、国において検討している
ところであり、引き続き、国の動向を注視していきます。
　また、想定を上回る洪水に対しては、流域全体で被害の軽減を図る「流域治水」の考え
方により、あらゆる関係者と協力し、避難行動に繋がる情報発信など、様々な対策を組み
合わせていくことが必要と考えています。

　堆積土砂の浚渫や河道内に繁茂した樹木の伐採については、流下能力の向上が図れるこ
とから「治水対策」の効果的な手法の一つと考えており、浚渫等も含めた治水対策を着実
に進めることとしています。
　なお、これまでも継続的に実施しており、引き続き、治水上の緊急性・重要性などを総
合的に判断しながら実施していく予定です。

　関連する本計画の推進方針：「河川等氾濫の防止対策［P29］」
　　　　　　　　　　　　　　「流域治水の推進［P29］」

【治水対策】
　ほとんどの河川整備計画は平成18年か
ら21年頃に作成された古い計画のままで
あり、特に神戸川中流域河川整備計画
は、平成23年に志津見ダムの完成後一切
見直しがなされていない。
　最近の気象データに基づき河川整備計
画等の見直しを図ったうえで治水対策を
考える必要があるのではないか。
　また、河川の浚渫なども積極的に行う
ことにも触れるべきではないか。

1
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島根県国土強靭化計画（改定素案）からの変更箇所 
 

計画（改訂案） 

〈令和４年３月８日総務委員会報告〉 

計画（改訂素案） 

〈令和３年１２月１４日総務委員会報告〉 

 

１．基本的考え方 

（４）計画の推進 

本計画では、「施策分野ごとの推進方針に関連する指標」（別表）として、

主として島根創生計画で設定する重要業績評価指標（ＫＰＩ）を用いたうえ

で、概ね５年後の計画見直し時期となる令和８年度の目標値を設定している。 

島根創生計画等では、ＰＤＣＡサイクルを通じた評価を毎年度実施してお

り、本計画に基づく各種施策についても、これらの行政評価等を通じて計画の

進捗管理を行う。 

今後、島根創生計画等が改定され、ＫＰＩの見直しが行われた場合には、本

計画のＫＰＩの見直しを行う。 

また、島根創生計画等における毎年度ごとの各事業の達成状況等に応じたＫ

ＰＩの数値の修正が行われた場合には、本計画のＫＰＩへ反映させるものとす

る。 

なお、本計画で設定した「起きてはならない最悪の事態」は、どの事態が発

生しても多大な被害が発生するものであること、また、各施策は複数の分野に

資する場合が多いことなどから、事態別の重点化や、施策分野・各施策別の優

先順位付けは行わず、各施策のなかで必要に応じて重点化や優先順位付けを行

う。 

本計画に基づき実施する事業については、別に「個別事業一覧」を毎年度定

めることとする。 

【Ｐ３】

 

 

１．基本的考え方 

（４）計画の推進 

本計画では、「施策分野ごとの推進方針に関連する指標」（別表）として、

主として島根創生計画で設定する重要業績評価指標（ＫＰＩ）を用いたうえ

で、概ね５年後の計画見直し時期となる令和８年度の目標値を設定している。 

島根創生計画等では、ＰＤＣＡサイクルを通じた評価を毎年度実施してお

り、本計画に基づく各種施策についても、これらの行政評価等を通じて計画の

進捗管理を行う。 

今後、島根創生計画等が改定され、ＫＰＩの見直しが行われた場合には、本

計画のＫＰＩの見直しを行う。 

また、島根創生計画等における毎年度ごとの各事業の達成状況等に応じたＫ

ＰＩの数値の修正が行われた場合には、本計画のＫＰＩへ反映させるものとす

る。 

なお、本計画で設定した「起きてはならない最悪の事態」は、どの事態が発

生しても多大な被害が発生するものであること、また、各施策は複数の分野に

資する場合が多いことなどから、事態別の重点化や、施策分野・各施策別の優

先順位付けは行わず、各施策のなかで必要に応じて重点化や優先順位付けを行

う。 
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島根県国土強靭化計画（改定素案）からの変更箇所 

計画（改訂案） 

〈令和４年３月８日総務委員会報告〉 

計画（改訂素案） 

〈令和３年１２月１４日総務委員会報告〉 

 

３．施策分野ごとの推進方針 

（10）横断的分野（避難訓練・防災組織・防災教育） 

２）防災組織等の活動環境の整備 

（災害復旧の担い手の確保） 

・今後必要となる基盤整備を進めるための安定的な公共事業予算の確保に

努めるほか、建設産業における担い手の育成・確保を図るため、建設業

界団体と行政が連携して、若年者の入職・定着の促進に繋がる取組（魅

力発信・イメージアップ、技術者・技能者の育成等）を推進する。（土

木部） 

【Ｐ33】

 

別紙１ 施策分野ごとの脆弱性評価 

（10）横断的分野（避難訓練・防災組織・防災教育） 

２）防災組織等の活動環境の整備 

（災害復旧の担い手の確保） 

・災害対応等により地域の安全・安心を守る優良な建設業者が将来にわたり

計画的な経営が見通せるように、公共事業予算の確保や、担い手の育成・

確保対策を行う必要がある。（土木部） 

【Ｐ55】

 

別紙２ 起きてはならない最悪の事態ごとの脆弱性評価 

８－２ 復興を担う人材等（専門家、コーディネーター、労働者、地域に精

通した技術者等）の不足等により復旧・復興できなくなる事態 

（災害復旧の担い手の確保） 

・災害対応等により地域の安全・安心を守る優良な建設業者が将来にわたり

計画的な経営が見通せるように、公共事業予算の確保や、担い手の育成・

確保対策を行う必要がある。（土木部） 

【Ｐ97】

 

３．施策分野ごとの推進方針 

（10）横断的分野（避難訓練・防災組織・防災教育） 

２）防災組織等の活動環境の整備 

（災害復旧の担い手の確保） 

・                                 

      建設産業における担い手の育成・確保を図るため、建設業

界団体と行政が連携して、若年者の入職・定着の促進に繋がる取組（魅

力発信・イメージアップ、技術者・技能者の育成等）を推進する。（土

木部） 

【Ｐ33】 

 

別紙１ 施策分野ごとの脆弱性評価 

（10）横断的分野（避難訓練・防災組織・防災教育） 

２）防災組織等の活動環境の整備 

（災害復旧の担い手の確保） 

・災害対応等により地域の安全・安心を守る優良な建設業者の存続のため

に、                        担い手の育成・

確保対策を行う必要がある。（土木部） 

【Ｐ55】 

 

別紙２ 起きてはならない最悪の事態ごとの脆弱性評価 

８－２ 復興を担う人材等（専門家、コーディネーター、労働者、地域に精

通した技術者等）の不足等により復旧・復興できなくなる事態 

（災害復旧の担い手の確保） 

・災害対応等により地域の安全・安心を守る優良な建設業者の存続のため

に、                        担い手の育成・

確保対策を行う必要がある。（土木部） 

【Ｐ97】 
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島根県公共施設等総合管理基本方針の改訂(案)について 

 

 

１．島根県公共施設等総合管理基本方針の概要 

・ 平成27年９月に「島根県公共施設等総合管理基本方針」（以下、「県

方針」）を策定 

公共施設等（公共施設、インフラ施設）の全体を把握し、予防的対

策等の維持管理費負担の軽減により、県民に必要なサービスを将来

にわたり提供することを目的としている。 

高度経済成長期以降に整備されたインフラの老朽化対応や人口減

少期における公共施設の最適化を図る背景から国府省庁及び地方公

共団体において策定 

・ 実施期間は平成 27 年度からの 10 年間 

・ 総務省通知により、全ての地方公共団体が令和３年度内の見直しを

求められている。 

 

２．見直しの主な内容 

    公共施設等に係る現況数値の更新、取組実績等 

    ・ 公共施設等の施設保有量等の更新（Ｐ4～Ｐ6） 

    ・ 県方針策定以降の個別施設計画等の策定状況（Ｐ17、Ｐ18） 

 

     中長期的な維持管理・更新等に係る経費の推計 

    ・ 単純更新した場合と長寿命化対策を反映した場合の経費の見込み

（Ｐ11～Ｐ14） 

 

 【前回報告案（R3.11 総務委員会）からの変更点】 

   総務委員会意見を踏まえ、ポイントの追記や体裁を工夫（Ｐ12、Ｐ13 等） 

 

３．見直しの経過 

   令和３年１２月    １１月議会（改訂素案報告） 

      〃   １２月～  パブリックコメント 

                        【パブリックコメント募集の結果】 

 提出意見なし（R3.12.23～R4.1.24 募集） 

  令和４年  ３月   ２月議会（改訂案の報告） 

       〃     ３月中 県基本方針（改訂）の決定 

 

     

令和４年３月８日・９日 
総 務 委 員 会 資 料 
政策企画局政策企画監室 
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地方分権改革の動きについて 

 

１．「令和３年の地方からの提案等に関する対応方針」（令和３年 12月 21 日閣議決定） 

  提案募集方式 

〇平成 26 年から、地方からの提案を受けて、地方公共団体への事務・権限の移

譲、義務付け・枠付けの見直し等を推進する「提案募集方式」を導入 

  対応状況 

分類 件数 

提案の趣旨を踏まえ対応等（注１）   １４７ 

実現できなかったもの等（注２） ７３ 

合計 ２２０  

（注１）現行規定で対応可能であることを通知等により明確化するもの等を含む。 

（注２）関係府省における予算編成過程での検討を求める提案や、提案募集の対象外であ

る提案等を含む 

  一括法案等の提出 

〇法律改正事項については、一括法案等を令和４年通常国会に提出 

〇現行規定で対応可能な提案については、通知等により明確化 

 

２．提案の対応状況 

  提案状況 

１２件（「権限移譲」１件（ ①）、「地方に対する規制緩和」１１件） 

  全て中国地方知事会等での共同提案 

  うち ⑦、 ①は日本創生のための将来世代応援知事同盟としても共同提案 

 

  提案の趣旨を踏まえた対応等 １０件 

① 地方公共団体の取組を阻害しない形での旅券発給業務の電子申請の導入（広

島県） 

旅券の電子申請システム整備に当たっては、住民の利便性向上のため、市町村への

権限移譲を進めてきた各県の取組が後退しない設計とすることを求める。 

→ 可能な限り都道府県や市町村の事務の執行に支障を来さないよう、地方公共団体の

意見を踏まえつつ、オンライン申請等に係るシステムの構築に努める。 

 

総 務 委 員 会 資 料 

令和４年３月８日・９日 

政策企画局政策企画監室 

- 21 -



② 管理栄養士による居宅療養管理指導の普及に向けた基準の見直し（鳥取県） 

要介護者の自立支援・重度化防止に向けた適切な栄養管理のため、薬局の管理栄養

士が居宅療養管理指導を実施できるよう、基準の見直しを求める。 

→ 社会保障審議会の意見を聴いた上で検討し、令和５年度中に結論を得る。その結果

に基づいて必要な措置を講ずる。 

③ 地方創生推進交付金実施計画及び地域再生計画に係る事務の見直し（岡山県） 

事務負担の軽減を図るため、両計画で重複する事項の省略化及び窓口の一本化を求

める。 

→ 令和４年度から国の審査担当間の連携強化を図る。令和５年度事業に係る申請

から提出窓口を一本化するとともに、実施計画等が地域再生計画を兼ねるように

様式の一体化や記載事項の見直し等を行う。 

④ 地方創生推進交付金実施計画に係るスケジュールの見直し（岡山県） 

実施計画の作成に向け、事前相談への国の回答から計画提出までの十分な検討期間

の確保を求める。また、速やかな事業開始や不採択となった場合の代替事業の検討が

できるよう、内示時期の前倒しを求める。 

→ 令和４年度から実施計画等の提出期限を見直し、地方公共団体の検討期間をより一

層確保する。令和４年度事業に係る交付手続きから、交付申請の円滑化に資する情報

を地方公共団体へ提供する。 

⑤ 公共事業等施行状況調査等の簡素化（岡山県） 

事務負担の軽減を図るため、地方農政局から毎月依頼される公共事業等施行状況

調査及び事業執行状況調査の簡素化を求める。 

→ 令和４年度から両調査を一本化するとともに、調査項目を削減するなど、運用の改

善を図る。 

⑥ 消費・安全対策交付金のうち特別交付型交付金の要望調査の運用改善（岡山

県） 

交付金の利用促進を図るため、現場との調整など事業実施に向けた検討期間を十

分に確保できるよう、照会から回答までのスケジュールの改善を求める。 

→ 要望額の調査期間を十分確保するとともに、可能な限り早期に事業の予算額など参

考となる情報を地方公共団体へ提供する。 
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⑦ 文化芸術による子供育成総合事業に係る申請・報告事務の効率化等（岡山県） 

都道府県等からの推薦を受けて実施校等を決定する方法を取りやめ、学校からの

申請により決定するとともに、申請内容の簡略化など、申請・報告事務の効率化等

を求める。 

→ 提出書類の簡素化等を行い、令和４年中に地方公共団体へ通知する。 

⑧ 保健師等の業務従事状況に係る届出の見直し（広島県） 

事務負担の軽減を図るため、本人からではなく就業先からの届出や電子での届出

が可能となるよう見直しを求める。 

→ オンラインによる届出を可能とするとともに、衛生行政報告例の報告様式に情報を

移送する仕組みを構築することについて検討し、令和３年度中に結論を得る。その結

果に基づいて必要な措置を講ずる。 

⑨ LP ガス運搬車に係る許可等の一本化（広島県） 

LP ガス運搬車の導入促進に向けた事業者の負担軽減や、行政の事務の効率化を図

るため、液化石油ガス保安法上の許可を受けた場合は、許可基準が同一である高圧ガ

ス保安法上の許可を不要とするよう求める。 

→ 地方公共団体等の意見を踏まえつつ、その方策について検討し、令和４年度中に結

論を得る。その結果に基づいて必要な措置を講ずる。 

⑩ 循環型社会形成推進交付金の事務の簡素化（山口県） 

国の予算区分毎に交付申請書や実績報告書を作成する必要があり、事務が煩雑化

しているため、事業実施主体毎にまとめて作成できるよう簡素化を求める。 

→ 予算区分にかかわらず事業ごとに一括して提出することを可能とするため、取扱要

領等を改正し、令和３年度中に通知する。 

 

  実現できなかったもの等 ２件 

① 児童入所施設措置費等国庫負担金の算出における里親支援専門相談員配置に

よる加算対象施設の拡大（島根県） 

障がい児や心理ケアが必要な児童等にも対応した里親支援が可能となるよう、里

親支援専門相談員の配置により国庫負担金が加算される施設に、障がい児入所施設

や児童心理治療施設等を追加することを求める。 

② 送電施設等に営巣したカラスの卵及びヒナの除去に係る捕獲許可の見直し

（山口県） 

事業者の負担軽減や緊急時の迅速な除去に向け、電気事業法に基づく手取りによ

る捕獲・採取については、許可を不要とすることを求める。 
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第４次島根県男女共同参画計画（案）について 

 

１ 計画の概要  

（１）計画の趣旨 

   第３次計画までの取組の成果や現状と課題を検証し、さらに、新型コロナウイ

ルス感染症の影響や働き方の変化などを踏まえ、男女共同参画社会の実現に向け

て引き続き総合的・計画的に施策を展開するため、「第４次島根県男女共同参画計

画」を策定する。 

（２）計画の位置づけ 

   男女共同参画社会基本法及び島根県男女共同参画推進条例に基づく男女共同参

画計画であるとともに、基本目標Ⅰに係る部分については、女性活躍推進法に基

づく都道府県推進計画として位置づける。 

（３）計画の期間 

   令和４（２０２２）年度～令和８（２０２６）年度までの５年間 

２ 素案からの主な変更点 

（１） 具体の取組の追加 

【重点目標１ あらゆる分野で活躍促進】 

・ 取組５ 子育てなど時間に制約がある女性で、非正規から正規職員を目指す

方を対象に、参加しやすく、必要なスキルを学ぶことのできる、就労

体験付き講習会の実施 

 また、就労支援情報をまとめたガイドブックを作成（女性活躍推進

課） 

【重点目標３ 政策・方針決定過程における男女共同参画の推進】 

・ 取組 53 女性の政治分野への参画の重要性、意義についての理解促進を図

る啓発を実施（女性活躍推進課） 

【重点目標９ 生涯を通じた男女の健康づくりの推進】 

・ 取組 133 安心して不妊治療を受けられるよう、こっころカンパニーの認定

の仕組みを活用して、不妊治療と仕事の両立支援に取り組む企業を

支援（女性活躍推進課） 

【重点目標 10 誰もが安心して暮らせる環境の整備】 

・ 取組 147 困難や不安を抱える女性に寄り添った支援を行うため、各市町村

における相談窓口の周知や相談員の資質向上、民間団体等を含む関

係機関との連携による対応力を向上（青少年家庭課） 

（２） 数値目標の追加 

・ 女性が働き続けやすいと感じる女性の割合（R8 目標値 50%） 

 

令 和 ４ 年 ３ 月 ８ 日 ・ ９ 日 

総 務 委 員 会 資 料 

政策企画局女性活躍推進課 
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３ いただいたご意見と県の考え方 

 ・ 意見提出 22 名・団体 

 ・ 意見数  37 件（計画に反映させていただいたご意見 14 件、 

  今後の施策の参考にさせていただくご意見 23 件） 

  ＜内訳＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

意見の一覧は、別添のとおり 

４ 計画の答申 

令和４年３月２日 島根県男女共同参画審議会から知事へ答申 

  （別冊、資料３の P69） 

５ 計画（案） 

別冊、資料３のとおり 

６ 今後のスケジュール 

令和４年３月下旬  計画の決定 

 

 

 

 

 

島根県議会（総務委員会）
（令和３年12月14日）

2 名 2 件

島根県男女共同参画社会形成促進会議
（令和３年12月27日）（※）

11 名・団体 21 件

しまね働く女性きらめき応援会議
（文書意見照会）（※）

3 団体 5 件

市町村
（文書意見照会）

1 市 1 件

パブリックコメント
（令和３年12月23日～令和４年１月24日）

5 名・団体 8 件

合計 22 名・団体 37 件

　※　しまね働く女性きらめき応援会議と島根県男女共同参画形成促進会議の構成員が

    重複する場合には、島根県男女共同参画形成促進会議の構成員として、意見数等を

    計上

人数・団体数 意見数
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①　島根県議会（総務委員会）（令和３年１２月１４日）

基本目標
重点目標

項目 ご意見の要旨 ご意見に対する県の考え方

1-1 基本目標Ⅰ
重点目標２

数値目標４
（Ｐ36）
取組26
（Ｐ47）

　県内の企業の99.9％を占める中小・小規模事業者において、こっころカンパ
ニーの取組が進むよう、認定制度を工夫して取り組むべきである。

　こっころカンパニーの認定企業368社（Ｒ２年度末時点）のうち、従業員数19人
以下の割合は44.5％となっており、小規模な事業所においても積極的に取り組ん
でいただいています。
　現在、認定企業に対しては、県の広報によるPRや表彰制度、県の建設工事入札
参加資格審査における加点、環境整備補助金などにより支援しています。業種や
事業所規模にかかわらず様々な企業が認定制度を活用し、メリットを感じられる
よう、認定制度に関するＰＲを強化し、子育てしやすい職場環境づくりによって
人材確保への効果も期待されることなどを積極的に情報発信し、今後も認定企業
の普及に努めていきます。

1-2 基本目標Ⅱ
重点目標６

数値目標13
（Ｐ36）

　特定の団体となる「農業協同組合の役員に占める女性の割合」が数値目標13に
設定されているが、林業と漁業などが入っていないのはなぜか。

　数値目標13「農業協同組合の役員に占める女性の割合」（Ｐ36）は、国の第５
次男女共同参画基本計画の数値目標とされており、農林水産省からも農業の発展
等のためには女性が働きやすく暮らしやすい農村にすることが重要で、地域を
リードする女性農業者の育成や農村施策への女性参画推進のため、特に農業委
員、農業協同組合役員などに占める女性登用を推進すること、とされています。
　そうしたことから、今回の計画において「農業協同組合の役員に占める女性の
割合」を数値目標として設定しました。
　なお、林業、漁協については、参考指標37「森林組合の役員に占める女性の割
合」、参考指標39「漁協協同組合の役員に占める女性の割合」として設定するこ
ととしています（Ｐ40）。

【
別

添
】
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②　島根県男女共同参画社会形成促進会議（令和３年１２月２７日）

基本目標
重点目標

項目 ご意見の要旨 ご意見に対する県の考え方

2-1 計画全般 　鳥取県は「男女共同参画計画」において、性の多様性に配慮して、「男女」の
文言の使用を可能な限りやめた。
　一つ一つの内容としては、男女という文言がなければならないところもある
が、鳥取の場合は、計画案では可能な限り「男女」の文言を言い換えて、「一人
一人」とか「誰もが」などに変更するとされた。
　島根県においても、島根県男女共同参画という言葉ではなく、誰もが共同参画
できる社会づくりなどとしたほうがよいのではないか。

　本計画においても、性の多様性を尊重することが重要であることは当然のこと
であり、島根県が目指す社会は性別にとらわれることなく、性の多様性を前提と
した、一人ひとりの人権が尊重される社会であると考えています。
　一方で、本計画期間である５年後に目指す姿としては、男女間の格差や性別に
よる固定的な性別役割分担等を反映した制度、慣行、女性への暴力などが、未だ
大きな社会課題として残っており、それらの課題や課題解決に向けた取組を明確
する必要があります。
　そうしたことから、計画の名称は「島根県男女共同参画計画」とし、「島根県
が目指す男女共同参画者社会」（Ｐ33）を記載しています。
　なお、性の多様性の尊重については、「計画策定にあたっての横断的視点」
（Ｐ３）で明確化するとともに、計画の巻頭言においても県民の皆様との共通認
識となるよう、知事からのメッセージとしてしっかりと伝えてまいりたいと考え
ています。

2-2 計画全般 全体
計画推進ため
の手法
（Ｐ５）

　素案の「計画推進のための手法」において、苦情処理専門部会を設置している
とのことであるが、県民からの申し出又は苦情の内容を知りたい。具体的な処理
方法も合わせて公表できる内容のものは公表して欲しい。

　これまでの苦情処理の申し出については、毎年作成しています「しまねの男女
共同参画年次報告」にて公表をしています。申し出については、平成15年以降、
平成19年までで計６件、それ以降においては申し出がない状況です。
　女性活躍推進課の苦情処理のホームページにて制度の紹介を行ってきました
が、ご意見を受けまして、ホームページにおいてもこれまでの状況を追加しまし
た。

2-3 基本目標Ⅰ
重点目標１

　国の方針において、男女間の賃金格差の解消に向けた構造的な対応を進めると
いうことが挙げられているが、早期に具体的な対策が必要だと考えている。
　現実として男性の長時間労働が前提として存在し、それとセットで専業主婦と
いう形の家庭が、政策的につくられてきた。
　そうした中で、現在の男女の賃金格差が生み出されてきており、早期にこれを
解消することが、男女間の様々な格差の解消につながる。

　厚生労働省の資料によると、男女間の賃金格差の要因として、最も大きいもの
は｢役職の違い｣｢勤続年数の違い｣であるとされています。本県の状況として、役
職への登用割合や勤続年数には男女差があり、給与の男性に対する女性の比率は
79.2％となっています。女性の望まない離職を防止し、安心して働き続けられる
よう、正社員を希望する女性の正社員化への転換支援、労働局と連携した非正規
労働者の待遇改善、女性のスキルアップ支援や、女性の活躍や従業員の子育てを
応援する企業への支援などにより、女性の登用や、誰もが働き続けやすい職場環
境づくりを促進していくこととしています。
　ご指摘のとおり、男性の長時間労働と女性への家事・育児の負担の偏りには関
連があり、女性の活躍を阻む要因の一つになっています。長時間労働の是正など
の働き方改革を進めるため、経営者等の意識改革のためのセミナーの開催、時間
単位年次有給休暇制度の導入等に取り組む企業への奨励金支給などにより、企業
を支援し、誰もが働きやすい職場環境づくりを促進していくこととしています。
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基本目標
重点目標

項目 ご意見の要旨 ご意見に対する県の考え方

2-4 基本目標Ⅰ
重点目標１

現状と課題
（Ｐ13）

　「職場における女性の登用について」の図表23において、管理職になりたくな
い理由として、男女とも「今のままで不満はないから」という理由が多いが、そ
のことと「職場の働きやすい環境づくり」が関係あるのかどうか。
　女性は、スキルアップより家庭と仕事の両立に関心があるのではないか。ま
た、能力アップも必要だが、心の安定を望む気持ちが強いと思うので、それを踏
まえての施策が必要かと思われる。

　管理職になりたいと考える割合は、男性が41.2％であるのに対し、女性は
12.7％と大きな差があります。また、管理職になりたくない理由として、男女差
が大きく出ているのは、｢仕事と家庭の両立が困難だから｣（男性13.6％、女性
34.8％）となっており、子育て等をしながら働き続けることのできる職場環境づ
くりが課題であると考えております。
　女性の登用に関し、本人の希望は尊重されるのがワーク・ライフ・バランスの
観点からも望ましいと考えます。ご指摘の点を踏まえ、女性一人ひとりが結婚や
子育てをしながら、希望に応じた働き方が実現するよう支援していきます。
　なお、ご意見を受けまして、下記のとおり｢現状と課題｣を追記しました。

【追加】（Ｐ13）
　また、｢仕事と家庭の両立が困難だから｣を理由として挙げた男性が13.6％であ
るのに対し、女性は34.8％と大きく差が出ています。

2-5 基本目標Ⅰ
重点目標１、
２

　家庭の問題と同時に、結婚しない男性、女性、一生独身で過ごすという方も多
くなっている。そうした場合、女性のほうが賃金が低いことから年金も低く、老
後の生活が厳しい。その上に親の介護、みとりということも独身女性にかかって
くる場合もある。
　これまでの世帯や家庭に対する支援だけでなく、独身女性、独身男性に向けた
取組も必要となってきているので、そういうとこにも目を向けていただきたい。

　計画P11の図表15「20～49歳における男女別未婚率の推移」を見ても、年齢（５
歳階級）別未婚率が、男性、女性ともに増加傾向にあります。
　そうした中で、国の男女共同参画会議において、女性の人生と家族の姿が多様
化していることを踏まえ、女性の経済的自立を最重要課題として取り組む必要が
あるとされています。
　女性が生涯を通じて経済的に自立し、安心して暮らしていくためには、安定的
な雇用が確保されることが重要です。このため、正社員を希望する女性の正社員
化への転換支援や労働局と連携した待遇改善に取り組みます。また、誰もが若い
世代から自らの人生設計やキャリアプランを考えていくために、高校生や大学生
を対象とした啓発活動に取り組んでまいります。

2-6 基本目標Ⅰ
重点目標２

　市町村と連携して、学童クラブをより充実させることによって、お母さん方が
伸び伸びと働くことができるような環境をつくっていくことが、島根県としての
大きな目標だと考えている。

　ご意見のとおり、放課後児童クラブの充実によって、子育てをしている誰もが
安心して家庭や仕事に取り組むことができる環境づくりが図られることから、計
画案に明記しているところです。（Ｐ46）

2-7 基本目標Ⅰ
重点目標２

　島根県は全国と比べて、出産後の労働参加率の落ち込みが低い。島根県の良い
ところは、初産の後に育児の受け皿となる保育が充実していることである。加え
て、県が現在推進する放課後児童クラブの充実によって、小学校の前半までカ
バーすれば、多くのお母さんたちは切れ間なく、労働を継続することができる。
　また、島根県は全国と比較して初産の年齢が早い。そのことが島根県の合計特
殊出生率が高くなっている要因の一つだと考えられる。
　共働きの家庭が多くなる中で、男性の家事、育児に参加しようという意識を高
めることが重要だということを改めて強調したい。

　ご意見のとおり、放課後児童クラブの充実によって、子育てをしている誰もが
安心して家庭や仕事に取り組むことができる環境づくりが図られることから、計
画案に明記しているところです。
　また、女性がいきいきと活躍するためには、家庭において女性に負担が偏って
いる家事・育児の負担を是正し、家庭における男性活躍を推進することが重要で
あることを、子育て中の方だけでなく、その親の世代、地域の方々、職場などに
積極的に情報発信していきます。
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基本目標
重点目標

項目 ご意見の要旨 ご意見に対する県の考え方

2-8 基本目標Ⅰ
重点目標２

数値目標７
（Ｐ36）

　島根県の現状と課題について、島根県の人口減少が顕著である中で、若者が定
着したくなるような環境づくりが必要。島根県の各部局がそれぞれの施策を具体
的に推進して、目標数値に近づけていただきたい。
　島根県の女性の労働力率は高いですが、仕事と家庭の両立を望む方が多いた
め、有職率の高さだけでなく、働きやすい環境づくりと男女間の賃金格差の是正
にもしっかりと目を向けていただきたい。

　厚生労働省の資料によると、男女間の賃金格差の要因として、最も大きいもの
は｢役職の違い｣｢勤続年数の違い｣であるとされています。本県の状況として、役
職への登用割合や勤続年数には男女差があり、給与の男性に対する女性の比率は
79.2％となっています。女性の望まない離職を防止し、安心して働き続けられる
よう、正社員を希望する女性の正社員化への転換支援、労働局と連携した非正規
労働者の待遇改善に取り組むほか、女性のスキルアップ支援や、女性の活躍や従
業員の子育てを応援する企業への支援などにより、女性の登用や、誰もが働き続
けやすい職場環境づくりを促進していくこととしています。
　なお、｢女性が働き続けやすいと感じる女性の割合｣を、数値目標７として追加
することとしました。

【追加】（Ｐ36）
数値目標７　女性が働き続けやすいと感じる女性の割合

2-9 基本目標Ⅰ
重点目標２

　月経にまつわる様々な課題をテクノロジーの力で解決していこうという「フェ
ムテック」について、昨年来研究を行っている。
　具体的には、月経カップや新しいショーツなど、いろんな商品が出ているが、
そういったものを使ってもらいながら、より生産性も上げながら女性が快適に仕
事ができる、あるいはワーク・ライフ・バランスにつなげていく、という研究を
している。
　県でも生理の貧困ということだけにとどまらず、少子高齢化の進行によって生
産年齢人口というのは減少していく中で、今働いている人たちの生産性を上げて
いくという観点から、科学的な見地を持った新たな取組を、今後取り入れていた
だきたい。

　「女性活躍・男女共同参画の重点方針2021」において、働く女性の月経や妊
娠・出産、更年期障害等、女性特有のライフイベントに起因する望まない離職や
存分に能力を発揮できない状況を防ぐため、テクノロジーを用いて健康課題に対
処するツールとして、令和３年度から経済産業省等においてフェムテック製品・
サービスの利活用を促す仕組みづくりの支援が始まっています。
　ご意見のとおり生産性を上げるという観点についても、経済産業省の試算によ
ると、2025年のフェムテックによる経済効果（逸失給与総額）は年間約２兆円と
推計されており、人口減少、少子高齢化社会における経済活動において、フェム
テック製品・サービスの利用効果は期待されています。
　女性が尊厳と誇りを持って生きられる社会の実現に寄与するフェムテック製
品・サービスについて、今後もその動向を注視していきます。

2-10 基本目標Ⅱ
重点目標４

現状と課題
（Ｐ22～23）

　令和元年度の調査結果で、３点の問題点がある中で、男女の平等感について
「学校教育の場」以外の分野で内容を深く考えなくてはならないと思う。
　これらを改善していく中で、女性の政治行政分野への社会的視野も高く、広く
なっていくのではないでしょうか。
　「社会通念・慣習・しきたりなど」の環境の変化について考える計画期間５年
となることを願っています。

　男女の地位の平等感については、ご意見のとおり学校教育の場以外は、平等だ
と感じる割合が40％以下と低い状況です。特に「政治の場」「社会通念・慣習・
しきたり」については、15％程度と低くなっています。
　政治の場、職場、地域活動、家庭生活など、あらゆる場面での男女の地位の平
等感を高めるためには、女性を取り巻く環境整備と意識改革の取組が必要です。
環境整備については、働きやすい職場づくりの推進、仕事と生活の両立支援、法
律等による育児・介護等の休暇制度等の整備が推進されています。
　一方、意識改革について、「社会通念・慣習・しきたり」の見直しにつながる
固定的な性別役割分担意識の解消や多様性を受け入れる意識を醸成するため、市
町村や男女共同参画サポーターと協働し、男女共同参画に係る広報や啓発事業に
取り組み、男女の地位の平等感の向上に努めてまいります。

2-11 基本目標Ⅱ
重点目標４

現状と課題
（Ｐ25～26）

　PTA役員における女性の割合について素案に記載があるが、会長はできないが副
会長や各部長であればやりますよといった声も非常に多くある。
　また、実際、ＰＴＡの中で中心になって活動しているのは、基本的にお母さん
のほうがどちらかというと多い。
　そういった数字の取り方について検討いただきたい。

　計画の現状と課題においては、活動の主体という視点ではなく、政策方針決定
にかかる視点で記載しています。
　一方、方針決定には、会長と同じく副会長も関わることから、ＰＴＡ及び自治
会において会長よりも女性の参画が進んでいる副会長について、女性が占める割
合と現状をＰ25、26、41に追記しました。
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基本目標
重点目標

項目 ご意見の要旨 ご意見に対する県の考え方

2-12 基本目標Ⅱ
重点目標４

基本目標Ⅱ
重点目標７

取組55
（Ｐ51）

取組89
（Ｐ56）

(公財)しまね女性センターとの連携に関する言及について
　 県立男女共同参画センター「あすてらす」については、重点目標４ （１） 55
（研修会場として例示）と重点目標７ （２） 91（防災にかかる役割の明確化）
の２箇所に書かれていますが、総じて(公財)しまね女性センターとの連携に関す
る記述は見られません。
　具体的な取組を進めるにあたっては、実際には男女共同参画推進に関する事業
の多くが財団に委託されており、専門職員を有する県内随一の機関であることか
らも、財団との連携についてぜひ明記していただきたいです。

例：重点目標７ （２） 89
　男女共同参画の視点を取り入れた防災講座を、市町村及び男女共同参画サポー
ター、（公財）しまね女性センターと連携して実施します。

　ご意見を受けまして、下記のとおり取組を修正しました。

【修正後】（Ｐ51）
取組55　県立男女共同参画センター「あすてらす」をはじめ県内各地において、
(公財)しまね女性センターと連携し、男女共同参画の理解促進に向けた研修を開
催します。（女性活躍推進課）

【修正後】（Ｐ56）
取組89　男女共同参画の視点を取り入れた防災講座を、市町村、男女共同参画サ
ポーター及び(公財)しまね女性センターと連携して実施します。（女性活躍推進
課）

2-13 基本目標Ⅱ
重点目標４

取組63
（Ｐ52）

男女共同参画に関する情報の収集・提供について
　※該当項目：重点目標４ （３） 63
　書籍・映像資料の収集や啓発パネルの整備は、(公財)しまね女性センターの自
主事業として行っており、館内やセミナー会場等に展示するほか、貸出等にも対
応しています。該当項目がこのことを指しておられるのであれば、財団の事業で
あることや、収集場所としての「あすてらす情報ライブラリー」についても明記
していただきたいです。

　(公財)しまね女性センターの自主事業は本計画では記載しておりませんが、あ
すてらす情報ライブラリーは県管理（指定管理）であることから、ご意見を受け
まして、下記のとおり取組を修正しました。

【修正後】（Ｐ52）
取組63　県立男女共同参画センター「あすてらす」の「情報ライブラリー」に書
籍や映像資料を収集し、来館者へ貸出等を行うことで、広く県民に情報提供を行
います。（女性活躍推進課）

2-14 基本目標Ⅱ
重点目標６

　日本はまだまだ男性社会である。国会議員、県議会議員、市町村議員も女性が
少ない。昇進のスピードも同期に比べて遅い。
　現在、土地改良区の理事をしているが、女性は一人である。今後、土地改良区
の女性役員が増えて欲しい。

　土地改良区の女性理事登用の促進については、国、県、土地改良事業団体連合
会で構成する「土地改良区運営基盤強化協議会」で検討を行っています。
　また、令和３年５月に設立された「しまね水土里女性の会」と連携し、当会の
啓発活動などの情報を土地改良区へ提供することにより、改選時期に合わせた女
性理事の登用を促進していきます。

2-15 基本目標Ⅱ
重点目標７

取組91
（Ｐ56）

平常時及び災害時における男女共同参画センターの役割の明確化について
　　※該当項目：重点目標７ （２） 91
　ここでは、おそらく国の計画の表記に合わせる形で「男女共同参画センター」
と書かれているものと思いますが、センターは建物であって、実際に役割を持ち
取組を進めるのは(公財)しまね女性センターであると認識しています。書きぶり
の変更についてご検討願います。

　ご意見を受けまして、下記のとおり取組を修正しました。

【修正後】（Ｐ56）
取組91　男女共同参画の視点から、平常時及び災害時における男女共同参画担当
部局及び(公財)しまね女性センターの防災にかかる役割の明確化を図り、その取
組を推進します。（女性活躍推進課）

2-16 基本目標Ⅱ
重点目標７

取組92
（Ｐ56）

　災害時の「避難所チェックシート」では、しっかりと女性の視点が活かされて
いる。このチェックシートを災害時に活かすための指導が大切だと思う。

　災害時の避難所開設・運営に女性の視点を活かされるよう、「避難所チェック
シート」をはじめ、男女共同参画の視点からの防災の取組等について、市町村担
当課長会議や研修会などの場を活用して情報共有を図るなど、市町村と連携して
取り組んでまいります。
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基本目標
重点目標

項目 ご意見の要旨 ご意見に対する県の考え方

2-17 基本目標Ⅲ
重点目標８

　女性相談を設けている市町村もあるが、設けていない市町村もある。
　そのため、引き続き島根県女性相談センターでは幅広く、相談する機会がなる
べく多く設けられるようにしていただくとともに、弁護士などの専門家につなげ
れる場所が県内でも増えていくようにして欲しい。
　また、コロナの影響などで面談相談が困難な場合もあるため、例えば電話相談
など、できるだけスムーズに相談に結びつけられるように改善を続けていただき
たい。

　島根県女性相談センターでは、電話相談や面接相談等により、ＤＶ相談をはじ
め日常生活を営む上で様々な問題を抱え悩む女性から幅広く相談を受け、必要に
応じて、関係機関（弁護士等の専門家を含む）へのつなぎを行っております。
　また、県内すべての市町村においても女性相談窓口が設置されており、独自に
法律相談の機会を設けたり、島根県女性相談センターにつなげたりなどして、専
門家への相談の機会を提供しています。
　令和３年度からは相談者のお近くの児童相談所の女性相談窓口を通して、リ
モートでの法律相談を行っており、今後も新型コロナ感染症対策はもちろん、東
西に長い本県において少しでも専門家につながる機会を増やし、相談者の負担を
減らすことができるよう、改善に努めます。
　また、ホームページや新聞・広報等への掲載、リーフレットの配布、相談カー
ドの配置等により、ＤＶ相談窓口の周知を行い、その内容の充実及び周知方法の
拡大に努めます。

2-18 基本目標Ⅲ
重点目標８

　ＤＶは、暴力が家庭内で振るわれることはおかしい、ということをやはり教育
でやっていく必要もあると思う。性教育も含めて、基本的なところをきちんと教
育の場でも設けていただく必要がある。

　県では、デートＤＶ予防教材（ＤＶＤ）を作成し、県内の全中学校、高等学
校、特別支援学校に配布し、また、養護教諭等を対象としたデートＤＶ予防教育
指導者研修を行うなど、各学校でのデートＤＶ予防教育の推進に努めており、一
定程度の実施効果をあげていると考えておりますが、未実施の学校もあることか
ら、学校での予防教育の推進を図り、引き続き指導者の育成に努める必要がある
と考えています。

2-19 基本目標Ⅲ
重点目標10

　コロナ禍において、「生理の貧困」の問題がクローズアップされてきた。この
ことについては、生理用品を全部のトイレに置いていただきたい。
　例えば、県立高校や県有施設の女子トイレに置いていただくなど、県がこれを
推進しているという形を示していただきたい。そうすることで、スーパーマー
ケットやホテルなど民間にも広がっていき、また、中学校などにも広げていくこ
とができる。

　県においては、今年度国の交付金を活用し、支援を必要とする方々のための
様々な相談先の周知に併せ、生理用品の無償配布を行っているところです。
　配布については、相談支援への繋ぎを重視する観点から、単なる配布ではな
く、相談機関の窓口での配布を原則として実施しています。
　来年度以降も引き続き支援を必要とする人からの相談支援につながるように、
相談窓口の周知を図ってまいります。
　また、各学校では、従来から保健室に生理用品等を準備しており、忘れたり急
に必要になった子どもに対して、貸出または提供を行っております。保健室で養
護教諭は、子どもの表情や様子をしっかり見て話を聞き、借りに来る頻度や家庭
の状況などを考慮して、返却を求めるかどうかを個別に判断しているところで
す。今後も、スクールカウンセラーをはじめ様々な意見を踏まえながら、「生理
の貧困」の問題をはじめ、子どもが何でも気兼ねなく相談できる環境づくりに努
めてまいります。

2-20 基本目標Ⅲ
重点目標10

　ＳＤＧｓ、ジェンダー平等など、世界的な動きの中では、全ての人が平等に、
あるいは差別なく生きられる、そういう社会を目指すということだと思う。
　この先に、三重県などは先んじて差別防止の条例などもこのＬＧＢＴＱ＋等に
関することでアウティングも含めて制定している。島根県もいち早くそういった
ことにステージを上げて、県民へのメッセージを出していただきたい。おそらく
今は、人権の基本方針の中で、包含しているんだということだと思うが、やはり
男女共同参画を進める上では、一段高いハードルを上がっていかないと、県民に
メッセージ性が非常に弱いのではないか。

　ＬＧＢＴ等の性の多様性の尊重に向けての取組については、島根県人権施策推
進基本方針によるところでありますが、島根県男女共同参画計画においても「性
の多様性の尊重」は、男女共同参画社会を形成していくために重要であると認識
し、計画策定にあたっての横断的な視点としております。（Ｐ３）
　社会には、女性や子ども、高齢者、障がい者に対する暴行・虐待、インター
ネットによる人権侵害など、様々な人権問題が存在するとともに、災害時の被災
者等への配慮など新たな課題も発生しており、このような様々な人権問題の解決
に向けて、島根県では、人権施策基本方針に基づき、国、市町村、関係団体等と
連携して人権施策を推進しています。
　島根県の方針は三重県のような対応とは異なりますが、様々な人権問題の解決
に向けて、全体として取り組んでまいりたいと思います。
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基本目標
重点目標

項目 ご意見の要旨 ご意見に対する県の考え方

2-21 基本目標Ⅲ
重点目標10

取組38
（Ｐ48）

　職場における性の多様性に企業が対応する上では、個人の思い込みから変えて
いき、経営者や従業員がお互いに理解、信頼しあうことで、何でも言うことがで
きる風通しの良い職場環境が大切である。
　また、受け入れる企業の環境整備のあり方も、これまでとは違ったもの（性の
多様性への配慮）となる。このため、県の職場環境整備のための補助金制度につ
いても、性の多様性を踏まえた、使いやすい制度となることを期待する。

　すべての人が性別にかかわりなく、その個性や能力を十分に発揮するととも
に、互いにその人権を尊重しつつ、喜びも責任もともに分かち合う社会を目指し
ています。
　そのため、性の多様性についても一人ひとりの人権が尊重されるよう、職場も
含め、学校や家庭、地域などの様々な場を通じて、人権啓発や人権教育を推進し
てまいります。
　一方「女性活躍のための環境整備支援事業費補助金」は、女性従業員の労働環
境の改善等により、女性の従業員の増加や、離職防止等、女性の活躍推進を目的
として、法令に定める施設基準を上回る施設・設備に対し、整備にかかる経費の
一部を助成しております。そのため、トイレや更衣室等について、女性が利用す
るものを補助対象として認めることとしております。
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③　しまね働く女性きらめき応援会議（文書意見照会）

基本目標
重点目標

項目 ご意見の要旨 ご意見に対する県の考え方

3-1 計画全般 全体
第１章
１　基本的な
考え方
（Ｐ１）

　第１章の「１　計画策定の趣旨」において、「固定的な性別役割分担意識の一
定の解消」とあるが、「一定の解消」を具体的に記載したほうがよいのではない
か。

　ご意見を受けまして、Ｐ24、25（現状と課題）において、過去10年の固定的な
性別役割分担意識の状況を記載と図表39を追加しました。

【追加】（Ｐ24、25）
　加えて、「男は外で働き、女は家庭を守る」というような固定的な性別役割分
担の考え方については、施策の進捗状況を図るため、毎年実施している島根県政
世論調査においても調査を実施しています。過去10年の島根県政世論調査による
と、固定的な性別役割分担意識に否定的な人の割合が徐々に向上しており、社会
全体として固定的な性別役割分担意識の一定の解消が図れていることが分かりま
すが、第３次島根県男女共同参画計画における令和３年度の目標値80％には届い
ていません（図表39）。

3-2 計画全般 全体
第１章
１　基本的な
考え方
（Ｐ１）

　第１章の「１　計画策定の趣旨」において、「新型コロナウイルス感染症の影
響や変化を踏まえて」とあるが、具体的な課題や方向性について記載したほうが
よいのではないか。

　第１章の「４　計画策定にあたっての横断的な視点」の「(1)新型コロナウイル
ス感染症の影響」において、課題や方向性を記載しています。

3-3 基本目標Ⅰ
重点目標１

取組８
（Ｐ45）

　取組８について、島根県の委託を受けて、看護協会がナースセンターを運営し
ています。少子化が進む中で、免許を持つ方がそれぞれのライフサイクルやライ
フスタイルに合わせた働き方や働く場所の相談を行っています。これからその必
要性は増すと考えます。
　「ナースセンター」の存在を知っていただくためにも、「ナースセンター」の
名称を入れていただきたいと思います。

 ご意見を受け、下記のとおり取組を追記しました。

【修正後】（Ｐ45）
取組８　女性医師や看護職員の離職防止や復職支援などを行う「えんネット（島
根大学医学部地域医療支援学講座）」や「ナースセンター（島根県看護協会
内）」などと連携し、女性医師や看護職員が安心して就業できる環境づくりに取
り組みます。（医療政策課、高齢者福祉課）

3-4 基本目標Ⅱ
重点目標６

　地域で男女共同参画の推進に向けて活動する人と公民館がより連携がとれるよ
うな取組を検討していただきたい。

　男女共同参画の推進に向けて、県や市町村と一緒に啓発活動を行う方を「島根
県男女共同参画サポーター」として委嘱しています（R3.9時点121名）。
　サポーターが地域で啓発活動を行う際に、地域の拠点である公民館と連携を図
り協力を得ることは、活動を円滑に進める上で有効だと考えられます。
　今後、公民館の方々とサポーターとが連携を図ることができるよう、サポー
ターの活動内容等を周知していきたいと考えております。

3-5 基本目標Ⅲ
重点目標９

数値目標21、
22
（Ｐ37）

　乳がん・子宮がん検診受診率の目標値（数値目標21、数値目標22）について、
R7の受診率目標値50％は低いように感じます。
　男女を問わず仕事と生活を両立する上で健康管理・予防は重要です。女性の乳
がん・子宮がん検診を受診していなかったため発見が遅れたという事例を多く聞
きます。
　人口増が簡単でない現代、生産年齢における女性の労働力率が全国１位の島根
県であれば、「職場の定期健康診断にがん検診を追加で行うことが可能であれば
事業所が費用を負担し、支払い後、県が助成する」「がん検診費用を県が負担す
る」等、働く人を具体的に守る新しい仕組みはできませんでしょうか？

　がん検診は、市町村が健康増進法に基づき実施するものと、職場等の福利厚生
の一環として任意で実施されるものがあり、法的根拠がない職場でのがん検診に
ついては、各事業所により様々な状況です。
　県としては、現在、職域におけるがん検診の現状把握に取り組んでいるところ
であり、その結果を踏まえ、今後、がん検診実施主体である市町村とともにどの
ような支援が可能かも含めて検討していきたいと考えています。
　また、併せて、より受診しやすい環境整備に向け、例えば、居住地の市町村を
越えて検診受診できる検診広域化や時間外・休日検診の拡充等についても取り組
んでいるところです。
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④　市町村（文書意見照会）

基本目標
重点目標

項目 ご意見の要旨 ご意見に対する県の考え方

4-1 基本目標Ⅲ
重点目標10

数値目標23
（Ｐ37）

　数値目標23「就業支援により就職に結びついたひとり親世帯の割合」（Ｐ37）
について、目標値80％に対し既に直近値で87.5％と上回っている。
　これについて、目標値は直近値よりも高く設定したほうが良いのではないで
しょうか。
　もしくは、現状維持することが重要な目標であるならば、注釈などでその旨補
足したほうが良いのではないでしょうか。

　当該目標値80％は、県が（一財）母子寡婦福祉連合会に委託して行う無料職業
紹介事業における新規求職者数 （分母）の内、実際に就職につながった人数（分
子）の割合及び母子父子自立支援プログラム策定事業における支援対象者個人ご
との自立支援計画策定件数（分母）の内、実際に就職につながった件数（分子）
の割合を合算し、近年の実績等に基づいて設定しています。
　この分母に当たる新規求職者等の人数や自立支援計画策定件数は年度によって
大きな変動があります。これは、別の就業支援制度を活用することで目的を達成
し、ニーズがなくなる場合や自立支援プログラム策定は市町村でも行っており、
そちらでの対応になる場合もあるためです。
　その上で、分子部分の就職に結びつくかどうかは、ご本人のニーズも様々で、
必ずしも全員が就職に結びつくわけではないため、100％にはなりにくい状況があ
ります。
　一方、県としては、今後、出来るだけ多くの方にこういった支援があることを
幅広く広報し、上記の希望者（分母）を増加させていくことを目指しています。
　以上のことから、目標値としては一定の割合を据置く形となっておりますが、
今後、当該事業を活用されるひとり親世帯の裾野（分母）を広げていきながら、
その中の80％を超える方々が毎年就職につながっていくよう支援してまいりま
す。
　なお、ご意見を踏まえて、数値目標の設定趣旨についてに、下記のとおり脚注
を追加しました。

【追加】（Ｐ37）
※７　算出根拠となるひとり親世帯の新規求職者数等の人数（分母）と就職者等
の人数（分子）が年度によって大きく変動する。そのため、新規求職者数等の人
数（分母）の裾野を広げていきながら、就職する方の割合が目標値を超えるよう
支援することとし、目標値（80.0％）は直近値を下回る数値に据え置く。
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⑤　パブリックコメント（令和３年１２月２３日～令和４年１月２４日）

基本目標
重点目標

項目 ご意見の要旨 ご意見に対する県の考え方

5-1 基本目標Ⅰ
重点目標２

　ワーク・ライフ・バランスは、「住職近接」、「最低所得の大幅引き上げ」、
「国民負担率の軽減」をしないと無理。
　これらは、男女共同参画ではなく労働問題と課税・分配問題として扱うべきで
ある。

　最低所得の引き上げや、国民負担については、現在、国において議論がなされ
ているところであり、今後の動きを注視する必要がありますが、ご意見のとおり
ワーク・ライフ・バランスを、こうした労働問題や社会保障問題として捉まえる
ことは重要な視点です。
　島根県の最上位計画である島根創生計画においては、県内産業を活性化し、そ
れによって所得と雇用を増やし、そうして働きやすく子育てしやすい環境を整備
し、県民が結婚、出産、子育てなど、自分らしく、希望するワーク・ライフ・バ
ランスを叶えられる社会を目指しています。島根県は、住まいと職場が比較的近
いことから、通勤・通学時間が短く（全国２位）、帰宅時間が早い（全国２位）
という魅力があり、こうした魅力を活かして、県民の希望を叶える暮らしを実現
するよう、部局連携して取り組んでまいります。

5-2 基本目標Ⅱ
重点目標３

取組53
（Ｐ50）

　女性・弱者がもっと活躍できる社会がこれから望まれると思います。
　その為には女性（現在はまだ弱者？）の声が届きやすい環境にする必要がある
と思います。
　市議会・県議会・国会までも女性の議員を増やす事、最低限の割合を条例・法
制化すべきと思います。

　平成30年５月23日に「政治分野における男女共同参画の推進に関する法律」
（平成30年法律第28号）が公布・施行されました。この法律は、衆議院、参議院
及び地方議会の選挙において、男女の候補者の数ができる限り均等となることを
目指すことなどを基本原則とし、国・地方公共団体の責務や、政党等が所属する
男女のそれぞれの公職の候補者の数について目標を定める等、自主的に取り組む
よう努めることなどを定められています。
　そのため、県としてましては、法律の趣旨を踏まえ、公選による公職等として
の活動に関心のある人材の育成等に向けて、女性の政治参画への参画の重要性、
意義についての理解促進の取組が必要だと考えております。
　ついては、ご意見を受けまして、下記のとおり取組を追加します。

【追加】（Ｐ50）
取組53　女性の政治分野への参画の重要性、意義についての理解促進を図るた
め、セミナーなどの開催による啓発を行います。（女性活躍推進課）
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基本目標
重点目標

項目 ご意見の要旨 ご意見に対する県の考え方

5-3 基本目標Ⅱ
重点目標４

取組60
（P51）

 現行の「公的広報の手引き」でも指摘しているように、公的広報と民間のプロ
モーションとでは、その公共性に大きな違いがある。つまり、民間が行う広報や
プロモーションについては営業の自由として保障されるべきであり、たとえば、
女性アイドルグループや男子学生が主に登場するアニメを用いた民間のプロモー
ションなどを行政の手引きにより制限することはあってはならない。
　仮に「公的広報の手引き」の対象に民間も含める場合は、最低限、行政向けと
民間向けとでその内容を別にする必要がある。具体的には男女共同参画社会基本
法第16条に定められた「基本理念」の啓発の域に留めるべきであり、啓発にあ
たって行政による表現内容への介入とならないよう細心の注意が必要である。

5-4 基本目標Ⅱ
重点目標４

取組60
（P51）

　県が広報資料を作成、発行する際のガイドラインとして扱われている「公的広
報の手引き」を県民、企業、団体にまで範囲を広げて啓発するのは違うのではな
いでしょうか。
　公的の広報と民間のプロモーションは公共性に大きな違いがあることは現行の
「公的広報の手引き」でも指摘されていますし、少なくとも民間が行う広報やプ
ロモーションについては営業の自由として保障するべきで、行政の手引きにより
制限することはあってはなりません。
　仮に啓発を行うにしても男女共同参画社会基本法第16条に定められた「基本理
念」の啓発の域に留め、行政による表現内容への介入とならないよう細心の注意
が必要です。

5-5 基本目標Ⅱ
重点目標４

取組60
（P51）

　むやみやたらな差別は確かに良くないと思いますが、差別をなくす名のもとに
行政によるむやみやたらな表現の制限はあってはならないと思います。何でもか
んでも公権力が介入すると表現が萎縮するのではないでしょうか。現にTVも過度
な表現規制により見ない人が多いのではないでしょうか。
　よって、現行案による表現の制限には反対します。

5-6 基本目標Ⅱ
重点目標４

取組60
（P51）

　メディアにおける女性や子どもの人権への配慮や公的手引きを用いた民間への
啓発について、「配慮するように指導」はもとより「民間への啓発」というの
は、憲法で完全に禁止された『検閲』です。そもそも、メディアや創作物を取り
締まっても女性の人権は向上しない。

　島根県では平成16年3月に「男女共同参画の視点による公的広報の手引き」を作
成しましたが、作成から15年以上経過し、男女共同参画に関する社会情勢も大き
く変化してきていることから、手引きの改訂を検討しています。
　手引きは、島根県が公的な機関として発信する言葉や表現において留意するも
のであり、企業、団体、県民の皆様の表現を強制するものではありません。企
業、団体、県民の皆様が情報発信を行う際に、男女共同参画の視点から、どのよ
うな表現が問題なのか、そしてどう変えていけばよいのかについて考える手がか
りとして、参考にしていただければと考えています。
　ご意見を踏まえて、改訂の際には県の作成の趣旨を記載するとともに、下記の
とおり取組を修正しました。

【修正後】（Ｐ51）
取組60　公的機関として、男女共同参画の視点に立った情報発信を行うため、
「公的広報の手引き」を改訂します。また、県の広報誌やホームページなどは、
男女共同参画の視点を踏まえて作成します。（女性活躍推進課、広聴広報課）
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基本目標
重点目標

項目 ご意見の要旨 ご意見に対する県の考え方

5-7 基本目標Ⅲ
重点目標９

　リプロダクティブ・ヘルス／ライツは一旦全面的に見直してください。日本の
リプロダクティブ・ヘルス／ライツは特定の思想によっている。

　リプロダクティブ・ヘルス（性と生殖に関する健康）とは、平成６年（1994
年）の国際人口／開発会議の「行動計画」及び平成７年（1995 年）の第４回世界
女性会議の「北京宣言及び行動綱領」において、「人間の生殖システム、その機
能と（活動）過程の全ての側面において、単に疾病、障害がないというばかりで
なく、身体的、精神的、社会的に完全に良好な状態にあることを指す」とされて
います。
　また、リプロダクティブ・ライツ（性と生殖に関する権利）は、「全てのカッ
プルと個人が自分たちの子どもの数、出産間隔、並びに出産する時を責任をもっ
て自由に決定でき、そのための情報と手段を得ることができるという基本的権
利、並びに最高水準の性に関する健康及びリプロダクティブ・ヘルスを得る権
利」とされています。
　心身及びその健康について、主体的に行動し、正確な知識・情報を入手するこ
とは、健康を享受できるようにしていくために必要なことです。また、女性の心
身の状態は、年代によって大きく変化するという特性があることからも、「リプ
ロダクティブ・ヘルス／ライツ」（性と生殖に関する健康と権利）の視点も必要
であると考えています。

5-8 基本目標Ⅲ
重点目標10

　最前線で治療に当たる医療従事者をはじめとするエッセンシャルワーカーやそ
の家族、感染防止対策の範囲内での営業を行う者に対する中傷対策については、
行政が、いわゆる「自警行為」の自粛を強力に求めるしかない。

　県におきましては、県民の皆様に対しまして、下記のことをお願いしていま
す。
(1) 感染した方やその関係者などに対するインターネットやＳＮＳ上などでの誹
謗中傷やうわさ話などを厳に慎んでいただくこと
(2) 県や市町村などの公的機関が発信している情報に基づき、人権に配慮した冷
静な行動をとっていただくこと
(3) ワクチンを接種できない方を含め、ワクチンを接種していない方々に対し
て、誹謗中傷や不当な差別をしないこと
　県におきましては、新型コロナウイルス感染症にに関連した人権侵害が行われ
ないよう、引き続き啓発を行ってまいります。
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１．基本的考え方 

（１）計画策定の背景 

平成２３年に発生した東日本大震災の経験を踏まえ、平成２５年１２月に「強くしな

やかな国民生活の実現を図るための防災・減災等に資する国土強靱化基本法」（以下「基

本法」という。）が公布・施行され、平成２６年６月に「国土強靱化基本計画」（以下「国

の基本計画」という。）が閣議決定された。 

平成３０年１２月には、平成２８年熊本地震など国の基本計画決定後に発生した災害

から得られた貴重な教訓や社会経済情勢の変化等を踏まえ、国の基本計画が見直される

とともに、重要インフラ等の機能維持のために緊急に実施すべき施策に取り組むための

「防災・減災、国土強靱化のための３か年緊急対策」が閣議決定された。 

さらに、令和２年１２月には、「防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策」

が閣議決定され、取組の更なる加速化・深化を図ることとしている。 

国土強靱化とは、あらゆるリスクを見据えつつ、どんなことが起ころうとも最悪な事

態に陥ることが避けられるような強靱な行政機能や地域社会、地域経済を事前に作り上

げていこうとするものである。 

また、国土強靱化計画とは、自然災害の種類や規模に関わらず、災害発生時に想定さ

れる「起きてはならない最悪の事態」を回避するための「平時」に必要な施策について、

脆弱性評価に基づき、今後の推進方針をまとめるものである。 

島根県においては、大規模自然災害等への備えとして、島根県地域防災計画における

予防計画に基づく風水害や地震災害に対する直接的な予防対策をはじめ、国土強靱化に

資する様々な施策を行ってきており、平成２８年３月に、国の動きに併せ、島根県の強

靱化に関する施策の推進に関する基本的な指針として、「島根県国土強靱化計画」（以下

「本計画」という。）を策定した。 

このたび、本計画策定から５年が経過したことから、本計画策定後に発生した災害（平

成３０年７月豪雨、令和２年７月豪雨等）から得られた教訓や社会経済情勢の変化、国

の基本計画の見直し等を踏まえ、本計画を見直すものである。 
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《本県における国土強靱化に関するこれまでの主な取組》 

① 防災関係計画 

・島根県地震・津波防災戦略（H25.3 月策定、H31.3 月改定） 

・島根県大規模地震・津波災害業務継続計画（H27.2 月策定） 

・島根県災害時受援計画（H31.4 月策定） 

② 耐震化、老朽化対策 

・島根県公共施設等総合管理基本方針（H27.9 月策定、H30.10 月改訂） 

・総務部、農林水産部、土木部及び企業局においては島根県公共施設等総合管理

基本方針に沿って個別施設計画を策定。 

・島根県建築物耐震改修促進計画（H29.3 月策定） 

・県庁舎、県合同庁舎、県立学校、警察署等の県有の防災拠点施設の耐震化が完

了（H27） 

③ 情報伝達体制の整備 

・老朽化した緊急輸送道路の交通管制施設の更新が完了（H27） 

     ・総合防災情報システムの更新（H25） 

     ・防災行政無線幹線系設備のＩＰ化更新（H27） 

     ・防災行政無線移動系設備のデジタル化更新（H27） 

     ・全国瞬時警報システム（Ｊアラート）の整備（H20） 

④ その他災害活動体制の整備 

     ・防災拠点である県庁舎等に 72 時間稼働の非常用発電機及び地下タンクを整備

（H27） 

・島根県災害時公衆衛生活動マニュアルの策定（H27.2 月） 

 

 

《国土強靱化の対象施策》 

 

  国土強靱化 
 

災害発生時に必要なリスク回避の

ための間接的な対策 
（例）交通ネットワークの整備 

（高速道路、港湾、空港等） 

再生可能エネルギーの導入促進 

など 

災害予防のための直接的な対策 
（地域防災計画における予防計画） 
（例）河川等氾濫の防止対策 

土砂災害の予防対策 

医療体制の整備 

防災施設、装備等の整備 など 
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（２）計画の位置づけ 

本計画は、基本法第１３条に基づく国土強靱化地域計画として、島根県の国土強靱化

に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るための基本的な指針である。 

 

 

（３）計画の見直し 

本計画は、今後の社会経済情勢の変化や、国土強靱化の施策の推進状況などを考慮し、

概ね５年ごとに計画を見直すこととする。その際、県政運営の総合的・基本的な方針と

なる「島根創生計画」や、島根県地域防災計画等の県の他の各種計画と整合した計画と

する。 

 

（４）計画の推進 

本計画では、「施策分野ごとの推進方針に関連する指標」（別表）として、主として島

根創生計画で設定する重要業績評価指標（ＫＰＩ）を用いたうえで、概ね５年後の計画

見直し時期となる令和８年度の目標値を設定している。 

島根創生計画等では、ＰＤＣＡサイクルを通じた評価を毎年度実施しており、本計画

に基づく各種施策についても、これらの行政評価等を通じて計画の進捗管理を行う。 

今後、島根創生計画等が改定され、ＫＰＩの見直しが行われた場合には、本計画のＫ

ＰＩの見直しを行う。 

また、島根創生計画等における毎年度ごとの各事業の達成状況等に応じたＫＰＩの数

値の修正が行われた場合には、本計画のＫＰＩへ反映させるものとする。 

なお、本計画で設定した「起きてはならない最悪の事態」は、どの事態が発生しても

多大な被害が発生するものであること、また、各施策は複数の分野に資する場合が多い

ことなどから、事態別の重点化や、施策分野・各施策別の優先順位付けは行わず、各施

策のなかで必要に応じて重点化や優先順位付けを行う。 

本計画に基づき実施する事業については、別に「個別事業一覧」を毎年度定めること

とする。 
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（５）基本目標と事前に備えるべき目標 

国土強靱化地域計画は、国の基本計画との調和を保つ必要があるため、本計画の基本

目標と、基本目標を達成するための事前に備えるべき目標については、国の基本計画を

踏まえ次のとおりとする。 

 

《基本目標》 

① 人命の保護が最大限図られること 

② 県及び社会の重要な機能が致命的な損害を受けず維持されること 

③ 県民の財産及び公共施設に係る被害の最小化を図ること 

④ 迅速な復旧復興を図ること 

 

   基本目標を達成するための《事前に備えるべき目標》 

① 直接死を最大限防ぐ 

② 救助・救急、医療活動等が迅速に行われるとともに、被災者等の健康・避難生活環

境を確実に確保する 

③ 必要不可欠な行政機能は確保する 

④ 必要不可欠な情報通信機能・情報サービスは確保する 

⑤ 経済活動を機能不全に陥らせない 

⑥ ライフライン、燃料供給関連施設、交通ネットワーク等の被害を最小限に留める

とともに、早期に復旧させる 

⑦ 制御不能な複合災害・二次災害を発生させない 

⑧ 社会・経済が迅速かつ従前より強靱な姿で復興できる条件を整備する 
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（６）国土強靱化に取り組むにあたっての基本的な方針 

    島根県が国土強靱化に取り組んで行くにあたっての基本的な方針については、国の基

本計画を踏まえ次のとおりとする。 

県の取組にあたっては、国の基本計画や市町村の地域計画に基づく取組や、民間が実

施する取組と連携を図りながら進める。 

 

１）国土強靱化の取組姿勢 

① 強靱性を損なう本質的原因が何かをあらゆる面から吟味しつつ取り組む 

② 短期的な視点によらず、長期的な視野を持って計画的に取り組む 

③ 各地域の多様性を再構築し、地域間の連携を強化するとともに、地域の活力を高め、

依然として進展する東京一極集中からの脱却を図り、「自律・分散・協調」型国土の

形成につなげていく視点を持つ 

④ あらゆるレベルの経済社会システムが有する潜在力、抵抗力、回復力、適応力を強化す

る 

 

２）適切な施策の組み合わせ 

① ハード対策（防災施設の整備、施設の耐震化、代替施設の確保等）とソフト対策（訓

練、防災教育等）を適切に組み合わせて効果的に施策を推進する 

② 「自助」、「共助」及び「公助」を適切に組み合わせ、国、県、市町村、民間が適切に

連携及び役割分担して強靱化に資する適切な対策を講ずる 

③ 非常時における防災・減災等の効果の発揮のみならず、平時にも有効に活用される対

策となるよう工夫する 

  

３）効果的な施策の推進 

① 人口減少による需要の変化、社会資本の老朽化等を踏まえる 

② 既存の社会資本の有効活用や、民間資金の積極的な活用を図る 

③ 施設等の効率的かつ効果的な維持管理に資する 

 

  ４） 地域の特性に応じた施策の推進 

  ① 人のつながりやコミュニティ機能の向上と、強靱化を推進する担い手が適切に活動で

きる環境整備に努める 

  ② 女性、高齢者、子ども、障がい者、外国人等に十分配慮して施策を講ずる 

  ③ 環境との調和及び景観の維持に配慮するとともに、自然との共生を図る 
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２．脆弱性評価と推進方針の検討 

基本法においては、国土強靱化に関する施策を、国土強靱化の推進を図る上で必要な事項

を明らかにするため、大規模自然災害等に対する脆弱性の評価を行ったうえで策定されるも

のと定めている。 

島根県では、脆弱性評価及び推進方針の検討は、国の基本計画を参考とし、次の実施手順

及び枠組みにより実施した。 

 

（１）実施手順 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）枠組み 

１）想定する災害 

大規模自然災害は一度発生すれば県土の広域な範囲に甚大な被害をもたらすことか

ら、本計画において想定する災害は、二次災害を含めた大規模自然災害とする。 

「想定する災害」、基本目標を達成するための「事前に備えるべき目標」の設定 

「起きてはならない最悪の事態」の想定 

「起きてはならない最悪の事態」を回避するための施策について、 

現状分析・脆弱性評価を実施 

【評価結果：別紙２】 

国土強靱化に資する施策の洗い出し 
「島根県地域防災計画における予防計画に基づく施策」「その他国土強靱化に資する施策」 

「施策分野」ごとに脆弱性評価を再整理 

【評価結果：別紙１】 

「施策分野」ごとに推進方針を検討 

【推進方針：本文】 
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２）起きてはならない最悪の事態 

次表のとおり事前に備える目標別に３３の「起きてはならない最悪の事態」を想定し

た。 

事前に備えるべき目標 番号 起きてはならない最悪の事態 

１．直接死を最大限防ぐ 

1-1 
住宅・建物・交通施設等の複合的・大規模倒壊や不特定多数が集まる施設の倒

壊による死傷者の発生 

1-2 
住宅密集地や不特定多数が集まる施設における大規模火災による死傷者の発

生 

1-3 広域にわたる大規模津波等による死傷者の発生 

1-4 突発的又は広域かつ長期的な市街地等の浸水による死傷者の発生 

1-5 火山噴火・土砂災害等による死傷者の発生 

1-6 暴風雪や豪雪等に伴う多数の死傷者の発生 

２．救助・救急、医療活動

等が迅速に行われると

ともに、被災者等の健

康・避難生活環境を確実

に確保する 

2-1 
被災地での食料・飲料水・電力・燃料等、生命に関わる物資・エネルギー供給

の長期停止 

2-2 多数かつ長期にわたる孤立地域等の同時発生 

2-3 自衛隊、警察、消防、海保等の被災等による救助・救急活動等の遅れと不足 

2-4 想定を越える大量の帰宅困難者の発生、混乱 

2-5 
医療施設及び関係者の絶対的不足・被災、支援ルートの途絶、エネルギー供給

の途絶による医療機能の麻痺 

2-6 被災地における疫病・感染症等の大規模発生 

2-7 
劣悪な避難生活環境、不十分な健康管理による被災者の健康状態の悪化・死者

の発生 

３．必要不可欠な行政機能

は確保する 
3-1 行政機能の機能不全 

４．必要不可欠な情報通信

機能・情報サービスは確

保する 

4-1 防災・災害対応に必要な通信インフラの麻痺・機能停止 

4-2 テレビ・ラジオ放送の中断等により災害情報が必要な者に伝達できない事態 

4-3 
災害時に活用する情報サービスが機能停止し、情報の収集・伝達ができず、避

難行動や救助・支援が遅れる事態 

５．経済活動を機能不全に

陥らせない 

5-1 サプライチェーンの寸断等による企業の生産力低下 

5-2 
エネルギー供給の停止による、社会経済活動、サプライチェーンの維持への影

響 

5-3 異常渇水等による用水供給途絶に伴う、生産活動への影響 

６．ライフライン、燃料供

給関連施設、交通ネット

ワーク等の被害を最小

限に留めるとともに、早

期に復旧させる 

6-1 
電力供給ネットワーク（発変電所、送配電設備）や都市ガス供給、石油・ＬＰ

ガスサプライチェーン等の長期間にわたる機能の停止 

6-2 上水道等の長期間にわたる供給停止 

6-3 汚水処理施設等の長期間にわたる機能停止 

6-4 交通インフラの長期間にわたる機能停止 

6-5 
避難所の機能不足や応急仮設住宅の不足等により避難者の生活に支障が出る

事態 

７．制御不能な複合災害・

二次災害を発生させな

い 

7-1 地震に伴う市街地での大規模火災による死傷者の発生 

7-2 沿線・沿道の建物崩壊に伴う閉塞による交通麻痺 

7-3 有害物質の大規模拡散・流出による県土の荒廃 

7-4 原子力発電所の事故による原子力災害の発生・拡大 

８．社会・経済が迅速かつ

従前より強靱な姿に復

興できる条件を整備す

る。 

8-1 大量に発生する災害廃棄物の処理の停滞により復旧・復興が大幅に遅れる事態 

8-2 
復興を担う人材等（専門家、コーディネーター、労働者、地域に精通した技術

者等）の不足等により復旧・復興できなくなる事態 

8-3 
貴重な文化財や環境的資産の喪失、地域コミュニティの崩壊等による有形、無

形の文化の衰退・損失 

8-4 基幹インフラの損壊により復興が大幅に遅れる事態 
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３）施策分野 

「起きてはならない最悪の事態」を回避するための施策の分野として、次のとおり９

の個別施策分野と２の横断的分野を設定した。 

 

《個別施設分野》 

① 行政機能 

② 住宅・都市・土地利用 

③ 保健医療・福祉、教育 

④ エネルギー、ライフライン 

⑤ 情報通信 

⑥ 交通・物流 

⑦ 経済産業 

⑧ 国土保全 

⑨ 環境 

 

《横断的分野》 

⑩ 横断的分野（避難訓練、防災組織、防災教育） 

⑪ 横断的分野（老朽化対策） 

 

 

４）脆弱性評価と推進方針 

島根県では、現行の島根県地域防災計画における予防計画を参考とし、その他、

国土強靱化に資する施策を含めて対象施策を洗い出し、２）の「起きてはならない

最悪の事態」ごとに現状の脆弱性を評価した。（別紙２） 

そのうえで、３）の施策分野ごとに脆弱性を再整理（別紙１）し、施策分野ごと

に推進方針を検討した。 
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３．施策分野ごとの推進方針 

２で整理した脆弱性評価の結果を踏まえ、次の施策分野ごとの推進方針に基づき、今後、

島根県の強靱化に向けて取り組む。 

 

（１）行政機能 

 １）防災活動体制の整備 

（災害本部体制の強化） 

・災害発生時に迅速に行動できるよう、職員の動員体制、登庁基準、応急活動のマニュア

ル、災害対策本部設置手順、防災センター室の運用方法、災害対策本部会議の運営要領

等を随時見直し、習熟を図る。また、防災要員用の飲食物や燃料、非常用通信手段等を

整備・強化する。（防災部） 

 

（災害救助法等の運用体制の強化） 

・災害救助法に基づく災害救助の基準・運用要領の習熟や実務研修会等により運用体制を

強化する。（防災部） 

 

（複合災害体制の整備） 

 ・複合災害が発生した場合に備え、地域防災計画等の見直し、災害時の要員・資機材の投

入判断や早期の外部への支援要請を踏まえた対応計画の策定、訓練の実施などを進める。

（防災部） 

 

（避難指示等の基準の策定・避難体制の整備） 

・県、市町村及び防災関係機関の避難計画の実効性を高める取組を進めるとともに、市町

村が行う、住民が安全・的確に避難行動や避難活動を行うための体制整備に対し必要な

助言を行う。（防災部） 

 

（広域応援協力体制の強化） 

 ・大規模災害時における応急対策を迅速・的確に実施するため、各関係機関と連携を強化

し広域的な支援・協力体制を強化する。 

・関係機関において相互応援の協定を締結するなど、平時から体制を整備しておく。 

（防災部） 
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２）救急・救助体制の整備、火災予防 

（救急・救助の体制や資機材の充実） 

 ・大規模災害時の対応を強化するため、消防本部を主体とした救急・救助体制の強化に努

める。資機材の整備については、国の補助制度の活用等、消防本部に対して必要な支援

をしていく。（防災部） 

 

・大規模災害時における傷病者の速やかな搬送を行うため、広域災害救急医療情報システ

ム（ＥＭＩＳ）の定着を図るとともに、急性期の救助活動について、ＤＭＡＴや各種医

療救護班と関係機関との連携体制の確立を図る。（健康福祉部） 

 

・大規模災害時における警察活動を迅速かつ的確に実施するため、実戦的な訓練の実施、

防災関係機関等相互の連携強化、装備資機材の整備等により災害対処能力を向上させる。

（警察本部） 

 

（消防団等の育成強化） 

・消防団員の確保や消防団の強化を図るため、表彰、操法大会の開催、広報、消防協会へ

の支援等を行う。 

 ・県、市町村及び消防本部は、消防団等に係る教育訓練等の機会の充実を図る。県は、市

町村等の取組を支援する。（防災部） 

 

（出火防止） 

・出火防止措置の周知・徹底のため、火災予防に関して、住民への啓発及び消防機関への

情報提供等を行う。 

・地域及び事業所での自主防災体制の整備を強化し、総合防災訓練等を通じて初期消火力

の向上を図る。 

・消防本部を主体とした消火体制の強化に努める。 

・資機材の整備は、国の補助制度の活用等により、消防本部に必要な支援を行う。 

（防災部） 

 

・農村地域における消防力の強化のため、防火水槽の設置を推進していく。（農林水産部） 
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 ３）行政機能の維持 

（公的機関等の業務継続性の確保） 

・災害発生時に優先度の高い業務を実施していくため策定した業務継続計画の習熟を図る

とともに、市町村の業務継続計画の見直しに必要な助言を行うなどの取組を進める。 

（防災部） 

 

（重要データの遠隔地バックアップ） 

・業務システムの重要データの消失を防止し、行政機能の早期復旧を図るため、バックア

ップ用のデータを遠隔地に保存する対策を推進する。（地域振興部） 

 

（ＩＣＴ部門における業務継続計画（ＩＣＴ－ＢＣＰ）の策定と運用） 

・大規模災害時においても業務を継続することができるようにするため、各システムの業

務継続計画の策定を推進し、業務継続に必要な体制を整備する。また、実践的な訓練を

実施し、結果を検証して計画を適宜修正していく。（地域振興部） 

 

（全県域ＷＡＮ（行政ネットワーク等）の整備） 

・大規模災害発生時においても行政ネットワークが使用できるようにするため、通信回線

やネットワークの二重化や優先復旧稼働確保等の対策を推進する。（地域振興部） 

 

（業務システムのサービス利用、外部のデータセンターの利用） 

・大規模災害時においても各業務システムが使用できるようにするため、災害による影響

を受けないサービス利用や基盤の整備を推進する。（地域振興部） 

 

（災害発生時における拠点機能確保のための警察施設の整備） 

・老朽化・狭隘化等により、警察活動の拠点として機能不足が生じている警察施設につい

て、建替等の整備を推進する。（警察本部） 
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４）防災施設等の整備、建築物の災害予防 

（防災拠点の管理・運営） 

・大規模災害時において効率的な災害支援活動を行えるよう、マニュアル等を見直し広域

防災拠点を適正に管理・運営する。また、市町村における防災関連施設等の整備･充実を

促進する。（防災部） 

 

（防災中枢機能等の確保・充実） 

 ・地階の電気室は、河川の氾濫等により電力供給が停止するおそれがあるため、各施設管

理者において、浸水対策を進める。 

 ・地震時の飲料水を確保するため、各施設管理者において、給水設備の耐震化を進める。

（総務部） 

 

（災害用臨時ヘリポートの整備） 

・災害時に救助・救護活動を円滑にするため、市町村が臨時ヘリポートを公共の運動場等

から事前に選定するに当たり、助言等を行う。（防災部） 

 

（建築物の災害予防、耐震化） 

 ・災害対策の活動拠点施設について、その機能を確保するため、各施設管理者において、

バッテリー、無停電電源装置、自家発電設備等の整備を図る。 

・多数の人を収容する施設の安全性を高めるため、各施設管理者において、大空間天井や

照明等の耐震化を進める。（総務部） 

 

 

５）防災訓練 

（防災訓練） 

・市町村や国、民間企業、ボランティア団体等の多様な主体と緊密に連携し、不測の事態

を想定した各種防災訓練を継続的に実施していく。（防災部） 
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（２）住宅・都市・土地利用 

１）建築物の災害予防 

（建築物の災害予防） 

・新たな木質材料の研究・技術開発や商品開発を推進する。（農林水産部） 

 

・地震に対する建築物の被害を最小限に抑えるため、民間の住宅･建築物の耐震化や除却を

促進する。 

・土砂災害に対する住宅の安全性確保のため、土砂災害特別警戒区域の指定がされた区域

の住宅の移転等の促進を図る。（土木部） 

 

（建築物の天井の脱落対策） 

・地震の際に、多数の者が利用する建築物の安全確保のため、天井の耐震改修の必要性の

啓発を進め、改修の実施を促す。（土木部） 

 

（屋内の機器・家具等の転倒防止対策） 

・地震の際に住宅を含め全ての建築物の利用者の安全確保のため、家具固定の必要性の啓

発を進め、固定の実施を促す。（土木部） 

 

（エレベーターの閉じ込め防止対策） 

・災害時のエレベーター利用者の安全確保のため、閉じ込め防止対策の必要性の啓発を進

め、改修の実施を促す。（土木部） 

 

（工作物対策） 

・地震の際に避難路の安全を確保し、災害時の救助活動等が円滑に行えるようにするため、

擁壁・ブロック塀の耐震対策の啓発を進め、所有者等に耐震化を促す。 

・地震や暴風の際に市街地の道路等での安全確保のため、看板など老朽化した建物付属物

への対策の啓発を進め、所有者等に安全対策を促す。（土木部） 

 

（造成地の予防対策） 

・土砂被害の軽減を図るために把握した大規模盛土造成地を、市町村が公表・点検するこ

とを支援する。（土木部） 

 

（文化財の防災対策等） 

・貴重な文化財を適切に保存・継承するため、石垣等も含め、耐震化等を推進する。 

（教育庁） 
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２）応急仮設住宅、危険度判定 

（地震被災建築物応急危険度判定体制等の整備） 

・地震による被災建築物並びに被災宅地の危険度判定を円滑に行うため、市町村や関係団

体と連携・協力した各種取組により現在の被災建築物応急危険度判定士、被災宅地危険

度判定士の育成とこれらの体制の維持を図る。（土木部） 

 

（罹災証明書の発行体制の整備） 

・市町村に対する住家被害調査の担当者向け研修の充実などにより、災害時の住家被害の

調査の迅速化を図る。（防災部、土木部） 

 

（応急仮設住宅等の確保体制の整備） 

 ・平時から関係団体と連携し、市町村から要請があった場合の応急仮設住宅の供給に向け

た体制整備を行う。（総務部、土木部） 

 

・各種災害の被害想定に基づく必要戸数を想定し、建設マニュアルの整備・更新、建設事

業者等との事前協定の締結（建設・借上）、建設候補地リストの事前作成、定期的な事前

訓練、関係機関との連絡体制の強化等、応急仮設住宅の供給に向けた体制強化を行う。

（防災部、土木部） 

 

 

３）都市づくり・土地利用 

（大規模災害を考慮した都市づくり（都市マスタープランへの反映）） 

・都市防災を推進するため、県が策定する都市計画区域マスタープランに総合的な防災・

減災対策について記載を検討する。（土木部） 

 

（土地利用の適正化） 

・都市防災を推進するため、市町による都市計画法に基づいた適正かつ安全な土地利用へ

の誘導規制を支援する。（土木部）  
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（防災的な土地利用の推進） 

・各市町村及び地域住民の協力を得て、地すべり防止区域内の対策ブロックを抽出し、危

険度及び緊急度に応じて順次地すべり対策工事を実施する。（農林水産部） 

 

・災害に強い市街地の形成を図るため、既成市街地及びその周辺地区において市町が実施

する土地区画整理事業や市街地再開発事業を支援し、老朽木造住宅密集市街地等防災上

危険な市街地の解消や、道路、公園、広場等の都市基盤施設の整備を進める。 

・都市防災を推進するため、市町による都市再生特別措置法に基づいた適正かつ安全な土

地利用への誘導を支援する。 

・土砂災害の危険性のある区域内での一定の開発行為の制限や既存住宅の移転等を促進す

るため、各種広報や防災学習会等を通じて土砂災害警戒区域等の周知に努める。 

・災害時の避難場所を確保するため、都市公園の計画的な整備・維持管理を積極的に推進

する。（土木部） 

 

（都市、まちの不燃化の推進） 

・火災の延焼を防止するため、市町による防火地域及び準防火地域の指定を支援し、建築

物の不燃化を促進する。 

・火災の延焼防止を図るため、街路整備を推進する。 

・まち（建築物）の安全性の向上のため、防災対策の普及啓発を進め、不燃化を促進する。 

（土木部） 

 

（液状化・崩壊危険地域の予防対策） 

・公共建築物の液状化対策技術の情報収集・習得に努めたうえで、県有施設の設計に活か

し、市町村に対しては適切に助言する。（総務部） 

 

・地震に関する調査研究等を推進するともに、島根県地震被害想定調査などのデータを県

ホームページ等により公開し、県民へ周知する。（防災部） 

 

・公共土木施設は、工事箇所やその周辺環境に応じて、地盤改良や構造物の施工、並びに

地形、地質、地盤、植生等の自然災害に関連する情報を収集・解析したうえで、最も優

れた工法により個別に対応する。（土木部） 
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（海岸における津波浸水想定箇所の把握） 

・避難体制を推進するため、地震による津波浸水箇所の区域等の調査結果を基に、市町村

のハザードマップの見直しに必要な情報の提供に努めるとともに、周知、広報活動など

市町村の取組を支援する。（防災部） 

 

（地籍調査の推進） 

・迅速な災害復旧・復興を図るため、引き続き市町村と連携して地籍調査事業を促進する。

（土木部） 

 

 

４）危険物施設の安全化 

（消防法に定める危険物施設の予防対策） 

・県、消防本部及び各事業者が計画的に防災教育や防災訓練を行うなど、災害対応の強化

を図るとともに、県及び消防本部は、危険物施設の実態把握、指導及び普及啓発を引き

続き推進する。（防災部） 

 

（火薬類施設の予防対策） 

・県及び消防本部は、地震により発生する火薬類の災害を防止し、公共の安全を確保する

ため、火薬類取締法に基づく保安検査・立入検査等により火薬類施設に対する地震・津

波対策の徹底を図る。（防災部） 

 

（毒劇物取扱施設の予防対策） 

・平時から、毒劇物取扱施設の実態把握に努めるとともに、立入検査等法令に基づく規制

の強化に努める。（健康福祉部） 
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（３）保健医療・福祉、教育 

１）保健・医療救護体制の強化 

（医療救護体制の強化） 

・すべての医療救護活動の統制を可能とする体制の強化を図るため、平時より関係機関相

互の情報共有を推進する。 

・医療救護活動に必要な医薬品・医療用資器材等の調達・搬送も含めた体制を構築する。

（健康福祉部） 

 

（保健医療救護体制の強化） 

・保健医療救護活動を円滑に行うために、総合調整を行う体制の整備を図るとともに、平

時より関係機関相互の情報共有を推進し、マニュアル検証や各種訓練を継続的に実施す

る。（健康福祉部） 

 

（医療救護資器材、医薬品の備蓄並びに調達体制の強化） 

・医療資器材の集積所、救護所、避難所等における医薬品等の輸送について、平時から、

関係機関相互の情報共有及び供給・確保体制の強化を図る。 

・医薬品等の仕分け、管理について薬剤師等専門知識を持ったマンパワーが必要であるこ

とから、薬剤師会等に協力を求めるなど医薬品管理体制の強化を図る。（健康福祉部） 

 

（防疫・保健衛生体制の強化） 

・感染症等の発生と流行を未然に防止するため、防疫・保健衛生体制を強化し、被害の程

度に応じ迅速適切に防疫ができるよう、活動方法・内容に習熟する。 

・県（保健所）及び市町村における災害防疫のための各種作業実施組織の編成について、

あらかじめ体制を整備し、被害の程度に応じ迅速適切に防疫ができるよう、活動方法・

内容に習熟する。（健康福祉部） 

 

（食品衛生、監視体制の整備） 

・営業施設の被災状況の把握及び被災施設の重点的監視を行う体制を速やかに整備できる

よう、業者団体との連携の強化に努める。（健康福祉部） 

 

（防疫用薬剤及び器具等の備蓄） 

・緊急の調達が困難となることも予想される消毒剤、消毒散布用器械、運搬器具等につい

ては、平常時からその確保に努める。（健康福祉部） 

 

（被災者の健康管理） 

・島根県災害時公衆衛生活動マニュアル（平成 27年 2 月策定済）を元に、県・市町村等の

保健師等に対して、訓練・研修を実施し習熟に努める。（健康福祉部） 
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（動物愛護管理体制の整備） 

・関係団体と協力し、負傷動物、放浪動物の収容、保管施設の確保と管理体制の整備を図

る。（健康福祉部） 

 

２）要支援者対策 

（避難行動要支援者等支援体制の構築） 

・市町村による避難行動要支援者施策の支援のため、必要な情報の提供に努めるとともに、

避難行動要支援者の避難支援のため関係機関、団体等との協力体制や防災設備、物資等

の整備を図る。（防災部） 

・災害時に避難所へ介護保険施設、障害者支援施設等から福祉専門職を派遣する仕組みと

して設置されている「しまね災害福祉広域支援ネットワーク」の本部がある島根県社会

福祉協議会と連携して、ネットワークの円滑な運用に努める。（健康福祉部） 

 

（社会福祉施設等における対策） 

 ・県内、近隣県の同種の施設等と災害協定を締結するよう指導し、併せて、災害時に介護

保険施設、障害者支援施設等から福祉専門職を派遣する仕組みとして設置されている「し

まね災害福祉広域支援ネットワーク」の本部がある島根県社会福祉協議会と連携して、

ネットワークの円滑な運用に努める。（健康福祉部） 

 

 

３）各施設の災害予防 

（社会福祉施設等の災害予防） 

・耐震性が把握されていない民間社会福祉施設を対象に、経費助成制度を活用して耐震改

修を促進する。 

・社会福祉施設設置者における避難スペースの整備等を促進する。  

・大規模災害時の医療体制を確保するため、病院等の耐震化や災害に対応した施設・設備

の整備を図る。（健康福祉部） 

 

（学校等の災害予防・避難計画の策定） 

・学校施設の安全性を確保するため、改築、新築、修繕の際には、建築基準法などに基づ

く耐震化、不燃化を推進する。また非構造部材の耐震化を推進する。 

・策定された計画等の不断の見直しを行うとともに、学校安全研修等を通じて、計画の管

理を指導していく。（総務部、教育庁） 

 

・保育園・認定こども園等の市町村間、施設間の連絡・連携体制の構築に努める。 

（健康福祉部） 



- 19 - 

 

（４）エネルギー、ライフライン 

１）エネルギー対策 

（再生可能エネルギー等の導入の促進・推進） 

・エネルギーの供給源の多様化などの視点から、地域における再生可能エネルギー等の自

立・分散型エネルギーの導入を促進するため、事業化可能性調査や導入等の取組を支援

する。 

・災害時等における地域の避難施設等のエネルギー確保のため、再生可能エネルギー設備

と蓄電設備の導入を支援する。（地域振興部） 

 

・地域における再生可能エネルギー導入の事業化可能性調査に取り組む。（企業局） 

 

 

２）ライフライン施設の安全化 

（電気施設の安全化） 

・定期的に発電施設及び周辺巡視を行い、必要に応じて施設の安全対策工事を実施する。 

・自然災害等による二次災害を防止するため、災害時の際に取るべき対応についてマニュ

アルの充実を図る。（企業局） 

 

（ガス施設の安全化） 

・県及び消防本部は、地震により発生するガス爆発等の災害を防止し、公共の安全を確保

するため、関係法令に基づく保安検査・立入検査等により、地震・津波対策の徹底を図

る。 

・ガス販売事業者に対し、高圧ガス等の漏洩を防止するため、ガス施設の安全性の向上、

防災訓練実施等の予防対策の推進を指導し、情報提供を行う。消費者に対しては、自然

災害等による二次災害を防止するため、災害時の際に取るべき対応について啓発を行う。

（防災部） 
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（水道施設の安全化・水道事業者） 

・水道施設等の被害の軽減、迅速な復旧を図るため、水道事業者に計画的な施設の更新を

指導する。 

・災害時に、水道事業者間の相互応援を支援するため、平時から、日本水道協会等の関係

機関との連携強化を図る。 

・水道施設等の災害予防措置及び災害応急対策措置等を円滑、迅速に実施できるよう、県

及び関係機関が行う防災訓練への参加や、各事務所で独自に防災訓練を行う等、平時か

ら災害対策諸施策を積極的に推進する。 

・災害に備え、平時から協定事業者等と情報共有を図り、復旧用資機材や給水車・給水機

材等整備状況の把握に努める。（健康福祉部） 

 

（水道施設の安全化・県水道事業） 

・水道・工業用水道施設の安全性を確保するため、耐震計画を含めた施設管理基本（長寿

命化）計画に基づき老朽化及び耐震化対策を着実に進める。 

・原水の濁度処理について、過去の高濁度流入をふまえた研修を職員及び運転管理委託業

者に対し定期的に実施するよう努める。 

・平常時から受水団体等と情報共有を図り、災害に備え復旧用資機材の保持や給水車・給

水機材等整備状況の把握に努める。 

・災害発生時における受水団体ほか関係機関との連絡方法について NTT 回線以外の代替方

法についても検討する。 

・渇水対策に関し適切な時期に関係者間で調整を実施する。（企業局） 
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３）原子力安全・防災対策の推進 

（原子力安全対策の推進） 

・島根県、松江市及び中国電力㈱の三者で締結している「島根原子力発電所周辺地域住民

の安全確保等に関する協定」（以下「安全協定」）に基づき、島根原子力発電所の運転状

況の把握、トラブル発生時の連絡、立入調査、発電所周辺の環境放射線の常時監視など

を実施し、県民の安全確保と環境の保全に努めるほか、原子力広報誌の発行や講演会の

開催等による原子力発電に関する知識の普及啓発を図る。 

・島根原子力発電所２号機の安全対策については、安全協定に基づき適切に対応する。 

・３号機の新規制基準に基づく安全対策については、原子力規制委員会に対し厳格な審査

を要請するとともに、審査状況をよく把握し、審査が終了した場合は、国から審査結果

等について説明を受けた上で、安全協定に基づき適切に対応する。 

・廃止措置計画認可を受けた島根原子力発電所１号機については、平成 29 年度から継続

中の廃止措置計画の第１段階について、安全協定に基づき毎月報告を受け、内容を確認

するとともに、第２段階の開始にあたり、原子力規制委員会の認可を受ける必要がある

ことから、安全協定に基づき適切に対応する。（防災部） 

 

（原子力防災対策の推進） 

・発電所に万が一の事態が生じた場合に備え、地域防災計画（原子力災害対策編）に基づ

き、平時から原子力防災対策を推進する。 

・避難退域時検査や避難行動要支援者への対応を含む広域避難体制の充実を図る。また、

原子力防災資機材の整備、防災業務関係者の人材育成、安定ヨウ素剤の事前配布などを

継続して行う。 

・原子力災害対策指針の改定等を受け、地域防災計画（原子力災害対策編）や広域避難計

画を見直すほか、原子力防災訓練を実施するなどして、緊急時における原子力防災体制

の確認や改善を継続的に行う。（防災部） 
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（５）情報通信 

１）情報伝達体制の整備 

（災害発生時の連携体制の整備） 

・情報通信施設等に災害が発生したときに効果的な対策を実施できるよう、県、市町村及

び電気通信事業者を含む防災関係機関は防災体制を整備し、関係機関間での相互連携体

制を確立する。（防災部、地域振興部） 

 

（情報通信体制の整備） 

・災害情報を迅速かつ的確に収集・伝達・処理するソフト、ハード両面の仕組みの整備を

進め、訓練等を通じた各種システムの使用方法の習熟、災害時の支援要請先の把握、情

報収集体制の強化などを推進する。 

・多くの職員が無線設備を使用できるようにするため、操作マニュアルの整備や定期的な

通信訓練を行う。（防災部） 

 

（県民への的確な情報伝達体制の整備） 

・県民への情報伝達手段を把握し、適切に運用するためのルールの策定、運用方法の習熟

を図る。（防災部） 

 

・携帯電話不感地域を解消するため、市町村、携帯電話事業者と連携して、移動用通信鉄

塔施設整備を推進する。（地域振興部） 

 

・漁船等に迅速に情報を伝達するため、JFしまねと協力して漁業無線局の通信の充実を図

る。（農林水産部） 

 

（報道機関との連携体制の整備） 

・多様な手段で広報できるよう、報道機関との連携体制を構築する。（防災部） 

 

（災害用伝言サービス活用体制の整備） 

・通信が輻輳した場合でも情報通信手段として有効な災害伝言サービスの活用を進める。

（防災部） 
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（地域における要配慮者対策（外国人対策）） 

・外国人住民に多言語等（やさしい日本語）による防災情報提供及び災害情報伝達をする

ため、情報発信体制を整備する。（環境生活部） 

 

（情報収集管理体制の整備） 

 ・災害情報の収集・伝達能力を向上させるため、広域災害救急医療情報システム（ＥＭＩ

Ｓ）の利用を前提としつつ、複数の通信手段を整備する。（健康福祉部） 

 

（情報通信設備及び震度観測設備の整備） 

・大規模災害時において非常用発電機の燃料を安定的に調達するため、他の防災機関や行

政機関等との連携、燃料販売会社との協定締結及び燃料貯蔵施設の新設・追加について

検討する。（防災部） 
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（６）交通・物流 

１）交通施設の安全化、輸送路の整備等 

（交通施設の安全化、防災空間の確保） 

・災害時における避難や救急活動および物資の輸送を確保するための緊急輸送道路の軸と

なる山陰道の整備を促進する。 

・緊急輸送道路や県内各地とインターチェンジを連結する道路、広域市町村圏中心都市へ

連絡する道路について、迂回路や防災拠点の状況等、道路の重要度を把握し、広域的視

点で優先順位の高いところから、重点的・計画的に整備を進める。 

・地震などの災害に対し安全性信頼性の高い道路網を整備するため、橋梁耐震化、無電柱

化、法面などの危険箇所対策、道路構造物の老朽化対策等を優先度の高い箇所から実施

する。  

・救援物資等の集積・備蓄拠点としての機能を強化するため、港湾施設について岸壁等の

整備を行う。 

・災害時の交通網維持のため、空港維持管理・更新計画などに基づき、空港施設の耐震･老

朽化点検や補修などを実施する。また、必要な資機材の更新を適切に行う。（土木部） 

 

・災害時の避難路及び緊急輸送道路として、農道、林道の整備を着実に進める。 

・緊急輸送道路等における橋梁の耐震対策など、施設の耐震化等の対策を着実に進める。 

（農林水産部） 

 

 

２）交通規制体制の整備等 

（交通規制の実施体制の整備） 

・新たに供用された交差点や原子力災害に備えた避難ルート等主要交差点に、交通信号機

滅灯対策として、「自起動ディーゼル発電機」、「可搬式発動発電機が接続できる非常用発

電接続設備」を充実させ、老朽化している自起動ディーゼル発電機の更新も順次実施す

る。 

・老朽化した信号制御機を計画的に更新し、災害発生時にも適切な信号運用ができるよう

適切な時期に更新を実施する。（警察本部） 

 

（交通規制の実施責任者、交通規則の実施体制の整備） 

・災害発生時、道路管理者の責務として、県管理道路の状況を把握し必要な規制を行う。

また、他の道路管理者や警察等の関係機関とも連携し、情報を迅速に伝達できる体制を

確保する。（土木部） 
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（緊急通行車両等の事前届出・確認） 

・交通の混乱の防止、緊急通行路の確保のための交通規制の実施に向けて、緊急通行車両

等の事前届出を進める。（防災部） 

 

・事前届出制度を広く周知するため、県警ホームページによる掲載の他、様々な各広報媒

体による広報をさらに推進する。（警察本部） 

 

 

３）輸送体制の整備 

（輸送体制の整備に係る関係機関相互の連携の強化） 

・災害時に、協定に基づく救援物資の緊急輸送等が円滑に実施されるよう、平時より防災

訓練などを通じて連携強化を図る。（地域振興部） 

 

（輸送手段及び輸送施設・集積拠点等の指定） 

・漁船等による救援物資等の輸送手段を確保するため、緊急時の連絡体制等について、関

係機関と連携を図る。（農林水産部） 

 

・災害時の迅速かつ的確な輸送手段を確保するため、港湾・空港施設の点検や資機材更新

を行うとともに災害時の輸送について施設管理者として関係機関や企業等との連携を

図る。（土木部） 

 

（道路寸断への対応） 

・災害発生時には迅速な迂回路確保や啓開により孤立解消を図るため、平時から情報収集･

提供や関係機関との連携体制を強化する。（農林水産部、土木部） 

 

（緊急輸送のための港湾啓開体制等の整備） 

・災害発生時に迅速かつ的確な港湾・臨港道路の啓開作業を行うため、平時から装備・資

機材を整備のうえ関係機関・団体との協力体制を強化する。 

・大規模災害が発生しても港湾機能の低下を最小限に抑え早期の復旧を行うため、港湾Ｂ

ＣＰを作成する。（土木部） 

 

（公共交通機関の状況把握、連絡調整のための体制の整備） 

・災害発生後、速やかに公共交通機関等の状況把握及びその復旧に向けた連絡調整を行う

ため、平時から関係機関との会議等を通じて、情報収集・共有などの連携体制を強化す

る。（地域振興部） 
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４）調達体制の整備 

（食料及び防災用資機材の備蓄並びに調達体制の整備） 

・災害時に必要となる物資等について、地理的条件や災害の被害想定を踏まえた備蓄・調

達・輸送、配備状況の情報収集や提供を行える体制の強化を図る。（防災部） 

 

・災害時に、協定に基づく救援物資の緊急輸送等が円滑に実施されるよう、平時より防災

訓練などを通じて連携強化を図る。（地域振興部） 

 

・食料供給体制について、訓練等を通じて定期的な検証を行うとともに、食料調達協定を

締結する業者の連絡窓口や調達可能数量の確認を行い、必要に応じて協定内容の見直し

を行うなどの連携体制の強化を図る。 

・漁船等による食料等の輸送手段を確保するため、緊急時の連絡体制等について、関係機

関と連携を図る。（農林水産部） 

 

（燃料等生活必需品の調達体制の整備） 

・燃料等生活必需品の調達について、販売業者と連携した調達に努めるとともに、燃料等

生活必需品の輸送に関して、連携体制を強化する。（商工労働部） 

 

  



- 27 - 

 

（７）経済産業 

１）企業における防災対策等 

（企業（事業所）における防災体制の整備） 

・企業（事業所）における防災組織の整備を促進するため、市町村とともに関係機関の協

力体制の確立に努める。（商工労働部） 

 

（企業（事業所）における事業継続の取組の推進） 

・企業（事業所）における事業継続計画の策定のための普及啓発や情報提供などを推進し、

事業継続マネージメント（ＢＣＭ）構築を促進する。（商工労働部） 

 

（事業所における防災の推進等） 

・企業（事業所）における職員の防災意識の高揚を図るとともに、事業所の防災力向上の

促進を図る。 

・事業所に地域コミュニティの一員として、地域の防災訓練等への積極的参加の呼びかけ

を行う。（商工労働部） 

 

 

２）帰宅困難者対策 

（帰宅困難者への対応） 

・帰宅困難者の支援を行うため、民間企業との協定締結を推進し、支援店舗の拡大を目指

す。（防災部） 

 

・大規模集客施設等の管理者や旅館・ホテル等に対し、避難誘導体制の整備を促すなど、

帰宅困難者対策を行う。 

・帰宅困難者対策や安否確認手段について、平時から積極的に広報するとともに、必要に

応じて滞在場所の確保を推進する。（商工労働部） 

 

 

３）農林水産基盤の強化 

（農業基盤施設の安全化） 

・防災減災対策が必要な農業用ため池について、改修工事等のハード整備を実施するとと

もに、ハザードマップ等を活用した迅速な避難行動の啓発等のソフト対策を推進する。 

・農業用排水施設などの機能診断調査を適切に行い、計画的・効率的な整備など老朽化、

機能保全対策を推進していく。（農林水産部） 

 

（食料生産基盤の整備） 

・食料の安定供給に資する農地や農業水利施設の生産基盤の整備を着実に推進していく。 

（農林水産部） 
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（地域が共同で行う農業・農村の多面的機能の維持増進） 

・耕作放棄地の発生を防ぎ、農地や農業用施設の有する多面的機能を維持していくため、

地域が共同で行う保全活動に対する交付金などによる支援をしていく。 

（農林水産部） 

 

（漁業施設災害の防止対策） 

・漁業施設の管理者に対する防災対策の実施及び船舶の所有者に対する安全な港への避難

や係留方法の点検・補強などの安全対策を指導する。 

・増殖場や養殖施設等は、波浪を考慮した整備を図る。 

・防災拠点漁港において耐震強化岸壁等の整備を推進していく。 

・機能保全計画に基づき漁港施設の老朽化対策を計画的・効率的に推進するとともに、拠

点漁港において機能診断を実施し、耐震対策を推進していく。（農林水産部） 

 

（広域応援協力体制の整備） 

・災害時の応急対策等をより迅速・的確に行うために、港湾漁港建設協会と締結した協定

に基づき、情報伝達訓練を行うなど、協力体制の強化を図る。（農林水産部） 

 

（漁船保険、漁業共済の加入促進） 

・被災した漁船や漁具の損害を速やかに補てんするため、漁船保険及び漁業共済の加入促進

を行う。（農林水産部） 
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（８）国土保全 

１）河川・海岸の災害防止 

（流域治水の推進） 

・国や市町村等と協働して、流域全体でハード・ソフト一体となった流域治水対策を推進

する。（農林水産部、土木部） 

 

（河川等氾濫の防止対策） 

・洪水等の被害を防止し、治水安全度を高めるため、国と連携を図り直轄治水事業を促進

させるとともに、ダム建設や堤防の安全性向上や内水排除の対策工事を含めた河川改修

など治水対策を着実に進める。 

・出水時に迅速な住民の避難を促すため、水防情報システム等の充実を図るとともに、想

定最大規模降雨による浸水想定区域図に基づいたハザードマップ作成範囲の拡大を図

る。 

・出水時に市街地等の浸水を防ぐため、水防活動の実施に資する水防資材器具等の充実を

図る。 

・ダムや河川の水門・樋門などの河川管理施設について、策定した長寿命化計画に基づき、

計画的な点検・管理等を行っていく。（土木部） 

 

・ダムについて、適切な点検・管理等を行いながら、長寿命化計画に基づき、計画的な機

能保全等を行っていく。（農林水産部、企業局） 

 

（波浪、侵食、高潮災害の防止対策（海岸における危険箇所の把握）） 

・波浪等による被害を防止するため、海岸環境に配慮しながら波浪等に対応できる護岸等

の海岸保全施設の整備を実施する。（農林水産部、土木部） 

 

・災害の予想される危険な箇所を把握するため、その区域等を調査し、関係市町村・住民

へ周知する。（土木部） 

 

（海岸における津波災害対策） 

・津波避難計画の作成等が義務化されることとなる「津波防災地域づくりに関する法律」

に基づく津波災害警戒区域の指定を行う。（農林水産部、土木部） 
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２）土砂災害等の災害防止 

（土砂災害の防止、公共土木施設の安全化、造成地の予防対策） 

・山地災害の防災・減災について、山地災害危険地区における治山施設の整備を図るため、

緊急予防治山事業等を積極的に実施する。 

・市町村が適切に住民の避難指示の判断等が行えるよう、山腹崩壊危険地区、崩壊土砂流

出危険地区、地すべり防止区域及び地すべり危険地区等の情報を提供する。 

・老朽化した治山施設について、予防保全型により施設の長寿命化を図るとともに維持管

理・更新等にかかるトータルコストの縮減・平準化を図っていくため、個別施設計画に

基づく取組を計画的かつ着実に実施していく。 

・各市町村及び地域住民の協力を得て、地すべり防止区域内の対策ブロックを抽出し、危

険度及び緊急度に応じて順次地すべり対策工事を実施する。【再掲】（農林水産部） 

 

・土砂災害による人的被害を防ぐため、避難所、要配慮者利用施設など緊急度、必要性の

高い箇所の整備を引き続き重点的に推進する。 

・既存の砂防関係施設の点検を行い、老朽化施設について計画的に補修・更新等の長寿命

化対策を推進する。 

・県民の適切な避難行動につなげるため、各種広報や防災学習会等を通じて土砂災害警戒

区域等の周知を図る。 

・市町村が発表する避難指示や県民の適切な避難行動につなげるため、土砂災害警戒情報

等の精度向上を図る。 

・危険住宅の安全性確保のため、土砂災害特別警戒区域の指定がされた区域の住宅の移転

等の促進を図る。（土木部） 

 

（森林整備の実施） 

・適切な森林の整備と保全を図るため、人工林等において森林整備対策を実施する。 

（農林水産部） 
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（９）環境 

 １）生活環境に関する施設等の安全化 

（下水道施設の安全化） 

・災害発生時の公衆衛生を確保するため、流域下水道施設の耐震化や策定済みのストック

マネジメント計画に基づく老朽化対策を計画的に実施する。 

・災害発生時における汚水処理機能の早期復旧を図るため、ＢＣＰを活用した訓練や災害

対策マニュアル等の見直しを実施する。（土木部） 

 

（農業集落排水の機能保全） 

・農業集落排水施設等について、計画的に機能保全対策や耐震化を支援していく。 

（農林水産部） 

 

（廃棄物処理体制の整備） 

・災害時に、廃棄物及びし尿を適正かつ速やかに処理できるようにするため、近隣の市町

村や業界団体との連携など県・市町村による廃棄物処理の仕組みづくりを促進する。 

（環境生活部） 
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（10）横断的分野（避難訓練・防災組織・防災教育） 

１）避難訓練 

（避難指示等の基準の策定・避難体制の整備） 

 ・県、市町村及び防災関係機関の避難計画の実効性を高める取組を進めるとともに、市町

村が行う、住民が安全・的確に避難行動や避難活動を行うための体制整備に対し必要な

助言を行う。【再掲】（防災部） 

 

（避難行動要支援者等支援体制の構築） 

・市町村による避難行動要支援者施策の支援のため、必要な情報の提供に努めるとともに、

避難行動要支援者の避難支援のため関係機関、団体等との協力体制や防災設備、物資等

の整備を図る。【再掲】（防災部） 

 

 

２）防災組織等の活動環境の整備 

（自主防災組織等の育成強化、災害ボランティアの活動環境の整備） 

・災害時の地域ぐるみの救急・救助活動の協力に向け自主防災組織等を育成するほか、自

主防災組織、住民、消防団に対し市町村及び消防機関が実施する教育訓練等を支援する

とともに、災害救援ボランティアとの連携を図る。 

・県、市町村及び消防本部は、消防団等に係る教育訓練等の機会の充実を図る。県は、市

町村等の取組を支援する。（防災部） 

 

（災害ボランティアの活動環境の整備） 

・災害ボランティアの活動が円滑かつ効果的に行えるようにするため、平時から関係機関

との連携、地域住民への普及啓発等、災害ボランティア活動環境の整備を図る。 

・災害時に外国人への支援を行うため、災害時外国人サポーターの養成・登録を進めると

ともに、災害多言語支援センターの設置・運営を円滑に行うための体制を整備する。 

（環境生活部） 

 

・日本赤十字社島根県支部、社会福祉協議会と連携して、災害ボランティアコーディネー

ターの育成や普及啓発に努める。（健康福祉部） 
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（災害復旧の担い手の確保） 

・今後必要となる基盤整備を進めるための安定的な公共事業予算の確保に努めるほか、建

設産業における担い手の育成・確保を図るため、建設業界団体と行政が連携して、若年

者の入職・定着の促進に繋がる取組（魅力発信・イメージアップ、技術者・技能者の育

成等）を推進する。（土木部） 

 

（支援協定締結団体との連携強化） 

・「大規模災害発生時における応急対策業務に関する協定書」の締結団体と連携し、情報伝

達訓練や応急対応訓練を実施し、体制の強化を図る。（土木部） 

 

（地域コミュニティの維持） 

・災害発生時における、地域住民や地域コミュニティの対応能力向上のため、生活機能の

維持・確保に重点を置いた地域運営の仕組みづくり（小さな拠点づくり）を進める。 

（地域振興部） 

 

（地域が共同で行う農業・農村の多面的機能の維持増進） 

・土砂防止機能や洪水防止機能などの農地や農業用施設の有する多面的機能を維持してい

くため、地域が共同で行う保全活動に対する交付金などによる支援をしていく。 

（農林水産部） 

 

 

３）防災教育 

（県・市町村職員及び県民に対する防災教育） 

・県や市町村の職員に対し、研修や講習会等により防災教育の普及徹底を図るとともに、

県民に対し、広報媒体や講演会などを通じて防災知識の普及啓発を図る。（防災部） 

 

（県民に対する防災教育） 

・災害時における男女のニーズの違いなど男女双方の視点に基づく配慮が行われるよう、

男女共同参画の視点に基づく防災講座などの活動を市町村と連携して実施する。 

（政策企画局） 

 

（学校教育における防災教育） 

・引き続き学校安全計画に基づく避難訓練等の確実な実施について推進するほか、東日本

大震災等の事例に学び、課題意識を持って行動できる児童生徒の育成を図る。 

（総務部、教育庁）  
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（11）横断的分野（老朽化対策）  

 

（建築物の老朽化対策） 

・県有建築物の安全性を確保するため、「島根県県有財産利活用推進計画」及び「島根県県

有施設長寿命化指針」に基づき、施設の長寿命化などを計画的に進める。（総務部） 

 

（農林水産公共施設の老朽化対策） 

・農林水産公共施設の安全性を確保するため、「各個別施設計画」に基づき、老朽化対策を

着実に進める。また、市町村が個別施設計画の策定に取り組むにあたり必要な指導・助

言等を行う。 

・農林水産公共施設の安全性、経済性及び重要性等の観点から、更なるライフサイクルコ

ストの低減に資するよう継続的に個別施設計画を更新し予防保全型の老朽化対策を着

実に進める。また、市町村が予防保全型の老朽化対策に取り組むにあたり必要な指導・

助言等を行う。（農林水産部） 

 

（公共土木施設の老朽化対策） 

・公共土木施設の安全性を確保するため、「島根県公共土木施設長寿命化計画」と「各施設

の個別計画」に基づく老朽化対策を着実に進める。 

・県・市町村職員を対象に公共土木施設長寿命化に関する研修や、橋梁点検講習会などを

実施し、老朽化対策の知識を深め、点検技術の強化を図っていく。 

・市町村からの要望に応じて、点検業務を受託するなどの支援を行う。（土木部） 

 

（企業局施設の老朽化対策） 

・企業局施設の安全性を確保するため、施設管理基本（長寿命化）計画に基づき老朽化対

策を着実に進める。（企業局） 

 

（自然公園施設の老朽化対策） 

・利用者が安全に施設を利用できるよう維持管理に努め、老朽化した施設の再整備や修繕

を適切に実施する。（環境生活部）
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施策分野ごとの脆弱性評価 

（１）行政機能 

 １）防災活動体制の整備 

（災害本部体制の強化） 

・職員の異動などによる業務の習熟不足などにより、応急対策の実施が遅れる可能性があ

ることから、予め防災体制を整えることが必要である。また、物資の不足や通信手段の

断絶等が発生するおそれがあるが、この様な状況のなかでも災害対策本部を運営してい

くために必要な物資や通信手段を整備・強化することが必要である。（防災部） 

 

（災害救助法等の運用体制の強化） 

・職員の異動などによる業務の習熟不足などにより、災害救助法の適用等が遅れる可能性

があることから、災害救助法の運用体制を強化することが必要である。（防災部） 

 

（複合災害体制の整備） 

 ・複合災害が発生した場合、被害が深刻化し災害応急対応が困難になることから、複合災

害に対応することのできる計画の策定などの対策を行うことが必要である。（防災部） 

 

（避難指示等の基準の策定・避難体制の整備） 

・災害により県民が避難を要する事態となる可能性があることから、適切に避難できる体

制を整備することが必要である。（防災部） 

 

（広域応援協力体制の強化） 

 ・県だけでは災害に対応できない可能性があることから、国や関係機関から協力や支援を

受けることができる体制を強化することが必要である。 

・大規模災害時における応急対策をより的確・迅速に実施するためには、広域的な支援・

協力体制が必要である。（防災部） 

 

 

２）救急・救助体制の整備、火災予防 

（救急・救助の体制や資機材の充実） 

 ・大規模災害時には多数の救急・救助事案が発生すると予想されるため、必要な体制や救

急用装備・資機材等を充実させる必要がある。（防災部、健康福祉部）  

 

・大規模災害発生時における避難誘導、救出救助、捜索、交通対策等の警察活動を迅速か

つ的確に実施することが必要である。（警察本部） 

 

 

別紙１ 
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（消防団等の育成強化） 

・消防団は地域防災力の中核を担う存在であるが、団員の減少等課題があることから、対

策が必要である。 

・大規模災害時には消防団及び自主防災組織等が重要な役割を果たすため、消防に関する

教育訓練を受ける機会を充実させる必要がある。（防災部） 

 

（出火防止） 

・火災予防のため、出火防止措置の徹底が必要である。 

・消防機関による消防活動には限界があることから、地域住民等による自主防災体制の充

実が必要である。 

・災害時には同時多発火災が予想されることから、消防機関の装備・施設の計画的な整備

等が必要である。（防災部） 

 

・中山間地域等における農村部において、消防施設（防火水槽）が不備な地域があるため、

整備を行う必要がある。（農林水産部） 

 

 

 ３）行政機能の維持 

（公的機関等の業務継続性の確保） 

・災害により行政機関が被災し、業務の継続が困難になる可能性があることから、必要に

応じて業務継続計画を見直しすることが必要である。（防災部） 

 

（重要データの遠隔地バックアップ） 

・建物の倒壊等により業務システムの重要データが消失すれば、行政機能が大幅に低下す

るため、重要データを速やかに復元することが必要である。（地域振興部） 

 

（ＩＣＴ部門における業務継続計画（ＩＣＴ－ＢＣＰ）の策定と運用） 

・業務を実施・継続させるためには、それを支えるネットワーク等の稼動が必要不可欠で

ある。（地域振興部） 

 

（全県域ＷＡＮ（行政ネットワーク等）の整備） 

・各業務システムの基盤が被災する可能性があることから、防災対策を講じる必要がある。

（地域振興部） 

 

（業務システムのサービス利用、外部のデータセンターの利用） 

・各業務システムの基盤が被災する可能性があることから、防災対策を講じる必要がある。

（地域振興部） 
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（災害発生時における拠点機能確保のための警察施設の整備） 

・大規模災害発生時における避難誘導、救出救助、捜索、交通対策等の警察活動を迅速か

つ的確に実施するため、警察活動の拠点となる警察施設の機能を確保する必要がある。

（警察本部） 

 

 

４）防災施設等の整備、建築物の災害予防 

（防災拠点の管理・運営） 

・大規模災害時には、広域航空応援を受けることが想定されるほか、緊急物資、資機材の

集積配給基地が不可欠であることから、広域防災拠点を適正に管理・運営することが必

要である。（防災部） 

 

（防災中枢機能等の確保・充実） 

 ・地階の電気室は、河川の氾濫等により、電力供給が停止するおそれがあるため、各施設

管理者において、浸水対策が必要である。 

・地震時の飲料水を確保するため、各施設管理者において、給水設備の耐震化を進める必

要がある。（総務部） 

 

（災害用臨時ヘリポートの整備） 

・災害時の救助・救護活動等を円滑に行うため、臨時ヘリポートの選定、整備に努める必

要がある。（防災部） 

 

（建築物の災害予防、耐震化） 

 ・災害対策の活動拠点施設について、その機能を確保するため、各施設管理者において、

バッテリー、無停電電源装置、自家発電設備等を整備する必要がある。 

・多数の人を収容する施設の安全化を高めるため、各施設管理者において、大空間天井や

照明等の耐震化を進める必要がある。（総務部） 

 

５）防災訓練 

（防災訓練） 

・大規模な災害が発生した際、各機関が連携した応急対策活動を行うことが求められるこ

とから、各機関と連携した訓練をすることが必要である。（防災部） 
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（２）住宅・都市・土地利用 

１）建築物の災害予防 

（建築物の災害予防） 

（建築物の天井の脱落対策） 

（屋内の機器、家具等の転倒防止対策） 

・住宅や多数の者が利用する建築物などの耐震化が十分に進んでないことから、耐震化（除

却を含む）や天井脱落等の対策を促進する必要がある。 

・土砂災害の危険性がある区域内には多くの住宅が存在していることから、移転等の促進

が必要である。（土木部） 

 

（建築物の災害予防） 

・新たな木質材料の強度や難燃化等に関する知見・技術が不足していることから、研究・

技術開発が必要である。（農林水産部） 

 

（エレベーターの閉じ込め防止対策） 

・エレベーター（県内 1,845 基）での閉じ込めにより避難の遅れが発生するおそれがある

ことから、その対策を促す必要がある。（土木部） 

 

（工作物対策） 

・耐震性が劣る擁壁やブロック塀が避難路沿いに点在していると考えられることから、倒

壊した場合に人的被害の発生や避難・救助等の障害となる物件の耐震化を促す必要があ

る。 

・市街地では、建築物に付属した屋外看板のうち老朽化などにより落下の危険性が発生す

る看板の増加が懸念されるため、暴風・地震等による脱落防止対策を促す必要がある。

（土木部）  

 

（造成地の予防対策） 

・都市の既成市街地内で、土地利用の細分化、老朽化した木造住宅の密集、耐震基準を満

たしてない建物の存在、道路や公園など公共施設の未整備といった状況がみられること

から、宅地の耐震化など安全な都市空間を整備する必要がある。（土木部） 

 

（文化財の防災対策等） 

・石垣等も含め、文化財の耐震化等を進める必要がある。（教育庁） 
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２）応急仮設住宅、危険度判定 

（地震被災建築物応急危険度判定体制等の整備） 

・地震により被災した建築物及び宅地の危険性を判定し、余震による人的被害を防ぐ必要

があることから、被災建築物応急危険度判定士、被災宅地危険度判定士の育成とこれら

の体制の維持を図る必要がある。（土木部）  

 

（罹災証明書の発行体制の整備） 

・多数の住家被害が生じた市町村では罹災証明書の交付が遅れる可能性があることから、

市町村を支援することが必要である。（防災部、土木部） 

 

（応急仮設住宅等の確保体制の整備） 

 ・住宅被災者等の早期の生活再建のため、応急仮設住宅の迅速な確保が必要である。 

（総務部、防災部、土木部） 

 

 

３）都市づくり・土地利用 

（大規模災害を考慮した都市づくり（都市マスタープランへの反映）） 

（土地利用の適正化） 

（防災的な土地利用の推進） 

（都市・まちの不燃化の推進） 

・都市の既成市街地内で、土地利用の細分化、老朽化した木造住宅の密集、耐震基準を満

たしてない建物の存在、道路や公園など公共施設の未整備といった状況がみられること

から、不燃化など安全な都市空間を整備する必要がある。（土木部） 

 

（防災的な土地利用の推進） 

・地すべり防止区域については、早期概成に向けて地すべり対策工事を推進する必要があ

る。（農林水産部） 

 

・多くの県民が土砂災害を被る危険な状況であることから、土砂災害警戒区域等の認知度

向上や施設整備・改修、住宅移転対策などが必要である。 

・都市公園は災害時における避難先・避難路、延焼遮断あるいは救護活動の拠点として防

災上重要な役割を担っていることから、都市公園等の計画的な配置・整備を積極的に推

進するとともに、緑地の保全を図る必要がある。（土木部） 
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（液状化・崩壊危険地域の予防対策） 

・大規模地震発生時に、地盤の状況によっては液状化が発生する可能性があるため、建築

物に対する被害を防止する必要がある。（総務部） 

 

・地震災害では、地盤によっては液状化現象など様々な被害が生じる可能性があることか

ら、被害の軽減に向けて関連する情報を提供する必要がある。（防災部） 

 

・大規模地震発生時には、県東部の沖積層堆積地域を中心に地盤の液状化が発生する可能

性があるため、道路施設等においてもそれによる被害を防止する必要がある。 

・地震時に法面崩壊等が発生する可能性があることから、道路施設の被害を防止すること

が必要である。（土木部） 

 

（海岸における津波浸水想定箇所の把握） 

・沿岸部や島しょ地域では、過去の津波の影響を踏まえると負傷者や家屋の浸水が生じる

などの影響を受ける可能性があることから、津波に関する情報を関係市町村と共有する

とともに、県民へ周知することが必要である。（防災部） 

 

（地籍調査の推進） 

・災害発生時の迅速な復旧・復興を図るためには、地籍調査事業を促進する必要がある。

（土木部） 

 

 

４）危険物施設の安全化 

（消防法に定める危険物施設の予防対策） 

・地震が発生した場合、軟弱な地盤地域ほど地震動や液状化の影響を受けやすく、施設が

被災する危険性が高いため、危険物施設の実態把握、指導及び啓発を引き続き推進して

いく必要がある。（防災部） 

 

（火薬類施設の予防対策） 

・火薬類施設には、設置からの経過年数が長いものがあり、地震などにより災害が発生す

るおそれがあるため、火薬類取締法に基づく保安検査・立入検査等により適正な保安管

理を指導する必要がある。（防災部） 

 

（毒劇物取扱施設の予防対策） 

・災害による毒劇物取扱施設等の災害を未然に防止するとともに、保健衛生上の危害を最

小限に防止するため、各施設の責任者と連携した安全対策を推進する必要がある。 

（健康福祉部） 
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（３）保健医療・福祉、教育 

１）保健・医療救護体制の強化 

（医療救護体制の強化） 

・災害発生時には、広域あるいは局地的に医療救護を必要とする多数の傷病者が発生する

とともに、数多くの医療施設が被害を受け、十分な医療の提供が困難な状況になること

が予想される。このため、被災地内外の災害拠点病院、災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）

及び医療救護班が連携して効果的な医療救護活動を行う必要があり、その体制の維持充

実が必要である。（健康福祉部） 

 

（保健医療救護体制の強化） 

・災害発生時における各機関の保健医療救護活動の実効性を高めるには、地域防災計画及

び各機関が作成するマニュアルを検証する機会が必要である。（健康福祉部） 

 

（医療救護資器材、医薬品の備蓄並びに調達体制の強化） 

・災害時の医療救護を迅速かつ適切に実施するため、医療救護体制や医薬品等の供給・確

保体制を強化する必要がある。（健康福祉部） 

 

（防疫・保健衛生体制の強化） 

・被災地域は、衛生条件が極度に悪く、感染症等の疾病の発生が多分に予想されることか

ら、感染症の発生と流行の未然防止を図る必要がある。（健康福祉部） 

 

（食品衛生、監視体制の整備） 

・災害時は、食品衛生監視員のみでは十分な監視指導ができない場合があることを想定し、

体制整備や業者団体との連携強化に努める必要がある。（健康福祉部） 

 

（防疫用薬剤及び器具等の備蓄） 

・災害時の緊急の調達が困難となるおそれがあることから、平常時からその確保に努める

必要がある。（健康福祉部） 

 

（被災者の健康管理） 

・災害が長期化した場合に公衆衛生活動の実施が困難となるおそれがあることから、計画

的・継続的な支援体制を構築する必要がある。（健康福祉部） 

 

（動物愛護管理体制の整備） 

・災害時の被災地においては、家庭動物として飼育されていた動物が放逐されることによ

り、負傷動物や放浪動物が多数生じることから、これら動物の収容、保管施設の確保と

管理体制の整備を図る必要がある。（健康福祉部） 
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２）要支援者対策 

（避難行動要支援者等支援体制の構築） 

・市町村による避難行動要支援者に配慮した避難計画等の策定を支援する必要がある。 

（防災部、健康福祉部） 

 

・災害時の避難に支援を要する避難行動要支援者は、災害が発生した場合に被害を受けや

すいため、避難体制を整備することが必要である。（防災部） 

 

（社会福祉施設等における対策） 

 ・社会福祉施設の利用者が安全・的確に避難行動や避難活動を行えることが必要である。

（健康福祉部） 

 

 

３）各施設の災害予防 

（社会福祉施設等の災害予防） 

・社会福祉施設等の耐震化を促進する必要がある。（健康福祉部） 

 

（学校等の災害予防・避難計画の策定） 

・学校施設は児童生徒等が一日の大半を過ごす活動の場であり、非常災害時には地域住民

の避難・救護施設の役割も果たすことから、安全性を確保する必要がある。 

・災害時に迅速に対応するため、関係法令に基づき、全ての学校等で避難計画を策定する

必要がある。（総務部、教育庁） 

 

 ・小学校就学前の乳幼児等の安全で確実な避難が必要である。（健康福祉部） 
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（４）エネルギー・ライフライン 

１）エネルギー対策 

（再生可能エネルギー等の導入の促進・推進） 

・エネルギーの供給源の多様化などの視点から、地域における再生可能エネルギー等の自

立・分散型エネルギーの導入を促進する必要がある。 

・災害時等における地域の避難施設等のエネルギー確保のため、再生可能エネルギーの導

入を推進する必要がある。（地域振興部） 

 

・エネルギーの供給源の多様化などの視点から、地域における再生可能エネルギーの導入

の可能性について検討を進める必要がある。（企業局） 

 

 

２）ライフライン施設の安全化 

（電気施設の安全化） 

・風水害や地震等の大規模災害が発生した場合、発電施設の安全性が確保できない可能性

があるため、発電所周辺を含め危険性の早期発見に努める必要がある。(企業局) 

 

（ガス施設の安全化） 

・風水害や地震等の大規模災害が発生した場合、ガス施設の安全性が確保できない可能性

があるため、ポリエチレン管やダクタイル鋳鉄管等の耐震性があるものに順次更新して

いくよう指導する必要がある。（防災部） 

 

（水道施設の安全化・水道事業者） 

・地震被害として、送・配水管の折損並びに継手部の漏水が想定され、特に軟弱地盤地域

においては被害発生の危険性が高いことから、各水道事業者における耐震化及び更新計

画の策定を推進する必要がある。 

・水道施設等に災害が発生した際には、水道事業者間の相互応援を円滑に支援する必要が

あることから、関係機関等との相互連携体制を確立する必要がある。 

・風水害等による被害として、土砂や濁流による水源の損壊、水源水の濁度上昇、水質異

常等が想定されることから、各水道事業者に対して、各地域の状況等も考慮しながら計

画的に安全化対策の推進を指導する必要がある。 

・水道施設等に災害が発生した際には、効果的な応急対策が実施できるよう、関係機関と

の相互連携体制を確立する必要がある。（健康福祉部） 
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（水道施設の安全化・県水道事業） 

・水道・工業用水道施設の安全性を確保するため、施設の耐震化及び老朽化対策を進める

必要がある。 

・洪水時には、原水の濁度が上昇するため、適切な前処理対応を行う必要がある。 

・水道・工業用水道施設等に災害が発生した際には、効果的な応急対策が実施できるよう、

関係機関との相互連携体制を確立する必要がある。 

・災害時の上工水需要家ほか関係機関と連絡体制について、NTT 回線の不通も想定し代替

方法を検討する必要がある。 

・洪水期、渇水状況が継続すると利水容量が枯渇するおそれがあるので適切に水運用協議

を行う必要がある。（企業局） 

 

 

３）原子力安全・防災対策の推進 

（原子力安全対策の推進） 

（原子力防災対策の推進） 

・原子力発電所については、福島第一原子力発電所事故の教訓を踏まえた安全対策と防災

対策が進んできているが、一層充実させる必要がある。（防災部） 

 

  



- 45 - 

  

（５）情報通信 

１）情報伝達体制の整備 

（災害発生時の連携体制の整備） 

 ・情報通信施設等に災害が発生したときに効果的な対策を実施できるよう、県、市町村及

び電気通信事業者を含む防災関係機関は防災体制を整備し、関係機関間での相互連携体

制を確立する必要がある。（防災部、地域振興部） 

 

（情報通信体制の整備） 

・災害の規模に比例して多種多様かつ多量の災害情報が発生することから、災害に関する

情報の的確な収集・伝達等をすることが必要である。 

・遠方からの通勤者が多く災害時の参集が困難な事態が想定されることから、より多くの

職員が機器操作に習熟し、非常通信ができるようにしておく必要がある。（防災部） 

 

（県民への的確な情報伝達体制の整備） 

 ・災害の規模に比例して多種多様かつ多量の災害情報が発生することから、災害に関する

情報の的確な収集・伝達等をすることが必要である。（防災部） 

 

・災害時の通信連絡や情報伝達の手段として携帯電話が重要であるが、まだ携帯電話が全

く使えない地域（不感地域）があるため、これを解消する必要がある。（地域振興部） 

 

 ・漁船等に対して、台風等の気象情報を漁業無線局から迅速に伝達する必要がある。 

（農林水産部） 

 

（報道機関との連携体制の整備） 

 ・県の広報手段では、災害に関する広報が県民に行き渡らない可能性があることから、多

様な手段により広報することが必要である。（防災部） 

 

（災害用伝言サービス活用体制の整備） 

・被災地への安否確認情報等の問合せの殺到などにより通信が輻輳した場合、被災地内の

家族・親戚・知人等の安否等の確認が困難になる可能性があることから、災害伝言サー

ビスを活用することが必要である。（防災部） 

 

（地域における要配慮者対策（外国人対策）） 

・県内には多くの外国人住民が生活しているが、言語の違い等により、防災知識や情報の

理解が困難な場合があることから、外国人住民に対する災害意識の向上・多言語等（や

さしい日本語）による情報発信が必要である。（環境生活部） 
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（情報収集管理体制の整備） 

 ・多種多様かつ多量の災害情報が発生することから、医療救護に必要な緊急性の高い情報

を優先的に収集・伝達できるような仕組みの整備が必要である。（健康福祉部） 

 

（情報通信設備及び震度観測設備の整備） 

 ・非常用発電機燃料の貯蔵量は、４日以上の停電に対応できないため、予め燃料の調達方

法を決定しておく必要がある。（防災部） 
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（６）交通・物流 

１）交通施設の安全化、輸送路の整備等 

（交通施設の安全化、防災空間の確保） 

・災害時の避難路や緊急輸送道路として、農道、林道の整備が必要である。 

・緊急輸送道路等における橋梁の耐震対策など、施設の耐震化等の対策を着実に進める必

要がある。（農林水産部） 

 

・災害時の避難路等確保のため、緊急輸送道路など重要な役割を担う道路の着実な整備、

防災対策、維持管理、老朽化対策等を行う必要がある。また、寸断が生じた際の対応の

強化に取り組む必要がある。 

・大規模自然災害時の電柱の倒壊による電力の供給停止や通信障害を防ぐため、無電柱化

の推進が必要である。 

・災害時に被災者や救援物資、資機材等を輸送する輸送施設として、港湾施設の機能強化

が必要である。 

・災害時の輸送の重要性に鑑み、空港施設の適切な維持管理と老朽化対策を行う必要があ

る。（土木部） 

 

 

２）交通規制体制の整備等 

（交通規制の実施体制の整備） 

・新たに供用された交差点や原子力災害に備えた避難ルート等の主要交差点に、交通信号

機滅灯対策として「自起動ディーゼル発電機」、「可搬式発動発電機が接続できる非常用

発電接続設備」を充実させる必要がある。また、既に整備した自起動ディーゼル発電機

のうち、老朽化したものから順次更新する必要がある。 

・大規模災害発生時における避難誘導・交通対策を適切に実施するために、信号機が正常

に作動していることが必要である。（警察本部） 

 

（交通規制の実施責任者、交通規則の実施体制の整備） 

・道路の損壊決壊等発生時には、二次災害を招くおそれがあるほか、避難誘導等に重大な

影響を及ぼすことから、適切な規制を行う必要がある。（土木部） 

 

（緊急通行車両等の事前届出・確認） 

・交通施設が被災した場合、交通の混乱の回避のため交通規制を実施するが、交通規制時

に緊急通行車両等が円滑に災害対応できるよう事前届出を推進することが必要である。 

（防災部） 

 

・指定行政機関等において事前届出がなされているが、届出をする機関に偏りがあり、緊

急通行車両等事前届出に関する広報を充実する必要がある。（警察本部） 
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３）輸送体制の整備 

（輸送体制の整備に係る関係機関相互の連携の強化） 

・災害時における緊急・救援輸送や物流専門家等の派遣の円滑化を図るため、平時より関

係団体と連携を密にし、「緊急・救援輸送等に関する協定」等に基づく応急対策を確実

に実施する必要がある。（地域振興部） 

 

（輸送手段及び輸送施設・集積拠点等の指定） 

・漁船による救援物資等の輸送手段を確保する必要がある。（農林水産部） 

 

・災害時の輸送手段を迅速かつ的確に確保する必要があることから、拠物資備蓄･収集拠

点の周知を図る必要がある。（土木部） 

 

（道路寸断への対応） 

・迂回路として活用できる農道、林道、漁港関連道について、幅員、通行可能荷重等の情

報を道路管理者間で共有する必要がある。（農林水産部） 

 

・災害時の輸送路等確保のため、緊急輸送道路など重要な役割を担う道路の着実な整備、

防災対策、維持管理、老朽化対策等を行う必要がある。また、寸断が生じた際の対応の

強化に取り組む必要がある。（土木部） 

 

（緊急輸送のための港湾啓開体制等の整備） 

・港湾施設について維持管理計画を策定し、防災点検、補強工事等を行うとともに、関係

機関･団体と啓開体制強化の取組を進める必要がある。 

・県内の港湾が機能停止した場合、物流停止により企業活動等の低下を招くことから、大

規模災害が発生しても港湾機能の低下を最小限に抑え早期の復旧を図る必要がある。

（土木部） 

 

（公共交通機関の状況把握、連絡調整のための体制の整備） 

・災害発生後、速やかに公共交通機関等の状況把握及びその復旧に向けた連絡調整を行う

ため、関係機関との情報収集・共有体制を強化する必要がある。（地域振興部） 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 49 - 

  

 

４）調達体制の整備 

（食料及び防災用資機材の備蓄並びに調達体制の整備） 

・災害により食料、飲料水、燃料等生活必需品、応急給水資機材、通信機器及び防災用資

機材等が不足する可能性があることから、必要な物資等の備蓄及び調達、情報収集や提

供等の体制を強化することが必要である。（防災部） 

 

・災害時における緊急・救援輸送や物流専門家等の派遣の円滑化を図るため、平時より関

係団体と連携を密にし、「緊急・救援輸送等に関する協定」等に基づく応急対策を確実

に実施する必要がある。（地域振興部） 

 

・流通機能の低下などにより被災者の食料調達が困難となるため、速やかな食料供給体制

の確立と機能発揮には、平時における供給体制の維持管理が必要である。 

・食料等、燃料等生活必需品、災害救助用物資及び医薬品等の輸送手段を確保する必要が

ある。（農林水産部） 

 

（燃料等生活必需品の調達体制の整備） 

・燃料等生活必需品の調達や輸送に関する体制整備（民間業者との協定締結）は実施して

いるため、本体制の強化や実効性を上げることが必要である。（商工労働部） 
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（７）経済産業 

１）企業における防災対策等 

（企業（事業所）における防災体制の整備） 

・企業（事業所）における防災組織の整備の促進を図ることが必要である。（商工労働部） 

 

（企業（事業所）における事業継続の取組の推進） 

・企業（事業所）における事業継続計画策定の促進を図ることが必要である。（商工労働部） 

 

（事業所における防災の推進等） 

・企業（事業所）における職員の防災意識啓発や事業所の防災活動の状況把握に努めるこ

とが必要である。 

・市町村等の関係機関と連携し、事業所と地域の親和性を高め、地域と連携した防災訓練

等を促進することが必要である。（商工労働部） 

 

 

２）帰宅困難者対策 

（帰宅困難者への対応） 

・交通インフラや交通機関の被災などにより、多くの帰宅困難者が発生することから、民

間企業の協力を得て帰宅困難者の支援を行うことが必要である。（防災部） 

 

・市町村等の関係機関と連携し、大規模集客施設や旅館・ホテル等における帰宅困難者対

策（観光客等）の推進や安否確認手段の確保を図ることが必要である。（商工労働部） 

 

 

３）農林水産基盤の強化 

（農業基盤施設の安全化） 

・防災減災対策が必要な農業用ため池について、ハード整備及びソフト対策を進める必要

がある。 

・農業生産の維持だけでなく、農地や農業用施設の湛水被害を未然に防止するため、施設

整備及び施設の老朽化対策を進める必要がある。（農林水産部） 

 

（食料生産基盤の整備） 

・農業に係る生産基盤等については、安定した食料供給力を確保するため重要な役割を担

っており、農地や農業水利施設の生産基盤の整備を着実に行う必要がある。 

（農林水産部） 

 

（地域が共同で行う農業・農村の多面的機能の維持増進） 

・耕作放棄地の発生を防ぎ、農地や農業用施設の有する多面的機能を維持していくために

は、地域が共同で行う保全活動への支援が必要である。（農林水産部） 
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（漁業施設災害の防止対策） 

・荷捌き施設等の漁業関連の陸上施設は、風浪によって被害が発生するおそれがあること

から、防災対策が必要である。 

・漁船は、風浪によって流出や損傷を受けるおそれがあることから、防災対策が必要であ

る。 

・増殖場や養殖施設等は、波浪によって被害が発生するおそれがあることから、防災対策

が必要である。 

・緊急物資等を海上輸送する際の拠点として、防災拠点漁港の耐震強化が必要である。 

・水産業の基盤となる漁港施設の老朽化が加速する中、老朽化対策を着実に進める必要が

ある。 

・災害時における水産業の継続を目指すため、拠点漁港の耐震改良が必要である。 

（農林水産部） 

 

（広域応援協力体制の整備） 

・災害時の応急対策をより迅速・的確に行うために、各関係機関との協力体制が必要であ

る。（農林水産部） 

 

（漁船保険、漁業共済の加入促進） 

・被災した漁船等が速やかに復旧して業務を再開する必要がある。（農林水産部） 
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（８）国土保全 

１）河川・海岸の災害防止 

（流域治水の推進） 

 ・気候変動の影響による水害の激甚化・頻発化を踏まえ、国や市町村等と協働して、流域

全体でハード・ソフト一体となった総合的かつ多層的な対策を進める必要がある。 

（農林水産部、土木部） 

 

（河川等氾濫の防止対策） 

・河川氾濫により家屋等が浸水するおそれがあることから、施設・資機材整備を始めとし

た各種対策を進める必要がある。 

・河川氾濫により家屋等が浸水するおそれがあることから、住民の迅速な避難を促すため

の各種対策を進める必要がある。 

・築堤河川については築堤の越水や破堤の危険性があるため、対策工事の必要がある。 

・ダムや河川の水門・樋門などの河川管理施設の維持管理、老朽化対策を進める必要があ

る。（土木部） 

 

・ダムの維持管理、老朽化対策を進める必要がある。（農林水産部、企業局）  

 

（波浪、侵食、高潮災害の防止対策（海岸における危険箇所の把握）） 

・沿岸部や島しょ地域があり、冬季風浪や台風時の侵食、波浪、高潮や津波等の被害が生

じやすいため、海岸保全施設の整備を行う必要がある。（農林水産部、土木部） 

 

（海岸における津波災害対策） 

・住民の津波避難計画等が未策定であり、避難方法が明確になっていない場合、県民に甚大

な被害が生じる恐れがあることから、これらの作成を推進する必要がある。 

（農林水産部、土木部） 
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２）土砂災害等の災害防止 

（土砂災害の防止、公共土木施設の安全化、造成地の予防対策） 

・森林の有する国土保全機能の低下や地球温暖化に伴う集中豪雨の発生頻度の増加による

山地災害の発生リスクの高まりが懸念されることから、治山施設の整備を推進する必要

がある。 

・地域住民等への山腹崩壊危険地区、崩壊土砂流出危険地区、地すべり防止区域及び地す

べり危険地区の周知が必要である。 

・老朽化した治山施設の機能確保・強化のため、老朽化施設の維持管理・更新等を着実に

推進する必要がある。 

・地すべり防止区域については、早期概成に向けて地すべり対策工事を推進する必要があ

る。【再掲】（農林水産部） 

 

・多くの県民が土砂災害を被る危険な状況であることから、土砂災害警戒区域等の認知度

向上や施設整備・改修、住宅移転対策などが必要である。（土木部） 

 

（森林整備の実施） 

・森林の有する国土保全機能の低下や地球温暖化に伴う集中豪雨の発生頻度の増加による

山地災害の発生リスクの高まりが懸念されることから、森林整備を実施する必要がある。

（農林水産部） 
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（９）環境 

 １）生活環境に関する施設等の安全化 

（下水道施設の安全化） 

・大規模災害時の公衆衛生問題の発生を防ぐため、流域下水道施設の老朽化・耐震性対策

を計画的に進める必要がある。 

・大規模災害発生後に速やかに下水道機能の維持あるいは回復を図るため、流域下水道業

務継続計画（ＢＣＰ）の実効性の向上を図ることが必要である。（土木部） 

 

（農業集落排水の機能保全） 

・大規模災害時の公衆衛生問題を防ぐため、農業集落排水施設の機能保全対策や耐震化を

計画的に進める必要がある。（農林水産部） 

 

（廃棄物処理体制の整備） 

・災害時に、廃棄物及びし尿の処理停滞により復旧・復興が遅れるおそれがあり、また生

活環境保全上の支障が生じるおそれがあることから、廃棄物を適正かつ速やかに処理で

きる仕組みづくりが必要である。（環境生活部） 
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（10）横断的分野（避難訓練・防災組織・防災教育） 

１）避難訓練 

（避難指示等の基準の策定・避難体制の整備） 

 ・災害により県民が避難を要する事態となる可能性があることから、適切に避難できる体

制を整備することが必要である。【再掲】（防災部） 

 

（避難行動要支援者等支援体制の構築） 

・災害時の避難に支援を要する避難行動要支援者は、災害が発生した場合に被害を受けや

すいため、避難体制を整備することが必要である。【再掲】（防災部） 

 

 

２）防災組織等の活動環境の整備 

（自主防災組織等の育成強化、災害ボランティアの活動環境の整備） 

・災害時は、行政だけでは全ての救助要請等に迅速に対応できない場合があることから、

住民やボランティア等が協力し対応する体制を整備することが必要である。 

 ・大規模災害時には消防団及び自主防災組織等が重要な役割を果たすため、消防に関する

教育訓練を受ける機会を充実させる必要がある。（防災部） 

 

（災害ボランティアの活動環境の整備） 

・災害発生時には、公的機関の応急復旧活動だけでは不十分であることから、ボランティ

アによる被災者の支援が必要である。 

・外国人は言語・文化・宗教等の違いにより、避難生活では厳しい環境下におかれるなど、

特に支援が必要な要配慮者となることから、通訳・相談等のコミュニケーション支援が

必要である。（環境生活部） 

 

・災害ボランティアが活動しやすいように、ニーズの把握、派遣調整、関係機関との調整

を行う災害ボランティアコーディネーターの育成が必要である。 

・災害ボランティアが円滑に受け入れられるよう、平常時から、地域住民に災害ボランテ

ィアの役割・活動についての普及・啓発が必要である。（健康福祉部） 

 

（災害復旧の担い手の確保） 

・災害対応等により地域の安全・安心を守る優良な建設業者が将来にわたり計画的な経営

が見通せるように、公共事業予算の確保や、担い手の育成・確保対策を行う必要がある。

（土木部） 

 

（支援協定締結団体との連携強化） 

・災害時における公共土木施設の機能確保と回復のため、建設業者と連携した応急対策を

行う必要がある。（土木部） 
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（地域コミュニティの維持） 

・中山間地域等では、人口流出・高齢化の進行により、地域運営の担い手不足が深刻化し、

地域コミュニティの維持や日常生活に必要な機能・サービスの確保が困難になる集落が

増えていることから、安心して住み続けることができる環境づくりが必要である。 

（地域振興部） 

 

（地域が共同で行う農業・農村の多面的機能の維持増進） 

・土砂防止機能や洪水防止機能などの農地や農業用施設の有する多面的機能を維持してい

くためには、地域が共同で行う保全活動への支援が必要である。（農林水産部） 

 

 

３）防災教育 

（県・市町村職員及び県民に対する防災教育） 

・災害から時間が経過すると防災に対する意識は低下する傾向にあり、県・市町村職員及

び県民に対して防災に関する教育や啓発を行っていくことが必要である。（防災部） 

 

（県民に対する防災教育） 

・女性と男性が災害から受ける影響の違いなどに十分に配慮された男女共同参画の視点か

らの災害対応が行われることが、防災・減災、災害に強い社会の実現にとって必要であ

る。（政策企画局） 

 

（学校教育における防災教育） 

・各学校で定めている学校安全計画に基づく避難訓練等を実施したり、社会科等の学習の

時間における地域防災マップ作りなどを通して防災意識をより高めることが必要であ

る。（総務部、教育庁）  
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（11）横断的分野（老朽化対策）  

 

（建築物の老朽化対策） 

・県有建築物の安全性を確保するため、「島根県県有財産利活用推進計画」及び「島根県

県有施設長寿命化指針」に基づき、施設の長寿命化などを計画的に進める必要がある。

（総務部） 

 

（農林水産公共施設の老朽化対策） 

・農林水産公共施設の安全性を確保するため、「個別施設計画」に基づき、老朽化対策を

着実に進める必要がある。 

・農林水産公共施設の安全性、経済性及び重要性等の観点から、更なるライフサイクルコ

ストの低減に資するよう継続的に個別施設計画を更新し予防保全型の老朽化対策を着

実に進める必要がある。（農林水産部） 

 

（公共土木施設の老朽化対策） 

・公共土木施設の安全性を確保するため、「島根県公共土木施設長寿命化計画」と「各施

設の個別計画」に基づく老朽化対策の着実な実行により、施設に求められる機能確保が

必要である。また、人員や技術力が不足する市町村の支援も必要である。（土木部） 

 

（企業局施設の老朽化対策） 

・企業局施設の安全性を確保するため、老朽化対策を着実に進める必要がある。（企業局）  

 

（自然公園施設の老朽化対策） 

・自然公園等における遊歩道や休憩施設等の老朽化した自然公園施設等の再整備や長寿命化

対策により、自然災害による事故を未然に防止する必要がある。（環境生活部） 
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起きてはならない最悪の事態ごとの脆弱性評価 

１．直接死を最大限防ぐ 

１－１ 住宅・建物・交通施設等の複合的・大規模倒壊や不特定多数が集まる

施設の倒壊による死傷者の発生 

（建築物の災害予防・耐震化） 

・多数の人を収容する施設の安全化を高めるため、各施設管理者において、大空間天井や

照明等の耐震化を進める必要がある。（総務部） 

 

（建築物の災害予防） 

・新たな木質材料の強度や難燃化等に関する知見・技術が不足していることから、研究・

技術開発が必要である。（農林水産部） 

 

（建築物の災害予防） 

（建築物の天井の脱落対策） 

（屋内の機器・家具等の転落防止対策） 

・住宅や多数の者が利用する建築物などの耐震化が十分に進んでないことから、耐震化（除

却を含む）や天井脱落等の対策を促進する必要がある。（土木部） 

 

（エレベーターの閉じ込め防止対策） 

・エレベーター（県内 1,845 基）での閉じ込めにより避難の遅れが発生するおそれがある

ことから、その対策を促す必要がある。（土木部） 

 

（工作物対策） 

・市街地では、建築物に付属した屋外看板のうち老朽化などにより落下の危険性が発生す

る看板の増加が懸念されるため、暴風・地震等による脱落防止対策を促す必要がある。

（土木部） 

 

（防災的な土地利用の推進） 

・都市の既成市街地内で、土地利用の細分化、老朽化した木造住宅の密集、耐震基準を満

たしてない建物の存在、道路や公園など公共施設の未整備といった状況がみられること

から、宅地の耐震化や不燃化など安全な都市空間を整備する必要がある。（土木部） 

  

別紙２ 



- 59 - 

 

 

 

（液状化・崩壊危険地域の予防対策） 

・大規模地震発生時に、地盤の状況によっては液状化が発生する可能性があるため、建築

物に対する被害を防止する必要がある。（総務部） 

 

・地震災害では、地盤によっては液状化現象など様々な被害が生じる可能性があることか

ら、被害の軽減に向けて関連する情報を提供する必要がある。（防災部） 

 

（社会福祉施設等の災害予防） 

・社会福祉施設等の耐震化を促進する必要がある。（健康福祉部） 

 

（学校等の災害予防・避難計画の策定） 

・学校施設は児童生徒等が一日の大半を過ごす活動の場であり、非常災害時には地域住民

の避難・救護施設の役割も果たすことから、安全性を確保する必要がある。 

・災害時に迅速に対応するため、関係法令に基づき、全ての学校等で避難計画を策定する

必要がある。（総務部、教育庁） 

 

（交通施設の安全化、防災空間の確保） 

・緊急輸送道路等における橋梁の耐震対策など、施設の耐震化等の対策を着実に進める必

要がある。（農林水産部） 

 

・災害時の避難路等確保のため、緊急輸送道路など重要な役割を担う道路の着実な整備、

防災対策、維持管理、老朽化対策等を行う必要がある。また、寸断が生じた際の対応の

強化に取り組む必要がある。 

・大規模自然災害時の電柱の倒壊による電力の供給停止や通信障害を防ぐため、無電柱化

の推進が必要である。（土木部） 

 

（交通規制の実施責任者、交通規則の実施体制の整備） 

・道路の損壊決壊等発生時には、二次災害を招くおそれがあるほか、避難誘導等に重大な

影響を及ぼすことから、適切な規制を行う必要がある。（土木部） 
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（漁業施設災害の防止対策） 

・荷捌き施設等の漁業関連の陸上施設は、風浪によって被害が発生するおそれがあること

から、防災対策が必要である。 

・漁船は、風浪によって流出や損傷を受けるおそれがあることから、防災対策が必要であ

る。 

・増殖場や養殖施設等は、波浪によって被害が発生するおそれがあることから、防災対策

が必要である。 

・緊急物資等を海上輸送する際の拠点として、防災拠点漁港の耐震強化が必要である。 

・水産業の基盤となる漁港施設の老朽化が加速する中、老朽化対策を着実に進める必要が

ある。 

・災害時における水産業の継続を図るため、拠点漁港の耐震改良が必要である。 

（農林水産部） 

 

（建築物の老朽化対策） 

・県有建築物の安全性を確保するため、「島根県県有財産利活用推進計画」及び「島根県県

有施設長寿命化指針」に基づき、施設の長寿命化などを計画的に進める必要がある。（総

務部） 

 

（農林水産公共施設の老朽化対策） 

・農林水産公共施設の安全性を確保するため、「個別施設計画」に基づき、老朽化対策を着

実に進める必要がある。 

・農林水産公共施設の安全性、経済性及び重要性等の観点から、更なるライフサイクルコ

ストの低減に資するよう継続的に個別施設計画を更新し予防保全型の老朽化対策を着

実に進める必要がある。（農林水産部） 

 

（公共土木施設の老朽化対策） 

・公共土木施設の安全性を確保するため、「島根県公共土木施設長寿命化計画」と「各施設

の個別計画」に基づく老朽化対策の着実な実行により、施設に求められる機能確保が必

要である。また、人員や技術力が不足する市町村の支援も必要である。（土木部） 

 

（自然公園施設の老朽化対策） 

・自然公園等における遊歩道や休憩施設等の老朽化した自然公園施設等の再整備や長寿命

化対策により、自然災害による事故を未然に防止する必要がある。（環境生活部） 
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１－２ 住宅密集地や不特定多数が集まる施設における大規模火災による死傷

者の発生 

（出火防止） 

・中山間地域等における農村部において、消防施設（防火水槽）が不備な地域があるため、

整備を行う必要がある。（農林水産部） 

 

（建築物の災害予防） 

・新たな木質材料の強度や難燃化等に関する知見・技術が不足していることから、研究・

技術開発が必要である。【再掲】（農林水産部） 

 

 （エレベーターの閉じ込め防止対策） 

・エレベーター（県内 1,845 基）での閉じ込めにより避難の遅れが発生するおそれがある

ことから、その対策を促す必要がある。【再掲】（土木部） 

 

（大規模災害を考慮した都市づくり（都市マスタープランへの反映）） 

（土地利用の適正化） 

（防災的な土地利用の推進） 

（都市、まちの不燃化の推進） 

・都市の既成市街地内で、土地利用の細分化、老朽化した木造住宅の密集、耐震基準を満

たしてない建物の存在、道路や公園など公共施設の未整備といった状況がみられること

から、不燃化など安全な都市空間を整備する必要がある。【再掲】（土木部） 

 

（学校等の災害予防・避難計画の策定） 

・学校施設は児童生徒等が一日の大半を過ごす活動の場であり、非常災害時には地域住民

の避難・救護施設の役割も果たすことから、安全性を確保する必要がある。【再掲】 

・災害時に迅速に対応するため、関係法令に基づき、全ての学校等で避難計画を策定する

必要がある。【再掲】（総務部、教育庁） 

 

（交通施設の安全化、防災空間の確保） 

・緊急輸送道路等における橋梁の耐震対策など、施設の耐震化等の対策を着実に進める必

要がある。【再掲】（農林水産部） 

 

１－３ 広域にわたる大規模津波等による死傷者の発生 

（海岸における津波浸水想定箇所の把握） 

・沿岸部や島しょ地域では、過去の津波の影響を踏まえると負傷者や家屋の浸水が生じる

などの影響を受ける可能性があることから、津波に関する情報を関係市町村と共有する

とともに、県民へ周知することが必要である。（防災部） 
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（海岸における津波災害対策） 

・住民の津波避難計画等が未策定であり、避難方法が明確になっていない場合、県民に甚

大な被害が生じる恐れがあることから、これらの作成を推進する必要がある。 

（農林水産部、土木部） 

 

（波浪、侵食、高潮災害の防止対策（海岸における危険箇所の把握）） 

・沿岸部や島しょ地域があり、冬季風浪や台風時の侵食、波浪、高潮や津波等の被害が生

じやすいため、海岸保全施設の整備を行う必要がある。（農林水産部、土木部） 

 

（避難指示等の基準の策定・避難体制の整備） 

 ・災害により県民が避難を要する事態となる可能性があることから、適切に避難できる体

制を整備することが必要である。（防災部）   

  

（防災訓練） 

・大規模な災害が発生した際、各機関が連携した応急対策活動を行うことが求められるこ

とから、各機関と連携した訓練をすることが必要である。（防災部） 

 

（避難行動要支援者等支援体制の構築） 

・災害時の避難に支援を要する避難行動要支援者は、災害が発生した場合に被害を受けや

すいため、避難体制を整備することが必要である。（防災部） 

 

（学校教育における防災教育） 

・各学校で定めている学校安全計画に基づく避難訓練等を実施したり、社会科等の学習の

時間における地域防災マップ作りなどを通して防災意識をより高めることが必要であ

る。（総務部、教育庁） 

 

１－４ 突発的又は広域かつ長期的な市街地等の浸水による死傷者の発生 

（流域治水の推進） 

・気候変動の影響による水害の激甚化・頻発化を踏まえ、国や市町村等と協働して、流域

全体でハード・ソフト一体となった総合的かつ多層的な対策を進める必要がある。 

（農林水産部、土木部） 
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（河川等氾濫の防止対策） 

・ダムの維持管理、老朽化対策を進める必要がある。（農林水産部、企業局）   

 

・河川氾濫により家屋等が浸水するおそれがあることから、施設・資機材整備を始めとし

た各種対策を進める必要がある。 

・河川氾濫により家屋等が浸水するおそれがあることから、住民の迅速な避難を促すため

の各種対策を進める必要がある。 

・築堤河川については築堤の越水や破堤の危険性があるため、対策工事の必要がある。 

・ダムや河川の水門・樋門などの河川管理施設の維持管理、老朽化対策を進める必要があ

る。（土木部） 

 

（農業基盤施設の安全化） 

・防災減災対策が必要な農業用ため池について、ハード整備及びソフト対策を進める必要

がある。 

・農業生産の維持だけでなく、農地や農業用施設の湛水被害を未然に防止するため、施設

整備及び施設の老朽化対策を進める必要がある。（農林水産部） 

 

（避難指示等の基準の策定・避難体制の整備） 

 ・災害により県民が避難を要する事態となる可能性があることから、適切に避難できる体

制を整備することが必要である。【再掲】（防災部） 

 

（県・市町村職員及び県民に対する防災教育） 

・災害から時間が経過すると防災に対する意識は低下する傾向にあり、県・市町村職員及

び県民に対して防災に関する教育や啓発を行っていくことが必要である。（防災部） 

 

（学校教育における防災教育） 

・各学校で定めている学校安全計画に基づく避難訓練等を実施したり、社会科等の学習の

時間における地域防災マップ作りなどを通して防災意識をより高めることが必要であ

る。【再掲】（総務部、教育庁） 

 

（防災訓練） 

・大規模な災害が発生した際、各機関が連携した応急対策活動を行うことが求められるこ

とから、各機関と連携した訓練をすることが必要である。【再掲】（防災部） 
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（大規模災害を考慮した都市づくり（都市マスタープランへの反映）） 

（土地利用の適正化） 

・都市の既成市街地内で、土地利用の細分化、老朽化した木造住宅の密集、耐震基準を満

たしてない建物の存在、道路や公園など公共施設の未整備といった状況がみられること

から、不燃化など安全な都市空間を整備する必要がある。【再掲】（土木部） 

 

１－５ 火山噴火・土砂災害等による死傷者の発生 

（建築物の災害予防） 

・土砂災害の危険性がある区域内には多くの住宅が存在していることから、移転等の促進

が必要である。（土木部） 

 

（造成地の予防対策） 

（大規模災害を考慮した都市づくり（都市マスタープランへの反映）） 

（土地利用の適正化） 

・都市の既成市街地内で、土地利用の細分化、老朽化した木造住宅の密集、耐震基準を満

たしてない建物の存在、道路や公園など公共施設の未整備といった状況がみられること

から、宅地の耐震化など安全な都市空間を整備する必要がある。【再掲】（土木部） 

 

（防災的な土地利用の推進） 

・地すべり防止区域については、早期概成に向けて地すべり対策工事を推進する必要があ

る。（農林水産部） 

 

・多くの県民が土砂災害を被る危険な状況であることから、土砂災害警戒区域等の認知度

向上や施設整備・改修、住宅移転対策などが必要である。（土木部） 
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（土砂災害の防止、公共土木施設の安全化、造成地の予防対策） 

・森林の有する国土保全機能の低下や地球温暖化に伴う集中豪雨の発生頻度の増加による

山地災害の発生リスクの高まりが懸念されることから、治山施設の整備を推進する必要

がある。 

・地域住民等への山腹崩壊危険地区、崩壊土砂流出危険地区、地すべり防止区域及び地す

べり危険地区の周知が必要である。 

・老朽化した治山施設の機能確保・強化のため、老朽化施設の維持管理・更新等を着実に

推進する必要がある。 

・地すべり防止区域については、早期概成に向けて地すべり対策工事を推進する必要があ

る。（農林水産部） 

 

・多くの県民が土砂災害を被る危険な状況であることから、土砂災害警戒区域等の認知度

向上や施設整備・改修、住宅移転対策などが必要である。（土木部）  

 

（河川等氾濫の防止対策） 

・ダムの維持管理、老朽化対策を進める必要がある。【再掲】（農林水産部、企業局） 

 

・河川氾濫により家屋等が浸水するおそれがあることから、施設・資機材整備を始めとし

た各種対策を進める必要がある。【再掲】 

・築堤河川については築堤の越水や破堤の危険性があるため、対策工事の必要がある。 

【再掲】 

・河川氾濫により家屋等が浸水するおそれがあることから、住民の迅速な避難を促すため

の各種対策を進める必要がある。【再掲】 

・ダムや河川の水門・樋門などの河川管理施設の維持管理、老朽化対策を進める必要があ

る。【再掲】（土木部） 

 

（農業基盤施設の安全化） 

・防災減災対策が必要な農業用ため池について、ハード整備及びソフト対策を進める必要

がある。【再掲】 

・農業生産の維持だけでなく、農地や農業用施設の湛水被害を未然に防止するため、施設

整備及び施設の老朽化対策を進める必要がある。【再掲】（農林水産部） 

 

（地域が共同で行う農業・農村の多面的機能の維持増進） 

・耕作放棄地の発生を防ぎ、農地や農業用施設の有する多面的機能を維持していくために

は、地域が共同で行う保全活動への支援が必要である。 

・土砂防止機能や洪水防止機能などの農地や農業用施設の有する多面的機能を維持してい

くためには、地域が共同で行う保全活動への支援が必要である。（農林水産部） 
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（森林整備の実施） 

・森林の有する国土保全機能の低下や地球温暖化に伴う集中豪雨の発生頻度の増加による

山地災害の発生リスクの高まりが懸念されることから森林整備を実施する必要がある。

（農林水産部） 

 

（避難指示等の基準の策定・避難体制の整備） 

 ・災害により県民が避難を要する事態となる可能性があることから、適切に避難できる体

制を整備することが必要である。【再掲】（防災部） 

 

（交通規制の実施責任者、交通規則の実施体制の整備） 

・道路の損壊決壊等発生時には、二次災害を招くおそれがあるほか、避難誘導等に重大な

影響を及ぼすことから、適切な規制を行う必要がある。【再掲】（土木部） 

 

（県・市町村職員及び県民に対する防災教育） 

・災害から時間が経過すると防災に対する意識は低下する傾向にあり、県・市町村職員及

び県民に対して防災に関する教育や啓発を行っていくことが必要である。【再掲】 

（防災部） 

 

（学校教育における防災教育） 

・各学校で定めている学校安全計画に基づく避難訓練等を実施したり、社会科等の学習の

時間における地域防災マップ作りなどを通して防災意識をより高めることが必要であ

る。【再掲】（教育庁、総務部） 

 

（防災訓練） 

・大規模な災害が発生した際、各機関が連携した応急対策活動を行うことが求められるこ

とから、各機関と連携した訓練をすることが必要である。【再掲】（防災部） 

 

（避難行動要支援者等支援体制の構築） 

・災害時の避難に支援を要する避難行動要支援者は、災害が発生した場合に被害を受けや

すいため、避難体制を整備することが必要である。【再掲】（防災部） 

 

（農林水産公共施設の老朽化対策） 

・農林水産公共施設の安全性を確保するため、「個別施設計画」に基づき、老朽化対策を着

実に進める必要がある。【再掲】 

・農林水産公共施設の安全性、経済性及び重要性等の観点から、更なるライフサイクルコ

ストの低減に資するよう継続的に個別施設計画を更新し予防保全型の老朽化対策を着

実に進める必要がある。【再掲】（農林水産部） 
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（公共土木施設の老朽化対策） 

・公共土木施設の安全性を確保するため、「島根県公共土木施設長寿命化計画」と「各施設

の個別計画」に基づく老朽化対策の着実な実行により、施設に求められる機能確保が必

要である。また、人員や技術力が不足する市町村の支援も必要である。【再掲】 

（土木部） 

 

（自然公園施設の老朽化対策） 

・自然公園等における遊歩道や休憩施設等の老朽化した自然公園施設等の再整備や長寿命

化対策により、自然災害による事故を未然に防止する必要がある。【再掲】（環境生活部） 

 

１－６ 暴風雪や豪雪等に伴う多数の死傷者の発生 

（工作物対策） 

・市街地では、建築物に付属した屋外看板のうち老朽化などにより落下の危険性が発生す

る看板の増加が懸念されるため、暴風・地震等による脱落防止対策を促す必要がある。

【再掲】（土木部） 

 

（波浪、侵食、高潮災害の防止対策（海岸における危険箇所の把握）） 

・沿岸部や島しょ地域があり、冬季風浪や台風時の侵食、波浪、高潮や津波等の被害が生

じやすいため、海岸保全施設の整備を行う必要がある。【再掲】（農林水産部、土木部） 

 

（交通規制の実施責任者、交通規則の実施体制の整備） 

・道路の損壊決壊等発生時には、二次災害を招くおそれがあるほか、避難誘導等に重大な

影響を及ぼすことから、適切な規制を行う必要がある。【再掲】（土木部） 

 

（避難指示等の基準の策定・避難体制の整備） 

 ・災害により県民が避難を要する事態となる可能性があることから、適切に避難できる体

制を整備することが必要である。【再掲】（防災部） 

 

（県・市町村職員及び県民に対する防災教育） 

・災害から時間が経過すると防災に対する意識は低下する傾向にあり、県・市町村職員及

び県民に対して防災に関する教育や啓発を行っていくことが必要である。【再掲】 

（防災部） 

 

（学校教育における防災教育） 

・各学校で定めている学校安全計画に基づく避難訓練等を実施したり、社会科等の学習の

時間における地域防災マップ作りなどを通して防災意識をより高めることが必要であ

る。【再掲】（総務部、教育庁） 
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（防災訓練） 

・大規模な災害が発生した際、各機関が連携した応急対策活動を行うことが求められるこ

とから、各機関と連携した訓練をすることが必要である。【再掲】（防災部） 

  

（避難行動要支援者等支援体制の構築） 

・災害時の避難に支援を要する避難行動要支援者は、災害が発生した場合に被害を受けや

すいため、避難体制を整備することが必要である。【再掲】（防災部） 
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２．救助・救急、医療活動等が迅速に行われるとともに、被災者等の健康・避難

生活環境を確実に確保する 

２－１ 被災地での食料・飲料水・電力・燃料等、生命に関わる物資・エネル

ギー供給の停止 

（交通施設の安全化、防災空間の確保） 

・災害時の避難路や緊急輸送道路として、農道、林道の整備が必要である。 

・緊急輸送道路等における橋梁の耐震対策など、施設の耐震化等の対策を着実に進める必

要がある。【再掲】（農林水産部） 

 

・災害時の避難路等確保のため、緊急輸送道路など重要な役割を担う道路の着実な整備、

防災対策、維持管理、老朽化対策等を行う必要がある。また、寸断が生じた際の対応の

強化に取り組む必要がある。【再掲】 

・大規模自然災害時の電柱の倒壊による電力の供給停止や通信障害を防ぐため、無電柱化

の推進が必要である。【再掲】 

・災害時に被災者や救援物資、資機材等を輸送する輸送施設として、港湾施設の機能強化

が必要である。（土木部） 

 

（道路寸断への対応） 

・災害時の輸送路等確保のため、緊急輸送道路など重要な役割を担う道路の着実な整備、

防災対策、維持管理、老朽化対策等を行う必要がある。また、寸断が生じた際の対応の

強化に取り組む必要がある。（土木部） 

 

（緊急輸送のための港湾啓開体制等の整備） 

・港湾施設について維持管理計画を策定し、防災点検、補強工事等を行うとともに、関係

機関･団体と啓開体制強化の取組を進める必要がある。（土木部） 

 

（水道施設の安全化・水道事業者） 

・地震被害として、送・配水管の折損並びに継手部の漏水が想定され、特に軟弱地盤地域

においては被害発生の危険性が高いことから、各水道事業者における耐震化及び更新計

画の策定を推進する必要がある。 

・水道施設等に災害が発生した際には、水道事業者間の相互応援を円滑に支援する必要が

あることから、関係機関等との相互連携体制を確立する必要がある。 

・風水害等による被害として、土砂や濁流による水源の損壊、水源水の濁度上昇、水質異

常等が想定されることから、各水道事業者に対して、各地域の状況等も考慮しながら計

画的に安全化対策の推進を指導する必要がある。（健康福祉部） 
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（農業基盤施設の安全化） 

・防災減災対策が必要な農業用ため池について、ハード整備及びソフト対策を進める必要

がある。【再掲】 

・農業生産の維持だけでなく、農地や農業用施設の湛水被害を未然に防止するため、施設

整備及び施設の老朽化対策を進める必要がある。【再掲】（農林水産部） 

 

（漁業施設災害の防止対策） 

・荷捌き施設等の漁業関連の陸上施設は、風浪によって被害が発生するおそれがあること

から、防災対策が必要である。【再掲】 

・漁船は、風浪によって流出や損傷を受けるおそれがあることから、防災対策が必要であ

る。【再掲】 

・増殖場や養殖施設等は、波浪によって被害が発生するおそれがあることから、防災対策

が必要である。【再掲】 

・緊急物資等を海上輸送する際の拠点として、防災拠点漁港の耐震強化が必要である。 

【再掲】 

・水産業の基盤となる漁港施設の老朽化が加速する中、老朽化対策を着実に進める必要が

ある。【再掲】 

・災害時における水産業の継続を図るため、拠点漁港の耐震改良が必要である。【再掲】 

（農林水産部） 

 

（農林水産公共施設の老朽化対策） 

・農林水産公共施設の安全性を確保するため、「個別施設計画」に基づき、老朽化対策を着

実に進める必要がある。【再掲】 

・農林水産公共施設の安全性、経済性及び重要性等の観点から、更なるライフサイクルコ

ストの低減に資するよう継続的に個別施設計画を更新し予防保全型の老朽化対策を着

実に進める必要がある。【再掲】（農林水産部） 

 

（公共土木施設の老朽化対策） 

・公共土木施設の安全性を確保するため、「島根県公共土木施設長寿命化計画」と「各施設

の個別計画」に基づく老朽化対策の着実な実行により、施設に求められる機能確保が必

要である。また、人員や技術力が不足する市町村の支援も必要である。【再掲】 

（土木部） 

 

（広域応援協力体制の整備） 

・災害時の応急対策をより迅速・的確に行うために、各関係機関との協力体制が必要であ

る。（農林水産部） 
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（災害救助法等の運用体制の強化） 

・職員の異動などによる業務の習熟不足などにより、災害救助法の適用等が遅れる可能性

があることから、災害救助法の運用体制を強化することが必要である。（防災部） 

 

（交通規制の実施体制の整備） 

・新たに供用された交差点や原子力災害に備えた避難ルート等の主要交差点に、交通信号

機滅灯対策として「自起動ディーゼル発電機」、「可搬式発動発電機が接続できる非常用

発電接続設備」を充実させる必要がある。また、既に整備した自起動ディーゼル発電機

のうち、老朽化したものから順次更新する必要がある。 

・大規模災害発生時における避難誘導・交通対策を適切に実施するために、信号機が正常

に作動していることが必要である。（警察本部） 

 

（緊急通行車両等の事前届出・確認） 

・交通施設が被災した場合、交通の混乱の回避のため交通規制を実施するが、交通規制時

に緊急通行車両等が円滑に災害対応できるよう事前届出を推進することが必要である。 

（防災部） 

 

・指定行政機関等において事前届出がなされているが、届出をする機関に偏りがあり、緊

急通行車両等事前届出に関する広報を充実する必要がある。（警察本部） 

 

（輸送体制の整備に係る関係機関相互の連携の強化） 

・災害時における緊急・救援輸送や物流専門家等の派遣の円滑化を図るため、平時より関

係団体と連携を密にし、「緊急・救援輸送等に関する協定」等に基づく応急対策を確実に

実施する必要がある。（地域振興部） 

 

（輸送手段及び輸送施設・集積拠点等の指定） 

・漁船による救援物資等の輸送手段を確保する必要がある。（農林水産部） 

 

・災害時の輸送手段を迅速かつ的確に確保する必要があることから、拠物資備蓄･収集拠点

の周知を図る必要がある。（土木部）  
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（食料及び防災用資機材の備蓄並びに調達体制の整備） 

・災害により食料、飲料水、燃料等生活必需品、応急給水資機材、通信機器及び防災用資

機材等が不足する可能性があることから、必要な物資等の備蓄及び調達、情報収集や提

供等の体制を強化することが必要である。（防災部） 

 

・災害時における緊急・救援輸送や物流専門家等の派遣の円滑化を図るため、平時より関

係団体と連携を密にし、「緊急・救援輸送等に関する協定」等に基づく応急対策を確実に

実施する必要がある。（地域振興部） 

 

・流通機能の低下などにより被災者の食料調達が困難となるため、速やかな食料供給体制

の確立と機能発揮には、平時における供給体制の維持管理が必要である。 

・食料等、燃料等生活必需品、災害救助用物資及び医薬品等の輸送手段を確保する必要が

ある。（農林水産部） 

 

（燃料等生活必需品の調達体制の整備） 

・燃料等生活必需品の調達や輸送に関する体制整備（民間業者との協定締結）は実施して

いるため、本体制の強化や実効性を上げることが必要である。（商工労働部） 

 

（食料生産基盤の整備） 

・農業に係る生産基盤等については、安定した食料供給力を確保するため重要な役割を担

っており、農地や農業水利施設の生産基盤の整備を着実に行う必要がある。 

（農林水産部） 

 

（地域が共同で行う農業・農村の多面的機能の維持増進） 

・耕作放棄地の発生を防ぎ、農地や農業用施設の有する多面的機能を維持していくために

は、地域が共同で行う保全活動への支援が必要である。【再掲】 

・土砂防止機能や洪水防止機能などの農地や農業用施設の有する多面的機能を維持してい

くためには、地域が共同で行う保全活動への支援が必要である。【再掲】（農林水産部） 

 

（漁船保険、漁業共済の加入促進） 

・被災した漁船等が速やかに復旧して業務を再開する必要がある。（農林水産部） 
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２－２ 多数かつ長期にわたる孤立地域等の同時発生 

（流域治水の推進） 

・気候変動の影響による水害の激甚化・頻発化を踏まえ、国や市町村等と協働して、流域

全体でハード・ソフト一体となった総合的かつ多層的な対策を進める必要がある。 

【再掲】（農林水産部、土木部） 

 

（波浪、侵食、高潮災害の防止対策（海岸における危険箇所の把握）） 

・沿岸部や島しょ地域があり、冬季風浪や台風時の侵食、波浪、高潮や津波等の被害が生

じやすいため、海岸保全施設の整備を行う必要がある。【再掲】（農林水産部、土木部） 

 

（土砂災害の防止、公共土木施設の安全化、造成地の予防対策） 

・森林の有する国土保全機能の低下や地球温暖化に伴う集中豪雨の発生頻度の増加による

山地災害の発生リスクの高まりが懸念されることから、治山施設の整備を推進する必要

がある。【再掲】 

・地域住民等への山腹崩壊危険地区、崩壊土砂流出危険地区、地すべり防止区域及び地す

べり危険地区の周知が必要である。【再掲】 

・老朽化した治山施設の機能確保・強化のため、老朽化施設の維持管理・更新等を着実に

推進する必要がある。【再掲】 

・地すべり防止区域については、早期概成に向けて地すべり対策工事を推進する必要があ

る。【再掲】（農林水産部） 

 

 ・多くの県民が土砂災害を被る危険な状況であることから、土砂災害警戒区域等の認知度

向上や施設整備・改修、住宅移転対策などが必要である【再掲】（土木部） 

 

（防災的な土地利用の推進） 

・地すべり防止区域については、早期概成に向けて地すべり対策工事を推進する必要があ

る。【再掲】（農林水産部） 

 

・多くの県民が土砂災害を被る危険な状況であることから、土砂災害警戒区域等の認知度

向上や施設整備・改修、住宅移転対策などが必要である。【再掲】（土木部） 
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（交通施設の安全化、防災空間の確保） 

・災害時の避難路や緊急輸送道路として、農道、林道の整備が必要である。【再掲】 

・緊急輸送道路等における橋梁の耐震対策など、施設の耐震化等の対策を着実に進める必

要がある。【再掲】（農林水産部） 

 

・災害時の避難路等確保のため、緊急輸送道路など重要な役割を担う道路の着実な整備、  

防災対策、維持管理、老朽化対策等を行う必要がある。また、寸断が生じた際の対応の

強化に取り組む必要がある。【再掲】 

・大規模自然災害時の電柱の倒壊による電力の供給停止や通信障害を防ぐため、無電柱化

の推進が必要である。【再掲】（土木部） 

 

（道路寸断への対応） 

・災害時の避難路等確保のため、緊急輸送道路など重要な役割を担う道路の着実な整備、  

防災対策、維持管理、老朽化対策等を行う必要がある。また、寸断が生じた際の対応の

強化に取り組む必要がある。【再掲】（土木部） 

 

（漁業施設災害の防止対策） 

 ・荷捌き施設等の漁業関連の陸上施設は、風浪によって被害が発生するおそれがあること

から、防災対策が必要である。【再掲】 

・漁船は、風浪によって流出や損傷を受けるおそれがあることから、防災対策が必要であ

る。【再掲】 

・増殖場や養殖施設等は、波浪によって被害が発生するおそれがあることから、防災対策

が必要である。【再掲】 

・緊急物資等を海上輸送する際の拠点として、防災拠点漁港の耐震強化が必要である。 

【再掲】 

・水産業の基盤となる漁港施設の老朽化が加速する中、老朽化対策を着実に進める必要が

ある。【再掲】 

・災害時における水産業の継続を図るため、拠点漁港の耐震改良が必要である。【再掲】 

（農林水産部） 

 

（農林水産公共施設の老朽化対策） 

・農林水産公共施設の安全性を確保するため、「個別施設計画」に基づき、老朽化対策を着

実に進める必要がある。【再掲】 

・農林水産公共施設の安全性、経済性及び重要性等の観点から、更なるライフサイクルコ

ストの低減に資するよう継続的に個別施設計画を更新し予防保全型の老朽化対策を着

実に進める必要がある。【再掲】（農林水産部） 

 



- 75 - 

 

 

 

（公共土木施設の老朽化対策） 

・公共土木施設の安全性を確保するため、「島根県公共土木施設長寿命化計画」と「各施設

の個別計画」に基づく老朽化対策の着実な実行により、施設に求められる機能確保が必

要である。また、人員や技術力が不足する市町村の支援も必要である。【再掲】 

（土木部） 

 

（災害救助法等の運用体制の強化） 

 ・職員の異動などによる業務の習熟不足などにより、災害救助法の適用等が遅れる可能性

があることから、災害救助法の運用体制を強化することが必要である。【再掲】（防災部） 

 

（燃料等生活必需品の調達体制の整備） 

・燃料等生活必需品の調達や輸送に関する体制整備（民間業者との協定締結）は実施して

いるため、本体制の強化や実効性を上げることが必要である。【再掲】（商工労働部） 

 

（食料及び防災用資機材の備蓄並びに調達体制の整備） 

・災害により食料、飲料水、燃料等生活必需品、応急給水資機材、通信機器及び防災用資

機材等が不足する可能性があることから、必要な物資等の備蓄及び調達、情報収集や提

供等の体制を強化することが必要である。【再掲】（防災部） 

 

２－３ 自衛隊、警察、消防、海保等の被災等による救助・救急活動等の遅れと

不足 

（広域応援協力体制の強化） 

 ・県だけでは災害に対応できない可能性があることから、国や関係機関から協力や支援を

受けることができる体制を強化することが必要である。 

・大規模災害時における応急対策をより的確・迅速に実施するためには、広域的な支援・

協力体制が必要である。（防災部） 

 

（救急・救助の体制や資機材の充実） 

 ・大規模災害時には多数の救急・救助事案が発生すると予想されるため、必要な体制や救

急用装備・資機材等を充実させる必要がある。（防災部、健康福祉部） 

 

・大規模災害発生時における避難誘導、救出救助、捜索、交通対策等の警察活動を迅速か

つ的確に実施することが必要である。（警察本部） 
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（防災拠点の管理・運営） 

・大規模災害時には、広域航空応援を受けることが想定されるほか、緊急物資、資機材の

集積配給基地が不可欠であることから、広域防災拠点を適正に管理・運営することが必

要である。（防災部） 

 

（災害用臨時ヘリポートの整備） 

・災害時の救助・救護活動等を円滑に行うため、臨時ヘリポートの選定、整備に努める必

要がある。（防災部） 

 

（消防団等の育成強化） 

・消防団は地域防災力の中核を担う存在であるが、団員の減少等課題があることから、対

策が必要である。 

・大規模災害時には消防団及び自主防災組織等が重要な役割を果たすため、消防に関する

教育訓練を受ける機会を充実させる必要がある。（防災部） 

 

（自主防災組織等の育成強化、災害ボランティアの活動環境の整備） 

・大規模災害時には消防団及び自主防災組織等が重要な役割を果たすため、消防に関する

教育訓練を受ける機会を充実させる必要がある。 

・災害時は、行政だけでは全ての救助要請等に迅速に対応できない場合があることから、

住民やボランティア等が協力し対応する体制を整備することが必要である。（防災部） 

 

（災害ボランティアの活動環境の整備） 

・災害発生時には、公的機関の応急復旧活動だけでは不十分であることから、ボランティ

アによる被災者の支援が必要である。 

・外国人は言語・文化・宗教等の違いにより、避難生活では厳しい環境下におかれるなど、

特に支援が必要な要配慮者となることから、通訳・相談等のコミュニケーション支援が

必要である。（環境生活部） 

 

・災害ボランティアが活動しやすいように、ニーズの把握、派遣調整、関係機関との調整

を行う災害ボランティアコーディネーターの育成が必要である。 

・災害ボランティアが円滑に受け入れられるよう、平常時から、地域住民に災害ボランテ

ィアの役割・活動についての普及・啓発が必要である。（健康福祉部） 

 

（防災訓練） 

・大規模な災害が発生した際、各機関が連携した応急対策活動を行うことが求められるこ

とから、各機関と連携した訓練をすることが必要である。【再掲】（防災部） 
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（出火防止） 

・火災予防のため、出火防止措置の徹底が必要である。 

・消防機関による消防活動には限界があることから、地域住民等による自主防災体制の充

実が必要である。 

・災害時には同時多発火災が予想されることから、消防機関の装備・施設の計画的な整備

等が必要である。（防災部） 

 

（災害発生時における拠点機能確保のための警察施設の整備） 

・大規模災害発生時における避難誘導、救出救助、捜索、交通対策等の警察活動を迅速か

つ的確に実施するため、警察活動の拠点となる警察施設の機能を確保する必要がある。

（警察本部） 

 

（保健医療救護体制の強化） 

・災害発生時における各機関の保健医療救護活動の実効性を高めるには、地域防災計画及

び各機関が作成するマニュアルを検証する機会が必要である。（健康福祉部） 

 

２－４ 想定を越える大量の帰宅困難者の発生、混乱 

（水道施設の安全化・水道事業者） 

・地震被害として、送・配水管の折損並びに継手部の漏水が想定され、特に軟弱地盤地域

においては被害発生の危険性が高いことから、各水道事業者における耐震化及び更新計

画の策定を推進する必要がある。【再掲】 

・水道施設等に災害が発生した際には、水道事業者間の相互応援を円滑に支援する必要が

あることから、関係機関等との相互連携体制を確立する必要がある。【再掲】 

・風水害等による被害として、土砂や濁流による水源の損壊、水源水の濁度上昇、水質異

常等が想定されることから、各水道事業者に対して、各地域の状況等も考慮しながら計

画的に安全化対策の推進を指導する必要がある。【再掲】（健康福祉部） 

 

（複合災害体制の整備） 

 ・複合災害が発生した場合、被害が深刻化し災害応急対応が困難になることから、複合災

害に対応することのできる計画の策定などの対策を行うことが必要である。（防災部） 

 

（食料及び防災用資機材の備蓄並びに調達体制の整備） 

・災害により食料、飲料水、燃料等生活必需品、応急給水資機材、通信機器及び防災用資

機材等が不足する可能性があることから、必要な物資等の備蓄及び調達、情報収集や提

供等の体制を強化することが必要である。【再掲】（防災部） 
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（燃料等生活必需品の調達体制の整備） 

・燃料等生活必需品の調達や輸送に関する体制整備（民間業者との協定締結）は実施して

いるため、本体制の強化や実効性を上げることが必要である。【再掲】（商工労働部） 

 

（道路寸断への対応） 

・迂回路として活用できる農道、林道、漁港関連道について、幅員、通行可能荷重等の情

報を道路管理者間で共有する必要がある。（農林水産部） 

 

・災害時の輸送路等確保のため、緊急輸送道路など重要な役割を担う道路の着実な整備、

防災対策、維持管理、老朽化対策等を行う必要がある。また、寸断が生じた際の対応の

強化に取り組む必要がある。【再掲】（土木部） 

 

（帰宅困難者への対応） 

・交通インフラや交通機関の被災などにより、多くの帰宅困難者が発生することから、民

間企業の協力を得て帰宅困難者の支援を行うことが必要である。（防災部） 

 

２－５ 医療施設及び関係者の絶対的不足・被災、支援ルートの途絶、エネルギ

ー供給の途絶による医療機能の麻痺 

（医療救護体制の強化） 

・災害発生時には、広域あるいは局地的に医療救護を必要とする多数の傷病者が発生する

とともに、数多くの医療施設が被害を受け、十分な医療の提供が困難な状況になること

が予想される。このため、被災地内外の災害拠点病院、災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）

及び医療救護班が連携して効果的な医療救護活動を行う必要があり、その体制の維持充

実が必要である。（健康福祉部） 

 

（保健医療救護体制の強化） 

・災害発生時における各機関の保健医療救護活動の実効性を高めるには、地域防災計画及

び各機関が作成するマニュアルを検証する機会が必要である。【再掲】（健康福祉部） 

 

（医療救護資器材、医薬品の備蓄並びに調達体制の強化） 

・災害時の医療救護を迅速かつ適切に実施するため、医療救護体制や医薬品等の供給・確

保体制を強化する必要がある。（健康福祉部） 

 

（社会福祉施設等の災害予防） 

・社会福祉施設等の耐震化を促進する必要がある。（健康福祉部） 
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（道路寸断への対応） 

・迂回路として活用できる農道、林道、漁港関連道について、幅員、通行可能荷重等の情

報を道路管理者間で共有する必要がある。【再掲】（農林水産部） 

 

・災害時の輸送路等確保のため、緊急輸送道路など重要な役割を担う道路の着実な整備、

防災対策、維持管理、老朽化対策等を行う必要がある。また、寸断が生じた際の対応の

強化に取り組む必要がある。【再掲】（土木部） 

 

２－６ 被災地における疫病・感染症等の大規模発生 

（下水道施設の安全化） 

・大規模災害時の公衆衛生問題の発生を防ぐため、流域下水道施設の老朽化・耐震性対策

を計画的に進める必要がある。 

・大規模災害発生後に速やかに下水道機能の維持あるいは回復を図るため、流域下水道業

務継続計画（ＢＣＰ）の実効性の向上を図ることが必要である。（土木部） 

 

（農業集落排水の機能保全） 

・大規模災害時の公衆衛生問題を防ぐため、農業集落排水施設の機能保全対策や耐震化を

計画的に進める必要がある。（農林水産部） 

 

（保健医療救護体制の強化） 

・災害発生時における各機関の保健医療救護活動の実効性を高めるには、地域防災計画及

び各機関が作成するマニュアルを検証する機会が必要である。【再掲】（健康福祉部） 

 

（防疫・保健衛生体制の強化） 

・被災地域は、衛生条件が極度に悪く、感染症等の疾病の発生が多分に予想されることか

ら、感染症の発生と流行の未然防止を図る必要がある。（健康福祉部） 

 

（食品衛生、監視体制の整備） 

・災害時は、食品衛生監視員のみでは十分な監視指導ができない場合があることを想定し、

体制整備や業者団体との連携強化に努める必要がある。（健康福祉部） 

 

（防疫用薬剤及び器具等の備蓄） 

・災害時の緊急の調達が困難となるおそれがあることから、平常時からその確保に努める

必要がある。（健康福祉部） 
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（動物愛護管理体制の整備） 

・災害時の被災地においては、家庭動物として飼育されていた動物が放逐されることによ

り、負傷動物や放浪動物が多数生じることから、これら動物の収容、保管施設の確保と

管理体制の整備を図る必要がある。（健康福祉部） 

 

２－７ 劣悪な避難生活環境、不十分な健康管理による被災者の健康状態の悪

化・死者の発生 

（保健医療救護体制の強化） 

・災害発生時における各機関の保健医療救護活動の実効性を高めるには、地域防災計画及

び各機関が作成するマニュアルを検証する機会が必要である。【再掲】（健康福祉部） 

 

（防疫・保健衛生体制の強化） 

・被災地域は、衛生条件が極度に悪く、感染症等の疾病の発生が多分に予想されることか

ら、感染症の発生と流行の未然防止を図る必要がある。【再掲】（健康福祉部） 

 

（被災者の健康管理） 

・災害が長期化した場合に公衆衛生活動の実施が困難となるおそれがあることから、計画

的・継続的な支援体制を構築する必要がある。（健康福祉部） 

 

（避難行動要支援者等支援体制の構築） 

・市町村による避難行動要支援者に配慮した避難計画等の策定を支援する必要がある。 

（防災部、健康福祉部） 

 

（社会福祉施設等における対策） 

・社会福祉施設の利用者が安全・的確に避難行動や避難活動を行えることが必要である。

（健康福祉部） 

 

（県民に対する防災教育） 

・女性と男性が災害から受ける影響の違いなどに十分に配慮された男女共同参画の視点か

らの災害対応が行われることが、防災・減災、災害に強い社会の実現にとって必要であ

る。（政策企画局） 
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３．必要不可欠な行政機能は確保する 

３－１ 行政機能の機能不全 

（災害本部体制の強化） 

・職員の異動などによる業務の習熟不足などにより、応急対策の実施が遅れる可能性があ

ることから、予め防災体制を整えることが必要である。また、物資の不足や通信手段の

断絶等が発生するおそれがあるが、この様な状況のなかでも災害対策本部を運営してい

くために必要な物資や通信手段を整備・強化することが必要である。（防災部） 

 

（広域応援協力体制の強化） 

 ・県だけでは災害に対応できない可能性があることから、国や関係機関から協力や支援を

受けることができる体制を強化することが必要である。【再掲】 

・大規模災害時における応急対策をより的確・迅速に実施するためには、広域的な支援・

協力体制が必要である。【再掲】（防災部） 

 

（防災中枢機能等の確保・充実） 

 ・地階の電気室は、河川の氾濫等により、電力供給が停止するおそれがあるため、各施設

管理者において、浸水対策が必要である。 

 ・地震時の飲料水を確保するため、各施設管理者において、給水設備の耐震化が必要であ

る。（総務部） 

 

（災害ボランティアの活動環境の整備） 

・災害発生時には、公的機関の応急復旧活動だけでは不十分であることから、ボランティ

アによる被災者の支援が必要である。【再掲】 

・外国人は言語・文化・宗教等の違いにより、避難生活では厳しい環境下におかれるなど、

特に支援が必要な要配慮者となることから、通訳・相談等のコミュニケーション支援が

必要である。【再掲】（環境生活部） 

 

（建築物の災害予防・耐震化） 

・災害対策の活動拠点施設について、その機能を確保するため、各施設管理者において、

バッテリー、無停電電源装置、自家発電設備等を整備する必要がある。 

・多数の人を収容する施設の安全性を高めるため、各施設管理者において、大空間天井や

照明等の耐震化を進める必要がある。【再掲】（総務部） 

 

（公的機関等の業務継続性の確保） 

・災害により行政機関が被災し、業務の継続が困難になる可能性があることから、必要に

応じて業務継続計画を見直しすることが必要である。（防災部） 

 

 



- 82 - 

 

 

 

（重要データの遠隔地バックアップ） 

・建物の倒壊等により業務システムの重要データが消失すれば、行政機能が大幅に低下す

るため、重要データを速やかに復元することが必要である。（地域振興部） 

 

（ＩＣＴ部門における業務継続計画（ＩＣＴ－ＢＣＰ）の策定と運用） 

・業務を実施・継続させるためには、それを支えるネットワーク等の稼動が必要不可欠で

ある。（地域振興部） 

 

（業務システムのサービス利用、外部のデータセンターの利用） 

・各業務システムの基盤が被災する可能性があることから、防災対策を講じる必要がある。

（地域振興部） 

 

（情報通信体制の整備） 

・遠方からの通勤者が多く災害時の参集が困難な事態が想定されることから、より多くの

職員が機器操作に習熟し、非常通信ができるようにしておく必要がある。（防災部） 

 

（複合災害体制の整備） 

 ・複合災害が発生した場合、被害が深刻化し災害応急対応が困難になることから、複合災

害に対応することのできる計画の策定などの対策を行うことが必要である。【再掲】 

（防災部） 

 

（災害発生時における拠点機能確保のための警察施設の整備） 

・大規模災害発生時における避難誘導、救出救助、捜索、交通対策等の警察活動を迅速か

つ的確に実施するため、警察活動の拠点となる警察施設の機能を確保する必要がある。

【再掲】（警察本部） 
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４．必要不可欠な情報通信機能・情報サービスは確保する 

４－１ 防災・災害対応に必要な通信インフラの麻痺・機能停止 

（交通施設の安全化、防災空間の確保） 

・災害時の避難路等確保のため、緊急輸送道路など重要な役割を担う道路の着実な整備、

防災対策、維持管理、老朽化対策等を行う必要がある。また、寸断が生じた際の対応の

強化に取り組む必要がある。【再掲】 

・大規模自然災害時の電柱の倒壊による電力の供給停止や通信障害を防ぐため、無電柱化

の推進が必要である。【再掲】（土木部） 

 

（防災中枢機能等の確保・充実） 

 ・地階の電気室は、河川の氾濫等により、電力供給が停止するおそれがあるため、各施設

管理者において、浸水対策が必要である。【再掲】（総務部） 

 

（災害発生時の連携体制の整備） 

 ・情報通信施設等に災害が発生したときに効果的な対策を実施できるよう、県、市町村及

び電気通信事業者を含む防災関係機関は防災体制を整備し、関係機関間での相互連携体

制を確立する必要がある。（防災部、地域振興部） 

 

（情報通信設備用及び震度観測設備の整備） 

 ・非常用発電機燃料の貯蔵量は、４日以上の停電に対応できないため、予め燃料の調達方

法を決定しておく必要がある。（防災部） 

 

（県民への的確な情報伝達体制の整備） 

 ・災害時の通信連絡や情報伝達の手段として携帯電話が重要であるが、まだ携帯電話が全

く使えない地域（不感地域）があるため、これを解消する必要がある。（地域振興部） 

 

（災害用伝言サービス活用体制の整備） 

 ・被災地への安否確認情報等の問合せの殺到などにより通信が輻輳した場合、被災地内の

家族・親戚・知人等の安否等の確認が困難になる可能性があることから、災害伝言サー

ビスを活用することが必要である。（防災部） 

 

（全県域ＷＡＮ（行政ネットワーク等）の整備） 

・各業務システムの基盤が被災する可能性があることから、防災対策を講じる必要がある。

（地域振興部） 

 

 

 



- 84 - 

 

４－２ テレビ・ラジオ放送の中断等により災害情報が必要な者に伝達できない

事態 

（県民への的確な情報伝達体制の整備） 

 ・災害の規模に比例して多種多様かつ多量の災害情報が発生することから、災害に関する

情報の的確な収集・伝達等をすることが必要である。（防災部） 

 

 ・漁船等に対して、台風等の気象情報を漁業無線局から迅速に伝達する必要がある。 

（農林水産部） 

 

（報道機関との連携体制の整備） 

 ・県の広報手段では、災害に関する広報が県民に行き渡らない可能性があることから、多

様な手段により広報することが必要である。（防災部） 

 

４－３ 災害時に活用する情報サービスが機能停止し、情報の収集・伝達ができ

ず、避難行動や救助・支援が遅れる事態 

（避難指示等の基準の策定・避難体制の整備） 

・災害により県民が避難を要する事態となる可能性があることから、適切に避難できる体

制を整備することが必要である。【再掲】（防災部） 

 

（防災訓練） 

・大規模な災害が発生した際、各機関が連携した応急対策活動を行うことが求められるこ

とから、各機関と連携した訓練をすることが必要である。【再掲】（防災部） 

 

（避難行動要支援者等支援体制の構築） 

・市町村による避難行動要支援者に配慮した避難計画等の策定を支援する必要がある。 

【再掲】（防災部、健康福祉部） 

 

・災害時の避難に支援を要する避難行動要支援者は、災害が発生した場合に被害を受けや

すいため、避難体制を整備することが必要である。【再掲】（防災部） 

 

（社会福祉施設等における対策） 

・社会福祉施設の利用者が安全・的確に避難行動や避難活動を行えることが必要である。

【再掲】（健康福祉部） 
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（学校等の災害予防・避難計画の策定） 

・学校施設は児童生徒等が一日の大半を過ごす活動の場であり、非常災害時には地域住民

の避難・救護施設の役割も果たすことから、安全性を確保する必要がある。【再掲】 

・災害時に迅速に対応するため、関係法令に基づき、全ての学校等で避難計画を策定する

必要がある。【再掲】（総務部、教育庁） 

 

・小学校就学前の乳幼児等の安全で確実な避難が必要である。（健康福祉部） 

 

（情報通信体制の整備） 

・災害の規模に比例して多種多様かつ多量の災害情報が発生することから、災害に関する

情報の的確な収集・伝達等をすることが必要である。（防災部） 

 

 

 

（県民への的確な情報伝達体制の整備） 

・災害の規模に比例して多種多様かつ多量の災害情報が発生することから、災害に関する

情報の的確な収集・伝達等をすることが必要である。【再掲】（防災部） 

 

（報道機関との連携体制の整備） 

・県の広報手段では、災害に関する広報が県民に行き渡らない可能性があることから、多

様な手段により広報することが必要である。【再掲】（防災部） 

 

（地域における要配慮者対策（外国人対策）） 

・県内には多くの外国人住民が生活しているが、言語の違い等により、防災知識や情報の

理解が困難な場合があることから、外国人住民に対する災害意識の向上・多言語等（や

さしい日本語）による情報発信が必要である。（環境生活部） 

 

（情報収集管理体制の整備） 

・多種多様かつ多量の災害情報が発生することから、医療救護に必要な緊急性の高い情報

を優先的に収集・伝達できるような仕組みの整備が必要である。（健康福祉部） 

 

（県・市町村職員及び県民に対する防災教育） 

・災害から時間が経過すると防災に対する意識は低下する傾向にあり、県・市町村職員及

び県民に対して防災に関する教育や啓発を行っていくことが必要である。【再掲】 

（防災部） 
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（学校教育における防災教育） 

・各学校で定めている学校安全計画に基づく避難訓練等を実施したり、社会科等の学習の

時間における地域防災マップ作りなどを通して防災意識をより高めることが必要であ

る。【再掲】（総務部、教育庁） 
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５．経済活動を機能不全に陥らせない 

５－１ サプライチェーンの寸断等による企業の生産力低下 

（緊急輸送のための港湾啓開体制等の整備） 

・県内の港湾が機能停止した場合、物流停止により企業活動等の低下を招くことから、大

規模災害が発生しても港湾機能の低下を最小限に抑え早期の復旧を図る必要がある。

（土木部） 

 

（事業所における防災の推進等） 

・企業（事業所）における職員の防災意識啓発や事業所の防災活動の状況把握に努めるこ

とが必要である。 

・市町村等の関係機関と連携し、事業所と地域の親和性を高め、地域と連携した防災訓練

等を促進することが必要である。（商工労働部） 

 

 

５－２ エネルギー供給の停止による、社会経済活動、サプライチェーンの維持

への影響 

（燃料等生活必需品の調達体制の整備） 

・燃料等生活必需品の調達や輸送に関する体制整備（民間業者との協定締結）は実施して

いるため、本体制の強化や実効性を上げることが必要である。【再掲】（商工労働部） 

 

（企業（事業所）における防災体制の整備） 

・企業（事業所）における防災組織の整備の促進を図ることが必要である。（商工労働部） 

 

（企業（事業所）における事業継続の取組の推進） 

・企業（事業所）における事業継続計画策定の促進を図ることが必要である。 

（商工労働部） 

 

（事業所における防災の推進等） 

・企業（事業所）における職員の防災意識啓発や事業所の防災活動の状況把握に努めるこ

とが必要である。【再掲】 

・市町村等の関係機関と連携し、事業所と地域の親和性を高め、地域と連携した防災訓練

等を促進することが必要である。【再掲】（商工労働部） 

 

（帰宅困難者への対応） 

・市町村等の関係機関と連携し、大規模集客施設や旅館・ホテル等における帰宅困難者対

策（観光客等）の推進や安否確認手段の確保を図ることが必要である。（商工労働部） 
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５－３ 異常渇水等による用水供給途絶に伴う、生産活動への影響 

（農業基盤施設の安全化） 

・防災減災対策が必要な農業用ため池について、ハード整備及びソフト対策を進める必要

がある。【再掲】 

・農業生産の維持だけでなく、農地や農業用施設の湛水被害を未然に防止するため、施設

整備及び施設の老朽化対策を進める必要がある。【再掲】（農林水産部） 
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６．ライフライン、燃料供給関連施設、交通ネットワーク等の被害を最小限に留

めるとともに、早期に復旧させる 

６－１ 電力供給ネットワーク（発変電所、送配電設備）や都市ガス供給、石

油・ＬＰガスサプライチェーン等の長期間にわたる機能の停止 

（ガス施設の安全化） 

・風水害や地震等の大規模災害が発生した場合、ガス施設の安全性が確保できない可能性

があるため、ポリエチレン管やダクタイル鋳鉄管等の耐震性があるものに順次更新して

いくよう指導する必要がある。（防災部） 

 

（燃料等生活必需品の調達体制の整備） 

・燃料等生活必需品の調達や輸送に関する体制整備（民間業者との協定締結）は実施して

いるため、本体制の強化や実効性を上げることが必要である。【再掲】（商工労働部） 

 

（再生可能エネルギー等の導入の促進・推進） 

・エネルギーの供給源の多様化などの視点から、地域における再生可能エネルギー等の自

立・分散型エネルギーの導入を促進する必要がある。 

・災害時等における地域の避難施設等のエネルギー確保のため、再生可能エネルギーの導

入を推進する必要がある。（地域振興部） 

 

・エネルギーの供給源の多様化などの視点から、地域における再生可能エネルギーの導入

の可能性について検討を進める必要がある。（企業局） 

 

（電気施設の安全化） 

 ・風水害や地震等の大規模災害が発生した場合、発電施設の安全性が確保できない可能性

があるため、発電所周辺を含め危険性の早期発見に努める必要がある。（企業局） 
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６－２ 上水道等の長期間にわたる供給停止 

（水道施設の安全化・水道事業者） 

・地震被害として、送・配水管の折損並びに継手部の漏水が想定され、特に軟弱地盤地域

においては被害発生の危険性が高いことから、各水道事業者における耐震化及び更新計

画の策定を推進する必要がある。【再掲】 

・水道施設等に災害が発生した際には、水道事業者間の相互応援を円滑に支援する必要が

あることから、関係機関等との相互連携体制を確立する必要がある。【再掲】 

・風水害等による被害として、土砂や濁流による水源の損壊、水源水の濁度上昇、水質異

常等が想定されることから、各水道事業者に対して、各地域の状況等も考慮しながら計

画的に安全化対策の推進を指導する必要がある。【再掲】 

・水道施設等に災害が発生した際には、効果的な応急対策が実施できるよう、関係機関と

の相互連携体制を確立する必要がある。（健康福祉部） 

 

（水道施設の安全化・県水道事業） 

・水道・工業用水道施設の安全性を確保するため、施設の耐震化及び老朽化対策を進める

必要がある。 

・洪水時には、原水の濁度が上昇するため、適切な前処理対応を行う必要がある。 

・水道・工業用水道施設に災害が発生した際には、効果的な応急対策が実施できるよう、

関係機関との相互連携体制を確立する必要がある。 

・災害時の上工水需要家ほか関係機関と連絡体制について、NTT 回線の不通も想定し代替

方法を検討する必要がある。 

・洪水期、渇水状況が継続すると利水容量が枯渇するおそれがあるので適切に水運用協議

を行う必要がある。（企業局） 

 

（企業局施設の老朽化対策） 

・企業局施設の安全性を確保するため、老朽化対策を着実に進める必要がある。（企業局） 

 

６－３ 汚水処理施設等の長期間にわたる機能停止 

（下水道施設の安全化） 

・大規模災害時の公衆衛生問題の発生を防ぐため、流域下水道施設の老朽化・耐震性対策

を計画的に進める必要がある。【再掲】 

・大規模災害発生後に速やかに下水道機能の維持あるいは回復を図るため、流域下水道業

務継続計画（ＢＣＰ）の実効性の向上を図ることが必要である。【再掲】（土木部） 

 

（農業集落排水の機能保全） 

・大規模災害時の公衆衛生問題を防ぐため、農業集落排水施設の機能保全対策や耐震化を

計画的に進める必要がある。【再掲】（農林水産部） 
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６－４ 交通インフラの長期間にわたる機能停止 

（交通施設の安全化、防災空間の確保） 

・災害時の避難路や緊急輸送道路として、農道、林道の整備が必要である。【再掲】 

・緊急輸送道路等における橋梁の耐震対策など、施設の耐震化等の対策を着実に進める必

要がある。【再掲】（農林水産部） 

 

・災害時の避難路等確保のため、緊急輸送道路など重要な役割を担う道路の着実な整備、

防災対策、維持管理、老朽化対策等を行う必要がある。また、寸断が生じた際の対応の

強化に取り組む必要がある。【再掲】 

・大規模自然災害時の電柱の倒壊による電力の供給停止や通信障害を防ぐため、無電柱化

の推進が必要である。【再掲】 

・災害時の輸送の重要性に鑑み、空港施設の適切な維持管理と老朽化対策を行う必要があ

る。（土木部） 

 

（道路寸断への対応） 

・迂回路として活用できる農道、林道、漁港関連道について、幅員、通行可能荷重等の情

報を道路管理者間で共有する必要がある。【再掲】（農林水産部） 

 

・災害時の避難路等確保のため、緊急輸送道路など重要な役割を担う道路の着実な整備、

防災対策、維持管理、老朽化対策等を行う必要がある。また、寸断が生じた際の対応の

強化に取り組む必要がある。【再掲】（土木部） 

 

（漁業施設災害の防止対策） 

・荷捌き施設等の漁業関連の陸上施設は、風浪によって被害が発生するおそれがあること

から、防災対策が必要である。【再掲】 

・漁船は、風浪によって流出や損傷を受けるおそれがあることから、防災対策が必要であ

る。【再掲】 

・増殖場や養殖施設等は、波浪によって被害が発生するおそれがあることから、防災対策

が必要である。【再掲】 

・緊急物資等を海上輸送する際の拠点として、防災拠点漁港の耐震強化が必要である。 

【再掲】 

・水産業の基盤となる漁港施設の老朽化が加速する中、老朽化対策を着実に進める必要が

ある。【再掲】 

・災害時における水産業の継続を図るため、拠点漁港の耐震改良が必要である。【再掲】 

（農林水産部） 
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（広域応援協力体制の整備） 

・災害時の応急対策をより迅速・的確に行うために、各関係機関との協力体制が必要であ

る。【再掲】（農林水産部） 

 

（交通規制の実施責任者、交通規則の実施体制の整備） 

・道路の損壊決壊等発生時には、二次災害を招くおそれがあるほか、避難誘導等に重大な

影響を及ぼすことから、適切な規制を行う必要がある。【再掲】（土木部） 

 

（農林水産公共施設の老朽化対策） 

・農林水産公共施設の安全性を確保するため、「個別施設計画」に基づき、老朽化対策を着

実に進める必要がある。【再掲】 

・農林水産公共施設の安全性、経済性及び重要性等の観点から、更なるライフサイクルコ

ストの低減に資するよう継続的に個別施設計画を更新し予防保全型の老朽化対策を着

実に進める必要がある。【再掲】（農林水産部） 

 

（公共土木施設の老朽化対策） 

・公共土木施設の安全性を確保するため、「島根県公共土木施設長寿命化計画」と「各施設

の個別計画」に基づく老朽化対策の着実な実行により、施設に求められる機能確保が必

要である。また、人員や技術力が不足する市町村の支援も必要である。【再掲】 

（土木部） 

 

（交通規制の実施体制の整備） 

・新たに供用された交差点や原子力災害に備えた避難ルート等の主要交差点に、交通信号

機滅灯対策として「自起動ディーゼル発電機」、「可搬式発動発電機が接続できる非常用

発電接続設備」を充実させる必要がある。また、既に整備した自起動ディーゼル発電機

のうち、老朽化したものから順次更新する必要がある。【再掲】 

・大規模災害発生時における避難誘導・交通対策を適切に実施するために、信号機が正常

に作動していることが必要である。【再掲】（警察本部） 

 

（緊急通行車両等の事前届出・確認） 

・交通施設が被災した場合、交通の混乱の回避のため交通規制を実施するが、交通規制時

に緊急通行車両等が円滑に災害対応できるよう事前届出を推進することが必要である。 

【再掲】（防災部） 

 

・指定行政機関等において事前届出がなされているが、届出をする機関に偏りがあり、緊

急通行車両等事前届出に関する広報を充実する必要がある。【再掲】（警察本部） 
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（燃料等生活必需品の調達体制の整備） 

・燃料等生活必需品の調達や輸送に関する体制整備（民間業者との協定締結）は実施して

いるため、本体制の強化や実効性を上げることが必要である。【再掲】（商工労働部） 

 

（液状化・崩壊危険地域の予防対策） 

・大規模地震発生時には、県東部の沖積層堆積地域を中心に地盤の液状化が発生する可能

性があるため、道路施設等においてもそれによる被害を防止する必要がある。 

・地震時に法面崩壊等が発生する可能性があることから、道路施設の被害を防止すること

が必要である。（土木部） 

 

（公共交通機関の状況把握、連絡調整のための体制の整備） 

・災害発生後、速やかに公共交通機関等の状況把握及びその復旧に向けた連絡調整を行う

ため、関係機関との情報収集・共有体制を強化する必要がある。（地域振興部） 

 

６－５ 避難所の機能不足や応急仮設住宅の不足等により避難者の生活に支障

が出る事態 

（防災的な土地利用の推進） 

・都市公園は災害時における避難先・避難路、延焼遮断あるいは救護活動の拠点として防

災上重要な役割を担っていることから、都市公園等の計画的な配置・整備を積極的に推

進するとともに緑地の保全を図る必要がある。（土木部） 

 

（応急仮設住宅等の確保体制の整備） 

 ・住宅被災者等の早期の生活再建のため、応急仮設住宅の迅速な確保が必要である。 

（総務部、防災部、土木部） 

 

（自主防災組織の育成強化、災害ボランティアの活動環境の整備） 

・災害時は、行政だけでは全ての救助要請等に迅速に対応できない場合があることから、

住民やボランティア等が協力し対応する体制を整備することが必要である。【再掲】 

・大規模災害時には消防団及び自主防災組織等が重要な役割を果たすため、消防に関する

教育訓練を受ける機会を充実させる必要がある。【再掲】（防災部） 
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（災害ボランティアの活動環境の整備） 

・災害発生時には、公的機関の応急復旧活動だけでは不十分であることから、ボランティ

アによる被災者の支援が必要である。【再掲】 

・外国人は言語・文化・宗教等の違いにより、避難生活では厳しい環境下におかれるなど、

特に支援が必要な要配慮者となることから、通訳・相談等のコミュニケーション支援が

必要である。【再掲】（環境生活部） 

 

・災害ボランティアが活動しやすいように、ニーズの把握、派遣調整、関係機関との調整

を行う災害ボランティアコーディネーターの育成が必要である。【再掲】 

・災害ボランティアが円滑に受け入れられるよう、平常時から、地域住民に災害ボランテ

ィアの役割・活動についての普及・啓発が必要である。【再掲】（健康福祉部） 

 

（県民に対する防災教育） 

・女性と男性が災害から受ける影響の違いなどに十分に配慮された男女共同参画の視点か

らの災害対応が行われることが、防災・減災、災害に強い社会の実現にとって必要であ

る。【再掲】（政策企画局） 

 

 （被災者の健康管理） 

・災害が長期化した場合に公衆衛生活動の実施が困難となるおそれがあることから、計画

的・継続的な支援体制を構築する必要がある。【再掲】（健康福祉部） 

 

（避難行動要支援者等支援体制の構築） 

・災害時の避難に支援を要する避難行動要支援者は、災害が発生した場合に被害を受けや

すいため、避難体制を整備することが必要である。【再掲】（防災部） 
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７．制御不能な複合災害・二次災害を発生させない 

７－１ 地震に伴う市街地での大規模火災による死傷者の発生 

（防災的な土地利用の推進） 

（都市、まちの不燃化の推進） 

・都市の既成市街地内で、土地利用の細分化、老朽化した木造住宅の密集、耐震基準を満

たしてない建物の存在、道路や公園など公共施設の未整備といった状況がみられること

から、不燃化など安全な都市空間を創造する必要がある。【再掲】（土木部）  

 

（建築物の災害予防） 

・新たな木質材料の強度や難燃化等に関する知見・技術が不足していることから、研究・

技術開発が必要である。【再掲】（農林水産部） 

 

７－２ 沿線・沿道の建物崩壊に伴う閉塞による交通麻痺 

（工作物対策） 

・耐震性が劣る擁壁やブロック塀が避難路沿いに点在していると考えられることから、倒

壊した場合に人的被害の発生や避難・救助等の障害となる物件の耐震化を促す必要があ

る。（土木部） 

 

（交通規制の実施責任者、交通規則の実施体制の整備） 

・道路の損壊決壊等発生時には、二次災害を招くおそれがあるほか、避難誘導等に重大な

影響を及ぼすことから、適切な規制を行う必要がある。【再掲】（土木部） 

 

（交通規制の実施体制の整備） 

・新たに供用された交差点や原子力災害に備えた避難ルート等の主要交差点に、交通信号

機滅灯対策として「自起動ディーゼル発電機」、「可搬式発動発電機が接続できる非常用

発電接続設備」を充実させる必要がある。また、既に整備した自起動ディーゼル発電機

のうち、老朽化したものから順次更新する必要がある。【再掲】 

・大規模災害発生時における避難誘導・交通対策を適切に実施するために、信号機が正常

に作動していることが必要である。【再掲】（警察本部） 

 

（緊急通行車両等の事前届出・確認） 

・交通施設が被災した場合、交通の混乱の回避のため交通規制を実施するが、交通規制時

に緊急通行車両等が円滑に災害対応できるよう事前届出を推進することが必要である。 

【再掲】（防災部） 
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７－３ 有害物質の大規模拡散・流出による県土の荒廃 

（消防法に定める危険物施設の予防対策） 

・地震が発生した場合、軟弱な地盤地域ほど地震動や液状化の影響を受けやすく、施設が

被災する危険性が高いため、危険物施設の実態把握、指導及び啓発を引き続き推進して

いく必要がある。（防災部） 

 

（火薬類施設の予防対策） 

・火薬類施設には、設置からの経過年数が長いものがあり、地震などにより災害が発生す

るおそれがあるため、火薬類取締法に基づく保安検査・立入検査等により適正な保安管

理を指導する必要がある。（防災部） 

 

（毒劇物取扱施設の予防対策） 

・災害による毒劇物取扱施設等の災害を未然に防止するとともに、保健衛生上の危害を最

小限に防止するため、各施設の責任者と連携した安全対策を推進する必要がある。 

（健康福祉部） 

 

７－４ 原子力発電所の事故による原子力災害の発生・拡大 

（原子力安全対策の推進） 

（原子力防災対策の推進） 

・原子力発電所については、福島第一原子力発電所事故の教訓を踏まえた安全対策と防災

対策が進んできているが、一層充実させる必要がある。（防災部） 
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８．社会・経済が迅速かつ従前より強靭な姿で復興できる条件を整備する 

８－１ 大量に発生する災害廃棄物の処理の停滞により復興が大幅に遅れる事

態 

（廃棄物処理体制の整備） 

・災害時に、廃棄物及びし尿の処理停滞により復旧・復興が遅れるおそれがあり、また生

活環境保全上の支障が生じるおそれがあることから、廃棄物を適正かつ速やかに処理で

きる仕組みづくりが必要である。（環境生活部） 

 

８－２ 復興を担う人材等（専門家、コーディネーター、労働者、地域に精通し

た技術者等）の不足等により復旧・復興できなくなる事態 

（罹災証明書の発行体制の整備） 

・多数の住家被害が生じた市町村では罹災証明書の交付が遅れる可能性があることから、

市町村を支援することが必要である。（防災部、土木部） 

 

（地震被災建築物応急危険度判定体制等の整備） 

・地震により被災した建築物及び宅地の危険性を判定し、余震による人的被害を防ぐ必要

があることから、被災建築物応急危険度判定士、被災宅地危険度判定士の育成とこれら

の体制の維持を図る必要がある。（土木部） 

 

（災害復旧の担い手の確保） 

・災害対応等により地域の安全・安心を守る優良な建設業者が将来にわたり計画的な経営

が見通せるように、公共事業予算の確保や、担い手の育成・確保対策を行う必要がある。

（土木部） 

 

（支援協定締結団体との連携強化） 

・災害時における公共土木施設の機能確保と回復のため、建設業者と連携した応急対策を

行う必要がある。（土木部） 

 

８－３ 貴重な文化財や環境的資産の喪失、地域コミュニティの崩壊等による有

形、無形の文化の衰退・損失 

（文化財の防災対策等） 

・石垣等も含め、文化財の耐震化等を進める必要がある。（教育庁） 

 

（地域が共同で行う農業・農村の多面的機能の維持増進） 

・耕作放棄地の発生を防ぎ、農地や農業用施設の有する多面的機能を維持していくために

は、地域が共同で行う保全活動への支援が必要である。【再掲】 

・土砂防止機能や洪水防止機能などの農地や農業用施設の有する多面的機能を維持してい

くためには、地域が共同で行う保全活動への支援が必要である。【再掲】（農林水産部） 
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（地域コミュニティの維持） 

・中山間地域等では、人口流出・高齢化の進行により、地域運営の担い手不足が深刻化し、

地域コミュニティの維持や日常生活に必要な機能・サービスの確保が困難になる集落が

増えていることから、安心して住み続けることができる環境づくりが必要である。 

（地域振興部） 

 

（事業所における防災の推進等） 

・企業（事業所）における職員の防災意識啓発や事業所の防災活動の状況把握に努めるこ

とが必要である。【再掲】 

・市町村等の関係機関と連携し、事業所と地域の親和性を高め、地域と連携した防災訓練

等を促進することが必要である。【再掲】（商工労働部） 

 

８－４ 基幹インフラの損壊により復興が大幅に遅れる事態 

（水道施設の安全化・水道事業者） 

・水道施設等に災害が発生した際には、効果的な応急対策が実施できるよう、関係機関と

の相互連携体制を確立する必要がある。【再掲】（健康福祉部） 

 

（地籍調査の推進） 

・災害発生時の迅速な復旧・復興を図るためには、地籍調査事業を促進する必要がある。 

（土木部） 
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施策分野ごとの推進方針に関連する指標 

（１）行政機能 

施策に関連する指標 現状値（R2） 目標値（R8） 計上区分 

災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）

の整備数 
19 チーム 20 チーム 単年度値 

消防団員の消防学校幹部教育等

の受講者数 
0 人 100 人 単年度値 

 

（２）住宅・都市・土地利用 

施策に関連する指標 現状値（R2） 目標値（R8） 計上区分 

公共建築物の耐震化率 94.7％ 100％ 累計値 

危険性の高いブロック塀等の除

却件数 
45 件 40 件 単年度値 

「都市計画区域の整備、開発及び

保全の方針」の見直し区域数 
2 区域 12 区域 累計値 

街路整備率 74.5％ 75.2％ 累計値 

土砂災害防止学習会・研修会の受

講・参加人数 
288 人 2,200 人 単年度値 

地籍調査事業進捗率 52.7％ 55.3％ 累計値 

危険物・高圧ガス等による人身事

故発生件数 
1 件 0 件 単年度値 

 

（３）保健医療・福祉、教育 

施策に関連する指標 現状値（R2） 目標値（R8） 計上区分 

災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）

の整備数【再掲】 
19 チーム 20 チーム 単年度値 

第一・二種感染症指定医療機関確

保率 
100％ 100％ 単年度値 

保健師等研修受講率（新任期・中

堅期・管理期・統括研修） 
68.5％ 100％ 単年度値 

学校安全計画及び危機管理マニ

ュアルの見直しを行った学校の

割合 

89.3％ 100％ 単年度値 

別 表 
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（４）エネルギー、ライフライン 

施策に関連する指標 現状値（R2） 目標値（R8） 計上区分 

県内の再生可能エネルギー発電

量 
1,393 百万 kWh 1,599 百万 kWh 単年度値 

県営発電所の再生可能エネルギ

ーで発電した供給電力量 〔注〕 
95,425MWh 175,912 MWh 単年度値 

危険物・高圧ガス等による人身事

故発生件数【再掲】 
1 件 0 件 単年度値 

水道の給水停止及び断水日数（年

間日数、自然災害・不可抗力を除

く） 

0 日 0 日 単年度値 

県営工業用水道施設（送水管）の

耐震化延長       〔注〕 
12,475m 13,102m 累計値 

県営水道施設（送水管）の耐震化

延長          〔注〕 
109,540m 112,090m 累計値 

県営工業用水道における給水制

限日数 
0 日 0 日 単年度値 

県営水道における給水制限日数 0 日 0 日 単年度値 

広報誌「アトムの広場」のアンケ

ートで「わかりやすい」と回答し

た割合 

85.2％ 80.0％ 単年度値 

原子力施設見学会アンケートで

「理解が深まった」と回答した割

合 

100.0％ 90.0％ 単年度値 

 

（５）情報通信 

施策に関連する指標 現状値（R2） 目標値（R8） 計上区分 

防災情報システムによる市町村

への警報等の送信エラー件数 
0 回 0 回 単年度値 
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（６）交通・物流 

施策に関連する指標 現状値（R2） 目標値（R8） 計上区分 

高速道路供用率 66.0％ 85.0％ 累計値 

骨格幹線道路の改良率 96.7％ 98.0％ 累計値 

街路整備率【再掲】 74.5％ 75.2％ 累計値 

緊急輸送道路の橋梁耐震化率 70.6％ 88.2％ 累計値 

無電柱化整備率 90.3％ 97.0％ 累計値 

緊急輸送道路の落石等通行危険

箇所整備率 
12.5％ 68.7％ 累計値 

早期に措置を講ずべき橋梁の修

繕率 
36.0％ 100％ 累計値 

浜田港の港湾施設整備率 42.6％ 72.0％ 累計値 

離島港湾の港湾施設整備率 22.2％ 77.0％ 累計値 

物流拠点港・補完港の港湾施設整

備率 
53.2％ 73.0％ 累計値 

 

（７）経済産業 

施策に関連する指標 現状値（R2） 目標値（R8） 計上区分 

防災重点農業用ため池の対策実

施箇所数 
29 箇所 150 箇所 累計値 
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（８）国土保全 

施策に関連する指標 現状値（R2） 目標値（R8） 計上区分 

洪水からの被害が軽減される人口 312,500 人 325,000 人 累計値 

想定最大規模降雨による浸水想定

区域図に基づいたハザードマップ

作成済み市町数 

12 市町 14 市町 累計値 

ダム管理制御処理設備更新数（R2

以降） 
1 箇所 7 箇所 累計値 

県営発電所の再生可能エネルギー

で発電した供給電力量【再掲】 

〔注〕 

95,425MWh 175,912MWh 単年度値 

実施中の海岸事業の防護区域面積

（R2 以降） 
1.3   6.0   累計値 

港湾海岸における防護区域面積

（R2 以降） 
0.2   1.3   累計値 

土砂災害警戒区域（土石流）内の

24 時間滞在型要配慮者利用施設

及び地域の重要な避難所の保全率 

57.0％ 85.0％ 累計値 

土砂災害警戒区域（急傾斜地）内

の 24 時間滞在型要配慮者利用施

設及び地域の重要な避難所の保全

率 

60.0％ 100％ 累計値 

土砂災害防止学習会・研修会の受

講・参加人数【再掲】 
288 人 2,200 人 単年度値 

 

（９）環境 

施策に関連する指標 現状値（R2） 目標値（R8） 計上区分 

災害廃棄物処理計画を策定した

市町村 
9 市町 19 市町村 累計値 
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（10）横断的分野（避難訓練、防災組織、防災教育） 

施策に関連する指標 現状値（R2） 目標値（R8） 計上区分 

自主防災組織活動カバー率 
76.2％ 

（速報値） 
100％ 単年度値 

消防団員の消防学校幹部教育等

の受講者数【再掲】 
0 人 100 人 単年度値 

しまねの建設担い手確保・育成事

業を活用し人材確保育成に取り

組んだ建設産業団体数 

7 団体 13 団体 単年度値 

生活機能の維持・確保のための実

践活動に取り組んでいる公民館

エリア数 

118 エリア 177 エリア 累計値 

学校安全計画及び危機管理マニ

ュアルの見直しを行った学校の

割合【再掲】 

89.3％ 100％ 単年度値 

 

（11）横断的分野（老朽化対策） 

施策に関連する指標 現状値（R2） 目標値（R8） 計上区分 

県営工業用水道施設（送水管）の

耐震化延長【再掲】   〔注〕 
12,475m 13,102m 累計値 

県営水道施設（送水管）の耐震化

延長【再掲】      〔注〕 
109,540m 112,090m 累計値 

自然公園の利用者数(R2 年度から

の累計値） 
8,824 千人 68,700 千人 累計値 

 

〔注〕を記している指標の目標値（R8）については、島根県企業局経営計画（H28～R7）

を基に定めている R7 年度の目標値を用いている。（設計未了等により R8 年度の目標値

が見込めないため） 
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はじめに 

 

（背景） 

島根県においては、厳しい財政状況が続くなか、県が所有する公共施設等の効率的・

効果的な整備・管理に努めてきました。 

公共施設等の整備については、民間活力を活用した手法の検討を進め、平成１６年１

２月には「島根県ＰＦＩ導入指針」を策定し、低コストで良質な行政サービスが提供で

きる整備手法として導入するとともに、公の施設の管理運営にあたっては、平成１５年

の地方自治法の改正を受け、平成１６年４月から指定管理制度を導入し、住民サービ

ス・利便性の向上と維持管理コストの縮減を図ってきました。 

また、県が所有する公共施設等について、県立施設としての必要性等を検証し、廃止

や民間への移管を含めた見直しを進めてきたところです。 

 

（現状と課題） 

これまでに整備してきた公共施設のうち約半数が築後３０年以上経過しており、同

様に公共土木施設、農林水産公共施設、企業局施設などのインフラ施設も老朽化が進ん

でいます。今後、これらの公共施設等は大規模修繕や更新の時期を迎えるため、多額の

財政需要が見込まれます。 

また、島根県では人口減少と少子高齢化が進んでいくなか、今後の県民負担を考慮し

た公共施設等の総量の見直しが必要となります。 

 

（本方針による取組） 

このため、島根県では、これまでの施設の維持管理や有効活用の取組を生かし、県を

取り巻く環境の変化を踏まえ将来を見通し、中長期的な視点に立って、公共施設等を総

合的に管理していく必要があります。 

このような趣旨に基づき、平成２７年９月に「島根県公共施設等総合管理基本方針」

（以下「基本方針」という。）を策定し、公共施設等の長寿命化による財政負担の軽減・

平準化や公共施設等の有効活用・適正化に取り組むこととしています。 

  



 

2 
 

第１章 基本的考え方 

 

１．基本方針の目的 

この基本方針は、人口が減少し、県財政は依然として厳しい状況が続くなか

で、老朽化が進む公共施設等の全体の状況を把握し、予防的対策を講じつつ公共

施設等に要する維持管理費の負担を軽減することにより、県民に必要な行政サー

ビスを将来にわたって適切かつ効果的に提供することを目的とするものです。 

 

２．基本方針の位置づけ 

この基本方針は、県の公共施設等の管理に関する総合的な基本計画であり、公

共施設等の長寿命化を図るための「インフラ長寿命化基本計画」（平成２５年１

１月２９日インフラ老朽化対策の推進に関する関係省庁連絡会議決定）における

「インフラ長寿命化計画（行動計画）」として位置づけます。 

また、財政負担の軽減・平準化等を図るための「公共施設等の総合的かつ計画

的な管理の推進について」（平成２６年４月２２日付け総財務第７４号）におけ

る「公共施設等総合管理計画」としても位置づけ、この基本方針に基づく公共施

設等の除却や、既存の公共施設の集約化、複合化、転用、ユニバーサルデザイン

化のための改修については、地方債の措置を受けることができます（令和３年度

現在）。 

 

３．基本方針の実施期間 

公共施設等の管理に関する方針は、将来の人口や財政の見通し等をもとに中

長期的な視点に基づき検討する必要があるため、この基本方針の実施期間は平

成２７年度からの１０年間とします。 

なお、社会経済情勢の変化、行財政改革の進捗状況などを踏まえ、必要に応

じて定期的に見直します。 
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４．基本方針の体系 

前述のインフラ長寿命化基本計画においては、それぞれの公共施設等の特性

や維持管理・更新等に係る取組状況を踏まえたメンテナンスサイクルの核とし

て位置づけられる「インフラ長寿命化計画（個別施設計画）」（以下「個別施

設計画」という。）の策定が求められています。 

島根県では、この基本方針と個別施設計画について、図１のとおり整理し取

組を推進しています。 

 

 

 【図１】体系図 

 

（注）個別施設計画の分類は次のとおり 

 

〔公共施設〕 

県が所有する全ての建築物及び付属設備 

 

〔公共土木施設〕 

土木部が所管するインフラ施設 

 

〔農林水産公共施設〕 

農林水産部が所管するインフラ施設 

 

〔企業局施設〕 

企業局が所管するインフラ施設 

 

なお、自然公園や交通安全施設などは、関連する個別施設計画の考え方などを参考に対応 

  

基本方針の位置づけ 
・内閣官房が求めるインフラ長寿命化計画（行動計画） 
・総務省が求める公共施設等総合管理計画 
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５．施設類型 

基本方針の対象は、島根県で所有・所管する全ての公共施設等であり、主な

ものは表１のとおりです。 

 

  【表１】本県における主な公共施設等 

区分 主な公共施設等 備考(令和２年度末の状況等) 

公共 

施設 

知事部局所管施設等 庁舎・施設 459,349 ㎡、宿舎 77,270 ㎡ 

教育庁所管施設等 庁舎・校舎等 625,620 ㎡、宿舎 29,984 ㎡ 

警察本部所管施設等 庁舎 94,274 ㎡、宿舎 49,026 ㎡ 

県営住宅 県営住宅 370,756 ㎡ 

企業局所管施設 事務所等 7,649 ㎡、宿舎 2,158 ㎡ 

病院局所管施設 医療施設 74,790 ㎡、宿舎 4,012 ㎡ 

その他 普通財産 35,393 ㎡ 

イン 

フラ 

施設 

県管理道路 

延長 3,068 ㎞、橋梁 2,757 橋 

トンネル 195 本、シェッド､シェルター54基 

大型カルバート 6基、 

附属物(門型標識等)39 基、法面 26,473 箇所 

舗装 3,037km 

ダム 土木部管理 13ダム、農林水産部管理 3ダム 

河川管理施設 
河川管理延長 2,690.7 ㎞、 

水門・樋門、排水機場 227 基 

河川海岸保全施設 河川海岸保全区域延長 48.563km 

港湾施設 岸壁、物揚場等 18 港 

港湾海岸保全施設 13 海岸 

空港 滑走路、灯火・電気設備 3空港 

砂防施設 砂防ダム 1,642 基 

地すべり防止施設 
国交省所管 129 地区、農村振興局所管 256 地区、 

林野庁所管 66地区 

急傾斜地崩壊防止施設 1,048 地区 

雪崩対策施設 16 地区 

公園 都市公園 3公園、自然公園 14 公園 

下水道 管渠 74.7 ㎞、下水処理施設 2施設 

農道(県営造成施設) 農道橋(15m 以上)170 箇所、トンネル 21箇所 

水利施設(県営造成施設) 用排水機場 125 箇所 

ため池・かんがいダム
(県営造成施設) 

ため池 55 箇所(平成 12 年以降着工したため池)、かん

がいダム 1ダム 

治山施設 5,709 地区(地すべり防止施設除く) 

県管理林道 橋梁 10橋 

県管理漁港 28 漁港 

水道・工業用水道施設 浄水場 3施設、管路 166 ㎞ 

発電施設 水力発電所 15施設 

交通安全施設 交通信号機 1,389 基 
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第２章 公共施設等の現状と将来の見通し 

 

１．公共施設等の現況 

（１）公共施設 

島根県で所有する公共施設の建築年度の状況は図２のとおり、施設保有量

（延床面積）の推移は図３のとおりとなっています。 

昭和４０年代から平成１０年代にかけて、多くの施設が建てられており、施

設保有量（延床面積）は、平成２０年代まで増加し続けていましたが、近年は横

ばいとなっています。 

 

  【図２】公共施設の建築年の状況（令和２年末現在） 

 

  【図３】公共施設の施設保有量（延べ面積）の推移 
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また、公営企業施設を含めた公共施設の現在の建築後年数の状況と、これら

の施設をこのまま維持し続けると仮定した場合における１０年後、２０年後の割

合は表２のとおりであり、多くの施設において今後老朽化が進む見込みです。 

 

  【表２】建築後 30 年・40 年経過する公共施設の割合と将来の見通し 

 令和２年度末 10年後 

(築後30年) 

20年後 

(築後30年) 築後30年 築後40年 

 公営企業施設を除く公共施設 ５５％ ３１％ ７９％ ９４％ 

 企業局施設 ５１％ １９％ ６８％ ７３％ 

 病院局施設 ４％ ４％ ７５％ ９７％ 

 全体 ５３％ ３０％ ７９％ ９４％ 

 

 

（２）インフラ施設 

島根県で所有するインフラ施設のうち、建設後５０年以上経過する主な施設

の割合と、これらの施設をこのまま維持し続けると仮定した場合における１０

年後、２０年後の割合は表３のとおりであり、多くの施設において今後老朽化

が進む見込みです。 

 

【表３】建設後 50 年以上経過する主なインフラ施設の割合と将来の見通し 

 令和２年度末 10 年後 20 年後 

 道路橋(橋長 2ｍ以上) ３１％ ４８％ ６６％ 

 トンネル １０％ ２３％ ４５％ 

 水門・樋門・排水機場(河川) １０％ ３５％ ７１％ 

 下水道（管渠） －   １０％ ７０％ 

 下水道（処理場） － － １００％ 

 水利施設（用排水機場） ４１％ ６６％ ９３％ 

 治山施設（治山ダム） ２４％ ４３％ ７１％ 

 漁港施設(外郭施設・係留施設) ２１％ ４３％ ６６％ 

 水道・工業用水道（管路） １０％ ２０％ ２８％ 

 信号機 １３％ ５５％ １００％ 
※ 水利施設（用排水機場）及び信号機の令和２年度末の割合は、耐用年数等を考慮してそれぞれ 

  建設後３５年以上及び１９年以上経過する施設とした。  
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（３）有形固定資産減価償却率の推移 

島根県では、地方公会計の整備を進め、平成２８年度決算から複式簿記・発

生主義会計に基づく「統一的な基準」による財務諸表を作成しています。 

この財務諸表の活用による県資産の公共施設等の老朽化度合いを示す指標

（有形固定資産減価償却率※）の推移は図４のとおりです。 

 

  【図４】島根県一般会計等財務書類に基づく有形固定資産減価償却率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※ 有形固定資産減価償却率について 

本指標における有形固定資産とは建物及び工作物を指し、「減価償却累計額÷償却資産の取

得価額」により算定。 
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２．人口の推移と将来見通し 

 島根県の人口は、昭和３０年（１９５５年）の約９２万９千人をピークとして

減少傾向となり、近年では、毎年約５千人ずつ減少を続けており、令和２年国勢

調査の集計による令和２年１０月１日現在の人口は６７万１，１６２人となって

います。年齢別人口では、６５歳以上人口の割合は３４．２％で全国４位、１５

歳未満人口の割合は１２．２％で全国１６位となっています。 

  将来見通しについては、島根創生計画により人口減少対策を加速させ取り組ん

でいますが、現在の高齢化率が高く、年齢構成に偏りがあるため、当面は自然減

の影響を受け、人口減少が続くと見込まれます。 

 なお、これはあくまでも試算であり、今後の社会経済情勢の変化や地方創生へ

の取組などにより変化するものと考えられます。 

 

【図５】本県の３階層別人口の推移 

 

 

 

  

出典：島根県人口シミュレーション２０２０（令和２年３月） 
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３．県財政の状況 

  島根県の財政は、平成１９年度に策定した「財政健全化基本方針」や、平成２

９年度に策定した「財政運営方針」に基づき、職員定員の削減や歳出の見直し、

歳入の確保などの取組を行い、健全化が一定程度進みました。 

  しかし、歳入では県税などの自主財源に乏しく、地方交付税など依存財源が７

割程度あり、国の動向に大きな影響を受ける財政構造であるほか、歳出では、人

件費、公債費、社会保障経費等の義務的な経費に一般財源の大半が充てられ、さ

らに高齢化の進展等に伴う社会保障費の増加などへの対応も必要となっており、

依然として厳しい状況にあります。 

  このため、「中期財政運営方針」（令和２年度から令和６年度）を策定し、島

根創生を推進するための事業費の確保と健全な財政運営の両立を進めています。 

 

 

【図６】歳入の推移 

  

【図７】歳出の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：各年度「島根県普通会計決算及び健全化判断比率等の概要」 

出典：各年度「島根県普通会計決算及び健全化判断比率等の概要」 
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  【表４】歳入歳出推計 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

(単位：億円)

R3 R4 R5 R6 R7 R8

3,273 3,221 3,184 3,143 3,141 3,150

県税 637 649 666 662 666 668

地方交付税＋
臨時財政対策債

2,075 2,030 1,975 1,946 1,934 1,933

その他 561 542 543 535 541 549

360 444 436 425 423 340

1,037 1,050 1,051 1,049 1,059 972

4,670 4,715 4,671 4,617 4,623 4,462

3,071 3,007 2,956 2,919 2,933 2,950

814 997 1,007 999 1,002 826

785 732 724 717 709 709

4,670 4,736 4,687 4,635 4,644 4,485

0 ▲ 21 ▲ 16 ▲ 18 ▲ 21 ▲ 23

※ 財政見通し〔令和３年度～８年度〕

収支①－②

歳

入

歳

出

区　　　分

一般財源

県債

その他特定財源

歳入合計　①

義務的経費

公共事業費

その他

歳出合計　②
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４．維持管理・更新等に要する経費 

 公共施設等の維持管理・修繕、改修及び更新等（以下「維持管理・更新等」と

いう。）に要する経費について、個別施設計画や施設台帳、固定資産台帳データ

等を活用し、施設類型ごと一定の前提条件のもとに、中長期的な見込みを推計し

ました。（１４頁「推計の前提条件」及び表５） 

  推計は、耐用年数経過時に単純更新した場合の見込み（ケース１）と長寿命化

対策を反映した場合の見込み（ケース２）とし、その差額により対策の効果額を

算出しました。 

  推計期間は２０２２（令和４）年度からの３０年間です。 

 

  推計の結果、今後３０年間で見込まれる維持管理・更新等に係る中長期的な経

費は、ケース１で合計約１．５兆円、ケース２では合計約１．１兆円と推計さ

れ、対策の効果額は差額約０．４兆円と見込まれます。（図８-１、図８-２） 

  今後、公共施設等の更新や修繕に多額の経費が必要になることから、引き続き

基本方針及び各個別施設計画等に基づき、長寿命化対策等により経費の縮減や平

準化を図るための対策を講じ、施設総量の見直しに取り組む必要があります。 

 

【表５】中長期的な維持管理・更新等に係る経費の推計(３０年間合計額) 

  
※ 推計の前提条件は14頁参照 

 

[建築物の推計について]  

 建物の更新は、実際の建築物の老朽化の状況に関わらず、一定の前提条件（単純更新の場

合は40年、長寿命化対策を反映した場合は65年の使用年数）を設定し、機械的に建替を行う

前提としています。 

   

[インフラ施設の推計について]  

  河川管理施設、ダム、空港、下水道等には定期的な整備、更新が求められる機械設備、電

気設備があり、耐用年数等に応じた必要な経費を見込んでいます。 

  また、農林水産公共施設で市町村等に譲与や管理委託している施設は、管理者が行う維持

管理費を計上しておらず、更新等に必要な経費のみを計上しています。 

 

  

（単位：百万円）

長寿命化対策を反映した場合（ケース１）

維持管理・
修繕(①)

改修
(②)

更新等
(③)

合計(④)
(①+②+③)

(参考)
単年度平均
合計④÷30

建築物   公共施設 183,479 204,115 288,957 676,551 22,552 876,453 ▲ 199,902 9,488

  公共土木施設 128,287 52,622 107,717 288,626 9,621 384,565 ▲ 95,939 9,473

  農林水産公共施設 9,479 39,542 79,935 128,956 4,299 184,296 ▲ 55,340 1,753

  企業局施設 17,555 4,187 18,755 40,497 1,350 62,834 ▲ 22,337 4,303

338,800 300,466 495,364 1,134,630 37,822 1,508,148 ▲ 373,518 25,017

長寿命化対策
等の効果額

（④-⑤）

現在の
年間経費

（過去
３年平均）

耐用年数経過
時に単純更新
した場合（⑤）

（ケース２）

インフラ

施     設

合    計

区分
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【図８-１】耐用年数経過時に単純更新した場合の見込み（ケース１） 

 公共施設(建築物)は使用年数 40 年で建替を行う前提としています。現時点で 40年超（昭和

50 年代半ば以前建築）の建物は、令和 4年度以降 10 年間で順次建替を行う前提としてお

り、令和 13 年度までに多額の経費が見込まれます。 

 

 

【図８-２】長寿命化対策を反映した場合の見込み（ケース２） 

 公共施設(建築物)では建替周期の延長（40年から 65 年）、インフラ施設では予防保全型へ

の維持管理手法の移行等による改修・更新等経費の減を反映しており、ケース１と比較する

と、平均して年間 125 億円程度の経費節減の効果が期待されます。 
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【図８-２参考】長寿命化対策を反映した場合における公共施設(建築物)の経費内訳 

 ケース２では、公共施設(建築物)について 65年で建替を行う前提としていますが、この場

合でもほとんどの建築物が昭和 40年以降に建築されていることから、令和 13 年度以降本格

的に建替時期を迎え、依然として、多額の更新費が必要となる見込みです。 
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推計の前提条件 

① 令和４年度から令和33年度までの期間において、各施設の特性に応じ、個別施設計画

等に基づき、積算又は計算プログラム等により推計した。 

② 個別施設計画において経費見込みが現時点で未作成など、資料が不足する場合は、他

の類似施設をモデルにするほか、経費の積み上げ等により算出した。 

③ 施設の総量・延床面積については、今後も同一の規模が維持され、更新すると仮定し

た。 

④ 現在の維持管理・修繕費は平成30年度～令和２年度までの直近３か年の実績を基本と

して、平均の年間費用を算出した。 

⑤ 維持管理・修繕、改修、更新の定義については、「公共施設等総合計画の策定にあた

っての指針の改訂について」（平成30年２月27日付け総財務第28号総務省自治財政局財

務調査課長通知）を基本としている。 

⑥ 推計した維持管理・更新等に係る経費の見込みは、一定の条件設定・仮定のもと、お

おむねの規模を試算したものであり、今後、個々の施設の劣化状況や長寿命化対策の

進展及び個別施設計画の変更により変動する可能性がある。 

⑦ 施設の区分単位での主な前提条件は次のとおり 

  1) 公共施設 

・建築物の用途により経費を算出するためのモデルに分類し、各モデル及び竣工年毎

の延べ面積に、一定の単価を乗じることにより推計した。（平成31年版建築物のライ

フサイクルコスト第２版（国土交通省大臣官房官庁営繕部監修）「LCC計算プログラ

ム」による計算） 

・建築物の使用年数が40年を経過した際に建替を行う場合を「単純更新した場合」と

し、使用年数が65年を経過した際に建替を行う場合を「長寿命化対策を行った場

合」として推計した。 

・既に使用年数が40年又は65年を超えている施設は、2022～2031年の10年間で使用年

数が長い施設から建替えることとして推計した。 

 

  2) 公共土木施設 

・各個別施設計画に基づき、耐用年数の設定及び長寿命化対策等に係る経費の推計を

行った。 

・点検により、施設の健全度を区分している場合は、これに応じて費用を推計した。 

 

  3) 農林水産公共施設 

・各個別施設計画に基づき、耐用年数の設定及び長寿命化対策等に係る経費の推計を

行った。 

・点検により、施設の健全度を区分している場合は、これに応じて費用を推計した。 

・施設移管により、市町村や土地改良区等が管理する施設は管理者が行う維持管理・

修繕費は計上していない。 

・農業農村整備施設は各個別施設計画や農林水産省「インフラ維持管理・更新費に係

る推計手順書」に基づき経費の推計を行った。また、同推計手順書に無い施設及び

実態と著しく乖離している数値等は実績等から推計した。 

 

  4) 企業局施設 

・各施設管理基本計画、中期事業計画及び予算資料（10年計画）を基に経費を推計し

た。 
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第３章 公共施設等の管理に関する基本方針 
 

１．現状や課題に対する基本的な認識 

島根県の公共施設等においては、老朽化により今後大規模修繕や建替・更新が見

込まれます。また、長期使用するには耐震改修が必要な施設があるなど、今後、更

新等費用の増加と年度別事業費の多寡が見込まれます。 

一方、今後も厳しい財政状況が見込まれる中、将来的に修繕や建替・更新にかけ

る予算を大幅に増加することは困難であり、更新等費用の増加に伴って財源が不足

する恐れがあります。 

また、県人口が減少し少子高齢化が進んでいくなか、長期的には、人口の動向や

人口構成の変化を踏まえ、今後の県民負担に配慮した公共施設の総量の見直しが課

題です。 

 

２．公共施設等の管理に関する基本的な方針 

（１）公共施設等の長寿命化による財政負担の軽減・平準化 

公共施設等の維持管理を適切に実施し予防保全による長寿命化を図ることで、建

替・更新に係る費用を低く抑え、その時期を分散することにより、財政負担の軽減

と年度間の平準化を図ります。 

 

（２）公共施設等の有効活用・適正化 

人口が減少し、少子高齢化が進むとの推計がなされるなか、県民負担を軽減し行

政サービスの効率化を進めるため、公共施設等の有効活用や適正化を図ります。 

 

【図７】長寿命化と財政負担の軽減化のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

予防保全による財政負担の軽減 
更新等費用の平準化 
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具体的には、次の方針に基づいて取り組んでいきます。 

 

①  調査・点検の実施及び安全確保 

公共施設等の現状を正確に把握し、将来にわたる財政負担を的確に予測する

ため、定期的に調査・点検を行い公共施設等の活用方針を定める基礎としま

す。 

また、調査・点検により危険性が認められた場合には、安全確保のため適宜

修繕等を行います。 

併せて、固定資産台帳を毎年度更新し、必要に応じて公共施設等の維持管

理・更新等の際に活用します。 

 

②  維持管理・修繕・更新等の実施（長寿命化の実施） 

将来にわたって長く利用する公共施設等について、計画的な予防保全型の維

持管理手法を導入し、損傷が比較的軽微なうちに対策することにより長寿命化

を進め、トータルコストを縮減し、平準化を図ります。 

また、公共施設等の日常的な維持管理をより適切で効率的なものとするた

め、維持管理業務の標準化や一元化を進めます。 

 

③  耐震化の実施 

公共施設に関しては、島根県建築物耐震改修促進計画に基づき進めます。 

また、橋梁や配管などのインフラ施設に関しては、施設毎の耐震化の必要性

を踏まえた耐震化を進めます。 
 

④  公共施設等の有効活用や適正化（統合や廃止の推進） 

保有する公共施設等の将来の利用見込みについて、各部局の施策や事業との

関連等を長期的な視点から調査・検証し、集約化や統廃合、転用、除却、廃止

を検討します。また、国や他の地方公共団体と連携し公共施設等の有効活用を

図ります。 

 

⑤  民間活力の活用 

併せて、低コストで良質な行政サービスが提供できる整備手法として、「島

根県ＰＦＩ導入指針」に基づき民間活力を引き続き活用していきます。 

 

⑥  ユニバーサルデザイン化の推進 

乳幼児、妊婦、高齢者、障がい者、外国人など多様な利用者が想定される公

共施設等の整備、改修等にあたっては、ユニバーサルデザイン化の推進を図る

ものとします。なお、ユニバーサルデザイン化の推進にあたっては、多様なニ

ーズや施設の現状、将来計画等を踏まえ、費用対効果を検証したうえで、最適

な手法により対応を行います。 
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３．全庁的な取組体制の構築及び情報管理・共有方策等 

① 取組体制、情報共有体制、ＰＤＣＡサイクルの実施 

島根県では、公共施設における長寿命化の共通指針の策定や保全マネジメント

システムを活用した施設管理の一元化を進めることとしています。また、公共土

木施設、農林水産関連施設においても長寿命化に関する情報などを一元化し、共

通方針を策定することとしています。さらに、政策調整会議において、これらの

情報などについて全庁的に共有を図ることとします。 

また、ＰＤＣＡサイクルを活用し、定期的に進捗状況を確認し、必要な見直し

を行うこととします。 

 

② 国や市町村との連携 

公共施設等を計画的に管理するため、関係団体との連携や職員研修を実施しま

す。また、技術者が不足する小規模な市町村等を支援するため、国、県、市町村

が連携する体制を構築します。 

 

③ 個別施設計画等 

施設類型ごとの管理については、基本方針の体系に沿って、別途、公共施設、

公共土木施設、農林水産施設、企業局施設ごとに基本的な方針を策定していま

す。 

さらに、附属資料のとおり詳細な施設類型ごとにそれぞれの特性に応じた個別

施設計画を策定しています。個別施設計画の活用により、施設の特性を踏まえた

適切な維持管理等を実施します。 

また、建築物については、島根県県有施設長寿命化指針により、長寿命化のた

めの具体的な取組を進めています。 

 

 
公共施設等 

公共施設、公用施設その他の当該地方公共団体が所有する建築物その他の工作物をいう。 

具体的には、いわゆるハコモノの他、道路・橋梁等の土木構造物、公営企業の施設（上水道、下水道

等）、プラント系施設（廃棄物処理場、斎場、浄水場、汚水処理場等）等も含む包括的な概念。 
 

ＰＦＩ 

Private Finance Initiativeの略。公共施設等の建設、維持管理、運営等を民間の資金、経営能力及び技

術的能力を活用することで、効率化やサービス向上を図る公共事業の手法をいう。 
 

ユニバーサルデザイン 

障がいの有無、年齢、性別、人種等にかかわらず多様な人々が利用しやすいようあらかじめ都市や生活環

境をデザインする考え方。 
 

有形固定資産減価償却率 

有形固定資産のうち、償却資産の取得価格に対する減価償却累計額の割合を計算することにより、耐用年

数に対して資産の取得からどの程度経過しているのか全体として把握することができる。 

（耐用年数省令による耐用年数に基づいて算出されており、長寿命化の取組の成果を精緻に反映するもので

はないため、比率が高いことが必ずしも直ちに公共施設等の建替えの必要性や将来の追加的な財政負担の発

生を示しているものではない。） 
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第１章 計画の基本的な考え方  

１ 計画策定の趣旨 

島根県の最上位の行政計画となる「島根創生計画」（2020～2024年度）で掲げる、概ね

10 年後の島根の目指す将来像「人口減少に打ち勝ち、笑顔で暮らせる島根」の実現に向

け、すべての人が性別にかかわりなく、その個性と能力を十分に発揮するとともに、互い

にその人権を尊重しつつ、喜びも責任も共に分かち合う「男女共同参画社会の実現」が必

要不可欠です。 

島根県では、男女共同参画社会基本法（平成 11 年法律第 78 号）の理念に則り、平成

13 年２月に「島根県男女共同参画計画(しまねパートナープラン 21)」を策定して以降、

平成 23 年５月に第２次計画、平成 28 年３月に第３次計画をそれぞれ策定し、その時代

の状況や課題に応じた施策により、男女共同参画を推進してきました。 

さらに、第３次計画においては、国において平成 27年に制定された「女性の職業生活

における活躍の推進に関する法律」（以下「女性活躍推進法」という。）の都道府県計画に

も位置付け、女性活躍に係る施策の推進もあわせて積極的に取り組んできました。 

これまでの取組により、県内においては、固定的な性別役割分担意識1の一定の解消が

図られ、多くの分野で女性の参画が進みました。一方で、人口減少・少子高齢化が進展す

る中、男女の人権の尊重、あらゆる分野での女性の活躍促進、安心して家庭や仕事に取り

組むことができる環境づくりなどに向けて、さらなる取組が求められています。 

加えて、新型コロナウイルス感染症の影響や変化を踏まえ、平時における社会問題の

顕在化や働き方の変化に対応するため、様々な施策に男女共同参画の視点を取り込みつ

つ実施していく必要があります。 

一方、国においても、「働き方改革を推進するための関係法律の整備に関する法律」の

施行、女性活躍推進法及び「政治分野における男女共同参画の推進に関する法律」の改

正、そして国の第５次男女共同参画基本計画の策定など、多くの分野で男女共同参画や

女性活躍推進の機運が高まっています。 

こうした状況を踏まえつつ、これまでの取組の成果や現状と課題を検証し、男女共同

参画社会の実現に向けて「第４次島根県男女共同参画計画」を策定し、引き続き総合的、

計画的に施策を展開していきます。 

 

２ 計画の性質 

（１）計画の位置づけ 

この計画は、下記の計画として位置づけます。 

① 男女共同参画社会基本法第 14条第１項に規定する「都道府県男女共同参画計画」 

② 島根県男女共同参画推進条例第 11条第１項に規定する「男女共同参画計画」 

③ 本計画の基本目標Ⅰに係る部分については、女性活躍推進法第６条第１項に規定する

「都道府県推進計画」                   

 

 

                                                      
1 固定的な性別役割分担意識：男女を問わず個人の能力等によって役割の分担を決めることが適当であるにもかかわらず、「男
は仕事・女は家庭」、「男性は主要な業務・女性は補助的業務」等のように、男性、女性という性別を理由として、役割を固定
的に分ける考え方のこと。 
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策定 分類 計画等の分類

第８期計画

（R3～5）

第４次改定（R4～8）

第５次計画（R3～7）

第４次改定（R3～7）

島根県

島根県障がい者基本計画

（障害者基本法）
（H30～R5）

島根県障がい福祉計画

（障害者総合支援法）

農林水産 島根県農林水産基本計画

第２期計画

（R3～5）

第６期計画

（R3～5）

第５次計画（R2～6）

（R3～7）

国

行政

男女共同参画基本計画

（男女共同参画社会基本法）

ＤＶ

人権

基本計画

島根県人権施策推進基本方針

（人権教育及び人権啓発の推進

に関する法律）

島根県特定事業主行動計画

（女性活躍推進法、次世代育成

支援対策推進法）

高齢者

介護

健康

障がい者

保健

医療

子ども

総合計画
島根創生計画

（まち・ひと・しごと創生法）

島根県ＤＶ対策基本計画

（ＤＶ防止法）

R4R3H30 R元 R2

島根県老人福祉計画・介護保険

事業支援計画（老人福祉法、介

護保険法）

島根県保健医療計画

（医療法）

しまねっ子すくすくプラン

（次世代育成支援対策推進法、

子ども・子育て支援法）

島根県子どものセーフティネッ

ト推進計画

（子どもの貧困対策の推進に関

する法律）

島根県障がい児福祉計画

（児童福祉法）

R5 R6 R7

第２次計画（H25～R5）

しまね青少年プラン（スサノオ

プラン）

（子ども・若者育成支援推進

法）

健康長寿しまね推進計画（島根

県健康増進計画）

（医療法、健康増進法）

（R2～6）

（R2～6）

（H30～R5）

第２次改定（R元～）

（R2～6）

地域

福祉

島根県地域福祉支援計画

（社会福祉法）
第４期計画（R2～6）

女性活躍 しまね女性活躍推進プラン （R2～6）

教育
しまね教育魅力化ビジョン

（教育基本法）
（R2～6）

（２）他の計画との関係 

   本計画は、下記の国及び県の計画との整合を図り、調和を保って策定しています。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 計画の期間 

計画期間は、令和４（2022）年度～令和８（2026）年度までの５年間とします。なお、社

会情勢の変化などに対応し、適宜見直しを図ります。 
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４ 計画策定にあたっての横断的な視点 

（１）新型コロナウイルス感染症の影響 

新型コロナウイルス感染症の影響が長期化する中、雇用環境の悪化や配偶者等からの

暴力（ドメスティック・バイオレンス。以下「ＤＶ」という。）の深刻化、固定的な性別

役割分担意識に基づく家庭生活での負担増など、平時からの諸課題が顕在化し、女性の

生活に負の影響をもたらしています。一方で、男女ともに働き方の可能性が広がるテレ

ワークの拡大など、男女共同参画社会の形成に向けた契機となり得る状況があり、こう

した社会変化を踏まえながら、感染の状況に応じて弾力的に対応していく必要がありま

す。 

 

（２）性の多様性の尊重 

性的指向・性自認（性同一性）2に関することについては現在広く議論が行われており、

性別にかかわりなく誰もが、それぞれの個性と能力を発揮し対等に参画できる社会の実

現に向けて、本計画においても性の多様性を尊重することが重要であることは言うまで

もありません。 

本計画において島根県が目指す社会は、性別にとらわれることなく、性の多様性を前

提として、一人ひとりの人権が尊重される社会です。 

 

（３）ＳＤＧｓの推進 

島根県は、国際社会全体の目標である「持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）」の「誰一人

取り残さない」という理念を共有しながら、施策に取り組んでいきます。ゴール５「ジェ

ンダー平等とすべての女性・女児のエンパワーメント3」は、男女共同参画の実現や女性

の活躍を推進する本計画の施策の方向性とも重なっており、本計画の施策を着実に進め

ていくことが、ＳＤＧｓの推進につながるものと考えています。 

 

【参考１】「持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）」について 

「持続可能な開発目標（Sustainable Development Goals）」は、2001 年に策定された

ミレニアム開発目標（MDGs）の後継として、2015 年９月の国連サミットで採択された「持

続可能な開発のための 2030 アジェンダ」にて記載された 2016 年から 2030 年までの国

際目標です。持続可能な世界を実現するための 17 のゴール・169 のターゲットから構成

され、地球上の「誰一人取り残さない」ことを誓っています。 

 

【参考２】「ジェンダー」 

人間には生まれついての生物学的性別（セックス／sex）があります。一方、社会通念

や慣習の中には、社会によって作り上げられた「男性像」、「女性像」があり、これらを

                                                      
2 性的指向・性自認（性同一性）：性的指向（Sexual Orientation）とは、人の恋愛・性愛がどういう対象に向かうのかを示す
概念である。性自認（Gender Identity）とは、自分の性をどのように認識しているのか、どのような性のアイデンティティ
（性同一性）を自分の感覚として持っているかを示す概念である。性的指向と性自認の頭文字を取った「SOGI」という用語も

ある。なお、性的指向について、例えば、レズビアン（同性を恋愛や性愛の対象とする女性）、ゲイ（同性を恋愛や性愛の対象
とする男性）、バイセクシュアル（同性も異性も恋愛や性愛の対象とする人）等の呼称、性自認について、例えば、トランスジ
ェンダー（出生時の戸籍上の性とは異なる性自認を有する人）等の呼称があり、これらの頭文字を取った「LGBT」という用語

が、性的少数者（セクシュアルマイノリティ）を表す言葉の一つとして使われることもある。 

3 エンパワーメント：自ら主体的に行動することによって状況を変える力をつけること。 
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「社会的・文化的に形成された性別」（ジェンダー／gender）といいます。「社会的・文化

的に形成された性別」は、それ自体に良い、悪いの価値を含むものではなく、国際的にも

使われています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  なお、本計画に掲げる施策と特に関連するＳＤＧｓの目標は次のとおりです。 

 

 

 

 

【目標１】 

あらゆる場所のあらゆる形態の貧困を終わらせる 

 

 

 

 

【目標３】 

あらゆる年齢のすべての人々の健康的な生活を確保し、福祉を促進

する 

 

 

 

 

【目標４】 

すべての人に包摂的かつ公正な質の高い教育を確保し、生涯学習の

機会を促進する 

 

 

 

 

【目標５】 

ジェンダー平等を達成し、すべての女性及び女児の能力強化を行う 

 

 

 

 

【目標８】 

包摂的かつ持続可能な経済成長及びすべての人々の完全かつ生産的

な雇用と働きがいのある人間らしい雇用（ディーセント・ワーク）を

促進する 

 

 

 

 

【目標 10】 

各国内及び各国間の不平等を是正する 
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５ 計画推進のための手法 

（１）連携と協働 

男女共同参画社会を実現するためには、県民一人ひとりが男女共同参画を自らの課題

としてとらえ、家庭、職場、地域、学校など、社会のあらゆる場面で主体的に取り組むこ

とが大切です。このため、県民の皆様、市町村、ボランティア・ＮＰＯ、事業者・企業な

ど多様な主体と連携・協働（複数の主体が目標を共有し、対等なパートナーとして共に力

を合わせて活動すること）しての取組を推進します。 

 

（２）計画の進捗 

達成を目指す水準として、令和８（2026）年度の数値目標を設定します。 

本計画の数値目標には、県の最上位の行政計画となる「島根創生計画」及び島根県が策

定している各分野における個別計画の重要業績評価指標（ＫＰＩ）等を用いて推計した

ものがあります。 

今後、島根創生計画等が改定され、ＫＰＩ等の見直しが行われた場合には、本計画の数

値目標の見直しを行います。 

また、島根創生計画等における毎年度ごとの各事業の達成状況等に応じたＫＰＩ等の

修正が行われた場合には、本計画の数値目標へ反映させるものとします。 

なお、本計画を目標の達成に向けて有効かつ着実に推進するよう、次の事項を実施し

ます。 

① 年次報告書の作成、公表 

島根県男女共同参画推進条例第 21条に基づき、毎年度、施策の実施状況と数値目標の

達成状況について報告書を作成し、これを公表します。 

② 島根県男女共同参画審議会への報告 

男女共同参画に関する施策の実施状況や数値目標などをとりまとめ、島根県男女共同

参画審議会に報告し、意見を求めます。 

                             

（３）男女共同参画に関する苦情処理  

島根県男女共同参画推進条例第 20条第１項に規定する施策に関する苦情の処理につい

て意見を述べるため、条例第 20条第２項に基づき島根県男女共同参画審議会に苦情処理

専門部会を設置し、県民からの申し出を調査し、適切に処理します。 
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第２章 現状と課題 

１ 島根県における情勢の変化 

（１）人口問題 

①人口減少 

  島根県の人口は、ピーク時の 1955 年（昭和 30 年）から約 28％減少し、３圏域別では、

出雲圏域に比べ石見圏域、隠岐圏域の減少が顕著となっています（図表１）。 

  また、県人口は、1986 年（昭和 61 年）以降人口減少が継続しており、自然動態は 1992

年（平成４年）に自然増から自然減に転換、社会動態は社会減が継続しています（図表２）。 

 

  【図表１】（島根県の人口推移） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      資料：総務省統計局「国勢調査」〔各年 10月１日現在〕、 

2021年は島根県「令和３年 島根の人口移動と推計人口」〔10月１日現在〕 

 

 【図表２】（島根県の人口動態） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 資料：総務省統計局「住民基本台帳人口移動報告」、厚生労働省「人口動態統計」、島根県「島根の人口移動と推計人口」 
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自然減については、出生数は減少傾向、死亡数は横ばいで、近年、年間約５千人の自然減

で推移しています（図表３）。 

 社会減については、2009 年（平成 21 年）以降縮小傾向でしたが、2018 年（平成 30年）

をピークに、2019 年（令和元年）以降は拡大傾向となっています（図表４）。 

また、近年、外国人住民が増加傾向でしたが、2018 年（平成 30 年）以降は約９千人で推

移しています（図表５）。在留資格別では、近年定住者の割合が増加しています（図表６）。 

 

 【図表３】（自然動態）            【図表４】（社会動態）          

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：島根県「島根の人口移動と推計人口」           資料：島根県「島根の人口移動と推計人口」 

〔前年 10月１日～９月 30日〕                 〔前年 10月１日～９月 30日〕 

 

 

 【図表５】                 【図表６】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：島根県文化国際課調べ〔各年 12月末〕           資料：法務省「在留外国人統計」 

〔各年 12月末、ただし、R3は 6月末〕  
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②少子・高齢化の進行 

  島根県では、1990年（平成２年）を境に、年少人口より老年人口が増えています（図表

７）。最近では、３人に１人が高齢者で、5.4 人に１人が 75 歳以上という構成です（図表

８）。 

 

 【図表７】                 【図表８】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  資料：総務省統計局「国勢調査」〔各年 10月１日現在〕   資料：総務省統計局「国勢調査」〔各年 10月１日現在〕 

                                                             （注）年齢別割合は、分母となる総数から年齢不詳を除いて 
                      算出している。 

 

島根県の合計特殊出生率は、令和２年で 1.60であり、全国の中で引き続き上位（全国６

位）を維持しています（図表９）。 

一方で、女性人口の減少傾向に伴い、出生数自体は減少傾向にあります（図表 10）。 

 

【図表９】                 【図表 10】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：出生数・合計特殊出生率は厚生労働省「人口動態統計」〔暦年〕 

    女性人口は島根県「島根の人口移動と推計人口」（H17・22・27・R2年は総務省統計局「国勢調査」）〔各年 10月１日現在〕 
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③女性・若者を中心とした県外転出 

島根県の社会減は、15～24 歳が大きくなっており、就学・卒業、就職による転出が主な

要因となっています（図表 11）。また、15～24歳の就学・卒業、就職による転出超過数は、

近年減少傾向にありましたが、令和２年は前年に比べ増加しています（図表 12）。 

 

【図表 11】      令和３年の人口の社会移動（年代・理由別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：島根県「令和３年 島根の人口移動と推計人口」〔令和 2年 10月 1日～令和 3年 9月 30日〕 

（注）市町村長が職権により住民票に「記載」した者、住民票から「消除」した者の数は含まれていない。 

 

 【図表 12】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：島根県「島根の人口移動と推計人口」〔前年 10月１日～９月 30日〕 

（注）市町村長が職権により住民票に「記載」した者、住民票から「消除」した者の数は含まれていない。 
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一般世帯の家族類型別世帯数の推移

20.5%

20.8%

21.1%

20.1%

22.4%

22.3%

22.0%

25.1%

1.2%

1.3%

1.3%

1.3%

7.5%

7.7%

7.9%

7.7%

20.4%

17.1%

13.9%

6.8%

0.5%

0.5%

0.6%

0.9%

27.6%

30.3%

33.2%

38.1%

①夫婦のみ ②夫婦と子ども ③男親と子ども ④女親と子ども ⑤その他の親族世帯 ⑥非親族世帯 ⑦単独世帯

H22

H27

R2

R2・全国

④世帯構成の変化 

島根県の一般世帯数は増加傾向にありますが、１世帯当たりの人員は減少傾向にありま

す（図表 13）。 

また、家族類型別世帯数を見ると、「その他の親族世帯（３世代世帯同居等）」の割合は、

全国に比べると高いことが特徴ですが、減少傾向にあります。 

一方で、「単独世帯」が増加するなど、家族形態に変化が見られます（図表 14）。 

また、年齢（５歳階級）別に未婚率をみると、男性、女性ともに増加傾向にあります（図

表 15）。 

 

【図表 13】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：総務省統計局「国勢調査」〔各年 10月１日現在〕 

 

 

【図表 14】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：総務省統計局「国勢調査」〔各年 10月１日現在〕 
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【図表 15】       20～49歳における男女別未婚率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
     資料：総務省統計局「国勢調査」〔各年 10月１日現在〕 

（注１)「未婚」はまだ結婚したことのない人 
（注２）未婚率：15 歳以上人口に占める未婚者数の割合 
（注３）年齢５歳階級別未婚率＝年齢５歳階級別未婚者数／年齢５歳階級別人口 

（注４）平成 27 年及び令和２年は、不詳補完値により算出。平成 22 年以前は分母から不詳を除いて算出。 

 

（２）働く女性を取り巻く環境 

①就業環境 

島根県の女性の労働力人口（15歳以上人口のうち、就業者と完全失業者を合わせた人口）

は、15 万９千人余りで、県全体の男女を合わせた労働力人口総数に占める女性の割合は

45.1％となっています。また、女性の労働力率は 51.2％（全国 14位）となっており、増加

傾向にあります（図表 16：参考指標１）。 

とりわけ、島根県の生産年齢（15～64歳）における女性の労働力率は 74.6％で、全国１

位となっています（図表 16：参考指標２）。 

年齢別女性労働力の減少幅（Ｍ字型カーブの窪みの浅さ）は、3.6 ポイント（全国９位）

であり、出産や子育てにかかる期間が女性の働き方に影響を与えていることが考えられま

す（図表 16：参考指標３、図表 17）。 

女性の就業者数を産業別に見ると、「医療・福祉」が最も多く、４万１千人余りとなって

おり、次いで、「卸売業、小売業」、「製造業」、「宿泊業、飲食サービス業」の順となってい

ます（図表 18）。 

また、職業別に見ると、「事務従事者」が最も多く、３万７千人余りとなっており、次い

で、「サービス職業従事者」、「専門的・技術的職業従事者」、「販売従事者」の順となってい

ます（図表 19）。 

近年の島根県の雇用者数の推移については、男性の雇用者数は減少傾向に、女性の雇用

者数は増加傾向にあります（図表 20）。 

また、女性の正規の職員・従業員の割合は、52.1％（全国７位）と高い水準となっていま

すが、給与の男性に対する女性の比率を見てみると、79.2％（全国３位）となっており、男

女間での格差が見られます（図表 16：参考指標４、５）。 
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（単位：人） 

女性の労働力率（年齢別） 雇用者数の推移 

女性の一般労働者の平均勤続年数をみると、正社員・正職員の女性は 11.1 年、男性は

13.3年となっており、男女差は 2.2年となっています（図表 16：参考指標６）。 

全国的に新型コロナウイルス感染症に起因して大きな影響を受けている非正規雇用労働

者、宿泊・飲食サービス業等において、雇用に占める女性の割合が高いことなどから、女性

の雇用面への影響が懸念されています。 

 

【図表 16】 

 参考指標 島根県 全国 出典 

１ 女性の労働力率 

 

51.2％ 

(全国 14 位) 

50.0％ 総務省統計局「平成 27 年国勢調

査」 

２ 女性の労働力率 

（生産年齢・15～64歳） 

74.6％ 

(全国１位) 

67.3％ 総務省統計局「平成 27 年国勢調

査」より作成 

３ Ｍ字型カーブの窪みの浅さ 3.6㌽ 

(全国９位) 

8.7㌽ 

 

４ 女性の正規の職員・従業員の割合 52.1％ 

(全国７位) 

45.5％ 

５ 給与の男性に対する女性の比率 

（男性一般労働者の所定内給与額を１００と

したときの女性一般労働者の所定内給与額） 

79.2％ 

(全国３位) 

74.3％ 厚生労働省「令和２年賃金構造基

本統計調査」 

６ 一般労働者の平均勤続年数 男性 13.3年 

女性 11.1年 

男性 13.4年 

女性  9.3年 

 

 【図表 17】                【図表 20】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：総務省統計局「国勢調査」〔各年 10月１日現在〕     資料：総務省統計局「国勢調査」〔各年 10月１日現在〕 

 

 【図表 18】（女性の産業別就業者） 

 島根県計 建設業 製造業 卸売業、小売業 宿泊業、飲食ｻｰﾋﾞｽ業 医療、福祉 

女性就業者数 156,032 4,390 16,234 25,777 11,506 41,816 

資料：総務省統計局「平成 27年国勢調査」〔各年 10月１日現在〕 
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（単位：人） 
【図表 19】（女性の職業別就業者） 

 島根県計 専門的・技術的

職業従事者 

事務従事者 販売従事者 サービス職業

従事者 

生産工程従事者 

女性就業者数 156,032 30,440 37,726 17,281 31,828 15,254 

資料：総務省統計局「平成 27年国勢調査」〔各年 10月１日現在〕 

 

 ②職場における女性の登用 

  島根県において、管理的職業従事者（会社管理職、管理的公務員等）に占める女性の割

合は 15.2％（全国 20位）であり、低い状況にあります（図表 21）。 

また、令和元年度島根県企業向けアンケート調査によると、女性の管理職昇進意向につ

いて、「管理職になりたい（なりたかった）」と回答した社員は、男性では 41.2%でしたが、

女性は 12.7%にとどまっています（図表 22）。 

 

 【図表 21】 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：総務省統計局「就業構造基本調査」〔各年 10月１日現在〕 

 

【図表 22】 

 

 

 

 

 

 

 

資料：島根県「令和元年度島根県企業向けアンケート調査」 

 

管理職になりたくない理由としては、男性・女性ともに「責任が重くなるのが嫌だから」

が最も多くなっています。２位以下は、男性が「自分の能力に自信がないから」「今のまま

で不満はないから」と続き、女性は「自分の能力に自信がないから」「仕事と家庭の両立が

困難だから」と「今のままで不満はないから」が同率で続いています。 

また、「仕事と家庭の両立が困難だから」を理由として挙げた男性が 13.6％であるのに対

し、女性は 34.8％と大きく差が出ています（図表 23）。 

このため、女性の登用を進めるためには、誰もが働き続けやすい職場環境づくりを進め、

女性の就業継続やこれまで進出しにくかった分野での就業を可能とし、女性のキャリアア

ップを支援することが必要です。 
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育児をしている女性の有業率（年齢別） 「女性が働き続けやすい」と感じる女性の割合 

【図表 23】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：島根県「令和元年度島根県企業向けアンケート調査」 

 

③仕事と子育て等の両立支援 

(ｱ) 有業率 

平成 29年度就業構造基本調査によると、島根県の育児をしている女性の有業率は 81.2％

（全国 64.2％）で全国１位となっており、結婚や子育て期を迎えても就労を継続する女性

が多いことがうかがえます。また、平成 24年度の 74.3％に比べて、6.9ポイント上昇して

いますが、年齢別に見ると有業率が大きく上昇している年齢があることが分かります（図

表 24）。 

一方で課題として、「女性が働き続けやすい」と感じる女性の割合は 40.5％（令和３年度

島根県県政世論調査）にとどまっています（図表 25）。また、育児や介護等を理由に求職し

ていない女性も見られます。 

このため、就労を望む女性一人ひとりが結婚や子育てをしながら、希望に応じた多様な

就労ができる取組が求められています。 

 

【図表 24】                【図表 25】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   資料：総務省統計局「就業構造基本調査」〔各年 10月１日現在〕   資料：島根県「令和３年度島根県県政世論調査」 
（注）「育児をしている」とは、小学校入学前の未就学児を    （注）小数点第２位以下を四捨五入しているため、 

対象とした育児（乳幼児の世話や見守りなど）をいい、      全項目の回答比率の合計が 100％とならない。 
孫やおい・めい、弟妹の世話などは含まない。            
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全国

(ｲ) 男性の家事・育児・介護への参加 

誰もが仕事と育児等を両立できる環境整備は、女性活躍推進において必要不可欠であり、

より多くの女性が活躍できる就業環境として、非常に重要な課題です。 

島根県では、夫婦共働きの世帯の割合が 55.5％（全国６位）と全国 48.8％より高くなっ

ている一方で、子育て世帯の男性の家事・育児・介護時間は 69分／日と、女性の 407分／

日と比べて男性は約６分の１と少なく、女性に負担が偏っている状況があります（図表 26、

図表 27）。 

令和元年男女共同参画に関する県民の意識実態調査（以下「令和元年意識実態調査」と

いう。）によると、家庭における役割分担では、日常生活における家庭の仕事等のうち、家

事・育児・介護に関する５項目は、「該当する仕事はない」場合を除いて、すべて妻がする

ことが多くなっています（図表 28）。 

加えて、新型コロナウイルス感染症の影響で、家族が家で過ごす時間が増えたことによ

り、全国的に家事・育児等が女性に集中し、負担が増えたことが指摘されています。 

また、育児休業制度を利用した労働者の割合について、男性労働者の割合は上昇傾向に

あるものの、依然として低い状況にあります（図表 29）。 

こうしたことから、誰もが安心して子育て・介護や仕事に取り組めるよう、夫婦間の分

担を見直すことや、職場において、育児・介護休業が取得しやすく、子育てや介護に対応し

た柔軟な働き方ができる環境を整えることが必要です。 

 

【図表 26】               【図表 27】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：総務省統計局「就業構造基本調査」〔各年 10月１日現在〕  資料：総務省統計局「平成 28年社会生活基本調査」 

 

 

 

  

（分） 
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　　　(n = 657)

(1) 食事のしたく

(2) 食事のかたづけ

(3) 掃除

(4) 小さい子どもの世話

(5)
介護の必要な高齢者・
病人の世話

(6)
家庭における重大な
事柄の決定

(7)
地域活動への参加
（自治会・ＰＴＡなど）

83.0

71.2

63.2

35.6

26.9

8.5

14.9

7.9

15.2

22.5

14.3

11.6

40.5

23.0

3.3

7.3

9.1

0.9

3.5

44.6

49.0

2.1

2.1

1.1

1.5

0.8

1.1

0.8

0.6

0.6

0.3

34.6

45.7

0.9

7.8

3.0

3.5

3.8

13.1

11.6

4.4

4.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

妻がすることが多い

無回答
妻と夫が同じ程度分担

夫がすることが多い

主に親や子どもなど夫婦以外

該当する仕事はない

【図表 28】（家庭の中での担当） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

資料：島根県「令和元年男女共同参画に関する県民の意識・実態調査」 

（注）小数点第２位を四捨五入して小数点第１位までで表示。構成比を合計しても 100％とならないことがある。 

 

 【図表 29】 

              育児休業制度を利用した労働者の割合 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

資料：島根県「労務管理実態調査」（調査は３年毎に実施） 

※ 平成 20年調査より、調査対象事業所を「10人以上」から「５人以上」に拡大。平成 23年度調査より、調
査対象労働者を「１歳未満の子を養育する労働者」から「１歳６か月未満の子を養育する労働者」に拡大。

令和２年度調査より、調査対象労働者を「１歳６ヶ月未満の子を養育する労働者」から「２歳の子を養育す
る労働者」に拡大。 
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全体 (n=896)

女性 (n=494)

男性 (n=379)

4.4

2.2

7.1

20.4

22.5

17.7

3.6

3.4

4.0

33.7

33.4

33.8

5.6

4.3

7.7

9.0

10.5

7.4

19.6

19.8

19.3

3.7

3.8

3.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

「家庭生活」を優先したい

「地域・個人の生活」

を優先したい
「仕事」を

優先したい 無回答

「仕事」と「家庭生活」

をともに優先したい

「仕事」と

「地域・個人の生活」を

ともに優先したい

「家庭生活」と「地域・個人の生活」

をともに優先したい

「仕事」と「家庭生活」と

「地域・個人の生活」を

ともに優先したい

(ｳ) ワーク・ライフ・バランス 

性別や年齢にかかわらず、誰もが仕事と家庭生活、地域活動、個人の生活など、仕事と生

活の調和（ワーク・ライフ・バランス）をとりながら働くことが重要です。 

  令和元年意識実態調査では、「仕事」、「家庭生活」、「地域・個人の生活」の優先度につい

て調査しています。 

この調査によると、希望としては「仕事と家庭生活」（33.7％）が最も高く、「家庭生活」

（20.4％）、「仕事と家庭生活と地域・個人の生活」（19.6％）が続いています（図表 30）。 

一方、現実（現状）では、「仕事と家庭生活」（25.2％）、「仕事」（24.2％）、「家庭生活」

（22.4％）の３つが高くなっています。また、女性は「家庭生活」（29.6％）が高く、男性

は「仕事」（31.9％）が高くなっています（図表 31）。 

現実と希望の差を比較してみると、「仕事」（希望 4.4％→現実 24.2％の 19.8ポイントの

差）、「仕事と家庭生活と地域・個人の生活」（希望 19.6％→現実 7.8％の 11.8 ポイントの

差）、「仕事と家庭生活」（希望 33.7％→現実 25.2％の 8.5 ポイントの差）で回答格差が大

きくなっており、希望としては「仕事と家庭生活」または「仕事と家庭生活と地域・個人の

生活」を優先させたいにも関わらず、現実には「仕事」優先となっている傾向がうかがえま

す。 

誰もが健康で豊かな生活に向けた働き方や暮らしができるように、長時間労働の削減、

年次有給休暇の取得促進、子育て・介護支援制度の充実、短時間勤務制度の導入、新型コロ

ナウイルス感染症の影響で普及してきているテレワークの推進など、多様で柔軟な働き方

が広がるような取組を進めていく必要があります。 

 

 

【図表 30】（希望） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：島根県「令和元年男女共同参画に関する県民の意識・実態調査」 

（注）小数点第２位を四捨五入して小数点第１位までで表示。構成比を合計しても 100％とならないことがある。 
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全体 (n=896)

女性 (n=494)

男性 (n=379)

24.2

18.0

31.9

22.4

29.6

13.5

4.0

3.6

4.5

25.2

25.9

25.1

4.9

3.2

7.1

7.5

8.5

6.3

7.8

7.1

8.7

3.9

4.0

2.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

「家庭生活」を優先している

「地域・個人の生活」

を優先している

「仕事」を

優先している

無回答

「仕事」と「家庭生活」を

ともに優先している

「仕事」と

「地域・個人の生活」

をともに優先している

「家庭生活」と「地域・個人の生活」

をともに優先している

「仕事」と「家庭生活」と

「地域・個人の生活」を

ともに優先している

 【図表 31】（現実） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 
 

資料：島根県「令和元年男女共同参画に関する県民の意識・実態調査」 

（注）小数点第２位を四捨五入して小数点第１位までで表示。構成比を合計しても 100％とならないことがある。 

 

 

(ｴ) 子育て・介護支援サービス等 

島根県内では、就学前児童数は近年減少傾向にあり、認可保育所等定員は、近年２万３

千人台を推移しています。 

保育所の待機児童数については、令和３年４月に、３年ぶりに１名発生しています（図

表 32）。 

 

 【図表 32】（認可保育所等定員数と児童数の推移） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：島根県子ども・子育て支援課調査（年度） 

※潜在的待機児童とは、「特定の保育園を希望している者」を指す 
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 小学校総児童数は減少傾向にある一方で、放課後児童クラブの利用定員は増加傾向にあ

ります。 

 また、待機児童数は増加傾向にありましたが、令和２年度から令和３年度は約 160 人で

推移しています（図表 33）。 

 

 【図表 33】（放課後児童クラブと児童数の推移） 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：利用希望児童数、待機児童数＝「放課後児童健全育成事業実施状況調査」（厚生労働省）〔年度〕 

   小学校児童数＝「学校基本調査」（文部科学省）〔年度〕 

 

働きながら介護をしている人への支援について、地域の実情に応じた地域密着型サービ

スが増加してきており、住み慣れた地域での生活を支える多様な居宅系サービスにより、

在宅介護の支援が進められています。 

また、65 歳以上人口に対する介護老人福祉施設及び地域密着型介護老人福祉施設の定員

数の比が、島根県は 2.3％（全国 1.8％）で全国３位となっており、全国と比べると介護老

人福祉施設に関するサービスが充実している状況にあります（図表 34）。 

 

【図表 34】 

参考指標 島根県 全国 出典 

６５歳以上人口に対する介護老人福

祉施設及び地域密着型介護老人福祉

施設の定員数の比 

2.3％ 

(全国３位) 

1.8％ 65 歳以上人口は「令和２年国勢調

査」定員数は「令和２年介護サービ

ス施設・事業所調査」 

 

④エッセンシャルワーカー 

コロナ下において、人々の日常生活における、必要不可欠な仕事（エッセンシャルサービス）

を担っている労働者、いわゆるエッセンシャルワーカー4の社会的な重要性が再認識されていま

                                                      
4 エッセンシャルワーカー：人々の日常生活における、必要不可欠な仕事（エッセンシャルサービス）を担う労働者のこと。

健康と命を担う医療・福祉従事者、スーパーなどの小売業界に身を置く店員、物流に関する郵便配達員やトラック運転手、ラ
イフラインに関わる従事者など、人々の生活を支えている職種の人たちがエッセンシャルワーカーにあたります。 
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す。 

平成 27年国勢調査の推計によると、島根県内の就業者で、看護師（准看護師を含む）の 94.8％、

介護職員（医療・福祉施設等）の 73.5％、訪問介護従事者の 88.3％、保育士の 97.2％は女性で

す。こうした方々は、高い感染リスクにさらされ続けながら、なおかつストレスを受けやすい

（感染リスクを感じやすい、休業しにくい等）状況で、患者や利用者のケア、子どもたちの保

育を行っています。 

また、最前線で治療に当たる医療従事者をはじめとするエッセンシャルワーカーやその家族

等に対するデマの拡散、偏見や不当な差別、心ない誹謗中傷等により人権が脅かされることの

ないよう、行政による人権に配慮した啓発を進めていく必要があります。 
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２．個別分野ごとの現状と課題 

（１）政策・方針決定過程における男女共同参画 

政策・方針決定過程に女性の参画を拡大することは、社会の多様性と活力を高め、誰もが

暮らしやすい社会の実現のために不可欠なものです。 

 

①政治分野 

政治的な分野における女性の参画として、議員に占める女性議員の割合については、県

議会議員では 8.6％（全国 31 位）、市議会議員では 11.5％（全国 37 位）、町村議会議員で

は 4.8％（全国 46位）となっており、それぞれ全国平均を下回っている状況です（図表 35：

参考指標１～３）。また、女性議員がゼロの市町村議会は４町（飯南町、美郷町、西ノ島町、

隠岐の島町）となっています（図表 35：参考指標４）。 

 

②行政分野 

審議会等における女性の委員の割合について、島根県においては 47.0％（全国４位）で

目標の 50％に近づいてきているものの、市町村においては 26.5％（全国 39 位）と、平成

21年度以降微増傾向にあります（図表 35：参考指標５、６）。 

島根県では、次世代育成支援対策推進法（平成 15 年法律第 120 号。以下、「次世代法」

という。）及び女性活躍推進法に基づく一体の計画として、島根県特定事業主行動計画を策

定しており、令和２年３月には、この計画に定める数値目標等を改定の上、「すべての職員

がいきいきと働き、能力を発揮できる職場づくり推進計画－島根県特定事業主行動計画－」

（計画期間：令和２～６年度）を新たに策定しました。 

そうした中、県職員の管理職に占める女性の割合（病院職員、教育職員、警察職員を除

く）は、令和３年４月１日現在 13.0％となっており、令和６年度までに 15％の達成を目標

に取組を進めているところです（図表 35：参考指標７）。 

 

③教育分野 

島根県において、公立学校における女性管理職の割合（全校種）は、校長で 10.3％（全

国 17.7％）、教頭・副校長で 18.7％（全国 24.1％）と増加傾向にあるものの、いずれも全

国平均を下回っています（図表 35：参考指標 10、11）。 

 

④民間企業分野 

島根県において、係長以上の役職に女性を登用している事業所の割合は 66.9％、係長以

上の役職への女性の登用割合は 18.4％となっています（図表 35：参考指標 12、13） 

【図表 35】 

 参考指標 島根県 全国 出典 

１ 都道府県議会議員に占める女性議員

の割合 

8.6％ 

(全国 31 位) 

11.5％ 総務省「地方公共団体の議会の議

員及び長の所属党派別人員調等」

（R2.12.31現在） ２ 市区議会議員に占める女性議員の割

合 

11.5％ 

(全国 37 位) 

16.8％ 

３ 町村議会議員に占める女性議員の割

合 

4.8％ 

(全国 46 位) 

11.3％ 
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【図表 35の続き】 

 参考指標 島根県 全国 出典 

４ 女性議員がゼロの市町村議会 

 

４町 

 

－ 

 

島根県女性活躍推進課調査 

（R3.4.1現在） 

５ 都道府県の審議会等委員に占める女

性の割合 

47.0％ 

(全国４位) 

37.5％ 内閣府「令和３年度地方公共団体

における男女共同参画社会の形

成又は女性に関する施策の推進

状況」（原則 R3.4.1現在） 

６ 市区町村の審議会等委員に占める女

性の割合 

26.5％ 

(全国 39 位)  

29.7％ 

７ 県職員の管理職に占める女性の割合

（病院職員、教育職員、警察職員を除く） 

13.0％ 

 

－ 島根県人事課調査（R3.4.1現在） 

８ 都道府県職員の管理職に占める女性

の割合（教育職員を除く） 

14.0％ 

(全国 10 位)  

11.8％ 内閣府「令和３年度地方公共団体

における男女共同参画社会の形

成又は女性に関する施策の推進

状況」（原則 R3.4.1現在） 

９ 市区町村職員の管理職に占める女性

の割合 

22.3％ 

(全国７位) 

16.5％ 

10 公立学校における女性管理職の割合 

全校種 校長 

（小学校、中学校・義務教育学校、高等学

校・中等教育学校、特別支援学校） 

 

10.3％ 

 

 

17.7％ 

 

文部科学省「令和２年度公立学校

教職員の人事行政状況調査」

（R3.4.1現在） 

 

11 公立学校における女性管理職の割合 

全校種 副校長・教頭  

（小学校、中学校・義務教育学校、高等学

校・中等教育学校、特別支援学校） 

 

18.7％ 

 

 

24.1％ 

 

12 係長以上の役職に女性を登用してい

る事業所の割合 

66.9％ － 島根県「令和２年度島根県労務管

理実態調査」（R2.9.30現在） 

13 係長以上の役職への女性の登用割合 

 

18.4％ － 

 

（２）社会全体における意識 

  令和元年意識実態調査では、「家庭生活」、「職場」、「学校教育」、「政治」、「法律や制度上」

「社会通念・慣習・しきたりなど」、「地域活動」の７つの分野における男女の地位の平等

感を調査しています。これにより、次のことが分かっています。 

・ 男女の平等感について、「平等」とする回答が高い分野は「学校教育の場」であり、63.3％

ですが、それ以外の分野ではいずれも「平等」とする意識は低く、「男性の方が優遇され

ている（計）」が高くなっています。特に「社会通念・慣習・しきたりなどで」の分野で

は、77.1％が「男性の方が優遇されている（計）」となっています（図表 36）。 

・ すべての分野において、「平等」とする回答は男性の方が女性を上回っていて、男女差

の大きい分野は「法律や制度上で」24.2 ポイント差（男性 51.7％、女性 27.5％）、「家

庭生活で」16.2ポイント差（男性 44.9％、女性 28.7％）、「政治の場で」13.9 ポイント

差（男性 24.0％、女性 10.1％）となっています（図表 37）。 

・ 男女の地位が平等だと思う人の割合（７分野平均）は 33.6％であり、「第３次島根県男

女共同参画計画」（以下、県３次計画）の目標値（40％）には届いていません。 
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　 (n=896)

(1) 家庭生活で 55.4 6.1

(2) 職場で 53.8 7.3

(3) 学校教育の場で 22.4 3.9

(4) 政治の場で 75.7 1.8

(5) 法律や制度上で 48.3 6.5

(6)
社会通念・慣習・
しきたりなどで

77.1 2.7

(7) 地域活動で 53.7 6.5

男
性
の
方
が

優
遇
さ
れ
て
い
る

（
①
＋
②

）

女
性
の
方
が

優
遇
さ
れ
て
い
る

（
④
＋
⑤

）

8.7

9.9

2.3

26.5

10.8

20.8

10.0

46.7

43.9

20.1

49.2

37.5

56.4

43.6

36.0

31.5

63.3

16.1

38.1

14.8

35.2

5.2

6.1

3.3

1.8

5.8

2.7

6.4

0.9

1.1

0.6

0.0

0.7

0.0

0.1

2.5

7.5

10.4

6.5

7.1

5.4

4.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

①男性の方が非常に

優遇されている

②どちらかといえば

男性の方が

優遇されている
③平等

④どちらかといえば

女性の方が

優遇されている

⑤女性の方が非常に

優遇されている

無回答

上段：女性 (n=494)
下段：男性 (n=379)

(1) 63.4 5.5

45.9 7.1

(2) 57.7 4.3

49.9 11.1

(3) 27.3 2.4

16.4 6.1

(4) 81.4 1.2

68.9 2.6

(5) 60.1 4.0

33.8 9.8

(6) 79.8 1.6

74.4 4.2

(7) 地域活動で 59.1 5.1

47.0 8.2

法律や制度上で

社会通念・慣習・
しきたりなどで

男
性
の
方
が

優
遇
さ
れ
て
い
る

（
①
＋
②

）

女
性
の
方
が

優
遇
さ
れ
て
い
る

（
④
＋
⑤

）

家庭生活で

職場で

学校教育の場で

政治の場で

13.0

3.4

12.1

6.9

3.6

0.8

30.6

21.1

15.0

5.5

26.7

13.2

13.2

6.1

50.4

42.5

45.5

43.0

23.7

15.6

50.8

47.8

45.1

28.2

53.0

61.2

46.0

40.9

28.7

44.9

28.7

34.6

58.3

69.9

10.1

24.0

27.5

51.7

11.9

18.7

30.6

41.7

4.5

6.3

3.2

9.8

1.8

5.5

1.2

2.6

3.8

8.4

1.6

4.2

5.1

7.9

1.0

0.8

1.0

1.3

0.6

0.5

0.0

0.0

0.2

1.3

0.0

0.0

0.0

0.3

2.4

2.1

9.3

4.5

11.9

7.7

7.3

4.5

8.3

4.7

6.7

2.6

5.3

3.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

②どちらかといえば

男性の方が

優遇されている ③平等

④どちらかといえば

女性の方が

優遇されている 無回答

⑤女性の方が非常に

優遇されている
①男性の方が非常に

優遇されている

【図表 36】（男女の地位の平等感） 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：島根県「令和元年男女共同参画に関する県民の意識・実態調査」 

（注）小数点第２位を四捨五入して小数点第１位までで表示。構成比を合計しても 100％とならないことが
ある。また、各項目の合計値が右欄の合計値と合致しないことがある。 

 

【図表 37】（男女の地位の平等感・男女別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：島根県「令和元年男女共同参画に関する県民の意識・実態調査」 

（注）小数点第２位を四捨五入して小数点第１位までで表示。構成比を合計しても 100％とならないことが
ある。また、各項目の合計値が右欄の合計値と合致しないことがある。 
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　　　 (n=896)

(1) 男は外で働き、女は家庭を守
るべきである

26.7 70.8

(2) 自治会などの団体の代表者
は、男性の方がうまくいく

56.8 41.2

(3) 女性には細やかな気配りが、
男性にはいざというときの決
断力が必要だ

64.3 33.6

(4) 子育ては、やはり母親でなくて
はと思う

59.0 39.3

(5) 家事、介護は女性の方が向
いていると思う

51.7 46.1

そ
う
思
う

（
①
＋
②

）

そ
う
思
わ
な
い

（
③
＋
④

）

4.0

14.8

27.5

15.0

12.1

22.7

42.0

36.8

44.1

39.6

25.1

16.7

13.1

17.7

21.5

45.6

24.4

20.5

21.5

24.6

2.6

2.0

2.1

1.7

2.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

①そう思う

②どちらかといえば

そう思う

③どちらかといえば

そう思わない

④そう思わない 無回答

また、性別役割分担意識についても調査を行っており、次のことが分かっています。 

・ 典型的な性別役割分担意識を示す「男は外で働き、女は家庭を守るべきである」という

考えに否定的な回答は 70.8％で７割を超えています（図表 38）。 

・ それ以外の４つの事柄については、肯定的（計）＞否定的（計）で、肯定派がいまだ過

半数を占めています（図表 38）。 

 

加えて、「男は外で働き、女は家庭を守る」というような固定的な性別役割分担の考え方

については、施策の進捗状況を図るため、毎年実施している島根県政世論調査においても

調査を実施しています。過去 10年の島根県政世論調査によると、固定的な性別役割分担意

識に否定的な人の割合が徐々に向上しており、社会全体として固定的な性別役割分担意識

の一定の解消が図れていることが分かりますが、県３次計画における令和３年度の目標値

80％には届いていません（図表 39）。 

このように、長年にわたり人々の中に形成された性別に基づく固定的な性別役割分担意

識や性差に関する偏見・固定観念、無意識な思い込み（アンコンシャス・バイアス）5 が依

然として存在しています。そのため、これらの解消に向けて、引き続き意識啓発や理解促

進を図っていく必要があります。 

 

【図表 38】（性別役割分担意識） 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

資料：島根県「令和元年男女共同参画に関する県民の意識・実態調査」 

（注）小数点第２位を四捨五入して小数点第１位までで表示。構成比を合計しても 100％とならないことがある。

また、各項目の合計値が右欄の合計値と合致しないことがある。 

 

 

 

 

                                                      
5 無意識な思い込み（アンコンシャス・バイアス）：誰もが潜在的に持っている思い込みのこと。育つ環境、所属する集団の中
で無意識のうちに脳にきざみこまれ、既成概念、固定観念となっていく。 
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【図表 39】（性別役割分担意識） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：島根県政世論調査 

※ 「男は外で働き、女は家庭を守る」というような、固定的な性別による役割分担の考え方について、 

「そう思わない」「どちらかといえばそう思わない」と答えた人の割合 

 

 

（３）地域・農山漁村における男女共同参画 

①自治会、公民館、ＰＴＡ 

  地域においては、自治会、公民館、ＰＴＡなど、地域の助け合いや絆、古き良き人間関係

などの中で、人々が安全安心な生活を暮らすために必要不可欠なものです。しかしながら、

女性の参画という視点で見てみると、自治会長、公民館長、学校のＰＴＡ会長に占める女

性の割合は、自治会長 3.8％（全国 30位）、公民館長 8.0％、小学校ＰＴＡ会長 10.9％、中

学校ＰＴＡ会長 12.8％、県立高等学校ＰＴＡ会長 2.8％となっており、それぞれ大多数が

男性となっており、地域における女性の参画は依然として進んでいない状況にあります（図

表 40：参考指標１～３）。自治会副会長、ＰＴＡ副会長における女性の割合については、い

ずれも会長よりも副会長で割合が高く、特に小学校・中学校におけるＰＴＡの副会長の割

合が高くなっています。（図表 40：参考指標１、３）。 

  また、令和元年意識実態調査によると、地域活動における男女の地位の平等感について

は、男性のほうが優遇されているという回答が 53.7％となっています（図表 36）。 

そのため、今後も固定的な性別役割分担意識の解消と地域における女性の参画を促進し

ていく必要があります。 

   

②農林水産業 

 平成 27 年国勢調査によると、島根県の第１次産業従事者に占める女性の割合は 35.4％

となっており、農林水産業において、女性は大きな役割を担っています。 

  一方で、農業委員をはじめ、農業協同組合、森林組合、漁業協同組合の役員に占める女

性の割合は依然として低い状況にあります。（図表 40：参考指標４～７） 
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  家族経営協定6 を締結している農家数は、平成 21年度以降増加を続けており、令和３年

３月 31日現在で 216 戸となっています（図表 40：参考指標８）。 

今後も、農林水産業における政策・方針決定過程への女性の参画はもとより、女性の経

済的地位の向上や農業経営への女性の参画を促進していく必要があります。 

 

【図表 40】 

 参考指標 島根県 全国 出典 

１ 自治会役員に 

占める女性の割合 

会長 3.8％ 

(全国 30 位) 

6.3％ 

 

内閣府「令和３年度地方公共団体に

おける男女共同参画社会の形成又

は女性に関する施策の推進状況」

（原則 R3.4.1現在） 

副会長 12.7％ － 島根県女性活躍推進課調査 

（原則 R3.4.1現在） 

２ 公民館長に占める女性の割合 8.0％ 

 

－ 島根県女性活躍推進課調査 

（原則 R3.4.1現在） 

３ PTA役員に 

占める 

女性の割合 

 

小学校 会長 10.9％ － 島根県女性活躍推進課調査 

（R3.7.1現在） 副会長 39.4％ － 

中学校 会長 12.8％ － 

副会長 34.5％ － 

県立高等 

学校 

会長 2.8％ － 

副会長 25.0％ － 

４ 農業委員に占める女性の割合 

 

12.5％ 

(全国 25 位) 

12.3％ 

 

農林水産省「令和２年度農業委員へ

の女性の参画状況」（R2.10.1現在） 

５ 農業協同組合の役員に占める女性

の割合 

10.9％ 8.4％ 【島根県値】 

島根県農林水産総務課調査 

（R3.10.1現在） 

【全国値】 

農林水産省「令和元事業年度農業協

同組合及び同連合会一斉調査」 

（R元.10.1現在） 

６ 森林組合の役員に占める女性の割

合 

1.2％ 

(全国９位) 

0.5％ 林野庁「令和元年度森林組合統計」

（R2.3.31現在） 

７ 漁業協同組合の役員に占める女性

の割合 

0％ 

 

0.4％ 水産庁「令和年度水産業協同組合統

計表」（R2.3.31現在） 

８ 農家における家族経営協定締結数 216戸 

 

59,162戸 農林水産省「令和３年家族経営協定

に関する実態調査」（R3.3.31現在） 

 

 

 

 

                                                      
6 家族経営協定：家族農業経営にたずさわる各世帯員が、家族間の十分な話し合いに基づき、経営方針や役割分担、世帯員全
員が働きやすい就業環境等について取り決める協定のこと。 
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（４）防災における男女共同参画 

近年、全国各地において、地震、津波、風水害等の大規模な自然災害が発生しており、島

根県においても、島根県西部を震源とする地震、平成 30 年７月豪雨、令和２年７月豪雨、

令和３年７月及び８月の大雨などにより、大きな被害が発生しています。東日本大震災を

はじめとするこれまでの災害においては、様々な意思決定過程への女性の参画が十分に確

保されず、女性と男性のニーズの違いなどが配慮されていないといった課題が生じていた

ことが指摘されています。 

そのため、防災に関する政策・方針決定過程と防災の現場における女性の参画拡大や、

指定避難所の運営における女性の参画の推進等に向けて、取組を強化していく必要があり

ます。 

島根県においても、県防災会議の女性委員の割合が 40.3％（全国３位）で高い一方で、

市町村防災会議の女性委員の割合が 9.5％（全国 23 位）、消防団員に占める女性の割合が

2.3％（全国 35 位）、消防吏員に占める女性の割合が 1.5％（全国 40 位）という状況にあ

り、地域の防災力強化に向けて、男女共同参画の視点に立った防災・復興の取組を進める

必要があります（図表 41：参考指標１～５）。 

【図表 41】 

 参考指標 島根県 全国 出典 

１ 都道府県防災会議の女性委員の割

合（会長を含む） 

40.3％ 

(全国３位) 

16.1％ 

 

内閣府「令和３年度地方公共団体

における男女共同参画社会の形

成又は女性に関する施策の推進

状況」（原則 R3.4.1現在） 

２ 市区町村防災会議の女性委員の割

合（会長を含む） 

9.5％ 

(全国 23 位) 

9.3％ 

３ 市区町村防災会議において女性委

員が登用されていない市区町村数 

４町 328自治体 

４ 消防団員に占める女性の割合 2.3％ 

(全国 35 位) 

3.3％ 消防庁「令和２年度消防防災・震

災対策現況調査」（R2.4.1現在） 

５ 消防吏員に占める女性の割合 1.5％ 

(全国 40 位) 

3.0％ 

 

 

（５）男女間におけるあらゆる暴力をめぐる現状と課題 

 男女間におけるあらゆる暴力は、犯罪となる行為をも含む重大な人権侵害であり、社会

全体として取り組むべき問題です。その予防と被害者の人権の回復に向けた取組を進め、

暴力の根絶を図る必要があります。 

暴力には、ＤＶ、性暴力、ストーカー行為、セクシュアルハラスメントなど、様々な形態

があります。また、近年では情報通信技術（ＩＣＴ）の進化やＳＮＳなどの新たなコミュニ

ケーションツールの広がりに伴い、暴力の被害は一層多様化しています。 

 島根県女性相談センターにおける女性相談の件数は、例年 3,500 件を超え、そのうちＤ

Ｖを主訴とする相談は 500件程度と依然高い状況にあります（図表 42）。 

令和２年度に受け付けた相談内容を主訴別に見ると、夫婦間の問題（「夫等からの暴力」

「夫等の薬物中毒・酒乱」「離婚問題」「夫等その他の理由」）は全体の 47.4％、ＤＶの割合

は全体の 14.6％を占めています（図表 43）。 

全国的には、新型コロナウイルス感染拡大に伴う外出自粛や生活不安などの影響により、
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ＤＶ相談件数が増加しています。島根県においては、新型コロナウイルス感染症の明確な

影響は窺えませんが女性相談件数は増加傾向にあり、今後もその影響を注視していく必要

があります。 

ＤＶを含むあらゆる暴力の根絶に向けて、幼少期からの人権教育や若年層に対する暴力

の予防教育、広く県民に対してＤＶについての正しい認識を深めるための普及啓発等を行

い、「暴力を許さない」という意識啓発や社会全体の気運醸成を図るとともに、被害者の多

様なニーズに応じたきめ細かな支援体制の充実など、社会環境の整備に努める必要があり

ます。 

 

【図表 42】（女性相談の件数） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：島根県女性相談センター調査 

 

 

【図表 43】（女性相談の主訴別相談状況） 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

          資料：島根県女性相談センター調査 
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（６）健康をめぐる現状と課題 

生涯にわたり、生き生きと健康で暮らすことは、県民誰もの願いです。また、男女がお互

いに身体的性差を十分に理解し、人権を尊重し、思いやりを持つことは男女共同参画社会

の形成の前提となります。 

特に、女性の心身の状態は、年代によって大きく変化するという特性があり、妊娠・出産

など生涯を通じて男性とは異なった身体の変化や、女性特有の病気などの健康上の問題に

直面する可能性があります。そのため、男女がともに、思春期、成人期、中高年齢期など、

人生の各段階に応じた健康の保持増進を進めていくことが重要です。 

また、妊娠・出産に関しては、妊娠期からの切れ目のない支援体制の充実を図るととも

に、若年層からの「性と生殖に関する健康と権利（リプロダクティブ・ヘルス／ライツ7）」

の視点に基づく、命の大切さや正しい性知識の教育・意識啓発などの取組を進める必要が

あります。 

本県の死亡原因の第１位となっているがんについては、死亡率の低減につなげるため、

がん検診を適切な体制の下で実施するとともに、受診率向上対策を行うことが重要です。

がん検診受診率は、５つのがん種の中でも女性に特有な乳がんや子宮頸がんが低く、特に

受診啓発に努める必要があります（図表 44、図表 46：参考指標３、４）。 

また、がんの性別年齢階級別罹患率をみると、男性では 45 歳頃、女性では 35 歳頃から

増加しはじめ、がんと診断された人の約３割は働き盛り世代（20～64歳）です（図表 45）。

この世代は仕事だけでなく子育ても担っており、がんに罹患した場合には社会的にも家庭

的にも影響が大きいことから、働き盛り世代の受診率向上の取組が必要です。 

 

【図表 44】 

がん検診受診率（令和元（2019）年、40～69 歳（子宮頸がんのみ 20～69歳）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：厚生労働省「2019年国民生活基礎調査」 

                                                      
7 リプロダクティブ・ヘルス／ライツ リプロダクティブ・ヘルス（性と生殖に関する健康）とは、平成６年（1994 年）の国
際人口／開発会議の「行動計画」及び平成７年（1995 年）の第４回世界女性会議の「北京宣言及び行動綱領」において、「人

間の生殖システム、その機能と（活動）過程の全ての側面において、単に疾病、障害がないというばかりでなく、身体的、精
神的、社会的に完全に良好な状態にあることを指す」とされています。 
また、リプロダクティブ・ライツ（性と生殖に関する権利）は、「全てのカップルと個人が自分たちの子どもの数、出産間

隔、並びに出産する時を責任をもって自由に決定でき、そのための情報と手段を得ることができるという基本的権利、並びに
最高水準の性に関する健康及びリプロダクティブ・ヘルスを得る権利」とされています。 



- 30 - 

  【図表 45】       

性別・年齢階級別がん罹患率（島根県） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：島根県のがん登録 H29（2017）年集計 

 

【図表 46】 

 参考指標 島根県 全国 出典 

１ 健康寿命（65歳平均自立期間） 

 

男性 17.86年 

女性 21.17年 

－ 島根県健康指標データベ

ースシステム（SHIDS） 

平成 26 年～30 年の５年

平均値 

２ 平均寿命 男性 81.22歳 

女性 87.99歳 

男性 81.1歳 

女性 87.1歳 

【島根県値】 

島根県健康指標データベ

ースシステム（SHIDS） 

【全国値】 

国民健康保険中央会 

令和３年７月 

３ 乳がん検診の受診率（40～69 歳／

過去２年間） 

43.7％ 47.4％ 厚生労働省「2019 年国民

生活基礎調査」 

 ４ 子宮頸がん検診の受診率（20～69

歳／過去２年間） 

39.0％ 43.7％ 

５ 10 代の人工妊娠中絶実施率（15～

19歳女子人口千対） 

2.9 3.8 厚生労働省「令和２年度

衛生行政報告例」 

 

 

 

（７）誰もが安心して暮らせる環境の整備をめぐる現状と課題 

①ひとり親家庭 

ひとり親家庭は、生計のみならず家事、育児等の全てを大人一人で担っており、経済、教
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育、健康面などで大きな不安や負担を抱えています。特に母子家庭においては、非正規雇

用の割合が高く、不安定な雇用形態にある者が多いため、約 37.7％の世帯が年収 200 万円

未満となっています（図表 47）。さらに、新型コロナウイルス感染症拡大の影響で、家事や

育児の負担が増加する一方、就業先の営業自粛や時間短縮により収入が減少するなど、ひ

とり親家庭はより深刻な影響を受けていることが懸念されています。 

そうした状況にあるひとり親家庭の自立の促進と生活の安定を図るため、子育て・生活

支援、就業支援、経済的支援など、総合的な支援を行っていく必要があります。 

また、ひとり親家庭の子どもが、進学の機会や学習への意欲を減少させることがないよ

う、子どもへの学習支援等を推進し、貧困の連鎖を防止するための取組を進めていくこと

が重要です。 

 

 【図表 47】（ひとり親世帯の年間総収入） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：島根県「平成 30年度島根県ひとり親家庭等実態調査」 

 

②様々な困難を抱える女性 

 新型コロナウイルス感染症の影響の長期化により、孤独・孤立状態で不安や課題を抱える人

が増加しており、孤独・孤立で不安を抱える女性が、社会との絆・つながりを回復できるよう

身近な相談機関などに繋げ、必要な支援や自立に繋げることが求められています。 

そのため、様々な困難や不安を抱える女性に寄り添う、多様な支援の必要性が高まっていま

す。 

 

③高齢者 

本県の年齢別人口割合は、３人に１人が高齢者（65歳以上）であり、今後もその割合は上昇

していくことが見込まれています。 

人生 100 年時代を見据え、高齢者がいきがいを持って地域の担い手として活躍できるよう、

その環境づくりを進めていく必要があります。 
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また、高齢者が生涯を通じて住み慣れた地域で安心して暮らせるよう、医療、介護、介護予

防、住まい、生活支援サービスが切れ目なく一体的に提供される仕組みづくり（地域包括ケア

システム）を進めていく必要があります。 

 

④障がい者、外国人、ＬＧＢＴ8等、その他の人権課題 

障がいがあること、外国人であること、ルーツが外国であること、ＬＧＢＴ等であること、

同和問題（部落差別）に関することなどを理由に、社会的な困難を抱えている人がいます。そ

うした困難に加えて、固定的な性別役割分担意識や性差に関する偏見等を背景に、更に複合的

に困難な状況に置かれていることがあります。 

そのため、様々な人権課題についての理解を広め、社会全体で多様性や人権を尊重する環境

づくりを進めていく必要があります。 

  

                                                      
8 ＬＧＢＴ ＬＧＢＴとは、下記の頭文字を取って組み合わせたもの。 

Ｌ：女性の同性愛者（Lesbian:レズビアン） 

Ｇ：男性の同性愛者（Gay:ゲイ） 
Ｂ：両性愛者（Bisexual:バイセクシュアル） 
Ｔ：体と心の性が一致していないため身体に違和感を持ったり、心の性と一致する性別で生きたいと望む人 

（Transgender:トランスジェンダー） 
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第３章 計画の内容 

１ 島根県が目指す男女共同参画社会 

男女共同参画社会の形成を進める上での理念を共有するため、目指す姿を第３次島根県

男女共同参画計画が掲げる姿を承継しつつ、新しい視点や施策の方向性を踏まえ、次のよ

うに描きます。 

すべての女性が 自分らしくきらめく島根 
～ 認め合い 高め合い ベストバランスで暮らす新たな時代へ ～ 

多様な価値観を認め合い、性別にかかわりなく誰もが、仕事と生活など 
それぞれの最適バランスで、自分らしくいきいきと暮らし続けられる島根 

［家庭では］ 

家事、育児、介護などを家族みんなで協力し合いながら、笑顔で暮らしています。 

［地域では］ 

誰もが地域活動やボランティア活動などに積極的に参加し、お互いが支え合いながら、

安心して暮らしています。 

［職場では］ 

働きやすい職場環境が整備され、一人ひとりが個性や能力をしっかり発揮しながら、

いきいきと働いています。 

［学校では］ 

お互いの個性を認め合う、心豊かな子どもたちが育っています。 

 

２ 計画の基本目標 

  本県における男女共同参画の現状や課題を踏まえ、男女共同参画の推進に向けた施策を

総合的、計画的に展開するため、次の３つの基本目標を定めました。 

  また、それぞれの基本目標には、数値目標を定めました。 

 

 基本目標Ⅰ あらゆる分野で女性が活躍できる環境をつくる（女性活躍の推進） 

  女性活躍推進法等に基づく積極的改善措置（ポジティブ・アクション）9の実行や働き方

改革等の推進を通じて、男女間格差の改善や女性の能力発揮の促進が少しずつ図られてき

ているものの、まだ十分な状況には至っていません。 

そのため、仕事や地域活動など、あらゆる分野において、女性一人ひとりが、本人の希望

に応じ個性や能力を十分発揮しながら活躍できる環境づくりを進めます。 

                                                      
9 積極的改善措置（ポジティブ・アクション）：男女が、社会の対等な構成員として、自らの意思によって社会のあらゆる分野
における活動に参画する機会に係る男女間の格差を改善するため必要な範囲内において、男女のいずれか一方に対し、当該機
会を積極的に提供することをいう（男女共同参画社会基本法第２条第２号）。また、同法第８条は、国の責務として、国が、男

女共同参画社会の形成の促進に関する施策（積極的改善措置を含む。）を総合的に策定し、及び実施する責務を有する旨、規定
されている。男女間において形式的な機会の平等が確保されていても、社会的・経済的な格差が現実に存在する場合には、実
質的な機会の平等を担保するために積極的改善措置（ポジティブ・アクション）の導入が必要となる。 
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また、子育て・介護支援や働き続けやすい職場環境づくりの推進などにより、子育てや

介護をしている誰もが安心して家庭や仕事とも調和のとれた充実した生活が送られる社会

を目指した取組を推進します。 

 

 基本目標Ⅱ 男女共同参画社会の実現に向けた基盤をつくる  

社会のしきたりや慣習などは、それぞれの目的や経緯を持って作られてきたものですが、

そこには固定的な性別役割分担意識や性差に関する偏見・固定観念、アンコンシャス・バ

イアス（無意識の思い込み）等を反映したものがいまだに多く見られます。 

そのため、子どもから大人まで様々な世代において、固定的な性別役割分担意識を植え

込まず、また押しつけない取組、男女双方の意識を変えていく取組を通して、男女共同参

画を推進します。                      

 

 基本目標Ⅲ 人権が尊重され、安全・安心に暮らせる社会をつくる  

男女間におけるあらゆる暴力は、犯罪となる行為をも含む重大な人権侵害であり、男女

共同参画社会を実現していく上で、あらゆる暴力の根絶に向けた取組は必要不可欠なこと

です。 

また、人生 100 年時代を見据え、誰もが生涯にわたって健康を享受するためには、男女

がお互いの身体的特質を理解し、支え合いながら生きていけるよう、生涯を通じた健康の

保持増進のための環境づくりを進める必要があります。 

加えて、様々な困難な状況に置かれている人々が、安心して生活することができる環境

づくりを進めます。               
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施策の方向性（２６項目）

（１）子育て世代に向けた支援の充実

　 （２）子育て・介護や仕事に取り組むことができる環境づくり

　 （１）県の政策・方針決定過程への女性の参画の推進

（２）市町村、企業、団体等における取組の促進

（１）全県的な広がりを持った広報・啓発活動の展開

（２）男性や若者にとっての男女共同参画の推進

（３）男女共同参画に関する情報の収集・提供

（１）学校などにおける
　　　男女共同参画に関する教育の推進

（２）家庭・地域・職場における
　　　男女共同参画に関する教育の推進

（１）農林水産業における男女共同参画の推進

（２）地域活動における男女共同参画の推進

　 （１）防災対策に関する政策・方針決定過程への女性の参画拡大

（２）男女共同参画の視点を取り入れた防災対策の推進

（１）女性に対する暴力の予防と根絶のための基盤づくり

（２）配偶者等からの暴力の防止
      及び被害者の保護・支援などの推進

（３）性犯罪・性暴力への対策の推進　

（４）ストーカー事案への対策の推進

（５）ハラスメント防止対策の推進

（１）思春期・若年期における健康づくり

（２）妊娠・出産などに関する健康支援

（３）中高年期における健康づくり

（１）ひとり親家庭、生活困窮者への支援

（２）高齢者・障がい者が安心して暮らせる環境整備

（３）外国人が安心して暮らせる環境整備

（４）人権尊重の観点からの啓発・教育

3
政策・方針決定過程における
男女共同参画の推進

4

基本目標（３項目） 重点目標（１０項目）

2
安心して家庭や仕事に取り組む
ことができる環境づくり

1 あらゆる分野での活躍推進

9
生涯を通じた
男女の健康づくりの推進

10

（１）女性一人ひとりが、あらゆる分野で活躍できる環境の整備
Ⅰ あらゆる分野で

女性が活躍できる
環境をつくる
（女性活躍の推進）

5
男女共同参画に関する
教育・学習の推進

Ⅱ 男女共同参画社会の
実現に向けた
基盤をつくる

誰もが安心して暮らせる
環境の整備

7
防災対策における
男女共同参画の推進

地域における慣行の見直しと
意識の改革

Ⅲ 人権が尊重され、
安全・安心に暮らせる
社会をつくる

8
男女間における
あらゆる暴力の根絶

6
地域・農山漁村における
男女共同参画の推進

女性の職業生活における活躍の推進に関する法律第６条に基づく都道府県推進計画の位置づけ

３ 施策体系 

基本目標には、それぞれ重点目標を定め、施策の推進を図ります。 
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４ 数値目標 

  下表のとおり数値目標を設定します。目標値は原則として令和８年度時点の数値としま

すが、調査年度を踏まえた目標値は括弧書きの時点の年度を目標値とします。 

基本 

目標 
項目 

直近値 

（R3） 

目標値 

（R8） 
単位 

計上

分類 
把握方法 担当課 

Ⅰ １ 女性就職相談窓口を利用した 

女性の就職者数 

【当該年度４月～３月】 

244 

（R2） 

265 

 

人 単年

度値 

島根県女性活躍推進

課調査 

女性活躍推進課 

 

２ 係長以上の役職への 

女性の登用割合 

【当該年度９月時点】 

18.4 

（R2） 

30.0 

 

％ 単年

度値 

島根県「労務管理実

態調査」（３年に１

回実施。R5、R8年

度調査予定） 

３ しまね女性の活躍応援企業登録 

企業数 

【当該年度３月時点】 

288 

（R2） 

625 

 

社 累計

値 

島根県女性活躍推進

課調査 

 

４ こっころカンパニー認定企業数 

【当該年度３月時点】 

 

368 

（R2） 

560 社 累計

値 

５ 子育てに関するサービスが整って

いると回答した人の割合 

【当該年度８月時点】 

69.8 80.0 ％ 単年

度値 

島根県「県政世論調

査」 

子ども・子育て

支援課 

６ 男性の育児休業制度を利用した 

割合 

【当該年度９月時点】 

2.5 

（R2） 

30.0 

 

％ 単年

度値 

島根県「労務管理実

態調査」（３年に１

回。R5、R8年度調

査予定） 

女性活躍推進課 

７ 女性が働き続けやすいと感じる 

女性の割合 

【当該年度８月時点】 

40.5 50.0 ％ 単年

度値 

島根県「県政世論調

査 

Ⅱ ８ 県の審議会等への女性の参画率 

【当該年度４月時点】 

 

47.0 50.0 

 

％ 単年

度値 

島根県女性活躍推進

課調査 

女性活躍推進課 

９ 県職員の管理職に占める 

女性の割合 ※１ 

【当該年度４月時点】 

13.0 15.0 

（R6） 

※２ 

％ 単年

度値 

島根県人事課調査 人事課 

10 男女の地位が平等だと思う人の 

割合（７分野平均） ※３ 

【当該年度７月～９月時点】 

33.6 

（R元） 

40.0 

（R7） 

％ 単年

度値 

島根県「男女共同参

画に関する県民の意

識・実態調査」（R7

年度調査予定） 

女性活躍推進課 

 

11 固定的な性別役割分担意識に 

否定的な人の割合 ※４ 

【当該年度８月時点】 

79.2 88.0 ％ 単年

度値 

島根県「県政世論調

査 

12 農業委員に占める女性の割合 

【当該年度１０月時点】 

 

12.5 

（R2） 

30.0 

 

％ 単年

度値 

農林水産省「農業委

員への女性の参画状

況」 

農業経営課 

13 農業協同組合の役員に占める 

女性の割合 

【当該年度１０月時点】 

10.9 15.0 ％ 単年

度値 

島根県農林水産総務

課調査 

農林水産総務課 

14 家族経営協定締結数 

【当該年度３月時点】 

 

216 

（R2） 

221 戸 累計

値 

農林水産省「家族経

営協定に関する実態

調査」 

農業経営課 

15 しまね女性ファンドの採択件数の

うち、新規の活動に係る件数 

【当該年度４月～３月】 

98 

（H28～R3） 

※6年間 

100 

（R4～8） 

件 累計

値 

島根県女性活躍推進

課調査 

 

女性活躍推進課 

16 県防災会議の女性委員の割合 

（会長を含む） 

【当該年度４月時点】 

40.3 50.0 ％ 単年

度値 

島根県女性活躍推進

課調査 

防災危機管理課 
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※１ 病院職員、教育職員、警察職員を除く 

 ※２ 令和７年度以降の目標値については、令和５年度中の島根県特定事業主行動計画（計画期間：令和２～

６年度）の改定に際して改めて設定 

※３ ７分野とは、「家庭生活」、「職場」、「学校教育の場」、「政治の場」、 「法律や制度」、「社会通念・慣

習・しきたりなど」、「地域活動」のこと。実態調査において、分野ごとに男女の地位の平等感について調

査 

 ※４ 調査で「男は外で働き、女は家庭を守るべきである」という考え方にとらわれない人の割合 

 ※５ 現状の参考値：令和２年 12月青少年家庭課調査の数値（県内の中学校、高等学校・高等専門学校、特

別支援学校において、デートＤＶ・性被害予防等の性に関する指導を実施している学校数の割合が

54.7％） 

 ※６ 現状の参考値：内閣府「男女間における暴力に関する調査報告書（平成 30年３月）」ＤＶ被害経験者の

うち「相談した」割合が 47.1％（女性 57.6%、男性 26.9%） 

※７ 算出根拠となるひとり親世帯の新規求職者等の人数（分母）と就職者等の人数（分子）が年度によって

大きく変動する。そのため、新規求職者等の人数（分母）の裾野を広げていきながら、就職する方の割合

が目標値を超えるよう支援することとし、目標値（80.0％）は直近値を下回る数値に据え置く。 

  

基本 

目標 
項目 

直近値 

（R3） 

目標値 

（R8） 
単位 

計上

分類 
把握方法 担当課 

Ⅲ 

 

17 学校におけるデートＤＶ等に関す

る予防教育の実施率 

【当該年度４月～３月】 

－ 

※５ 

80.0 

 

 

％ 単年

度値 

島根県青少年家庭課

調査 

青少年家庭課 

18 ＤＶ被害者が相談した割合 

【当該年度７月～９月時点】 

 

－ 

※６ 

60.0 

（R7） 

％ 単年

度値 

島根県「男女共同参

画に関する県民の意

識・実態調査」（R7

年度調査予定） 

19 妊娠初期（妊娠 11週以下）から

の妊娠届出率 

【当該年度４月～３月】 

89.4 

（R元） 

95.0 

（R7） 

 

％ 単年

度値 

厚生労働省「地域保

健・健康増進事業報

告」 

健康推進課 

20 健康長寿しまねの 

県民運動参加者数（延べ人数） 

【当該年度４月～３月】 

167,512 

（R2） 

305,171 

 

人 累計

値 

島根県健康推進課調

査 

21 乳がん検診受診率 

【当該年度６月時点】 

 

43.7 

（R元） 

50.0 

（R7） 

％ 単年

度値 

厚生労働省「国民生

活基礎調査」（大規

模調査）（３年に１

回。R4、R7年度調

査予定） 

22 子宮がん（頚部）検診受診率 

【当該年度６月時点】 

 

 

39.0 

（R元） 

50.0 

（R7） 

％ 単年

度値 

厚生労働省「国民生

活基礎調査」（大規

模調査）（３年に１

回。R4、R7年度調

査予定） 

23 県が実施する就業支援により就職

に結びついたひとり親世帯の割合 

【当該年度３月時点】 

87.5 

（R2） 

 

80.0 

※７ 

％ 単年

度値 

島根県青少年家庭課

調査 

青少年家庭課 

24 人権に配慮する人が増えたと思う

人の割合 

【当該年度８月時点】 

47.3 50.0 ％ 単年

度値 

島根県「県政世論調

査 

人権同和対策課 
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５ 参考指標 

  社会全体で男女共同参画の推進状況を測る目安として経年変化を把握するため、下表の

とおり参考指標を設定します。 

 

 

基本 

目標 
項目 

H27年度 

島根県 

最新値 

島根県 

最新値 

全国 
単位 

計上

分類 
把握方法 

Ⅰ １ 就業者総数に占める女性の割合 

【当該年度１０月時点】 

 

45.5 

（H27） 

45.5 

（H27） 

43.9 

（H27） 

％ 単年

度値 

総務省「国勢調査」

（５年に１回） 

２ 女性の労働力率 

【当該年度１０月時点】 

 

51.2 

（H27） 

51.2 

（H27） 

50.0 

（H27） 

％ 単年

度値 

３ 

 

生産年齢人口（１５～６４歳）に

おける女性の労働力率 

【当該年度１０月時点】 

74.6 

（H27） 

74.6 

（H27） 

67.3 

（H27） 

％ 単年

度値 

総務省「国勢調査」

（５年に１回）より

作成 

４ 女性の正規の職員・従業員の割合 

【当該年度１０月時点】 

 

52.1 

（H27） 

52.1 

（H27） 

45.5 

（H27） 

％ 単年

度値 

５ 男女間の賃金格差 

（男性一般労働者の所定内給与額

を１００としたときの女性一般労

働者の所定内給与額） 

【当該年度６月時点】 

78.7 

（H27） 

79.2 

（R2） 

74.3 

（R2） 

％ 単年

度値 

厚生労働省「賃金構

造基本統計調査」 

 

６ 一般労働者の平均勤続年数 

【当該年度６月時点】 

男性 12.9 

女性 10.2 

（H27） 

男性 13.3 

女性 11.1 

（R2） 

男性 13.4 

女性 9.3 

（R2） 

年 単年

度値 

７ 管理的職業従事者（会社管理職、

管理的公務員等）に占める女性の

割合 

【当該年度１０月時点】 

11.4 

（H24） 

15.2 

（H29） 

14.8 

（H29） 

％ 単年

度値 

総務省「就業構造基

本調査」（５年に１

回） 

８ 係長以上の役職に女性を登用して

いる事業所の割合 

【当該年度９月時点】 

60.9 

（H26） 

66.9 

（R2） 

－ ％ 単年

度値 

島根県「労務管理実

態調査」（３年に１

回） 

９ 育児をしている女性の有業率 

【当該年度１０月時点】 

 

74.3 

（H24） 

 

81.2 

（H29） 

64.2 

（H29） 

％ 単年

度値 

総務省「就業構造基

本調査」（５年に１

回） 

10 Ｍ字型カーブの窪みの浅さ 

【当該年度１０月時点】 

 

3.6 

（H27） 

3.6 

（H27） 

8.7 

（H27） 

㌽ 単年

度値 

総務省「国勢調査」

（５年に１回）より

作成 

11 夫婦共働き世帯の割合 

【当該年度１０月時点】 

54.7 

（H24） 

55.5 

（H29） 

48.8 

（H29） 

％ 単年

度値 

総務省「就業構造基

本調査」（５年に１

回） 

12 産前・産後サポート事業実施市町

村数 

【当該年度４月～３月】 

－ 6 

（R2） 

－ 自治

体 

累計

値 

島根県健康推進課調

査 

13 産後のケア事業実施市町村数 

【当該年度４月～３月】 

 

－ 15 

（R2） 

－ 自治

体 

累計

値 

 

14 こっころ事業の協賛店数 

【当該年度３月時点】 

2,532 

（H27） 

2,188 

（R2） 

 

－ 店 累計

値 

島根県子ども・子育

て支援課調査 

 

15 保育所待機児童数（４月１日時

点） 

【当該年度４月時点】 

46 

（H27） 

1 

（R3） 

－ 人 単年

度値 
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基本 

目標 
項目 

H27年度 

島根県 

最新値 

島根県 

最新値 

全国 
単位 

計上

分類 
把握方法 

Ⅰの 

続き 

16 保育所待機児童数（１０月１日時

点） 

【当該年度１０月時点】 

148 

（H27） 

3 

（R3） 

－ 人 単年

度値 

島根県子ども・子育

て支援課調査 

17 放課後児童クラブ受入れ可能児童

数 

【当該年度５月時点】 

－ 10,553 

（R3） 

－ 人 単年

度値 

18 19時まで開所している放課後児

童クラブ数（箇所） 

【当該年度３月時点】 

－ 75 

（R2） 

－ 箇所 累計

値 

19 長期休業中７時半以前に開所して

いる放課後児童クラブ数（箇所） 

【当該年度３月時点】 

－ 40 

（R2） 

－ 箇所 累計

値 

20 時間単位での年次有給休暇制度を

導入している事業所の割合 

【当該年度９月時点】 

－ 35.5 

（R2） 

－ ％ 単年

度値 

島根県「労務管理実

態調査」（３年に１

回） 

 21 介護休業制度を利用した人がいる

事業所の割合 

【当該年度９月時点】 

2.5 

(H26) 

4.1 

（R2） 

－ ％ 単年

度値 

22 ６歳未満の子供を持つ世帯の家

事・育児・介護時間 

【当該年度１０月時点】 

男性  96 

女性 403 

（H23） 

男性  69 

女性 407 

（H28） 

男性  83 

女性 454 

（H28） 

分/

日 

単年

度値 

総務省「社会生活基

本調査」（５年に１

回） 

23 ６５歳以上人口に対する介護老人

福祉施設及び地域密着型介護老人

福祉施設の定員数の比 

－ 2.3 

（R2） 

1.8 

（R2） 

％ 単年

度値 

総務省「R2年国勢

調査」及び厚生労働

省「R2年介護サー

ビス施設・事業所調

査」より作成 

Ⅱ 24 島根県議会議員の候補者に占める

女性の割合 

（任期満了に伴う選挙に限る） 

8.3 

 （H27） 

8.3 

 （H31） 

－ ％ 単年

度値 

島根県選挙管理委員

会「選挙の記録

（H27・H31）」 

25 都道府県議会議員に占める女性議

員の割合 

【当該年度１２月時点】 

8.1 

（H27） 

8.6 

（R2） 

11.5 

（R2） 

％ 単年

度値 

総務省「地方公共団

体の議会の議員及び

長の所属党派別人員

調等」 26 市区議会に占める女性議員の割合 

【当該年度１２月時点】 

 

7.1 

（H27） 

11.5 

（R2） 

16.8 

（R2） 

％ 単年

度値 

27 町村議会に占める女性議員の割合 

【当該年度１２月時点】 

 

8.1 

（H27） 

4.8 

（R2） 

11.3 

（R2） 

％ 単年

度値 

28 女性議員がゼロの市町村議会 

【当該年度４月時点】 

 

4 

（飯南町、 

川本町、 

美郷町、 

知夫村） 

（H27） 

4 

（飯南町、 

美郷町、 

西ノ島町、 

隠岐の島町） 

（R3） 

－ 自治

体 

単年

度値 

島根県女性活躍推進

課調査 

29 市区町村の審議会等に占める女性

の割合 

【原則当該年度４月時点】 

26.8 

（H27） 

26.5 

（R3） 

29.7 

（R3） 

％ 単年

度値 

内閣府「地方公共団

体における男女共同

参画社会の形成又は

女性に関する施策の

推進状況」 
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30 都道府県職員の

各役職段階に占

める女性の割合

【原則当該年度

４月時点】 

管理職 

 

9.0 

（H27） 

14.0 

（R3） 

11.8 

（R3） 

％ 単年

度値 

内閣府「地方公共団

体における男女共同

参画社会の形成又は

女性に関する施策の

推進状況」 

課長相当職 

 

9.2 

（H27） 

15.1 

（R3） 

13.0 

（R3） 

部局長・次長 

相当職 

7.7 

（H27） 

7.2 

（R3） 

7.4 

（R3） 

31 市区町村職員の

各役職段階に占

める女性の割合

【原則当該年度

４月時点】 

管理職 

 

15.2 

（H27） 

22.3 

（R3） 

16.5 

（R3） 

％ 単年

度値 

課長相当職 

 

17.7 

（H27） 

24.9 

（R3） 

18.4 

（R3） 

部局長・次長 

相当職 

7.6 

（H27） 

13.4 

（R3） 

10.7 

（R3） 

32 公立学校におけ

る女性管理職の

割合 全校種

（小学校、中学

校・義務教育学

校、高等学校・

中等教育学校、

特別支援学校） 

【当該年度４月

時点】 

校長 10.6 

（H27） 

10.3 

（R3） 

17.7 

（R3） 

％ 単年

度値 

文部科学省「公立学

校教職員の人事行政

状況調査」 副校長・教頭 11.3 

（H27） 

18.7 

（R3） 

24.1 

（R3） 

33 島根県立大学に

おける女性研究

者の割合 

【当該年度３月

時点】 

准教授以上 － 39.8 

（R2） 

－ ％ 単年

度値 

島根県立大学調査 

指導的地位

（学長、学長代

行、副学長、学

部長、研究科

長、短大部長、

別科長） 

－ 33.3 

（R2） 

－ 

34 認定農業者数に占める女性の割合 

【当該年度３月時点】 

 

2.7 

（H27） 

2.6 

（R元） 

5.0 

（R元） 

％ 単年

度値 

 

農林水産省「農業経

営改善計画の営農類

型別等認定状況」

（申請者が女性及び

夫婦（共同申請） 

35 指導農業士等に占める女性の割合 

【島根県値：当該年度４月時点】 

【全国値：当該年度７月時点】 

 

19.4 

（H27） 

13.7 

（R3） 

27.8 

（R2） 

％ 単年

度値 

【島根県値】 

島根県農業経営課調

査 

【全国値】 

農林水産省「普及事

業の組織及び運営に

関する調査」 

36 基幹的農業従事者に占める女性の

割合 

【当該年度２月時点】 

42.5 

（H26） 

37.2 

（R元） 

39.7 

（R元） 

％ 単年

度値 

農林水産省「農林業

センサス」（５年に

１回）（H21:販売農

家、H26,R元:個人

経営体） 

37 森林組合の役員に占める女性の割

合 

【当該年度３月時点】 

1.1 

（H27） 

1.2 

（R元） 

0.5 

（R元） 

％ 単年

度値 

林野庁「森林組合統

計」 

38 林業従事者に占める女性の割合 

【当該年度１０月時点】 

 

11.1 

（H27） 

11.1 

（H27) 

14.3 

（H27） 

％ 単年

度値 

総務省「国勢調査」

（５年に１回） 

39 漁協協同組合の役員に占める女性

の割合 

【当該年度３月時点】 

0 

（H27元） 

0 

（R元） 

0.4 

（R元） 

％ 単年

度値 

水産庁「水産業協同

組合統計表」 
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40 漁業就業者に占める女性の割合 

【当該年度１１月時点】 

3.1 

（H25） 

3.1 

（H30） 

11.5 

（H30） 

％ 単年

度値 

 

農林水産省「漁業セ

ンサス」（５年に１

回） 

41 商工会議所の役員に占める女性の

割合 

【当該年度４月時点】 

2.2 

（H27） 

1.1 

（R3） 

2.3 

（R2） 

％ 単年

度値 

【島根県値】 

島根県中小企業課調

査 

【全国値】 

内閣府「女性の政

策・方針決定参画状

況調べ」 

42 都道府県商工会連合会の役員に占

める女性の割合 

【当該年度４月時点】 

4.0 

（H27） 

4.2 

（R3） 

5.8 

（R2） 

％ 単年

度値 

 

43 商工会の役員に占める女性の割合 

【当該年度４月時点】 

 

8.6 

（H27） 

9.8 

（R3） 

7.8 

（R2） 

％ 単年

度値 

 

44 都道府県中央会の役員に占める女

性の割合 

【当該年度４月時点】 

4.9 

（H27） 

4.7 

（R3） 

2.0 

（R2） 

％ 単年

度値 

 

45 自治会役員に占

める女性の割合 

【原則当該年度

４月時点】 

会長 

 

2.9 

（H27） 

3.8 

（R3） 

6.3 

（R3） 

％ 単年

度値 

【会長】 

内閣府「地方公共団

体における男女共同

参画社会の形成又は

女性に関する施策の

推進状況」 

【副会長】 

島根県女性活躍推進

課調査 

副会長 8.2 

（H27) 

12.7 

（R3） 

－ 

46 公民館長に占める女性の割合 

【原則当該年度４月時点】 

 

6.3 

（H27） 

8.0 

（R3） 

－ ％ 単年

度値 

島根県女性活躍推進

課調査 

47 PTA役員に 

占める 

女性の割合 

【当該年度

７月時点】 

小学校 

 

 

会長 3.4 

（H27） 

10.9 

（R3） 

－ ％ 単年

度値 

副会長 41.4 

（H27） 

39.4 

（R3） 

 

中学校 

 

 

会長 9.3 

（H27） 

12.8 

（R3） 

－ 

副会長 32.6 

（H27） 

34.5 

（R3） 

 

県立 

高等 

学校 

会長 0 

（H27） 

2.8 

（R3） 

－ 

副会長 25.5 

（H27） 

25.0 

（R3） 

 

48 男女の地位

の平等感

（男性が優

遇されてい

ると感じて

いる人の割

合） 

【当該年度

７月～９月

時点】 

①家庭生活で 

 

60.3 

（H26） 

55.4 

（R元） 

－ ％ 単年

度値 

島根県「男女共同参

画に関する県民の意

識・実態調査」 ②職場で 

 

61.7 

（H26） 

53.8 

（R元） 

－ 

③学校教育の場

で 

23.6 

（H26） 

22.4 

（R元） 

－ 

④政治の場で 85.2 

（H26） 

75.7 

（R元） 

－ 

⑤法律や制度上

で 

46.7 

（H26） 

48.3 

（R元） 

－ 

⑥社会通念・習

慣・しきたりな

どで 

83.0 

（H26） 

77.1 

（R元） 

－ 

⑦地域活動で 

 

56.4 

（H26） 

53.7 

（R元） 

－ 
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49 性別役割分

担意識（そ

う思わない

と感じてい

る人の割

合） 

【７月～９

月時点】 

①男は外で働

き、女は家庭を

守るべきである 

65.2 

（H26） 

70.8 

（R元） 

－ ％ 単年

度値 

 

 

島根県「男女共同参

画に関する県民の意

識・実態調査」 

②自治会などの

団体の代表者

は、男性の方が

うまくいく 

37.2 

（H26） 

41.2 

（R元） 

－ 

③女性には細や

かな気配りが、

男性にはいざと

いうときの決断

力が必要だ 

27.6 

（H26） 

33.6 

（R元） 

－ 

④子育ては、や

はり母親でなく

てはと思う 

29.1 

（H26） 

39.3 

（R元） 

－ 

⑤家事、介護は

女性の方が向い

ていると思う 

38.4 

（H26） 

46.1 

（R元） 

－ 

50 市区町村防災会議の女性委員の割

合 

【原則当該年度４月時点】 

6.3 

（H27） 

9.5 

（R3） 

9.3 

（R3） 

％ 単年

度値 

内閣府「地方公共団

体における男女共同

参画社会の形成又は

女性に関する施策の

推進状況」 

51 市区町村防災会議において女性委

員が登用されていない市区町村数 

【原則当該年度４月時点】 

3 

（飯南町、 

吉賀町、 

知夫村） 

（H27） 

4 

（飯南町、 

吉賀町、 

西ノ島町、 

隠岐の島町） 

（R3） 

328 自治

体 

単年 

度値 

52 消防団員に占める女性の割合 

【当該年度４月時点】 

 

2.2 

（H27） 

2.3 

（R2） 

3.3 

（R2） 

％ 単年

度値 

消防庁「消防防災・

震災対策現況調査」 

53 消防吏員に占める女性の割合 

【当該年度４月時点】 

 

1.2 

（H27） 

1.5 

（R2） 

3.0 

（R2） 

％ 単年

度値 

Ⅲ 54 配偶者暴力相談支援センターにお

ける相談件数 

【当該年度４月～３月】 

 

 

778 

（H27） 

923 

（R2） 

119,276 

（R元） 

件 単年

度値 

【島根県値】 

島根県青少年家庭課

調査 

【全国値】 

内閣府「配偶者暴力

相談支援センターに

おける相談件数等」 

55 児童虐待に占めるＤＶによる心理

的虐待数 

【当該年度４～３月】 

30 

（H27） 

50 

（R2） 

－ 件 単年

度値 

【島根県値】 

島根県青少年家庭課

調査 

56 警察が把握したＤＶ認知件数 

【当該年度４月～３月】 

 

110 

（H27） 

128 

（R2） 

 

－ 

 

件 単年

度値 

島根県警察本部調査 

57 10代の人工妊娠中絶実施率（15

～19歳女子人口千対） 

【当該年度４月～３月】 

4.9 

（H27） 

2.9 

（R2） 

3.8 

（R2） 

女子

人口

千人

比 

単年

度値 

厚生労働省「衛生行

政報告例」 



- 43 - 

 

  

基本 

目標 
項目 

H27年度 

島根県 

最新値 

島根県 

最新値 

全国 
単位 

計上

分類 
把握方法 

Ⅲの 

続き 

58 健康寿命（65歳平均自立期間） 

【前年度１月～当該年度１２月】 

 

男性 

17.46 

女性 

20.92 

（H27： 

H22～26 

平均値） 

男性 

17.86 

女性 

21.17 

（R元： 

H26～30 

平均値） 

－ 年 単年

度値 

島根県健康指標デー

タベースシステム

（SHIDS） 

59 平均寿命 

【前年度１月～当該年度１２月】 

 

男性 

80.13 

女性 

87.01 

（H27： 

H25データ） 

男性 

81.22 

女性 

87.99 

（R2： 

H30データ） 

男性 

81.1 

女性 

87.1 

（R3： 

R元データ） 

歳 単年

度値 

【島根県値】 

島根県健康指標デー

タベースシステム

（SHIDS） 

【全国値】 

国民健康保険中央会

調べ 

60 特定健康診査受診率（国民健康保

険） 

【当該年度４月～３月】 

43.4 

（H27） 

46.7 

（R元） 

38.0 

（R元） 

％ 

 

単年

度値 

厚生労働省「特定健

康診査・特定保健指

導の実施状況」 

61 現在喜びや生きがいを感じている

ものがあると回答した７０歳以上

の者の割合 

【当該年度８月時点】 

82.6 

（H27） 

79.3 

（R3） 

－ ％ 単年

度値 

島根県「県政世論調

査」 

62 認知症サポーター養成数 

【当該年度３月時点】 

 

57,083 

（H27） 

90,547 

（R2） 

－ 人 累計

値 

島根県高齢者福祉課

調査 

63 あいサポーターの人数 

【当該年度３月時点】 

 

27,611 

（H27） 

54,476 

（R2） 

－ 

 

人 累計

値 

島根県障がい福祉課

調査 

64 あいサポーター企業・団体数 

【当該年度３月時点】 

 

154 

（H27） 

203 

（R2） 

－ 企業 

・ 

団体 

累計

値 
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第４章 具体的な取組 

基本目標Ⅰ あらゆる分野で女性が活躍できる環境をつくる（女性活躍の推進） 

重点目標１ あらゆる分野での活躍推進 

仕事や地域活動など、あらゆる分野において、女性一人ひとりが、本人の希望に応じ個性

や能力を十分発揮しながら活躍できる環境をつくります。 

 

(1) 女性一人ひとりが、あらゆる分野で活躍できる環境の整備 

＜ア＞女性の多様な生き方の普及啓発 

１ 地域や企業等で活躍する女性をロールモデルとしてホームページ等で情報発信し、女

性の意識醸成の促進を図ります。（女性活躍推進課） 

 

 ２ 建設産業で働く女性で構成される団体等が行う、女性の建設現場での活躍をＰＲする

活動や、職場の垣根を越えた交流により互いを支え合うことで定着を促す活動などに必

要な経費を支援します。（土木総務課） 

 

＜イ＞女性一人ひとりの希望に応じた就業や起業の実現 

３ 女性の就職相談窓口「レディース仕事センター（松江市と浜田市に設置）」において 、

女性が自らの能力や経験などを活かして多様な働き方ができるよう、キャリアカウンセ

リングや職業紹介、合同企業説明会などを行い、女性の就労を支援します。（女性活躍推

進課） 

 

４ 働く意欲はあるが育児・介護など様々な理由で自らの希望に沿った働き方ができてい

ない女性を対象に、支援団体等と連携して、資格取得・スキルアップ・多様な働き方等を

情報提供するセミナーや起業について学ぶ勉強会を開催し、女性の起業を支援します。

（女性活躍推進課） 

 

５ 子育てなど時間に制約がある女性で、非正規から正規職員を目指す方を対象に、参加

しやすく、必要なスキルを学ぶことのできる、就労体験付き講習会を実施します。 

また、就労支援情報をまとめたガイドブックを作成します。（女性活躍推進課） 

 

６ 様々な就職情報を集約して簡単にアクセスできる就職情報サイトを設置し、就職活動

を支援します。（雇用政策課） 

 

７ 若年者や離職者などの就職を支援するため、ニーズに即した職業訓練を県立高等技術

校で実施します。また、県内企業におけるデジタル利活用人材の不足に対応するため、

企業の社員を対象とした教育訓練を県立高等技術校で実施します。（雇用政策課） 
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８ 女性医師や看護職員の離職防止や復職支援などを行う「えんネット（島根大学医学部

地域医療支援学講座）」や「ナースセンター（島根県看護協会内）」などと連携し、女性医

師や看護職員が安心して就業できる環境づくりに取り組みます。また、介護職場へ就業

を希望する未就業の女性などの資格取得を支援します。（医療政策課、高齢者福祉課） 

 

９ 保育士バンクの運営、就職説明会等の開催、実習旅費等の負担軽減などにより、潜在

保育士を含めた県内保育施設への就職を支援します。（子ども・子育て支援課） 

 

＜ウ＞企業等における人材の育成・キャリアアップ・定着 

10 女性の管理職登用促進や研修機会不足の解消、女性が働きやすい職場環境づくりを推

進するため、女性を対象としたセミナーや、経営者や管理職等を対象としたセミナー等

を開催し、県内の幅広い地域の企業等における女性活躍の推進を支援します。（女性活躍

推進課） 

 

11 人材育成における企業の取組を支援するとともに、内定者、新入社員、入社２～３年

目の若手社員などの各段階に応じた研修会を開催します。（雇用政策課） 

 

12 女性の活躍推進に向けて積極的に取り組む企業等を「しまね女性の活躍応援企業」と

して登録し、その取組を広く公表することで、企業等における取組を推進します。（女性

活躍推進課） 

 

13 県内企業等における女性の活躍とワーク・ライフ・バランスの実現に向けた取組の促

進を図るため、職場においていきいきと活躍するとともに仕事以外の生活を本人の希望

する形で充実させている女性を「しまね働く女性きらめき大賞」として表彰し、ロール

モデルとしてＰＲします。（女性活躍推進課） 

 

＜エ＞女性が自ら企画し、実践する地域活動の促進 

14 女性が中心となって活動する民間の団体やグループが「魅力ある地域づくり」、「男女

共同参画社会づくり」、「次代を担う人づくり」、「働く女性が活躍できる社会づくり」な

どについて、自主的・主体的に企画実施する事業を「しまね女性ファンド」により支援し

ます。（女性活躍推進課） 

 

＜オ＞多様な主体による連携体制 

15 働く女性の活躍推進のため、経済団体等により構成される「しまね働く女性きらめき

応援会議」を開催します。（女性活躍推進課） 

 

 

重点目標２ 安心して家庭や仕事に取り組むことができる環境づくり 

子育て・介護支援や働き続けやすい職場環境づくりの推進などにより、子育てや介護をし

ている誰もが安心して家庭や仕事とも調和のとれた充実した生活が送られる社会をつくりま

す。 
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(1) 子育て世代に向けた支援の充実 

＜ア＞市町村における切れ目のない相談・支援体制づくりの支援 

16 県内のどこでも妊娠・出産・子育て全般に関する総合相談が受けられるよう市町村に

設置された子育て世代包括支援センターの機能を充実するため、優良事例等の情報提供

や研修による支援を行います。（健康推進課） 

 

17 産後のケア、病児・病後児保育や、地域の状況に応じて創意工夫した取組などを支援

し、切れ目のない支援体制を拡充します。（健康推進課、子ども・子育て支援課） 

 

18 子育て中の悩みに迅速・的確に対応できるよう、児童相談所の相談・支援体制の強化

と市町村の児童相談体制の充実を支援します。（青少年家庭課） 

 

＜イ＞産前・産後のサポート体制の充実 

19 子育て世代包括支援センターの機能充実や産前・産後時の家事・育児支援、産後のケ

アに取り組む市町村を支援します。（健康推進課） 

 

＜ウ＞保育所の待機児童の解消 

20 保育定員を増やして受入体制を拡充し、年度中途の入所希望に対応する私立保育所等

を支援し、待機児童解消を図ります。（子ども・子育て支援課） 

 

＜エ＞放課後児童クラブへの支援 

21 地域の状況に応じて、クラブの開所時間を平日の 19時まで延長し、また、夏休み等の

長期休業中は７時 30分以前から開所するために必要な人件費等を支援します。（子ども・

子育て支援課） 

 

22 待機児童解消のため、クラブの増設や小学校の空き教室等を活用するなどクラブの開

設に必要な改修費用等の一部を支援します。（子ども・子育て支援課） 

 

23 放課後児童支援員の確保のため、放課後児童支援員資格研修を開催するとともに、「放

課後児童支援スーパーバイザー」を配置し、クラブの運営や児童支援のノウハウの助言

を行います。（子ども・子育て支援課） 

 

＜オ＞県全体の子育て応援促進 

24 家庭、地域、団体、企業が一体となって、県全体で子育てを応援するため、「こっころ

パスポート」のデジタルパスポート化により普及と利用促進を図ります。（子ども・子育

て支援課） 

 

25 地域での子育て支援に長らく貢献していただいた方の功績を讃え、「島根みんなで子育

て応援賞」として知事感謝状を贈呈します。（子ども・子育て支援課） 
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＜カ＞企業等と連携した仕事と子育ての両立支援の推進 

26 従業員の子育てを積極的に支援する「しまね子育て応援企業（こっころカンパニー）」

の認定制度を普及し、企業における取組を推進します。また、育児休業取得率などの実

績による「プレミアムこっころカンパニー」を表彰し、取組事例を広くＰＲします。（女

性活躍推進課） 

 

＜キ＞男性の育児等への参加の促進 

27 男性の積極的な育児等への参加を促進するため、キャンペーンの実施や、新婚夫婦へ

の家事手帳及び男性向けの育児手帳の配布（電子配布を含む）を行います。（女性活躍推

進課） 

 

＜ク＞多世代同居・近居の促進 

28 世代間の支え合いにより子育て環境の充実が期待される、多世代同居・近居の促進を

図るためのリフォーム等に伴う負担の軽減に向けた支援を行います。（建築住宅課） 

 

(2) 子育て・介護や仕事に取り組むことができる環境づくり 

＜ア＞男性の子育て・介護・家事の分担の促進 

29 男性が家事・育児をすることが当たり前として捉えられる社会的機運を醸成するため、

男性や企業に向けたセミナーの開催や啓発活動に取り組みます。（女性活躍推進課） 

 

30 介護に関する基礎知識（介護保険制度や相談先）、認知症の理解、基本的な介護の方法

等に関する男性のための介護のミニ講座を実施し、家庭における男性の介護への参加を

促進します。（高齢者福祉課） 

 

31 地域において、男女共同参画に対する基本的な視点、知識等を身につけるために、市

町村や男女共同参画サポーター10との協働でセミナーを開催します。（女性活躍推進課） 

 

32 若い世代が、男女共同参画の視点を持って、将来設計、就職活動、社会参画する力を

養うことができるよう、ワーク・ライフ・バランスや多様なライフキャリアの選択等を

テーマとしたセミナーを開催します。（女性活躍推進課） 

 

33 小学校・中学校・高校での助産師による出前講座や、高校・大学等での人生設計講座

などを実施し、若い世代の結婚・妊娠・出産・子育てに関する理解と関心の向上や医学的

な知識の普及を促進します。（子ども・子育て支援課） 

 

 

 

 

 

                                                      
10 男女共同参画サポーター：県内各地域の男女共同参画を推進するため、県や市町村等と連携して地域で啓発活動等を行う人

材。愛称は「キラ☆サポ」。愛称は「キラ☆サポ」。市町村からの推薦を受け、知事が委嘱（令和４年２月現在で 121名） 
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＜イ＞子育て・介護と仕事の両立に向けた職場環境の整備に対する支援の充実 

34 経営者や管理職等を対象とし、男性も女性も働き続けやすい職場環境づくりを進める

ため、ワーク・ライフ・バランス等をテーマとしたセミナーを開催します。（女性活躍推

進課） 

 

35 誰もが安心して働くことのできる職場の風土づくりを促進するため、経営者の意識改

革に取り組むとともに、企業間における連携を強化します。また、企業等における職場

環境づくり等の好事例を広く紹介し、取組を推進します。（女性活躍推進課） 

 

36 ワーク・ライフ・バランスの取組が、企業の生産性や業績の向上、個人生活の充実、

さらには地域社会の活性化につながることを、県の広報誌やホームページなどにより広

く県民にＰＲします。また、「しまね働き方改革推進会議」の場を活用し、島根労働局や

労使関係団体と連携した普及啓発の取組を進めます。（女性活躍推進課、雇用政策課） 

 

37 一般事業主行動計画（女性活躍推進法・次世代育成支援対策推進法）の策定の促進を

図り、企業等が自社の課題を認識し、女性活躍や従業員の仕事と生活の両立に積極的に

取り組むことができるよう支援します。（女性活躍推進課） 

 

 38 「しまね女性の活躍応援企業」であり、かつ「しまね子育て応援企業（こっころカン

パニー）」である企業等を対象に、休憩室の整備やテレワークの導入など、一般事業主行

動計画に基づく女性活躍推進や仕事と生活の両立支援に向けた取組に係る費用の一部を

助成します。（女性活躍推進課） 

 

39 誰もがいきいきと働き続けられる魅力ある職場づくりと社員の職場定着を促進するた

め、働き方改革に向けた取組方針「しまねいきいき職場宣言」を宣言する企業を募集し、

宣言内容を実現するために取り組む「人づくり」「就労環境改善」を支援します。（雇用政

策課） 

 

40 県内企業等における女性活躍の一層の促進を図るため、女性職員の採用や資格取得の

ための助成、時間単位の有給休暇制度の創設などの働きやすい職場環境づくりに積極的

に取り組む事業主等を「しまね女性の活躍応援企業表彰」として知事が表彰し、受賞企

業等をＰＲします。（女性活躍推進課） 

 

41 出産後３カ月以上の育児休業を取得し、職場復帰した従業員を３カ月以上雇用してい

る従業員 50人未満の県内事業所に対し、奨励金を支給します。（女性活躍推進課） 

 

42 「時間単位の年次有給休暇制度」や「育児短時間勤務制度」などを導入し、利用実績

がある従業員 50人未満の県内事業所に対し、奨励金を支給します。（女性活躍推進課） 

 

43 女性活躍推進員を配置し、建設企業に訪問面談を行うことで、女性活躍のための支援

策の普及啓発を図ります。また、訪問時に聞き取った女性活躍に関する悩み・課題・ニー

ズを適切な支援機関に取り次ぎます。（土木総務課） 
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44 「しまね女性の活躍応援企業」「しまね子育て応援企業（こっころカンパニー）」に対

して、入札資格審査等での加点や低利な融資制度を設けることによって、これらの企業

の活動を支援します。（女性活躍推進課、中小企業課、土木総務課）  

 

45 労働条件や就業環境などに関する相談窓口を設け、事業者や労働者に対するアドバイ

スを行います。また、島根労働局などの関係機関と連携して適切な解決に努めます。（雇

用政策課、労働委員会） 

 

46 労働条件等に関する労使間の紛争について、当事者同士での解決が難しくなった場合、

労働委員会が両当事者の間に入って話し合いにより解決できるよう手伝います。（労働委

員会） 

 

47 島根県特定事業主行動計画に基づき、時差出勤の適切な運用等による多様な働き方の

実現、時間外勤務の縮減に向けた取組、年次有給休暇等の取得促進等により仕事と生活

の両立に向けた環境を整備するとともに、育児や介護に係る休暇等の趣旨・内容等の周

知及び代替職員の確保を行い、育児休業等の取得促進を図ります。（人事課、県立病院課、

教育庁総務課、警務課）  
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基本目標Ⅱ 男女共同参画社会の実現に向けた基盤をつくる 

重点目標３ 政策・方針決定過程における男女共同参画の推進 

行政、企業、団体等における政策・方針決定過程への男女の参画を推進するため、県にお

ける審議会等への女性の参画や女性職員の登用に努めます。また、市町村、企業、団体等に

おいても女性の参画が促進されるよう取り組んでいきます。 

 

(1) 県の政策・方針決定過程への女性の参画の推進 

県の政策・方針決定過程において女性の意見を反映していくため、審議会等への女性の

参画促進や、県職員の管理職に占める女性の割合の向上に努めます。 

 

48 県の審議会等の委員の選任にあたっては、女性の委員の比率を 50パーセントとするよ

う努めます。（女性活躍推進課、人事課） 

 

49 島根県人材育成基本方針及び島根県特定事業主行動計画に基づき、職員のキャリア形

成や働きやすい環境整備に取り組み、県の政策・方針決定過程への女性の参画を進めま

す。（人事課） 

 

50 女性の活動に関する情報の収集や整備に努め、県の審議会委員への登用などに活用し

ます。（女性活躍推進課） 

 

(2) 市町村、企業、団体等における取組の促進 

市町村、企業、団体等における政策・方針決定過程において、女性の意見が反映されるよ

う働きかけます。 

 

51 市町村の政策・方針決定過程において女性の意見が反映されるよう、各種会議などを

通じて、審議会等への女性の委員や女性職員の登用促進などを働きかけます。（女性活躍

推進課） 

 

52 企業、団体等における方針決定過程において女性の参画が進むよう、各種会議や研修

などを活用して働きかけます。（女性活躍推進課） 

 

53 女性の政治分野への参画の重要性、意義についての理解促進を図るため、セミナーな

どの開催による啓発を行います。（女性活躍推進課） 

  

 54 県及び市町村の男女共同参画に関する施策の実施状況を調査し、年次報告として取り

まとめ、公表します。（女性活躍推進課） 

 

 

重点目標４ 地域における慣行の見直しと意識の改革 

地域における慣行の見直しや固定的な性別役割分担意識の解消に向け、市町村と連携し、

県民をはじめ企業、団体等への広報・啓発活動に努めます。 
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(1) 全県的な広がりを持った広報・啓発活動の展開 

県民をはじめ、企業、団体等を対象に、男女共同参画の理解を深めるための広報・啓発活

動を展開します。 

 

55 県立男女共同参画センター「あすてらす」をはじめ県内各地において、(公財)しまね

女性センターと連携し、男女共同参画の理解促進に向けた研修を開催します。（女性活躍

推進課） 

 

56 企業、団体、学識経験者、報道機関などと連携し、男女共同参画社会づくりに向けた

具体的な取組を促進するため、島根県男女共同参画社会形成促進会議を開催します。（女

性活躍推進課） 

 

57 県の広報誌やホームページなどを活用して、男女共同参画に関する取組事例や各種研

修会などの様々な情報を提供します。また、テレビや新聞などで男女共同参画について

取り上げてもらうため、報道機関に積極的に情報提供します。（女性活躍推進課） 

 

58 ６月の男女共同参画推進月間には、県民や関係機関と連携して啓発事業を開催すると

ともに、各種広報媒体を活用して意識啓発を行うなど、重点的な広報・啓発活動を展開

します。（女性活躍推進課） 

 

(再) 地域において、男女共同参画に対する基本的な視点、知識等を身につけるために 、市

町村や男女共同参画サポーターとの協働でセミナーを開催します。【再掲 31】（女性活躍

推進課） 

 

59 企業、団体等における男女共同参画に関する理解と取組の促進を図るため、研修会な

どを活用して、企業、団体の役員等へ働きかけます。（女性活躍推進課、中小企業課） 

 

60 公的機関として、男女共同参画の視点に立った情報発信を行うため、「公的広報の手引

き」を改訂します。また、県の広報誌やホームページなどは、男女共同参画の視点を踏ま

えて作成します。（女性活躍推進課、広聴広報課） 

 

(2) 男性や若者にとっての男女共同参画の推進 

  男性や大学生などの若者を対象に、男女共同参画の理解促進に努めます。 

 

(再) 男性が家事・育児をすることが当たり前として捉えられる社会的機運を醸成するため、

男性や企業に向けたセミナーの開催や啓発活動に取り組みます。【再掲 29】（女性活躍推

進課） 

 

(再) 若い世代が、男女共同参画の視点を持って、将来設計、就職活動、社会参画する力を

養うことができるよう、ワーク・ライフ・バランスや多様なライフキャリアの選択等を

テーマとしたセミナーを開催します。【再掲 32】（女性活躍推進課） 
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(再) 小学校・中学校・高校での助産師による出前講座や、高校・大学等での人生設計講座

などを実施し、若い世代の結婚・妊娠・出産・子育てに関する理解と関心の向上や医学的

な知識の普及を促進します。【再掲 33】（子ども・子育て支援課） 

 

61 ＤＶ等の暴力予防のためには、幼少期から人権尊重、男女平等の意識を育むことが必

要であることから、学校等と連携し、若年層を対象とした予防教育や啓発を行います。

特に、中学生や高校生、大学生等に対しては、デートＤＶの未然防止に向けて啓発を強

化します。（青少年家庭課、教育指導課、保健体育課） 

 

(3) 男女共同参画に関する情報の収集・提供 

男女共同参画に関する実態の把握に努めるとともに、関連する情報の収集・整備・提供

を行います。 

 

62 男女共同参画に関する県民の意識・実態調査を実施し、公表します。（女性活躍推進課） 

 

(再) 女性の活動に関する情報の収集、整備に努め、県の審議会委員への登用などに活用し

ます。【再掲 50】（女性活躍推進課） 

 

63 県立男女共同参画センター「あすてらす」の「情報ライブラリー」に書籍や映像資料

を収集し、来館者へ貸出等を行うことで、広く県民に情報提供を行います。（女性活躍推

進課） 

 

(再) 県及び市町村の男女共同参画に関する施策の実施状況を調査し、年次報告として取り

まとめ、公表します。【再掲 54】（女性活躍推進課） 

 

 

重点目標５ 男女共同参画に関する教育・学習の推進 

男女共同参画社会づくりに向けた慣行の見直しや意識の改革に向け、学校や家庭、地域、

職場において男女共同参画に関する教育・学習の推進に努めます。 

 

(1) 学校などにおける男女共同参画に関する教育の推進 

保育をはじめ幼児教育、学校教育において、次代を担う子どもへの男女共同参画に関す

る教育を推進するとともに、教職員に対する研修の充実に努めます。 

 

64 子どもの個人差に留意しつつ、固定的な性別役割分担意識を植えつけることのないよ

うな保育が行われるよう、保育所職員への研修などを実施します。（子ども・子育て支援

課） 

 

65 固定的な性別役割分担意識にとらわれず、他の人々と親しみ、支え合って生活できる

幼児の育成実践が進むよう教職員研修を行います。（教育指導課、人権同和教育課） 

 

66 家庭科教育では、研修内容の充実により教員の指導力を高めるとともに、児童生徒が

多様な生き方や価値観を認め、男女が協力して家庭生活を営む力を育みます。（教育指導

課） 
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67 スーパーサイエンスハイスクール11の充実等、高等学校における理数教育の強化を通じ

て、女子生徒の科学技術に関する関心を高める取組を行います。（教育指導課） 

 

68 子ども一人ひとりが性別による固定的な考え方にとらわれず、主体的に進路を選択す

る能力・態度を身につけるため、発達段階に応じて、きめ細かい指導の充実が図られる

よう、キャリア教育に係わる研修に努めます。（人権同和教育課、教育指導課） 

 

69 学校教育において、男女共同参画に関する教育が推進されるよう、指導資料の収集、

情報提供に努めます。（人権同和教育課、学校企画課） 

 

70 互いの個性を認め合い、尊重しようとする子どもの育成に向け、教育センターの管理

職研修、人権・同和教育主任等研修や校内の教職員研修の内容が充実するよう、研修資

料の収集、情報の提供に努めます。（人権同和教育課、総務課） 

 

71 私立学校において行われる、子どもの人権に配慮し、男女共同参画の視点に立った教

育、指導が充実するよう支援します。（総務課） 

 

72 学校における性的指向・性自認（性同一性）に係る児童生徒等への適切な対応や相談

体制の充実、関係機関との連携を含む支援体制を促します。（人権同和教育課） 

 

(2) 家庭・地域・職場における男女共同参画に関する教育の推進 

家庭や地域における教育力の向上を図るため、社会教育関係者等への啓発に努めます。

また、企業や団体等における男女共同参画の推進のため、役員等への情報提供、啓発に努

めます。 

 

 73 男女が共に家庭生活に参画し、家庭における教育の重要性について親の気づきを促す

機会を提供できる親学プログラム12の普及に努めます。（社会教育課） 

 

 74 島根県幼こども園・小中・高・特別支援ＰＴＡ合同研修会などを通じて、男女共同参

画に関する家庭教育の重要性について認識を深めるよう働きかけます。（社会教育課） 

 

 75 公民館職員等社会教育関係者や地域で人権・同和教育にあたる指導者への研修などを

通じて、男女共同参画社会の形成に向けて、地域リーダーの意識啓発に努めます。（人権

同和対策課） 

 

(再) 企業、団体等における男女共同参画に関する理解と取組の促進を図るため、研修会な

どを活用して、企業、団体の役員等へ働きかけます。【再掲 59】（女性活躍推進課、中小

企業課） 

 

 

                                                      
11 スーパーサイエンスハイスクール：文部科学省が指定する「スーパーサイエンスハイスクール（SSH）」は、先進的な科学技
術、理科・数学教育を通じて、生徒の科学的能力や科学的思考力などを培うことで、将来社会を牽引する科学技術人材を育成
するための取組。 

12 親学プログラム：親としての役割や子どもとの関わりについて、気づきを促すことをねらいとする学習プログラム。参加者
同士が交流しながら気づき考えることを重視する参加型の学習方法を用いる。 
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重点目標６ 地域・農山漁村における男女共同参画の推進 

農林水産業等における女性の参画を進め、女性の経済的地位向上や女性が住みやすく働き

やすい環境づくりに努めます。 

 

(1) 農林水産業における男女共同参画の推進 

農山漁村における固定的な性別役割分担意識の解消に向けた意識啓発に努めるとともに、

農業委員をはじめ、農業協同組合、森林組合、漁業協同組合などの政策・方針決定過程にお

ける女性の参画を推進します。 

農山漁村における女性の経済的地位向上に努めるとともに、女性が住みやすく活動しや

すい環境づくりを推進します。また、自営の商工業に携わる女性の地位向上のための支援

を行います。 

 

＜ア＞農林水産業における政策・方針決定過程への女性の参画 

 76 固定的な性別役割分担意識や無意識の思い込み（アンコンシャス・バイアス）などを

反映した慣行や習慣を見直していくため、各種研修会による啓発活動に努めます。（農業

経営課、林業課、沿岸漁業振興課） 

 

 77 農業委員をはじめ農業協同組合、森林組合、漁業協同組合の役員などへの女性登用に

ついて、関係団体に働きかけます。（農林水産総務課、農業経営課、林業課、水産課） 

 

＜イ＞農林水産業等における女性の経済的地位の向上 

 78 女性の経済的地位向上を図るため、農林水産業の優れた女性技術者や担い手を育成し

ます。（農業経営課、林業課、沿岸漁業振興課） 

 

 79 農林水産業の生産活動において、女性が新たに活躍できる場の創出や農林水産物加工

事業における女性の起業の促進に努めます。（農業経営課、林業課、沿岸漁業振興課） 

 

80 農林水産業に携わる女性の活動が積極的に展開されるよう、女性グループが行う知識

や技術を習得する研修会などの自主的な活動を支援します。さらに、グループ相互のネ

ットワーク化や情報発信活動を促進します。（農業経営課、林業課、沿岸漁業振興課） 

 

81 女性が快適に農林水産業分野で働くことができる環境をつくるため、家族経営協定締

結数の拡大や関係団体と連携した就労環境の改善に努めます。（農業経営課、林業課、沿

岸漁業振興課） 

 

82 農林水産業に従事する女性や若者等の経営力を向上させるために、技術指導や現場へ

のスマート技術の導入を行うことで、スキルアップや省力化等を推進します。（農業経営

課、産地支援課、農畜産課、森林整備課、沿岸漁業振興課） 

 

83 商工業の経営に携わる女性の資質向上のため、商工団体が行う研修などに対して支援

します。（中小企業課） 
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(2) 地域活動における男女共同参画の推進 

地域の活動に男女がともに参画しやすい環境づくりに取り組み、お互いの個性や能力を

生かした地域活動につながるよう支援します。 

 

 84 地域における男女共同参画の啓発活動を促進するため、男女共同参画サポーターと市

町村の連携した取組を支援します。また、サポーターの活動状況を県のホームページな

どで広く県民に情報提供します。（女性活躍推進課） 

 

(再) 女性が中心となって活動する民間の団体やグループが「魅力ある地域づくり」、「男女

共同参画社会づくり」、「次代を担う人づくり」、「働く女性が活躍できる社会づくり」な

どについて、自主的・主体的に企画実施する事業を「しまね女性ファンド」により支援し

ます。【再掲 14】（女性活躍推進課） 

 

 85 ボランティア活動やＮＰＯ活動などの社会貢献活動に、男女ともに参加できる取組を

促進するとともに、そうした活動の基盤強化を図るため、しまね県民活動支援センター

及びボランティアセンターへの支援や県民への情報提供などに努めます。（環境生活総務

課、地域福祉課） 

 

 86 コミュニティソーシャルワーカー13など、県及び市町村の社会福祉協議会が行う地域

福祉の推進役となる人材の養成を支援します。（地域福祉課） 

 

 

重点目標７ 防災対策における男女共同参画の推進 

男女共同参画の視点を取り入れた防災対策の推進により、地域の防災力の向上を図ります。 

 

(1) 防災対策に関する政策・方針決定過程への女性の参画拡大 

女性の意見や視点を十分に反映させた取組が推進されるよう、防災に対する平常時の備

え、災害時、復旧・復興などの方針を決定する過程への女性の参画拡大を図ります。 

 

87 県防災会議において女性委員を積極的に登用するとともに、市町村防災会議において

も女性が登用されるように働きかけます。（防災危機管理課、女性活躍推進課） 

 

(2) 男女共同参画の視点を取り入れた防災対策の推進 

  防災部局と男女共同参画部局が連携して、災害対応の現場への女性の参画拡大や安心安

全の確保のための必要な配慮がされた避難所運営など、男女共同参画の視点を取り入れた

防災対策を推進します。 

 

88 県内各地で行う防災安全講演会や自主防災組織のリーダー等への研修などを通して、

男女共同参画の視点を取り入れた防災対策の必要性等について理解促進を図ります。（防

災危機管理課） 

 

                                                      
13 コミュニティソーシャルワーカー：要援護者の生活課題を把握し、支援に関わる専門職のネットワークづくりを進める人
材。 
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89 男女共同参画の視点を取り入れた防災講座を、市町村、男女共同参画サポーター及び

(公財)しまね女性センターと連携して実施します。（女性活躍推進課） 

 

90 地域の防火防災体制の充実のため、消防団への女性の入団促進を図ります。（消防総務

課） 

 

91 男女共同参画の視点から、平常時及び災害時における男女共同参画担当部局及び(公財）

しまね女性センターの防災にかかる役割の明確化を図り、その取組を推進します。（女性

活躍推進課） 

 

92 「災害対応力を強化する女性の視点～男女共同参画の視点からの防災・復興ガイドラ

イン～」（内閣府）などを活用し、市町村の地域防災計画・各種マニュアルに男女共同参

画の視点が取り入れられるように助言します。また、市町村の設置する避難所において、

その運営に女性が参画でき、女性に必要な配慮が行われるよう助言します。（防災危機管

理課、女性活躍推進課） 
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基本目標Ⅲ 人権が尊重され、安全・安心に暮らせる社会をつくる 

重点目標８ 男女間におけるあらゆる暴力の根絶 

ＤＶや性犯罪など、個人の人権を著しく侵害し、男女共同参画社会の実現を阻害するあら

ゆる暴力の根絶に向けた取組を推進します。 

 

(1) 女性に対する暴力の予防と根絶のための基盤づくり 

女性に対する暴力のない社会づくりのため、暴力を許さない意識を醸成する教育及び啓

発活動を推進します。 

 

93 女性に対する暴力は重大な人権侵害であることについて周知を図るとともに様々な状

況におかれた被害者に情報が届くよう、「女性に対する暴力をなくす運動」期間を中心に

広報啓発活動の取組を一層強化し、女性に対する暴力防止に向けた社会的機運の醸成を

図ります。（青少年家庭課） 

 

94 中長期にわたる被害者の心身の回復を支援するため、ニーズに応じた対応が可能な民

間団体や自助グループに繋げ、身近な場所で適切な相談・カウンセリングが経済的負担

なく受けられる体制を構築していきます。（広報県民課） 

 

95 被害者と直接接することとなる警察職員に対して、被害者の置かれた立場を十分に理

解し、適切な対応をとることができるよう、より一層の研修機会の拡大等に努めるとと

もに、関係機関間や職員間の連携を促進します。（広報県民課、少年女性対策課） 

 

(2) 配偶者等からの暴力の防止及び被害者の保護・支援などの推進 

配偶者等からの暴力の未然防止をはじめ、被害者の権利擁護、自立支援に向けた取組を

推進します。 

 

＜ア＞予防教育・普及啓発の充実 

96 県民一人ひとりにＤＶが重大な人権侵害であること、子どもの面前でのＤＶは児童虐

待にあたること等の正しい認識を深めてもらうため、地域等における研修会の実施や啓

発を働きかけ、暴力を断じて許さないという意識の醸成を図ります。（青少年家庭課） 

 

(再) ＤＶ等の暴力予防のためには、幼少期から人権尊重、男女平等の意識を育むことが必

要であることから、学校等と連携し、若年層を対象とした予防教育や啓発を行います。

特に、中学生や高校生、大学生等に対しては、デートＤＶの未然防止に向けて啓発を強

化します。【再掲 61】（青少年家庭課、教育指導課、保健体育課） 

 

＜イ＞相談支援体制の強化 

97 女性相談担当者や警察相談担当者等が複雑な事例に適切に対応し、解決に向けた支援

を行うため、専門研修等を実施しスキルアップを図ります。また、市町村や民間支援団

体の相談担当者へも研修の参加を呼びかけます。（青少年家庭課） 

 

 



- 58 - 

98 ホームページや新聞、広報誌への掲載、リーフレットの配布、相談カードの配置等に

より、ＤＶ相談窓口の周知を行い、その内容の充実及び周知方法の拡大に努めます。（青

少年家庭課） 

 

99 各相談窓口では、出張相談、巡回相談や弁護士相談などの専門相談を行うとともに、

被害者の心理的ケアのためカウンセリングを行います。（青少年家庭課） 

 

100 ＤＶと児童虐待は密接に関連していることから、ＤＶ対応機関と児童虐待対応機関の

連携強化を図ります。（青少年家庭課） 

 

101 被害者に接する関係者が二次的被害14を与えることのないよう、スキルアップのための

研修等を実施します。（青少年家庭課、広報県民課） 

 

102 外国人被害者への適切な情報伝達及び支援を行うため、ＤＶの知識を持った通訳ボラ

ンティアを育成するとともに、相談を受ける際には通訳者の確保に努めます。（青少年家

庭課） 

 

＜ウ＞被害者の安全確保・自立（自律）支援 

103 被害者の安全確保のため緊急時における適切かつ効果的な一時保護を実施します。ま

た、一時保護所では被害者や同伴児等の心身の状態に応じた医学的、心理的なケアに努

めます。（青少年家庭課） 

 

104 被害者がおかれている多様な状況や抱えている複雑な問題に適切に対応するため、関

係機関と連携して必要な支援を行います。（青少年家庭課、広報県民課、少年女性対策課） 

 

105 自立に向け住居確保が難しい被害者に対し、自立するまでの間の一時的な住居の提供

を行います。また、被害者が経済的自立を図るために必要な資金を貸し付けます。（青少

年家庭課） 

 

＜エ＞暴力行為への厳正な対処 

106 被害者からの相談に対して、適切な助言を行うとともに、加害者への厳正な指導・警

告などを行います。（少年女性対策課） 

 

(3) 性犯罪・性暴力への対策の推進 

重大な人権侵害である性犯罪・性暴力に対する取締りの推進と、被害者の保護や支援に

取り組みます。 

 

＜ア＞性犯罪・性暴力への対策 

 

 

                                                      
14 二次的被害：相談・保護・自立支援等に携わる職務関係者の不適切な言動により、被害者が傷つき、さらなる被害を与える
こと。 
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107 若年層を対象とした性暴力被害が増えていることから、若年層向けの啓発リーフレッ

トを作成し、県内の中学・高校生への配布等予防啓発を図ります。また、学校等における

予防教育の充実を図るため実践者養成研修を行います。（青少年家庭課） 

 

108 ＳＮＳ15等を通じた性犯罪・性暴力の当事者にならないための啓発活動、子ども及び保

護者のメディア・リテラシー16の向上等の充実を図ります。（教育指導課） 

 

(再) 互いの個性を認め合い、尊重しようとする子どもの育成に向け、教育センターの管理

職研修、人権・同和教育主任等研修や校内の教職員研修の内容が充実するよう、研修資

料の収集、情報の提供に努めます。【再掲 70】（人権同和教育課、総務課） 

 

109 性犯罪の前兆となり得る声かけ、つきまとい等の行為に対する捜査・警告を的確に行

います。（少年女性対策課） 

 

＜イ＞性犯罪・性暴力被害者への支援 

110 県女性相談センター内に「性暴力被害者支援センターたんぽぽ」を開設し、性暴力被

害に特化した電話相談を受けるとともに、必要に応じて医療的支援、心理的支援（カウ

ンセリング）、法的支援（弁護士相談）などの支援を行います。被害者が 18 歳未満の児

童の場合においては、児童相談所等と連携を図り支援を行います。また、民間支援団体

等とも連携しより良い支援に繋げていきます。（青少年家庭課） 

 

111 性暴力被害者支援員専門研修を実施し、ワンストップ支援センター支援員及び関係機

関支援員のスキルアップと連携強化を図ります。また、県立病院の助産師や看護師をＤ

Ｖ・性暴力被害支援者研修へ派遣し、医療機関における支援体制の強化を図ります。（青

少年家庭課） 

 

112 被害者及びその家族への情報提供や、部内及び部外カウンセラーの活用などにより精

神的負担の軽減を図るほか、診断書料、初診料等の公費負担などにより被害者の経済的

負担の軽減を図ります。また、防犯ブザー付き携帯電話の貸し出しにより被害者の安全

確保に努めます。（広報県民課） 

 

113 性犯罪捜査員を指定し、被害者からの事情聴取、被害届の受理、病院への付き添い等

を行い、被害者の心情に配意した捜査活動を実施します。また、各所属の性犯罪捜査員

や女性警察官等を対象とした性犯罪捜査に関する研修会等を実施し、性犯罪捜査員等の

育成と知識の向上を図ります。（捜査第一課） 

 

114 被害児童の学習や通学など社会生活が妨げられないよう、教職員やスクールカウンセ

ラーが相談に乗ったり、スクールソーシャルワーカーを活用して関係機関と連携するな

どの、適切な措置を講じます。（教育指導課） 

 

                                                      
15 ＳＮＳ：Social Networking Serviceの略。友人・知人等の社会的ネットワークをインターネット上で提供できるサービ
ス。 

16 メディア・リテラシー：メディアの情報を主体的に読み解く能力、メディアにアクセスし、活用する能力、メディアを通じ

コミュニケーションする能力の３つを構成要素とする複合的な能力のこと。 
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115 二次的被害防止の観点から被害者支援、捜査、刑事裁判手続きにおける被害者のプラ

イバシー保護を図るとともに、性犯罪被害に対する理解を深める広報啓発活動を推進し

ます。（広報県民課） 

 

＜ウ＞売買春への対策 

116 県女性相談センターなどで相談に応じる中で、売春を行う恐れのある女性などの早期

発見に努めるとともに、必要な支援を行います。（青少年家庭課） 

 

117 児童ポルノや県青少年健全育成条例違反などに対して厳正な取締りを行うとともに、

被害児童に対する保護活動を推進します。（少年女性対策課） 

 

118 風俗営業などの営業実態の把握と売買春事犯の取締りを行うとともに、未然防止に向

けた啓発活動を推進します。（生活環境課） 

 

＜エ＞人身取引への対策 

119 被害者や関係者から相談や保護要請があった場合は、警察や出入国在留管理庁などの

関係機関と連携を図り、被害者の立場や心情に配慮した適切な対応に努めます。（青少年

家庭課） 

 

120 国などと連携し、風俗営業所における外国人の雇用実態を把握するとともに、不法就

労や売春関係事犯の取締りを推進します。（生活環境課） 

 

(4) ストーカー事案への対策の推進 

ストーカー行為等の未然防止のため、啓発活動や取り締まりの強化、被害者支援を行い

ます。 

 

121 被害者からの相談に対して、適切な助言を行うとともに、行為者に対する検挙・警告・

指導を行います。（少年女性対策課） 

 

122 ストーカー事案への被害防止対策などに関する広報啓発を行います。（少年女性対策課） 

 

(5) ハラスメント防止対策の推進 

職場などにおけるセクシャルハラスメント、マタニティ・ハラスメントなど、あらゆる

ハラスメントの防止に向けた対策を推進します。 

 

123 国などと連携し、啓発誌の配布や啓発指導講師の派遣などを通じて、事業所における

ハラスメント防止に取り組みます。（雇用政策課、人権同和対策課、労働委員会） 

 

(再) 労働条件や就業環境などに関する相談窓口を設け、事業者や労働者に対するアドバイ

スを行います。また、島根労働局などの関係機関と連携して適切な解決に努めます。【再

掲 45】（雇用政策課、労働委員会） 
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(再) 労働条件等に関する労使間の紛争について、当事者同士での解決が難しくなった場合、

労働委員会が両当事者の間に入って話し合いにより解決できるよう手伝います。【再掲 46】

（労働委員会） 

 

124 県職員及び教職員に対して、職場のハラスメントに対する正しい理解と防止のため、

各種研修やパンフレット等を活用し、各職場等における啓発に努めます。また、各職場

に相談員を配置するなど、各種相談窓口を設置し、相談しやすい環境づくりを行います。

（人事課、県立病院課、教育庁総務課、学校企画課、人権同和教育課、警務課） 

 

 

重点目標９ 生涯を通じた男女の健康づくりの推進 

人生 100 年時代を見据え、誰もが生涯にわたって健康を享受するためには、男女がお互い

の身体的特質を理解し、支え合いながら生きていけるよう、生涯を通じた健康の保持増進の

ための環境づくりを進めます。特に女性の心身の状態は、年代によって大きく変化するとい

う特性があり、「リプロダクティブ・ヘルス／ライツ」（性と生殖に関する健康と権利）の視

点も取り入れ、取組を推進します。 

 

(1) 思春期・若年期における健康づくり 

健康に重大な影響を及ぼすエイズや性感染症などの予防に向け、正しい知識の普及啓発

に努めます。また、心身に悪影響を及ぼす薬物乱用の防止に取り組みます。 

 

 125 各学校において、性に関する指導を子どもの発達段階に応じて、学校教育活動全体を

通して計画的、継続的、組織的に推進します。また、医療関係者などと連携し、その基礎

となる自他を大切にする心や、人間関係を築く資質や能力、生命を尊重する態度などの

育成を図ります。（保健体育課） 

 

126 「思春期相談窓口」を設置し、思春期の妊娠や性に関する相談を受け付けます。また、

子どもが命の大切さを知り、人工妊娠中絶や望まない妊娠の予防、妊娠に適した年齢な

ど、正しい知識の普及を図り、個人にあった妊娠・出産に係るライフプラン設計ができ

るよう、関係機関と連携し、学校等での指導の充実を促進します。（健康推進課） 

 

127 エイズ・性感染症出張講座により若い世代への性感染症などの正しい知識の普及啓発

を図ります。（感染症対策室） 

 

128 大麻や覚醒剤などの薬物の乱用を防止するため、特に若年層を対象とした薬物乱用防

止教室の開催や街頭キャンペーンなどの啓発活動により、薬物乱用防止に対する意識の

醸成を図ります。また、取締りにより、供給の遮断、需要の根絶及び薬物を許さない社会

環境の醸成に努めます。（薬事衛生課、保健体育課、少年女性対策課、組織犯罪対策課） 

 

129 喫煙や受動喫煙・飲酒による健康への悪影響について更に普及啓発を行うとともに、

関係機関と連携し、20 歳未満の者や妊産婦の喫煙・飲酒防止に向けた環境づくりや受動

喫煙防止対策を進めます。（健康推進課、保健体育課） 
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(2) 妊娠・出産などに関する健康支援 

妊娠・出産は女性の健康にとって大きな節目であり、地域において安心して子どもを生

み育てることができる環境づくりに努めます。 

 

130 妊娠・出産・子育てについて切れ目ない支援を行う子育て世代包括支援センターの機

能充実に取り組む市町村を支援します。（健康推進課） 

 

131 結婚・妊娠・出産・子育てに関する情報発信として作成した総合ポータルサイト「て

ごしてしまね」を充実させます。（健康推進課、子ども・子育て支援課） 

 

132 不妊や不育に悩む方、これから子どもを望む方への支援として、妊娠・出産に関する

相談体制の充実を図るとともに、不妊治療等については費用の助成による経済的負担の

軽減を行います。（健康推進課） 

 

133 安心して不妊治療を受けられるよう、こっころカンパニーの認定の仕組みを活用して、

不妊治療と仕事の両立支援に取り組む企業を支援します。（女性活躍推進課） 

 

134 安全で安心な出産ができる環境を維持するため、島根県周産期医療ネットワーク17の充

実とセミオープンシステム18などの医療機能の分担、院内助産システム19の導入が促進さ

れるよう努めます。（健康推進課） 

 

135 産科・小児科などの医師が不足している診療科の医師確保に取り組みます。（医療政策

課） 

 

136 若年がん患者等の妊孕
にんよう

性
せい

20温存について、がん診療連携拠点病院による「がん・生殖医

療ネットワーク」と連携し、相談体制の充実を図るとともに、がん治療等により妊孕性

が損なわれる可能性のある患者に対し、妊孕性温存療法に要する費用の一部を助成しま

す。（健康推進課） 

 

137 市町村による妊婦等に対する早期の妊娠届出の勧奨や妊婦健康診査等の保健サービス

の推進により、妊娠・出産期の健康管理の充実を図ります。（健康推進課） 

 

 

 

                                                      
17 島根県周産期医療ネットワーク：周産期とは、妊娠 22週から生後 7日未満までの期間のこと。この時期に母体、胎児、新
生児を総合的に管理し、母と子の健康を守るのが周産期医療。対応が難しい妊娠分娩過程に異常のある妊産婦、未熟児などの
ハイリスク新生児に適切に対応するため、島根県では、高度な医療を提供する機関として総合周産期母子医療センター（島根

大学医学部附属病院）、地域周産期母子医療センター（県立中央病院、松江赤十字病院、益田赤十字病院）と地域の医療機関
が連携体制を組み、適切な周産期医療が受けられることを目指している。 

18 セミオープンシステム：診療所と病院が連携して、妊婦健診は近くの診療所で受け、分娩は設備が整った病院で行うことに

より、妊婦の利便性を保ちながら、それぞれの医療機関の特性を活かした役割分担により、その機能を有効に発揮するシステ
ム。 

19 院内助産システム：医療機関の中で正常な経過をたどっている妊産婦を対象に、助産師が主となって妊娠期から分娩、産褥

期までを担当するシステム。事前に医師との協議による基準によって、必要があればすぐに医師主導に切り替えることができ
る。このシステムを活用して、助産師が外来で妊婦健診・保健指導を行う「助産師外来」と助産師が主体的にお産を介助する
「院内助産」がある。 

20 妊孕性：妊娠するための機能、妊娠する能力のこと。 
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(3) 中高年期における健康づくり 

生涯を通じた健康の保持増進を図るため、男女の性差を踏まえながら健康相談、がん検

診の受診啓発、生活習慣病の予防などに取り組みます。 

 

138 「しまね健康寿命延伸プロジェクト」により、がんや脳血管疾患の死亡率が高いなど

の健康課題解決に向けて、食生活の改善・運動の促進などの生活習慣改善等の取組を県

民運動として展開し、男女ともに健康寿命の延伸を図ります。（健康推進課） 

 

139 思春期から更年期における女性の各期の悩みに対して相談に応じるとともに、こうし

た相談窓口の周知に努めます。（健康推進課） 

 

140 女性に特有な乳がんや子宮がんなどの早期発見のため、がん検診の受診啓発に努めま

す。特に子宮頸がんは比較的若い女性に多く見られることから、若いうちから検診を受

けるよう働きかけます。また、検診の場や受診時間の拡大など、受診しやすい体制づく

りに努めます。（健康推進課） 

 

141 がん、脳卒中、糖尿病などの生活習慣病の予防に加え、自死予防に向けた心の健康に

ついて、職域などへの啓発に努めます。（健康推進課） 

 

142 更年期以降に発生する疾患やフレイル21を予防するために重要な年代であることから、

特定健康診査・特定保健指導の受診率向上を図り、生活習慣病の予防に取り組みます。

（健康推進課） 

 

143 がんや心筋梗塞などの予防のため、受動喫煙防止や禁煙サポートなどのたばこ対策を

進めます。（健康推進課） 

 

 

重点目標 10 誰もが安心して暮らせる環境の整備 

ひとり親家庭、生活困窮者、高齢者、障がい者、外国人、様々な困難な状況に置かれている

女性等が安心して暮らせる環境づくりに努めます。 

 

(1) ひとり親家庭、生活困窮者への支援 

ひとり親家庭、生活困窮者に対し、就業支援や経済的支援を行い、その自立を促進しま

す。 

 

144 ひとり親家庭の経済的な自立と生活の安定を図るため、修学や技能習得、住居確保等

に関わる経済的支援を行うとともに、世代間の貧困の連鎖を防止するためにも、子ども

の学習支援の取組を推進します。（青少年家庭課） 

 

 

 

                                                      
21 フレイル：加齢とともに心身の活力（運動機能や認知機能等）が低下し、複数の慢性疾患の併存などの影響もあり、生活機
能が障がいされ、心身の脆弱性が出現した状態であるが、一方で適切な介入・支援により、生活機能の維持向上が可能な状態

像。 
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145  ひとり親家庭に対し、子育て・生活支援、就業支援、養育費確保の支援等を一体的に

提供できるよう、関係機関との連携を強化し、個々のニーズに合った自立を支援します。

また、必要な支援が届くよう、相談支援体制の充実を図り、支援制度の広報・周知を行

います。（青少年家庭課） 

 

146 ひとり親世帯の公営住宅に係る優先入居や、新たな住宅セーフティネット制度による

子育て世帯等の住宅確保要配慮者の入居を拒まない賃貸住宅の登録促進、居住支援を通

じ、居住の安定を支援します。（建築住宅課） 

 

147 困難や不安を抱える女性に寄り添った支援を行うため、各市町村における相談窓口の

周知や相談員の資質向上、民間団体等を含む関係機関との連携による対応力の向上を図

ります。（青少年家庭課） 

 

148 生活に困窮するすべての人に対し、生活困窮者自立支援制度や生活保護制度等によっ

て包括的かつ継続的な支援が行われ、就労による自立や早期の生活再建が図られるよう、

市町村の相談・支援体制の充実に向けた取組を支援します。（地域福祉課） 

 

149 家庭の経済状況によって子どもの就学機会の差が生じないように、授業料及び授業料

以外の学用品費等への支援により、家庭の教育費に係る経済的負担を軽減します。（学校

企画課、総務課） 

 

(2) 高齢者・障がい者が安心して暮らせる環境整備 

高齢者が、住み慣れた地域で、自分らしく暮らし続けられるよう、医療、介護、予防、住

まい、生活支援サービスが、切れ目なく、一体的に提供される仕組みづくり（地域包括ケア

システム）を推進します。また、障がいのある人が、住みたい地域で自立した生活を営むこ

とができる環境づくりを推進します。 

 

150 介護サービス事業者へ必要な指導や支援、介護人材の確保・定着、介護保険制度の安

定した運営の支援により、地域に必要な介護サービスの確保を図ります。（高齢者福祉課） 

 

151 高齢者の日常生活を支援する担い手養成や地域住民が主体となった支え合いの仕組み

づくりを市町村等と連携して進めます。（高齢者福祉課） 

 

152 市町村が実施する通いの場の創出や高齢者の総合相談機能を担う地域包括支援センタ

ーの運営を支援し、介護予防や重度化防止を図ります。（高齢者福祉課） 

 

153 訪問看護の人材育成や多職種連携による在宅医療と介護の切れ目ない提供体制を構築

していきます。（高齢者福祉課） 

 

154 認知症に関する普及啓発や相談対応、医療介護の切れ目ない連携を進め、地域におけ

る支援体制の充実を図ります。（高齢者福祉課） 
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155 異性間での介護などにおいて、介護する人が、介護中であることを周囲に理解してい

ただくため、「介護マーク22」の普及に努めます。（高齢者福祉課） 

 

156 高齢者がこれまで培ってきた知識や経験を活かしつつ、更に活躍の場を広げ、地域の

支え手として活躍するように、学びの場の充実に取り組みます。また、市町村や地域組

織、ＮＰＯ等との連携を強化して、シニア世代の地域活動への参加を支援する仕組みづ

くりを構築します。（高齢者福祉課） 

 

157 高齢者等の消費者被害の未然防止や救済を図るため、消費者安全法に基づき市町村に

おいて地域の様々な関係者が連携して見守り活動を行う「消費者安全確保地域協議会（地

域見守りネットワーク）」の構築を支援します。また、高齢者が悪質商法23や特殊詐欺24被

害に遭わないよう、地域一体となった被害防止活動に取り組みます。（環境生活総務課、

生活安全企画課） 

 

158 県民一人ひとりが多様な障がいの特性や必要な支援を理解し、日常生活での手助けの

実践をするような社会を目指し、一層の啓発活動を推進します。（障がい福祉課） 

 

159 身近な地域で、障がいの種別や特性に応じた切れ目のない支援が提供できるよう、専

門的な支援技術をもつ人材の確保・育成、相談支援体制の充実、サービス提供基盤の整

備等を進めます。（障がい福祉課） 

 

160 地域の支援機関と企業等の連携を強化し、障がい者の適性に応じた企業への就労支援、

福祉施設等での就労訓練等の充実、施設での工賃水準の向上を図ります。（障がい福祉課） 

 

161 障がい者の地域生活の充実や社会参加を促進するため、スポーツ・レクリエーション

活動や文化芸術活動への参加機会の拡大を図ります。（障がい福祉課、スポーツ振興課） 

 

162 高齢者・障がい者が安全で快適に暮らせるよう住宅リフォームによるバリアフリー化

を推進します。（建築住宅課） 

 

(3) 外国人が安心して暮らせる環境整備 

外国人であることやルーツが外国であることによって、言語の違い、文化・価値観の違

い、地域における孤立等の困難に加えて、女性であることにより更に複合的に困難な状況

におかれている場合があることに留意して、外国人住民が安心して暮らせる環境整備を推

進します。 

 

 

                                                      
22 介護マーク：名刺大に印刷し、介護者が首から下げるなどして使用する。認知症などの介護は他の人から見るとわかりにく
いため、公共のトイレの利用や買い物の際などに誤解を受けることがないように設けられた。市町村窓口で交付している。 

23 悪質商法：悪質商法：購入者に嘘の説明をしたり、脅かしたり、高額な商品を売りつける目的を隠すなどの方法で商品やサ

ービスを購入させるなどの商法。点検商法、送り付け商法、押し付け商法、押し買い商法、霊感商法、催眠（ＳＦ）商法な
ど、様々な手口がある。 

24 特殊詐欺：被害者に電話をかけるなどして対面することなく信頼させ、指定した預貯金口座への振込みその他の方法によ

り、不特定多数の者から現金等をだましとる犯罪の総称。 
（手口）：オレオレ詐欺、預貯金詐欺、架空料金請求詐欺、還付金詐欺、融資保証金詐欺、金融商品詐欺、ギャンブル詐欺、
交際あっせん詐欺、その他の特殊詐欺、キャッシュカード詐欺盗（10類型 令和２年１月１日より）。 
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163 外国人住民と日本人住民の相互理解と共生の促進に繋がる住民の意識醸成や活動推進

に向け、市町村と連携した交流イベントや国際交流員によるセミナーを開催するなど、

多文化共生の地域づくりを進めます。（文化国際課） 

 

164 外国人住民の様々な困り事に対応するため、公益財団法人しまね国際センターに多言

語による生活相談・情報提供窓口を設けます。また、日本語学習や生活支援、災害時等に

おいて外国人支援にあたるボランティアの育成を推進します。（文化国際課） 

 

165 県内に居住する定住外国人を対象に、日本で働くために必要となる基本的な能力が習

得できる機会を提供するため、東部高等技術校に「定住外国人向け職業訓練コース」を

設置し、就職に向けた職業訓練を行います。（雇用政策課） 

 

166 外国人児童生徒等に対する教育の充実を図るため、日本語指導員の配置や初期集中指

導教室の設置等、市町村等が行う日本語指導や体制整備等を支援します。（教育指導課） 

 

(4) 人権尊重の観点からの啓発・教育 

多様な性的指向・性自認（性同一性）の受容、外国人住民への配慮、同和問題、障がいの

ある方への差別など、多様化する様々な人権課題が顕在化する中で、県民一人ひとりが人

権の意義や重要性を認識し、人権が尊重され、偏見や差別のない住みよい社会を目指した

取組を推進します。 

 

167 学校や家庭、職場、地域など、様々な場を通じて、講演会や研修会の開催、啓発資料

の配布などによる人権啓発や人権教育を推進します。（人権同和対策課、人権同和教育課） 

 

168 企業、ＮＰＯなどの団体が主体的に企画する人権啓発の取組を支援するととともに、

そうした団体と連携・協力し、県民の人権意識の向上に取り組みます。（人権同和対策課） 

 

(再) 互いの個性を認め合い、尊重しようとする子どもの育成に向け、教育センターの管理

職研修、人権・同和教育主任等研修や校内の教職員研修の内容が充実するよう、研修資

料の収集、情報の提供に努めます。【再掲 70】（人権同和教育課、総務課） 

 

(再) 学校における性的指向・性自認（性同一性）に係る児童生徒等への適切な対応や相談

体制の充実、関係機関との連携を含む支援体制を促します。【再掲 72】（人権同和教育課） 
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女 活 第 ２ ６ １ 号 

                                                    令和２年１０月２７日 

 

 

  島根県男女共同参画審議会 

    会 長  河 野 美 江   様 

 

                                        島根県知事 丸 山 達 也 

                    （政策企画局女性活躍推進課） 

 

第４次島根県男女共同参画計画の策定について（諮問） 

 

  島根県では、平成１３年２月に「島根県男女共同参画計画」を、また、平成２３

年５月に第２次計画、平成２８年３月に第３次計画をそれぞれ策定し、男女共同参

画の推進に関する施策を進めてまいりました。 

 これまでの取組により、県内においては、固定的な性別役割分担意識の一定の解

消が図られ、多くの分野で女性の参画が進みました。一方で、人口減少・少子高齢

化が進展する中、男女の人権の尊重、あらゆる分野での女性の活躍促進、安心して

家庭や仕事に取り組むことができる環境づくりなどに向けて、更なる取組が求めら

れています。 

加えて、新型コロナウィルス感染症の影響や変化を踏まえ、平常時における社会

問題の顕在化や働き方の変化に対応するため、様々な施策に男女共同参画の視点を

取り込みつつ実施していく必要があります。 

 このような状況から、第４次計画を策定し、引き続き男女共同参画のための施策

を総合的かつ計画的に推進する必要があります。 

 つきましては、「第４次島根県男女共同参画計画」の策定について、島根県男女

共同参画推進条例第２２条第１号の規定に基づき、貴審議会の意見を求めます。 
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                                                       令和４年３月２日 

 

   島根県知事 丸 山 達 也  様 

 

                                       島根県男女共同参画審議会 

                       会 長  河 野 美 江 

 

第４次島根県男女共同参画計画の策定について（答申） 

 

  当審議会では、令和２年 10月 27日付け女活第 261号の諮問に応じ、「第４次島

根県男女共同参画計画」の策定に関し、慎重に審議を重ねた結果、別添の（案）の

とおり結論を得たので答申します。 

 なお、実施にあたっては、以下の点に留意するよう併せて要望します。 

記 

 【要望事項】 

本計画の名称や島根県が目指す男女共同参画社会（「すべての女性が 自分

らしくきらめく島根」）については、ダイバーシティの観点から様々な意見が

ありました。 

当審議会においては、こうした意見を踏まえた上で、現状として、職業生活、

その他社会生活や家庭生活において、男女間の格差や性別による固定的な役割

分担等を反映した制度・慣行、女性への暴力など、未だ大きな社会的な課題が

あり、その課題や取組の対象を明確にする必要があることなどを考慮し、現段

階では、この標記を妥当と考えます。 

今後、計画の実施にあたっては、性の多様性の尊重をはじめ、コロナ禍の女

性の就業や生活への影響、男女間の公正な待遇などにも留意し、本答申が十分

に尊重されるとともに、将来的には「男女」に代わる、より妥当な標記を積極

的に検討されることを希望します。 

 

 ◎別添 

第４次島根県男女共同参画計画（案） 
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第４次島根県男女共同参画計画の策定の経過 

 

年月日 会 議 等 主 な 内 容 

 令和２年 

 １０月２７日 

 

 

 

令和２年度第１回 

島根県男女共同参画審議会 

 （以下「審議会」という。） 

  

 

第４次島根県男女共同参画計画

の策定について 

・諮問 

・第３次計画の総括 

・策定に係る今後のスケジュール 

 令和３年 

  １月２７日 

令和２年度第１回 

島根県男女共同参画推進会議 

（庁内会議） 

・骨子 

・計画の施策体系（案） 

・策定に係る今後のスケジュール 

 
  ２月１７日 令和２年度第２回審議会 

  ３月 ９日 島根県議会総務委員会 

 １１月３０日 令和３年度第１回審議会 計画（素案）について協議 

 
１２月上旬 島根県議会総務委員会 

１２月２３日 

 ～ 令和４年 

   １月２４日 

 

計画（素案）に対する 

パブリックコメント等の実施 

 

 

併せて市町村、しまね働く女性

きらめき応援会議構成員に意見照

会 

また、島根県男女共同参画社会

形成促進会議において説明及び意

見照会 

令和４年 

２月１５日 

 

令和３年度第２回審議会 

 

パブリックコメント等の結果を 

踏まえ、答申（案）協議 

  ３月 ２日 答申 会長より答申 

  ３月 ８日 島根県議会総務委員会  

    下旬 計画決定  

    下旬 女性活躍推進本部会議  
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島根県男女共同参画審議会委員 

任期：令和２年６月１日から令和４年５月 31日まで   

氏 名 職業・所属団体（役職） 備 考 

浅野 博雄 一般社団法人島根県医師会 常任理事 
 

 

安部 陽子 
日本労働組合総連合会島根県連合会 

女性委員会 委員長 

任期：令和２年６月１日から 

令和３年 12月 11日まで 

石田 公 
益田市福祉環境部人権センター 

「あすなろ館」 館長 

任期：令和２年６月１日から 

令和３年３月 3１日まで 

岩根 了達 島根県公民館連絡協議会 副会長 
任期：令和２年６月１日から 

令和３年７月 31日まで 

岡﨑 勝 
益田市福祉環境部人権センター 

「あすなろ館」 館長 

任期：令和３年４月１日から 

令和４年５月 31日まで 

岡﨑 真由子 島根県弁護士会 弁護士 
任期：令和３年１月１日から 

令和４年５月 31日まで 

小田川 真一 
株式会社山陰中央新報社 

常務取締役 読者局長 
 

河嶋 小百合 
厚生労働省島根労働局 

雇用環境・均等室長 

任期：令和２年６月１日から 

令和３年３月 3１日まで 

來間 利江 
日本労働組合総連合会島根県連合会 

女性委員会 委員長 

任期：令和３年 12月 12日から 

令和４年５月 31日まで 

河野 美江 島根大学 教授 会長 

渋川 あゆみ いっしょに子育て研究所 相談役 
 

 

高橋 美佐子 ＪＡしまね女性部 部長 
 

 

津森 美紀 
厚生労働省島根労働局 

雇用環境・均等室長 

任期：令和３年４月１日から 

令和４年５月 31日まで 

手石方 真弓 島根県弁護士会 弁護士 
任期：令和２年６月１日から 

令和２年 12月 31日まで 

鳥居 清枝 島根県連合婦人会 常任理事 
 

 

藤井 好文 島根県公民館連絡協議会 評議員 
任期：令和３年８月１日から 

令和４年５月 31日まで 

水谷 厚志 島根県私立中学高等学校連盟 副会長 
 

 

森脇 建二 一般社団法人島根県経営者協会 専務理事 副会長 

米倉 かおる 公募委員 
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島根県男女共同参画推進条例 
平成14年３月26日 島根県条例第16号 

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

目次 

前文 

第１章 総則（第１条－第７条） 

第２章 男女共同参画を阻害する行為の禁止等 

（第８条－第10条） 

第３章 男女共同参画の推進に関する基本的施策 

（第11条－第21条） 

第４章 島根県男女共同参画審議会（第22条－第26条） 

第５章 雑則（第27条） 

附則 

 

個人の尊重と法の下の平等は、日本国憲法にうたわれてお

り、男女は、すべて人として平等であって、個人として尊重

されなければならない。男女平等の実現に向けた取組は、

「女子に対するあらゆる形態の差別の撤廃に関する条約」を

軸として、国際的な取組と連動して展開されてきた。 

島根県においては、国際社会や国の動向を踏まえて男女平

等の実現に向けて様々な取組を進めてきた。しかしながら、

社会のあらゆる分野において、性別による固定的な役割分担

意識やそれに基づく社会通念、慣習、しきたりが根強く残っ

ており、とりわけ、職場、家庭、地域社会においては、男女

の平等が充分には実現されていない状況にある。 

このような状況の中、少子高齢化の一段の進行をはじめと

する社会経済情勢の急速な変化に対応し、豊かで活力ある島

根県を築くためには、農山漁村が多く存在する本県の地域性

にも配慮しつつ様々な取組を一層進めることにより、男女の

人権が平等に尊重され、男女が性別にかかわりなくその個性

と能力を十分に発揮し、責任を分かち合いながら多様な生き

方を選択することができる社会を実現することが、最重要課

題である。 

ここに、私たちは、男女共同参画社会の実現を目指すこと

を決意し、県、県民、事業者が共通理解の下、相互に連携協

力してその取組を推進するため、この条例を制定する。 

 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この条例は、男女共同参画の推進に関し、基本理念

を定め、県、県民及び事業者の責務を明らかにするととも

に、県の施策の基本的事項を定めることにより、男女共同

参画を総合的かつ計画的に推進し、もって男女共同参画社

会を実現することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において「男女共同参画」とは、男女が、

性別にかかわりなく個人として尊重され、その個性と能力

を十分に発揮する機会が確保されることにより、社会の対

等な構成員として自らの意思によって社会のあらゆる分野

における活動に参画し、ともに責任を担うことをいう。 

２ この条例において「積極的改善措置」とは、社会のあら

ゆる分野における活動に参画する機会についての男女間の

格差を改善するため、必要な範囲において、男女のいずれ

か一方に対し、当該機会を積極的に提供することをいう。 

３ この条例において「セクシュアル・ハラスメント」と

は、性的な言動によって相手方を不快にさせ、その者の生

活環境を害すること又は性的な言動に対する相手方の対応

によってその者に不利益を与えることをいう。 

（基本理念） 

第３条 男女共同参画の推進は、男女の個人としての尊厳が

重んぜられること、男女が性別による差別を受けることな

く平等に扱われること、男女が個人として能力を発揮する

機会が平等に確保されること、男女間における暴力的行為

（身体的又は精神的な苦痛を与える行為をいう。以下同

じ。）が根絶されること、男女の生涯にわたる性と生殖に

関する健康と権利が尊重されることその他の男女の人権が

尊重されることを基本として、行われなければならない。 

２ 男女共同参画の推進は、社会における制度又は慣行が男

女の社会における活動の自由な選択に対して影響を及ぼす

ことがないよう配慮され、男女が性別による固定的な役割

分担にとらわれることなく多様な生き方を選択することが

できることを基本として、行われなければならない。 

３ 男女共同参画の推進は、男女が、社会の対等な構成員と

して、県又は民間の団体における政策、方針の立案及び決

定に共同して参画する機会が確保されることを基本とし

て、行われなければならない。 

４ 男女共同参画の推進は、家族を構成する男女が、相互の

協力と社会の支援の下に、家事、育児、介護等について家

族の一員としての役割を円滑に果たし、かつ、社会生活に

おける活動に対等に参画することができるようにすること

を基本として、行われなければならない。 

５ 男女共同参画の推進は、国際社会における取組と密接な

関係を有していることを考慮し、国際的協調の下に行われ

なければならない。 

（県の責務） 

第４条 県は、前条に規定する基本理念（以下「基本理念」

という。）にのっとり、男女共同参画の推進に関する施策

を総合的に策定し、及び実施するものとする。 

２ 県は、社会のあらゆる分野における活動に参画する機会

に関し、男女間に格差が生じていると認めるときは、積極

的改善措置を講ずるよう努めるものとする。 

３ 県は、男女共同参画の推進に当たり、県民、事業者、市

町村及び国と相互に連携及び協力して取り組むものとす

る。 

４ 県は、県民及び事業者が行う男女共同参画の推進に関す

る活動を支援するため、情報の提供、助言その他の必要な

措置を講ずるものとする。 

（県民の責務） 

第５条 県民は、基本理念についての理解を深め、家庭、職
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場、学校、地域その他の社会のあらゆる分野において、男

女共同参画の推進に積極的に努めなければならない。 

２ 県民は、基本理念についての理解を深め、男女の性別に

よる固定的役割分担意識に基づく制度や慣行を見直すよう

に努めなければならない。 

３ 県民は、県が実施する男女共同参画の推進に関する施策

に協力するよう努めなければならない。 

（事業者の責務） 

第６条 事業者は、基本理念についての理解を深め、その事

業活動を行うに当たっては、男女共同参画の推進に積極的

に努めなければならない。 

２ 事業者は、男女が職場における活動に対等に参画する機

会の確保に努めるとともに、職業生活における活動と家庭

生活における活動その他の活動とを両立して行うことがで

きる職場環境を整備するよう努めなければならない。 

３ 事業者は、県が実施する男女共同参画の推進に関する施

策に協力するよう努めなければならない。 

（市町村との連携） 

第７条 県は、市町村に対し、県が実施する男女共同参画の

推進に関する施策に協力することを求めることができる。 

２ 県は、市町村に対し、男女共同参画の推進に関する施策

の策定及び実施に関する技術的な助言を行うことができ

る。 

 

第２章 男女共同参画を阻害する行為の禁止等 

（性別による権利侵害の禁止） 

第８条 何人も、社会のあらゆる場において、男女共同参画

を阻害する次に掲げる行為を行ってはならない。 

(１) 性別による差別的取扱い 

(２) セクシュアル・ハラスメント 

(３) 男女間における暴力的行為 

（被害者の保護等） 

第９条 県は、配偶者その他の親族関係にある者及び内縁関

係にある者（過去においてこれらの関係にあった者を含

む。）からの前条第３号に掲げる行為による被害を受けた

者（以下この条において「被害者」という。）に対し、適

切な助言、施設への一時的な入所による保護その他の必要

な支援を行うものとする。 

２ 前項の規定により被害者が一時的に入所するための施設

として知事が別に定める施設の長は、前条第３号に掲げる

行為が当該施設に入所している被害者に対して引き続き行

われるおそれがあるときその他当該被害者を保護するため

に必要があると認めるときは、当該施設に入所している被

害者からの申出により、次に掲げる措置をとることができ

る。 

(１) 当該被害者に対し前条第３号に掲げる行為を行った

者（次号において「加害者」という。）に対し、当該

被害者の存在を秘匿すること。 

(２) 加害者に対し、当該被害者との面会及び交渉を禁止

し、又は制限すること。 

（公衆に表示する情報に関する留意） 

第10条 何人も、情報を公衆に表示するに当たっては、性別

による固定的な役割分担、性別による差別、セクシュア

ル・ハラスメント及び男女間における暴力的行為を助長す

る表現を用いないように努めなければならない。 

 

第３章 男女共同参画の推進に関する基本的施策 

（男女共同参画計画の策定等） 

第11条 知事は、男女共同参画社会基本法（平成11年法律第

78号）第14条第１項の規定により男女共同参画社会の形成

の促進に関する施策についての基本的な計画（以下「男女

共同参画計画」という。）を策定するに当たっては、あら

かじめ、広く県民の意見を反映させるよう努めるととも

に、島根県男女共同参画審議会の意見を聴くものとする。 

２ 前項の規定は、男女共同参画計画の変更について準用す

る。 

（施策の策定等に当たっての配慮） 

第12条 県は、その実施する施策の全般にわたり、男女共同

参画の推進に配慮するものとする。 

（男女共同参画の推進に関する教育） 

第13条 県は、学校教育及び社会教育を通じて、人権尊重を

基盤とした個人の尊厳、男女平等及び男女相互の理解と協

力についての意識が育つよう必要な施策の実施に努めるも

のとする。 

（農山漁村における男女共同参画の推進） 

第14条 県は、農山漁村において、男女が社会の対等な構成

員として、事業経営及びこれに関連する活動並びに地域社

会における活動に参画する機会を確保するため、必要な施

策の実施に努めるものとする。 

（県民及び事業者の理解を深めるための措置） 

第15条 県は、県民及び事業者が基本理念に関する理解を深

めるように、広報活動その他の必要な措置を講ずるものと

する。 

（男女共同参画推進月間） 

第16条 県は、県民及び事業者の間に広く男女共同参画につ

いての関心と理解を深めるとともに、男女共同参画の推進

に関する活動が積極的に行われるようにするため、男女共

同参画推進月間を設ける。 

２ 男女共同参画推進月間は、毎年６月とする。 

（調査研究） 

第17条 県は、男女共同参画の推進に関する施策を策定し、

及び実施するため、必要な調査研究を行うものとする。 

（推進体制の整備等） 

第18条 県は、男女共同参画の推進に関する施策を総合的に

策定し、及び実施するため、必要な体制を整備するととも

に、財政上の措置を講ずるよう努めるものとする。 

（拠点施設の設置） 
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第19条 県は、男女共同参画の推進に関する施策を実施し、

並びに県民及び民間の団体が行う男女共同参画の推進に関

する活動を支援するための拠点となる施設を設置するもの

とする。 

（苦情の処理等） 

第20条 知事は、県が実施する施策に関する、男女共同参画

についての県民又は事業者からの苦情の申出に対し、適切

に処理するよう努めるものとする。 

２ 知事は、前項の規定に基づく処理に当たっては、島根県

男女共同参画審議会の意見を聴くものとする。 

３ 知事は、性別による差別的取扱いその他の男女共同参画

を阻害する行為についての県民又は事業者からの相談に対

し、関係機関と連携して適切に処理するよう努めるものと

する。 

（年次報告） 

第21条 知事は、毎年、男女共同参画の推進状況及び男女共

同参画の推進に関する施策の実施状況をとりまとめ、公表

するものとする。 

 

第４章 島根県男女共同参画審議会 

（設置及び所掌事務） 

第22条 次に掲げる事務を行うため、島根県男女共同参画審

議会（以下「審議会」という。）を置く。 

(１) 知事の諮問に応じ、男女共同参画の推進に関する基

本的かつ総合的な施策及び重要事項を調査審議するこ

と。 

(２) 県が実施する男女共同参画の推進に関する施策の実

施状況について意見を述べること。 

(３) 前２号に掲げるもののほか、第11条及び第20条第２

項によりその権限に属させられた事務 

(４) 前３号に掲げるもののほか、男女共同参画に関する

重要事項について、知事に意見を述べること。 

（組織） 

第23条 審議会は、委員15人以内で組織する。 

２ 男女のいずれか一方の委員の数は、委員の総数の10分の

４未満とならないものとする。 

３ 委員は、次に掲げる者のうちから知事が任命する。この

場合において、第２号に掲げるものについては、４名以内

とする。 

(１) 学識経験を有する者 

(２) 公募に応じた者 

４ 委員の任期は２年とし、委員が欠けた場合における補欠

の委員の任期は、前任者の残任期間とする。ただし、再任

されることができる。 

５ 審議会に会長及び副会長を置き、委員の互選によってこ

れを定める。 

６ 会長は、会務を総理し、審議会を代表する。 

７ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときは、そ

の職務を代理する。 

（会議） 

第24条 審議会の会議は、会長が招集し、会長が議長とな

る。 

２ 審議会は、委員の２分の１以上が出席しなければ、会議

を開くことができない。 

３ 会議の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数

のときは、議長の決するところによる。 

（専門部会） 

第25条 審議会は、必要に応じ、専門部会（以下「部会」と

いう。）を置くことができる。 

２ 専門の事項を調査審議するために必要があるときは、部

会に専門委員を置くことができる。 

３ 専門委員は、知事が任命する。 

４ 専門委員の任期は、専門の事項に関する調査審議が終了

するまでとする。 

（会長への委任） 

第26条 この章に定めるもののほか、審議会に関し必要な事

項は、会長が審議会に諮って定める。 

 

第５章 雑則 

（委任） 

第27条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定め

る。 

 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成14年４月１日から施行する。ただし、

第20条第１項及び第２項の規定は、平成14年６月１日から

施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の日以後最初に開かれる審議会の会議

は、第24条第１項の規定にかかわらず、知事が招集するも

のとする。 

（島根県立女性総合センター条例の一部改正） 

３ 島根県立女性総合センター条例（平成11年島根県条例第

13号）の一部を次のように改正する。 

  題名を次のように改める。 

   島根県立男女共同参画センター条例 

  第１条及び第２条中「島根県立女性総合センター」を

「島根県立男女共同参画センター」に改める。 
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男女共同参画社会基本法 

平成11年６月23日法律第78号 

最終改正：平成11年12月22日法律第160号 

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

目次 

 前文 

 第１章 総則（第１条－第12条） 

第２章 男女共同参画社会の形成の促進に関する基本的施 

策（第13条－第20条） 

 第３章 男女共同参画会議（第21条－第28条） 

 附則 

 

 我が国においては、日本国憲法に個人の尊重と法の下の平

等がうたわれ、男女平等の実現に向けた様々な取組が、国際

社会における取組とも連動しつつ、着実に進められてきた

が、なお一層の努力が必要とされている。 

 一方、少子高齢化の進展、国内経済活動の成熟化等我が国

の社会経済情勢の急速な変化に対応していく上で、男女が、

互いにその人権を尊重しつつ責任も分かち合い、性別にかか

わりなく、その個性と能力を十分に発揮することができる男

女共同参画社会の実現は、緊要な課題となっている。 

 このような状況にかんがみ、男女共同参画社会の実現を21

世紀の我が国社会を決定する最重要課題と位置付け、社会の

あらゆる分野において、男女共同参画社会の形成の促進に関

する施策の推進を図っていくことが重要である。 

 ここに、男女共同参画社会の形成についての基本理念を明

らかにしてその方向を示し、将来に向かって国、地方公共団

体及び国民の男女共同参画社会の形成に関する取組を総合的

かつ計画的に推進するため、この法律を制定する。 

 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この法律は、男女の人権が尊重され、かつ、社会経

済情勢の変化に対応できる豊かで活力ある社会を実現する

ことの緊要性にかんがみ、男女共同参画社会の形成に関

し、基本理念を定め、並びに国、地方公共団体及び国民の

責務を明らかにするとともに、男女共同参画社会の形成の

促進に関する施策の基本となる事項を定めることにより、

男女共同参画社会の形成を総合的かつ計画的に推進するこ

とを目的とする。 

（定義） 

第２条 この法律において、次の各号に掲げる用語の意義

は、当該各号に定めるところによる。 

一 男女共同参画社会の形成 男女が、社会の対等な構成

員として、自らの意思によって社会のあらゆる分野にお

ける活動に参画する機会が確保され、もって男女が均等

に政治的、経済的、社会的及び文化的利益を享受するこ

とができ、かつ、共に責任を担うべき社会を形成するこ

とをいう。 

二 積極的改善措置 前号に規定する機会に係る男女間の

格差を改善するため必要な範囲内において、男女のいず

れか一方に対し、当該機会を積極的に提供することをい

う。 

（男女の人権の尊重） 

第３条 男女共同参画社会の形成は、男女の個人としての尊

厳が重んぜられること、男女が性別による差別的取扱いを

受けないこと、男女が個人として能力を発揮する機会が確

保されることその他の男女の人権が尊重されることを旨と

して、行われなければならない。 

（社会における制度又は慣行についての配慮） 

第４条 男女共同参画社会の形成に当たっては、社会におけ

る制度又は慣行が、性別による固定的な役割分担等を反映

して、男女の社会における活動の選択に対して中立でない

影響を及ぼすことにより、男女共同参画社会の形成を阻害

する要因となるおそれがあることにかんがみ、社会におけ

る制度又は慣行が男女の社会における活動の選択に対して

及ぼす影響をできる限り中立なものとするように配慮され

なければならない。 

（政策等の立案及び決定への共同参画） 

第５条 男女共同参画社会の形成は、男女が、社会の対等な

構成員として、国若しくは地方公共団体における政策又は

民間の団体における方針の立案及び決定に共同して参画す

る機会が確保されることを旨として、行われなければなら

ない。 

（家庭生活における活動と他の活動の両立） 

第６条 男女共同参画社会の形成は、家族を構成する男女

が、相互の協力と社会の支援の下に、子の養育、家族の介

護その他の家庭生活における活動について家族の一員とし

ての役割を円滑に果たし、かつ、当該活動以外の活動を行

うことができるようにすることを旨として、行われなけれ

ばならない。 

（国際的協調） 

第７条 男女共同参画社会の形成の促進が国際社会における

取組と密接な関係を有していることにかんがみ、男女共同

参画社会の形成は、国際的協調の下に行われなければなら

ない。 

（国の責務） 

第８条 国は、第３条から前条までに定める男女共同参画社

会の形成についての基本理念（以下「基本理念」とい

う。）にのっとり、男女共同参画社会の形成の促進に関す

る施策（積極的改善措置を含む。以下同じ。）を総合的に

策定し、及び実施する責務を有する。 

（地方公共団体の責務） 

第９条 地方公共団体は、基本理念にのっとり、男女共同参

画社会の形成の促進に関し、国の施策に準じた施策及びそ



【附属資料６】 

- 76 - 

の他のその地方公共団体の区域の特性に応じた施策を策定

し、及び実施する責務を有する。 

（国民の責務） 

第10条 国民は、職域、学校、地域、家庭その他の社会のあ

らゆる分野において、基本理念にのっとり、男女共同参画

社会の形成に寄与するように努めなければならない。 

（法制上の措置等） 

第11条 政府は、男女共同参画社会の形成の促進に関する施

策を実施するため必要な法制上又は財政上の措置その他の

措置を講じなければならない。 

（年次報告等） 

第12条 政府は、毎年、国会に、男女共同参画社会の形成の

状況及び政府が講じた男女共同参画社会の形成の促進に関

する施策についての報告を提出しなければならない。 

２ 政府は、毎年、前項の報告に係る男女共同参画社会の形

成の状況を考慮して講じようとする男女共同参画社会の形

成の促進に関する施策を明らかにした文書を作成し、これ

を国会に提出しなければならない。 

 

第２章 男女共同参画社会の形成の促進に関する基本的施策 

（男女共同参画基本計画） 

第13条 政府は、男女共同参画社会の形成の促進に関する施

策の総合的かつ計画的な推進を図るため、男女共同参画社

会の形成の促進に関する基本的な計画（以下「男女共同参

画基本計画」という。）を定めなければならない。 

２ 男女共同参画基本計画は、次に掲げる事項について定め

るものとする。 

一 総合的かつ長期的に講ずべき男女共同参画社会の形成

の促進に関する施策の大綱 

二 前号に掲げるもののほか、男女共同参画社会の形成の

促進に関する施策を総合的かつ計画的に推進するために

必要な事項 

３ 内閣総理大臣は、男女共同参画会議の意見を聴いて、男

女共同参画基本計画の案を作成し、閣議の決定を求めなけ

ればならない。 

４ 内閣総理大臣は、前項の規定による閣議の決定があった

ときは、遅滞なく、男女共同参画基本計画を公表しなけれ

ばならない。 

５ 前２項の規定は、男女共同参画基本計画の変更について

準用する。 

（都道府県男女共同参画計画等） 

第14条 都道府県は、男女共同参画基本計画を勘案して、当

該都道府県の区域における男女共同参画社会の形成の促進

に関する施策についての基本的な計画（以下「都道府県男

女共同参画計画」という。）を定めなければならない。 

２ 都道府県男女共同参画計画は、次に掲げる事項について

定めるものとする。 

一 都道府県の区域において総合的かつ長期的に講ずべき

男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の大綱 

二 前号に掲げるもののほか、都道府県の区域における男

女共同参画社会の形成の促進に関する施策を総合的かつ

計画的に推進するために必要な事項 

３ 市町村は、男女共同参画基本計画及び都道府県男女共同

参画計画を勘案して、当該市町村の区域における男女共同

参画社会の形成の促進に関する施策についての基本的な計

画（以下「市町 村男女共同参画計画」という。）を定め

るように努めなければならない。 

４ 都道府県又は市町村は、都道府県男女共同参画計画又は

市町村男女共同参画計画を定め、又は変更したときは、遅

滞なく、これを公表しなければならない。 

（施策の策定等に当たっての配慮） 

第15条 国及び地方公共団体は、男女共同参画社会の形成に

影響を及ぼすと認められる施策を策定し、及び実施するに

当たっては、男女共同参画社会の形成に配慮しなければな

らない。 

（国民の理解を深めるための措置） 

第16条 国及び地方公共団体は、広報活動等を通じて、基本

理念に関する国民の理解を深めるよう適切な措置を講じな

ければならない。 

（苦情の処理等） 

第17条 国は、政府が実施する男女共同参画社会の形成の促

進に関する施策又は男女共同参画社会の形成に影響を及ぼ

すと認められる施策についての苦情の処理のために必要な

措置及び性別による差別的取扱いその他の男女共同参画社

会の形成を阻害する要因によって人権が侵害された場合に

おける被害者の救済を図るために必要な措置を講じなけれ

ばならない。 

（調査研究） 

第18条 国は、社会における制度又は慣行が男女共同参画社

会の形成に及ぼす影響に関する調査研究その他の男女共同

参画社会の形成の促進に関する施策の策定に必要な調査研

究を推進するように努めるものとする。 

（国際的協調のための措置） 

第19条 国は、男女共同参画社会の形成を国際的協調の下に

促進するため、外国政府又は国際機関との情報の交換その

他男女共同参画社会の形成に関する国際的な相互協力の円

滑な推進を図るために必要な措置を講ずるように努めるも

のとする。 

（地方公共団体及び民間の団体に対する支援） 

第20条 国は、地方公共団体が実施する男女共同参画社会の

形成の促進に関する施策及び民間の団体が男女共同参画社

会の形成の促進に関して行う活動を支援するため、情報の

提供その他の必要な措置を講ずるように努めるものとす

る。 

 

第３章 男女共同参画会議 

（設置） 

第21条 内閣府に、男女共同参画会議（以下「会議」とい
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う。）を置く。 

（所掌事務） 

第22条 会議は、次に掲げる事務をつかさどる。 

一 男女共同参画基本計画に関し、第13条第３項に規定す

る事項を処理すること。 

二 前号に掲げるもののほか、内閣総理大臣又は関係各大

臣の諮問に応じ、男女共同参画社会の形成の促進に関す

る基本的な方針、基本的な政策及び重要事項を調査審議

すること。 

三 前２号に規定する事項に関し、調査審議し、必要があ

ると認めるときは、内閣総理大臣及び関係各大臣に対

し、意見を述べること。 

四 政府が実施する男女共同参画社会の形成の促進に関す

る施策の実施状況を監視し、及び政府の施策が男女共同

参画社会の形成に及ぼす影響を調査し、必要があると認

めるときは、内閣総理大臣及び関係各大臣に対し、意見

を述べること。 

（組織） 

第23条 会議は、議長及び議員24人以内をもって組織する。 

（議長） 

第24条 議長は、内閣官房長官をもって充てる。 

２ 議長は、会務を総理する。 

（議員） 

第25条 議員は、次に掲げる者をもって充てる。 

一 内閣官房長官以外の国務大臣のうちから、内閣総理大

臣が指定する者 

二 男女共同参画社会の形成に関し優れた識見を有する者

のうちから、内閣総理大臣が任命する者 

２ 前項第２号の議員の数は、同項に規定する議員の総数の

10分の５未満であってはならない。 

３ 第１項第２号の議員のうち、男女のいずれか一方の議員

の数は、同号に規定する議員の総数の10分の４未満であっ

てはならない。 

４ 第１項第２号の議員は、非常勤とする。 

（議員の任期） 

第26条 前条第１項第２号の議員の任期は、２年とする。た

だし、補欠の議員の任期は、前任者の残任期間とする。 

２ 前条第１項第２号の議員は、再任されることができる。 

（資料提出の要求等） 

第27条 会議は、その所掌事務を遂行するために必要がある

と認めるときは、関係行政機関の長に対し、監視又は調査

に必要な資料その他の資料の提出、意見の開陳、説明その

他必要な協力を求めることができる。 

２ 会議は、その所掌事務を遂行するために特に必要がある

と認めるときは、前項に規定する者以外の者に対しても、

必要な協力を依頼することができる。 

（政令への委任） 

第28条 この章に定めるもののほか、会議の組織及び議員そ

の他の職員その他会議に関し必要な事項は、政令で定め

る。 

 

附 則（抄） 

（施行期日） 

第１条 この法律は、公布の日から施行する。 

（男女共同参画審議会設置法の廃止） 

第２条 男女共同参画審議会設置法（平成９年法律第７号）

は、廃止する。 

 

附 則（平成11年７月16日法律第102号）（抄） 

（施行期日） 

第１条 この法律は、内閣法の一部を改正する法律（平成11

年法律第88号）の施行の日から施行する。ただし、次の各

号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。 

一 略 

二 附則第10条第１項及び第５項、第14条第３項、第23

条、第28条並びに第30条の規定 公布の日 

（委員等の任期に関する経過措置） 

第28条 この法律の施行の日の前日において次に掲げる従前

の審議会その他の機関の会長、委員その他の職員である者

（任期の定めのない者を除く。）の任期は、当該会長、委

員その他の職員の任期を定めたそれぞれの法律の規定にか

かわらず、その日に満了する。 

一から十まで 略 

十一 男女共同参画審議会 

（別に定める経過措置） 

第30条 第２条から前条までに規定するもののほか、この法

律の施行に伴い必要となる経過措置は、別に法律で定め

る。 

 

附 則（平成11年12月22日法律第160号）（抄） 

（施行期日） 

第１条 この法律（第２条及び第３条を除く。）は、平成13

年１月６日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定

は、当該各号に定める日から施行する。 

（以下略） 
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女性の職業生活における活躍の推進に関する法律 

平成27年９月４日法律第64号 

最終改正：令和元年６月５日法律第24号 

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

目次 

第１章 総則（第１条－第４条）  

第２章 基本方針等（第５条・第６条）  

第３章 事業主行動計画等  

第１節 事業主行動計画策定指針（第７条）  

第２節 一般事業主行動計画等（第８条－第18条）  

第３節 特定事業主行動計画（第19条）  

第４節 女性の職業選択に資する情報の公表 

（第20条・第21条）  

第４章 女性の職業生活における活躍を推進するための支 

援措置（第22条－第29条）  

第５章 雑則（第30条－第33条）  

第６章 罰則（第34条－第39条）  

附則 

 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この法律は、近年、自らの意思によって職業生活を

営み、又は営もうとする女性がその個性と能力を十分に発

揮して職業生活において活躍すること（以下「女性の職業

生活における活躍」という。）が一層重要となっているこ

とに鑑み、男女共同参画社会基本法（平成11年法律第78

号）の基本理念にのっとり、女性の職業生活における活躍

の推進について、その基本原則を定め、並びに国、地方公

共団体及び事業主の責務を明らかにするとともに、基本方

針及び事業主の行動計画の策定、女性の職業生活における

活躍を推進するための支援措置等について定めることによ

り、女性の職業生活における活躍を迅速かつ重点的に推進

し、もって男女の人権が尊重され、かつ、急速な少子高齢

化の進展、国民の需要の多様化その他の社会経済情勢の変

化に対応できる豊かで活力ある社会を実現することを目的

とする。 

（基本原則） 

第２条 女性の職業生活における活躍の推進は、職業生活に

おける活躍に係る男女間の格差の実情を踏まえ、自らの意

思によって職業生活を営み、又は営もうとする女性に対す

る採用、教育訓練、昇進、職種及び雇用形態の変更その他

の職業生活に関する機会の積極的な提供及びその活用を通

じ、かつ、性別による固定的な役割分担等を反映した職場

における慣行が女性の職業生活における活躍に対して及ぼ

す影響に配慮して、その個性と能力が十分に発揮できるよ

うにすることを旨として、行われなければならない。 

２ 女性の職業生活における活躍の推進は、職業生活を営む

女性が結婚、妊娠、出産、育児、介護その他の家庭生活に

関する事由によりやむを得ず退職することが多いことその

他の家庭生活に関する事由が職業生活に与える影響を踏ま

え、家族を構成する男女が、男女の別を問わず、相互の協

力と社会の支援の下に、育児、介護その他の家庭生活にお

ける活動について家族の一員としての役割を円滑に果たし

つつ職業生活における活動を行うために必要な環境の整備

等により、男女の職業生活と家庭生活との円滑かつ継続的

な両立が可能となることを旨として、行われなければなら

ない。 

３ 女性の職業生活における活躍の推進に当たっては、女性

の職業生活と家庭生活との両立に関し、本人の意思が尊重

されるべきものであることに留意されなければならない。 

（国及び地方公共団体の責務） 

第３条 国及び地方公共団体は、前条に定める女性の職業生

活における活躍の推進についての基本原則（次条及び第５

条第１項において「基本原則」という。）にのっとり、女

性の職業生活における活躍の推進に関して必要な施策を策

定し、及びこれを実施しなければならない。 

（事業主の責務） 

第４条 事業主は、基本原則にのっとり、その雇用し、又は

雇用しようとする女性労働者に対する職業生活に関する機

会の積極的な提供、雇用する労働者の職業生活と家庭生活

との両立に資する雇用環境の整備その他の女性の職業生活

における活躍の推進に関する取組を自ら実施するよう努め

るとともに、国又は地方公共団体が実施する女性の職業生

活における活躍の推進に関する施策に協力しなければなら

ない。 

 

第２章 基本方針等 

（基本方針） 

第５条 政府は、基本原則にのっとり、女性の職業生活にお

ける活躍の推進に関する施策を総合的かつ一体的に実施す

るため、女性の職業生活における活躍の推進に関する基本

方針（以下「基本方針」という。）を定めなければならな

い。 

２ 基本方針においては、次に掲げる事項を定めるものとす

る。 

一 女性の職業生活における活躍の推進に関する基本的な

方向 

二 事業主が実施すべき女性の職業生活における活躍の推

進に関する取組に関する基本的な事項 

三 女性の職業生活における活躍の推進に関する施策に関

する次に掲げる事項 

イ 女性の職業生活における活躍を推進するための支

援措置に関する事項 

ロ 職業生活と家庭生活との両立を図るために必要な

環境の整備に関する事項 

ハ その他女性の職業生活における活躍の推進に関す

る施策に関する重要事項 

四 前三号に掲げるもののほか、女性の職業生活における
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活躍を推進するために必要な事項 

３ 内閣総理大臣は、基本方針の案を作成し、閣議の決定を

求めなければならない。 

４ 内閣総理大臣は、前項の規定による閣議の決定があった

ときは、遅滞なく、基本方針を公表しなければならない。 

５ 前２項の規定は、基本方針の変更について準用する。 

（都道府県推進計画等） 

第６条 都道府県は、基本方針を勘案して、当該都道府県の

区域内における女性の職業生活における活躍の推進に関す

る施策についての計画（以下この条において「都道府県推

進計画」という。）を定めるよう努めるものとする。 

２ 市町村は、基本方針（都道府県推進計画が定められてい

るときは、基本方針及び都道府県推進計画）を勘案して、

当該市町村の区域内における女性の職業生活における活躍

の推進に関する施策についての計画（次項において「市町

村推進計画」という。）を定めるよう努めるものとする。 

３ 都道府県又は市町村は、都道府県推進計画又は市町村推

進計画を定め、又は変更したときは、遅滞なく、これを公

表しなければならない。 

 

第３章 事業主行動計画等 

第１節 事業主行動計画策定指針 

第７条 内閣総理大臣、厚生労働大臣及び総務大臣は、事業

主が女性の職業生活における活躍の推進に関する取組を総

合的かつ効果的に実施することができるよう、基本方針に

即して、次条第１項に規定する一般事業主行動計画及び第

19条第１項に規定する特定事業主行動計画（次項において

「事業主行動計画」と総称する。）の策定に関する指針

（以下「事業主行動計画策定指針」という。）を定めなけ

ればならない。 

２ 事業主行動計画策定指針においては、次に掲げる事項に

つき、事業主行動計画の指針となるべきものを定めるもの

とする。 

一 事業主行動計画の策定に関する基本的な事項 

二 女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の内

容に関する事項 

三 その他女性の職業生活における活躍の推進に関する取

組に関する重要事項 

３ 内閣総理大臣、厚生労働大臣及び総務大臣は、事業主行

動計画策定指針を定め、又は変更したときは、遅滞なく、

これを公表しなければならない。 

 

第２節 一般事業主行動計画等 

（一般事業主行動計画の策定等） 

第８条 国及び地方公共団体以外の事業主（以下「一般事業

主」という。）であって、常時雇用する労働者の数が300人

を超えるものは、事業主行動計画策定指針に即して、一般

事業主行動計画（一般事業主が実施する女性の職業生活に

おける活躍の推進に関する取組に関する計画をいう。以下

同じ。）を定め、厚生労働省令で定めるところにより、厚

生労働大臣に届け出なければならない。これを変更したと

きも、同様とする。 

２ 一般事業主行動計画においては、次に掲げる事項を定め

るものとする。 

一 計画期間 

二 女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の実

施により達成しようとする目標 

三 実施しようとする女性の職業生活における活躍の推進

に関する取組の内容及びその実施時期 

３ 第１項に規定する一般事業主は、一般事業主行動計画を

定め、又は変更しようとするときは、厚生労働省令で定め

るところにより、採用した労働者に占める女性労働者の割

合、男女の継続勤務年数の差異、労働時間の状況、管理的

地位にある労働者に占める女性労働者の割合その他のその

事業における女性の職業生活における活躍に関する状況を

把握し、女性の職業生活における活躍を推進するために改

善すべき事情について分析した上で、その結果を勘案し

て、これを定めなければならない。この場合において、前

項第２号の目標については、採用する労働者に占める女性

労働者の割合、男女の継続勤務年数の差異の縮小の割合、

労働時間、管理的地位にある労働者に占める女性労働者の

割合その他の数値を用いて定量的に定めなければならな

い。 

４ 第１項に規定する一般事業主は、一般事業主行動計画を

定め、又は変更したときは、厚生労働省令で定めるところ

により、これを労働者に周知させるための措置を講じなけ

ればならない。 

５ 第１項に規定する一般事業主は、一般事業主行動計画を

定め、又は変更したときは、厚生労働省令で定めるところ

により、これを公表しなければならない。 

６ 第１項に規定する一般事業主は、一般事業主行動計画に

基づく取組を実施するとともに、一般事業主行動計画に定

められた目標を達成するよう努めなければならない。 

７ 一般事業主であって、常時雇用する労働者の数が300人以

下のものは、事業主行動計画策定指針に即して、一般事業

主行動計画を定め、厚生労働省令で定めるところにより、

厚生労働大臣に届け出るよう努めなければならない。これ

を変更したときも、同様とする。 

８ 第３項の規定は前項に規定する一般事業主が一般事業主

行動計画を定め、又は変更しようとする場合について、第

４項から第６項までの規定は前項に規定する一般事業主が

一般事業主行動計画を定め、又は変更した場合について、

それぞれ準用する。 

（基準に適合する一般事業主の認定） 

第９条 厚生労働大臣は、前条第１項又は第７項の規定によ

る届出をした一般事業主からの申請に基づき、厚生労働省

令で定めるところにより、当該事業主について、女性の職

業生活における活躍の推進に関する取組に関し、当該取組

の実施の状況が優良なものであることその他の厚生労働省

令で定める基準に適合するものである旨の認定を行うこと

ができる。 

（認定一般事業主の表示等） 
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第10条 前条の認定を受けた一般事業主（以下「認定一般事

業主」という。）は、商品、役務の提供の用に供する物、

商品又は役務の広告又は取引に用いる書類若しくは通信そ

の他の厚生労働省令で定めるもの（次項及び第14条第１項

において「商品等」という。）に厚生労働大臣の定める表

示を付することができる。 

２ 何人も、前項の規定による場合を除くほか、商品等に同

項の表示又はこれと紛らわしい表示を付してはならない。 

（認定の取消し） 

第11条 厚生労働大臣は、認定一般事業主が次の各号のいず

れかに該当するときは、第９条の認定を取り消すことがで

きる。 

一 第９条に規定する基準に適合しなくなったと認めると

き。 

二 この法律又はこの法律に基づく命令に違反したとき。 

三 不正の手段により第９条の認定を受けたとき。 

（基準に適合する認定一般事業主の認定） 

第12条 厚生労働大臣は、認定一般事業主からの申請に基づ

き、厚生労働省令で定めるところにより、当該事業主につ

いて、女性の職業生活における活躍の推進に関する取組に

関し、当該事業主の策定した一般事業主行動計画に基づく

取組を実施し、当該一般事業主行動計画に定められた目標

を達成したこと、雇用の分野における男女の均等な機会及

び待遇の確保等に関する法律（昭和47年法律第113号）第13

条の２に規定する業務を担当する者及び育児休業、介護休

業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律

（平成３年法律第76号）第29条に規定する業務を担当する

者を選任していること、当該女性の職業生活における活躍

の推進に関する取組の実施の状況が特に優良なものである

ことその他の厚生労働省令で定める基準に適合するもので

ある旨の認定を行うことができる。 

（特例認定一般事業主の特例等） 

第13条 前条の認定を受けた一般事業主（以下「特例認定一

般事業主」という。）については、第８条第１項及び第７

項の規定は、適用しない。 

２ 特例認定一般事業主は、厚生労働省令で定めるところに

より、毎年少なくとも１回、女性の職業生活における活躍

の推進に関する取組の実施の状況を公表しなければならな

い。 

（特例認定一般事業主の表示等） 

第14条 特例認定一般事業主は、商品等に厚生労働大臣の定

める表示を付することができる。 

２ 第10条第２項の規定は、前項の表示について準用する。 

（特例認定一般事業主の認定の取消し） 

第15条 厚生労働大臣は、特例認定一般事業主が次の各号の

いずれかに該当するときは、第12条の認定を取り消すこと

ができる。 

一 第11条の規定により第９条の認定を取り消すとき。 

二 第12条に規定する基準に適合しなくなったと認めると

き。 

三 第13条第２項の規定による公表をせず、又は虚偽の公

表をしたとき。 

四 前号に掲げる場合のほか、この法律又はこの法律に基

づく命令に違反したとき。 

五 不正の手段により第12条の認定を受けたとき。 

（委託募集の特例等） 

第16条 承認中小事業主団体の構成員である中小事業主（一

般事業主であって、常時雇用する労働者の数が300人以下の

ものをいう。以下この項及び次項において同じ。）が、当

該承認中小事業主団体をして女性の職業生活における活躍

の推進に関する取組の実施に関し必要な労働者の募集を行

わせようとする場合において、当該承認中小事業主団体が

当該募集に従事しようとするときは、職業安定法（昭和22

年法律第141号）第36条第１項及び第３項の規定は、当該構

成員である中小事業主については、適用しない。 

２ この条及び次条において「承認中小事業主団体」とは、

事業協同組合、協同組合連合会その他の特別の法律により

設立された組合若しくはその連合会であって厚生労働省令

で定めるもの又は一般社団法人で中小事業主を直接又は間

接の構成員とするもの（厚生労働省令で定める要件に該当

するものに限る。）のうち、その構成員である中小事業主

に対して女性の職業生活における活躍の推進に関する取組

を実施するための人材確保に関する相談及び援助を行うも

のであって、その申請に基づいて、厚生労働大臣が、当該

相談及び援助を適切に行うための厚生労働省令で定める基

準に適合する旨の承認を行ったものをいう。 

３ 厚生労働大臣は、承認中小事業主団体が前項に規定する

基準に適合しなくなったと認めるときは、同項の承認を取

り消すことができる。 

４ 承認中小事業主団体は、第１項に規定する募集に従事し

ようとするときは、厚生労働省令で定めるところにより、

募集時期、募集人員、募集地域その他の労働者の募集に関

する事項で厚生労働省令で定めるものを厚生労働大臣に届

け出なければならない。 

５ 職業安定法第37条第２項の規定は前項の規定による届出

があった場合について、同法第５条の３第１項及び第４

項、第５条の４、第39条、第41条第２項、第42条第１項、

第42条の２、第48条の３第１項、第48条の４、第50条第１

項及び第２項並びに第51条の規定は前項の規定による届出

をして労働者の募集に従事する者について、同法第40条の

規定は同項の規定による届出をして労働者の募集に従事す

る者に対する報酬の供与について、同法第50条第３項及び

第４項の規定はこの項において準用する同条第２項に規定

する職権を行う場合について、それぞれ準用する。この場

合において、同法第37条第２項中「労働者の募集を行おう

とする者」とあるのは「女性の職業生活における活躍の推

進に関する法律第16条第４項の規定による届出をして労働

者の募集に従事しようとする者」と、同法第41条第２項中

「当該労働者の募集の業務の廃止を命じ、又は期間」とあ

るのは「期間」と読み替えるものとする。 

６ 職業安定法第36条第２項及び第42条の３の規定の適用に

ついては、同法第36条第２項中「前項の」とあるのは「被
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用者以外の者をして労働者の募集に従事させようとする者

がその被用者以外の者に与えようとする」と、同法第42条

の３中「第39条に規定する募集受託者」とあるのは「女性

の職業生活における活躍の推進に関する法律（平成27年法

律第64号）第16条第４項の規定による届出をして労働者の

募集に従事する者」とする。 

７ 厚生労働大臣は、承認中小事業主団体に対し、第２項の

相談及び援助の実施状況について報告を求めることができ

る。 

第17条 公共職業安定所は、前条第４項の規定による届出を

して労働者の募集に従事する承認中小事業主団体に対し

て、雇用情報及び職業に関する調査研究の成果を提供し、

かつ、これらに基づき当該募集の内容又は方法について指

導することにより、当該募集の効果的かつ適切な実施を図

るものとする。 

（一般事業主に対する国の援助） 

第18条 国は、第８条第１項若しくは第７項の規定により一

般事業主行動計画を策定しようとする一般事業主又はこれ

らの規定による届出をした一般事業主に対して、一般事業

主行動計画の策定、労働者への周知若しくは公表又は一般

事業主行動計画に基づく措置が円滑に実施されるように相

談その他の援助の実施に努めるものとする。 

 

第３節 特定事業主行動計画  

第19条 国及び地方公共団体の機関、それらの長又はそれら

の職員で政令で定めるもの（以下「特定事業主」とい

う。）は、政令で定めるところにより、事業主行動計画策

定指針に即して、特定事業主行動計画（特定事業主が実施

する女性の職業生活における活躍の推進に関する取組に関

する計画をいう。以下この条において同じ。）を定めなけ

ればならない。 

２ 特定事業主行動計画においては、次に掲げる事項を定め

るものとする。 

一 計画期間 

二 女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の実

施により達成しようとする目標 

三 実施しようとする女性の職業生活における活躍の推進

に関する取組の内容及びその実施時期 

３ 特定事業主は、特定事業主行動計画を定め、又は変更し

ようとするときは、内閣府令で定めるところにより、採用

した職員に占める女性職員の割合、男女の継続勤務年数の

差異、勤務時間の状況、管理的地位にある職員に占める女

性職員の割合その他のその事務及び事業における女性の職

業生活における活躍に関する状況を把握し、女性の職業生

活における活躍を推進するために改善すべき事情について

分析した上で、その結果を勘案して、これを定めなければ

ならない。この場合において、前項第２号の目標について

は、採用する職員に占める女性職員の割合、男女の継続勤

務年数の差異の縮小の割合、勤務時間、管理的地位にある

職員に占める女性職員の割合その他の数値を用いて定量的

に定めなければならない。 

４ 特定事業主は、特定事業主行動計画を定め、又は変更し

たときは、遅滞なく、これを職員に周知させるための措置

を講じなければならない。 

５ 特定事業主は、特定事業主行動計画を定め、又は変更し

たときは、遅滞なく、これを公表しなければならない。 

６ 特定事業主は、毎年少なくとも１回、特定事業主行動計

画に基づく取組の実施の状況を公表しなければならない。 

７ 特定事業主は、特定事業主行動計画に基づく取組を実施

するとともに、特定事業主行動計画に定められた目標を達

成するよう努めなければならない。 

 

第４節 女性の職業選択に資する情報の公表 

（一般事業主による女性の職業選択に資する情報の公表） 

第20条 第８条第１項に規定する一般事業主は、厚生労働省

令で定めるところにより、職業生活を営み、又は営もうとす

る女性の職業選択に資するよう、その事業における女性の職

業生活における活躍に関する次に掲げる情報を定期的に公表

しなければならない。 

一 その雇用し、又は雇用しようとする女性労働者に対す

る職業生活に関する機会の提供に関する実績 

二 その雇用する労働者の職業生活と家庭生活との両立に

資する雇用環境の整備に関する実績 

２ 第８条第７項に規定する一般事業主は、厚生労働省令で

定めるところにより、職業生活を営み、又は営もうとする

女性の職業選択に資するよう、その事業における女性の職

業生活における活躍に関する前項各号に掲げる情報の少な

くともいずれか一方を定期的に公表するよう努めなければ

ならない。 

（特定事業主による女性の職業選択に資する情報の公表） 

第21条 特定事業主は、内閣府令で定めるところにより、職

業生活を営み、又は営もうとする女性の職業選択に資する

よう、その事務及び事業における女性の職業生活における

活躍に関する次に掲げる情報を定期的に公表しなければな

らない。 

一 その任用し、又は任用しようとする女性に対する職業

生活に関する機会の提供に関する実績 

二 その任用する職員の職業生活と家庭生活との両立に資

する勤務環境の整備に関する実績 

 

第４章 女性の職業生活における活躍を推進するための支援

措置 

（職業指導等の措置等） 

第22条 国は、女性の職業生活における活躍を推進するた

め、職業指導、職業紹介、職業訓練、創業の支援その他の

必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

２ 地方公共団体は、女性の職業生活における活躍を推進す

るため、前項の措置と相まって、職業生活を営み、又は営

もうとする女性及びその家族その他の関係者からの相談に

応じ、関係機関の紹介その他の情報の提供、助言その他の

必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

３ 地方公共団体は、前項に規定する業務に係る事務の一部
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を、その事務を適切に実施することができるものとして内

閣府令で定める基準に適合する者に委託することができ

る。 

４ 前項の規定による委託に係る事務に従事する者又は当該

事務に従事していた者は、正当な理由なく、当該事務に関

して知り得た秘密を漏らしてはならない。 

（財政上の措置等） 

第23条 国は、女性の職業生活における活躍の推進に関する

地方公共団体の施策を支援するために必要な財政上の措置

その他の措置を講ずるよう努めるものとする。 

（国等からの受注機会の増大） 

第24条 国は、女性の職業生活における活躍の推進に資する

ため、国及び公庫等（沖縄振興開発金融公庫その他の特別

の法律によって設立された法人であって政令で定めるもの

をいう。）の役務又は物件の調達に関し、予算の適正な使

用に留意しつつ、認定一般事業主、特例認定一般事業主そ

の他の女性の職業生活における活躍に関する状況又は女性

の職業生活における活躍の推進に関する取組の実施の状況

が優良な一般事業主（次項において「認定一般事業主等」

という。）の受注の機会の増大その他の必要な施策を実施

するものとする。 

２ 地方公共団体は、国の施策に準じて、認定一般事業主等

の受注の機会の増大その他の必要な施策を実施するように

努めるものとする。 

（啓発活動） 

第25条 国及び地方公共団体は、女性の職業生活における活

躍の推進について、国民の関心と理解を深め、かつ、その

協力を得るとともに、必要な啓発活動を行うものとする。 

（情報の収集、整理及び提供） 

第26条 国は、女性の職業生活における活躍の推進に関する

取組に資するよう、国内外における女性の職業生活におけ

る活躍の状況及び当該取組に関する情報の収集、整理及び

提供を行うものとする。 

（協議会） 

第27条 当該地方公共団体の区域において女性の職業生活に

おける活躍の推進に関する事務及び事業を行う国及び地方

公共団体の機関（以下この条において「関係機関」とい

う。）は、第22条第１項の規定により国が講ずる措置及び

同条第２項の規定により地方公共団体が講ずる措置に係る

事例その他の女性の職業生活における活躍の推進に有用な

情報を活用することにより、当該区域において女性の職業

生活における活躍の推進に関する取組が効果的かつ円滑に

実施されるようにするため、関係機関により構成される協

議会（以下「協議会」という。）を組織することができ

る。 

２ 協議会を組織する関係機関は、当該地方公共団体の区域

内において第22条第３項の規定による事務の委託がされて

いる場合には、当該委託を受けた者を協議会の構成員とし

て加えるものとする。 

３ 協議会を組織する関係機関は、必要があると認めるとき

は、協議会に次に掲げる者を構成員として加えることがで

きる。 

一 一般事業主の団体又はその連合団体 

二 学識経験者 

三 その他当該関係機関が必要と認める者 

４ 協議会は、関係機関及び前２項の構成員（以下この項に

おいて「関係機関等」という。）が相互の連絡を図ること

により、女性の職業生活における活躍の推進に有用な情報

を共有し、関係機関等の連携の緊密化を図るとともに、地

域の実情に応じた女性の職業生活における活躍の推進に関

する取組について協議を行うものとする。 

５ 協議会が組織されたときは、当該地方公共団体は、内閣

府令で定めるところにより、その旨を公表しなければなら

ない。 

（秘密保持義務） 

第28条 協議会の事務に従事する者又は協議会の事務に従事

していた者は、正当な理由なく、協議会の事務に関して知

り得た秘密を漏らしてはならない。 

（協議会の定める事項） 

第29条 前２条に定めるもののほか、協議会の組織及び運営

に関し必要な事項は、協議会が定める。 

 

第５章 雑則 

（報告の徴収並びに助言、指導及び勧告） 

第30条 厚生労働大臣は、この法律の施行に関し必要がある

と認めるときは、第８条第１項に規定する一般事業主又は

認定一般事業主若しくは特例認定一般事業主である同条第

７項に規定する一般事業主に対して、報告を求め、又は助

言、指導若しくは勧告をすることができる。 

（公表） 

第31条 厚生労働大臣は、第20条第１項の規定による公表を

せず、若しくは虚偽の公表をした第８条第１項に規定する一

般事業主又は第20条第２項に規定する情報に関し虚偽の公表

をした認定一般事業主若しくは特例認定一般事業主である第

８条第７項に規定する一般事業主に対し、前条の規定による

勧告をした場合において、当該勧告を受けた者がこれに従わ

なかったときは、その旨を公表することができる。 

（権限の委任） 

第32条 第８条、第９条、第11条、第12条、第15条、第16

条、第30条及び前条に規定する厚生労働大臣の権限は、厚

生労働省令で定めるところにより、その一部を都道府県労

働局長に委任することができる。 

（政令への委任） 

第33条 この法律に定めるもののほか、この法律の実施のた

め必要な事項は、政令で定める。 

 

第６章 罰則 

第34条 第16条第５項において準用する職業安定法第41条第
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２項の規定による業務の停止の命令に違反して、労働者の

募集に従事した者は、１年以下の懲役又は100万円以下の罰

金に処する。 

第35条 次の各号のいずれかに該当する者は、１年以下の懲

役又は50万円以下の罰金に処する。 

一 第22条第４項の規定に違反して秘密を漏らした者 

二 第28条の規定に違反して秘密を漏らした者 

第36条 次の各号のいずれかに該当する者は、６月以下の懲

役又は30万円以下の罰金に処する。 

一 第16条第４項の規定による届出をしないで、労働者の

募集に従事した者 

二 第16条第５項において準用する職業安定法第37条第２

項の規定による指示に従わなかった者 

三 第16条第５項において準用する職業安定法第39条又は

第40条の規定に違反した者 

第37条 次の各号のいずれかに該当する者は、30万円以下の

罰金に処する。 

一 第10条第２項（第14条第２項において準用する場合を

含む。）の規定に違反した者 

二 第16条第５項において準用する職業安定法第50条第１

項の規定による報告をせず、又は虚偽の報告をした者 

三 第16条第５項において準用する職業安定法第50条第２

項の規定による立入り若しくは検査を拒み、妨げ、若し

くは忌避し、又は質問に対して答弁をせず、若しくは虚

偽の陳述をした者 

四 第16条第５項において準用する職業安定法第51条第１

項の規定に違反して秘密を漏らした者 

第38条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人

その他の従業者が、その法人又は人の業務に関し、第34

条、第36条又は前条の違反行為をしたときは、行為者を罰

するほか、その法人又は人に対しても、各本条の罰金刑を

科する。 

第39条 第330条の規定による報告をせず、又は虚偽の報告を

した者は、20万円以下の過料に処する。 

 

附 則 抄 

（施行期日） 

第１条 この法律は、公布の日から施行する。ただし、第３

章（第７条を除く。）、第５章（第28条を除く。）及び第

６章（第30条を除く。）の規定並びに附則第５条の規定

は、平成28年４月１日から施行する。 

（この法律の失効） 

第２条 この法律は、平成38年３月31日限り、その効力を失

う。 

２ 第22条第３項の規定による委託に係る事務に従事してい

た者の当該事務に関して知り得た秘密については、同条第

４項の規定（同項に係る罰則を含む。）は、前項の規定に

かかわらず、同項に規定する日後も、なおその効力を有す

る。 

３ 協議会の事務に従事していた者の当該事務に関して知り

得た秘密については、第28条の規定（同条に係る罰則を含

む。）は、第１項の規定にかかわらず、同項に規定する日

後も、なおその効力を有する。 

４ この法律の失効前にした行為に対する罰則の適用につい

ては、この法律は、第１項の規定にかかわらず、同項に規

定する日後も、なおその効力を有する。 

（政令への委任） 

第３条 前条第２項から第４項までに規定するもののほか、

この法律の施行に伴い必要な経過措置は、政令で定める。 

（検討） 

第４条 政府は、この法律の施行後３年を経過した場合にお

いて、この法律の施行の状況を勘案し、必要があると認め

るときは、この法律の規定について検討を加え、その結果

に基づいて必要な措置を講ずるものとする。 

 

附 則 （平成29年３月31日法律第14号） 抄 

（施行期日） 

第１条 この法律は、平成29年４月１日から施行する。ただ

し、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施

行する。 

一 第１条中雇用保険法第64条の次に１条を加える改正規

定及び附則第35条の規定 公布の日 

二・三 略 

四 第２条中雇用保険法第10条の４第２項、第58条第項、

第60条の２第４項、第76条第２項及び第79条の２並びに

附則第11条の２第１項の改正規定並びに同条第３項の改

正規定（「100分の50を」を「100の80を」に改める部分

に限る。）、第４条の規定並びに第７条中育児・介護休

業法第53条第５項及び第６項並びに第64条の改正規定並

びに附則第５条から第８条まで及び第10条の規定、附則

第13条中国家公務員退職手当法（昭和28年法律第182号）

第10条第10項第５号の改正規定、附則第14条第２項及び

第17条の規定、附則第18条（次号に掲げる規定を除

く。）の規定、附則第19条中高年齢者等の雇用の安定等

に関する法律（昭和46年法律第68号）第38条第３項の改

正規定（「第４条第８項」を「第４条第９項」に改める

部分に限る。）、附則第20条中建設労働者の雇用の改善

等に関する法律（昭和51年法律第33号）第30条第１項の

表第４条第８項の項、第32条の11から第32条の15まで、

第32条の16第１項及び第51条の項及び第48条の３及び第

48条の４第１項の項の改正規定、附則第21条、第22条、

第26条から第28条まで及び第32条の規定並びに附則第33

条（次号に掲げる規定を除く。）の規定 平成30年１月

１日 

（罰則に関する経過措置） 

第34条 この法律（附則第１条第４号に掲げる規定にあって

は、当該規定）の施行前にした行為に対する罰則の適用に

ついては、なお従前の例による。 

（その他の経過措置の政令への委任） 

第35条 この附則に規定するもののほか、この法律の施行に

伴い必要な経過措置は、政令で定める。 
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附 則 （令和元年６月５日法律第24号） 抄 

（施行期日） 

第１条 この法律は、公布の日から起算して１年を超えない

範囲内において政令で定める日から施行する。ただし、次

の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行す

る。 

一 第３条中労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用

の安定及び職業生活の充実等に関する法律第４条の改正

規定並びに次条及び附則第６条の規定 公布の日 

二 第２条の規定 公布の日から起算して３年を超えない

範囲内において政令で定める日 

（罰則に関する経過措置） 

第５条 この法律の施行前にした行為に対する罰則の適用に

ついては、なお従前の例による。 

（政令への委任） 

第６条 この附則に定めるもののほか、この法律の施行に関

して必要な経過措置は、政令で定める。 

（検討） 

第７条 政府は、この法律の施行後５年を経過した場合にお

いて、この法律による改正後の規定の施行の状況について

検討を加え、必要があると認めるときは、その結果に基づ

いて所要の措置を講ずるものとする。 
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政治分野における男女共同参画の推進に関する法律 

平成30年５月23日法律第28号 

最終改正：令和３年６月16日法律第67号 

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

（目的） 

第１条 この法律は、社会の対等な構成員である男女が公選

による公職又は内閣総理大臣その他の国務大臣、内閣官房

副長官、内閣総理大臣補佐官、副大臣、大臣政務官若しく

は大臣補佐官若しくは副知事若しくは副市町村長の職（以

下「公選による公職等」という。）にある者として国又は

地方公共団体における政策の立案及び決定に共同して参画

する機会が確保されること（以下「政治分野における男女

共同参画」という。）が、その立案及び決定において多様

な国民の意見が的確に反映されるために一層重要となるこ

とに鑑み、男女共同参画社会基本法（平成11年法律第78

号）の基本理念にのっとり、政治分野における男女共同参

画の推進について、その基本原則を定め、並びに国及び地

方公共団体の責務等を明らかにするとともに、政治分野に

おける男女共同参画の推進に関する施策の基本となる事項

を定めることにより、政治分野における男女共同参画を効

果的かつ積極的に推進し、もって男女が共同して参画する

民主政治の発展に寄与することを目的とする。 

（基本原則） 

第２条 政治分野における男女共同参画の推進は、衆議院議

員、参議院議員及び地方公共団体の議会の議員の選挙にお

いて、政党その他の政治団体の候補者の選定の自由、候補

者の立候補の自由その他の政治活動の自由を確保しつつ、

男女の候補者の数ができる限り均等となることを目指して

行われるものとする。 

２ 政治分野における男女共同参画の推進は、自らの意思に

よって公選による公職等としての活動に参画し、又は参画

しようとする者に対するこれらの者の間における交流の機

会の積極的な提供及びその活用を通じ、かつ、性別による

固定的な役割分担等を反映した社会における制度又は慣行

が政治分野における男女共同参画の推進に対して及ぼす影

響に配慮して、男女が、その性別にかかわりなく、その個

性と能力を十分に発揮できるようにすることを旨として、

行われなければならない。 

３ 政治分野における男女共同参画の推進は、男女が、その

性別にかかわりなく、相互の協力と社会の支援の下に、公

選による公職等としての活動と家庭生活との円滑かつ継続

的な両立が可能となることを旨として、行われなければな

らない。 

４ 政治分野における男女共同参画の推進は、政党その他の

政治団体が自主的に取り組むほか、衆議院、参議院及び地

方公共団体の議会並びに内閣府、総務省その他の関係行政

機関等が適切な役割分担の下でそれぞれ積極的に取り組む

ことにより、行われるものとする。 

（国及び地方公共団体の責務） 

第３条 国及び地方公共団体は、前条に定める政治分野にお

ける男女共同参画の推進についての基本原則（次条におい

て単に「基本原則」という。）にのっとり、政党その他の

政治団体の政治活動の自由及び選挙の公正を確保しつつ、

政治分野における男女共同参画の推進に関して必要な施策

を策定し、及びこれを実施する責務を有する。 

（政党その他の政治団体の努力） 

第４条 政党その他の政治団体は、基本原則にのっとり、政

治分野における男女共同参画の推進に関し、当該政党その

他の政治団体に所属する男女のそれぞれの公職の候補者の

数に係る目標の設定、当該政党その他の政治団体に所属す

る公職の候補者の選定方法の改善、公職の候補者となるに

ふさわしい能力を有する人材の育成、当該政党その他の政

治団体に所属する公選による公職等にある者及び公職の候

補者についての性的な言動、妊娠又は出産に関する言動等

に起因する問題の発生の防止及び適切な解決その他の事項

について、自主的に取り組むよう努めるものとする。 

（法制上の措置等） 

第５条 国は、政治分野における男女共同参画の推進に関す

る施策を実施するため必要な法制上又は財政上の措置その

他の措置を講ずるものとする。 

（実態の調査及び情報の収集等） 

第６条 国は、政治分野における男女共同参画の推進に関す

る取組に資するよう、その推進に当たって障壁となるよう

な社会における制度、慣行、観念その他一切のもの（次項

において「社会的障壁」という。）及び国内外における当

該取組の状況について、実態の調査並びに情報の収集、整

理、分析及び提供（同項及び第十一条において「実態の調

査及び情報の収集等」という。）を行うものとする。 

２ 地方公共団体は、政治分野における男女共同参画の推進

に関する取組に資するよう、当該地方公共団体における社

会的障壁及び当該取組の状況について、実態の調査及び情

報の収集等を行うよう努めるものとする。 

（啓発活動） 

第７条 国及び地方公共団体は、政治分野における男女共同

参画の推進について、国民の関心と理解を深めるととも

に、必要な啓発活動を行うものとする。 

（環境整備） 

第８条 国及び地方公共団体は、議会における欠席事由の拡

大をはじめとする公選による公職等としての活動と妊娠、

出産、育児、介護等の家庭生活との円滑かつ継続的な両立

を支援するための体制の整備その他の政治分野における男

女共同参画の推進に関する取組を積極的に進めることがで

きる環境の整備を行うものとする。 

（性的な言動等に起因する問題への対応） 

第９条 国及び地方公共団体は、政治分野における男女共同
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参画の推進に資するよう、公選による公職等にある者及び

公職の候補者について、性的な言動、妊娠又は出産に関す

る言動等に起因する問題の発生の防止を図るとともに、当

該問題の適切な解決を図るため、当該問題の発生の防止に

資する研修の実施、当該問題に係る相談体制の整備その他

の必要な施策を講ずるものとする。 

（人材の育成等） 

第10条 国及び地方公共団体は、政治分野における男女共同

参画が推進されるよう、議会における審議を体験する機会

の提供、公選による公職等としての活動に対する関心を深

めこれに必要な知見を提供する講演会等の開催の推進その

他の人材の育成及び活用に資する施策を講ずるものとす

る。 

（その他の施策） 

第11条 国及び地方公共団体は、第七条から前条までに定め

るもののほか、第六条の規定による実態の調査及び情報の

収集等の結果を踏まえ、必要があると認めるときは、政治

分野における男女共同参画の推進のために必要な施策を講

ずるものとする。 

 

 

附 則  

この法律は、公布の日から施行する。 

 

附 則（令和３年６月16日法律第67号） 

この法律は、公布の日から施行する。 
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令和元年男女共同参画に関する県民の意識・実態調査の概要 

 

１．調査の範囲および対象 

  島根県内に居住する満 18歳以上の男女 

 

２．標本数と標本抽出方法 

  選挙人名簿による層化二段無作為抽出法により、男女 2,000人を抽出 

 

３．調査の方法と実施時期 

  郵送配布・郵送回収による郵送調査法 

   令和元年７月２３日（火）調査票発送 

        ９月３０日（月）最終回答票到着 

 

４．調査の内容 

  性別役割、女性の社会参画、女性と仕事、仕事と家庭生活・地域・個人の生活、女性の人権、

行政への要望など、男女共同参画に関わる重要課題について、全１８問のアンケート 

 

５．回収結果 

  調査標本数 2,000人 

  回収数     900人（うち 4件無効） 

  有効回収数   896人（女性 494人、男性 379、その他 1人、性別不明 22人） 

 

６．調査結果 

（１）男女の平等感、性別役割などについて 

○男女の地位の平等感（問１、図１） 

・ 各分野における男女の地位の平等感について、「平等」とする回答が高い分野は「学

校教育の場」のみであり、それ以外のすべての分野で「平等」よりも男性優遇の意識が

高い。特に、依然として「政治の場」及び「社会通念・慣習・しきたり」の分野での男性

優遇感が顕著である。 

・ 社会全体でみた男女の平等感については、依然として男性優遇の意識が７割を超えて

いる。また、男女の回答を比較すると、「男性の方が優遇されている」とする回答は女

性(82.2％)の方が男性(68.6％)を上回っている。 

（％）   

   

 

         H26年度          R 元年度        全国 R元年度   

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

男性優遇 平等 女性優遇 男性優遇 平等 女性優遇 男性優遇 平等 女性優遇 

家庭生活で   60.3 32.6   6.3   55.4   36.0   6.1     44.9  45.5   7.2 

職場で   61.7  28.4   7.7   53.8   31.5   7.3    53.5  30.7   5.0 

学校教育の場で   23.6 68.2   3.6    22.4  63.3   3.9    18.5  61.2   2.6 

政治の場で   85.2  12.0   1.6    75.7  16.1   1.8     79.0  14.4   1.2 

法律や制度上で   46.7  42.7   8.6   48.3   38.1   6.5     46.9  39.7   4.4 

社会通念・慣習・ 

しきたりなどで 

  83.0  

 

13.4   2.4  

 

  77.1  

 

14.8 

 

  2.7   

 

  70.1 

 

 22.6 

 

  2.3 

 

地域活動で   56.4 33.9   8.5    53.7  35.2   6.5     34.7  46.5  10.2 

社会全体で 

  （女性） 

  （男性） 

  79.5  

  84.1  

  75.1  

15.7 

12.7 

18.5 

  4.1 

  2.5 

  5.6  

  76.3   

  82.2   

  68.6  

15.7 

12.1 

20.8 

  4.0 

  1.8 

  7.1   

  74.1 

  77.5 

  70.2 

 21.2 

 18.4 

 24.5 

  3.1 

  1.9 

  4.4 

   「男性優遇」＝「男性の方が非常に優遇」＋「どちらかといえば男性の方が優遇」  

   「女性優遇」＝「女性の方が非常に優遇」＋「どちらかといえば女性の方が優遇」 
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 ○性別役割等に関する意識（問２、図２） 

・ 典型的な役割分担意識を示す「男は外で働き、女は家庭を守るべきである」とする意識を

否定する回答は 70.8％で、前回調査(65.2％)よりも否定割合が増えているとともに、全国

調査(59.8％）と比べても否定割合が高い。 

・ 「男は外で働き、女は家庭を守るべきである」という考え方について、性・年齢別にみる

と、男女とも 70 歳以上は依然として他の年代より否定意識が低いが、今回の調査でも女性

はすべての年代で否定意識の割合が 5 割以上を示している。一方男性は、前回調査で 70 歳

以上は肯定的な考え方が過半数を占めていたが、今回調査では否定的な考え方が半数を超え

ている（肯定計 62.1%→41.2％、否定計 36.8%→52.9%）。その結果、女性と同様に、すべて

の年代で否定意識の割合が 5割以上を示している。 

・ 他の項目については、「女性は気配り、男性は決断力」（肯定計 64.3％）の肯定意識が高くな

っている。今回の調査では、「子育ては母親」に対する肯定意識が前回から大きく変化して

いる（肯定計：70.0%→59.0%の 11.0 ポイント減）。この 5 年間で性別役割分担意識は全体

的にやや弱まる傾向が表れている。 

・ 男女別でみると、「子育ては母親」で特に男性の方が肯定割合が高く（女性 53.4%、男性

66.5%）、逆に「自治会などの代表者は男性」で特に女性の肯定割合が高くなっている（女

性 62.8%、男性 49.3%）。  

（％）           

  H26年度 R元年度 全国 

R元年度 

 

「男は仕事、女は家庭」に対する否定意識 65.2    70.8    59.8 

「自治会などの代表者は男性」に対する肯定意識 62.0    56.8   － 

「女性は気配り、男性は決断力」に対する肯定意識 71.5    64.3       － 

「子育ては母親」に対する肯定意識 70.0   59.0      － 

「家事、介護は女性向き」に対する肯定意識 60.7    51.7       － 

否定意識＝「そう思わない」＋「どちらかといえばそう思わない」 

  肯定意識＝「そう思う」＋「どちらかといえばそう思う」 

   

（２）女性の社会参画について 

  ○女性が増える方がよい職業・役職（問３） 

・ 女性が増える方がよい職業や役職について、もっとも回答が多いのは「議会の議員」（61.8%）

で、次いで弁護士、医師などの専門職」（55.0%）、「公務員の管理職」（51.1%）となって

いる。また、男女別でみると、「自治会長、ＰＴＡ会長など」、「農業・漁業協同組合、森

林組合の役員」、「県知事・市町村長」、「議会の議員」などで女性よりも男性からの支持

率が高い。 

 

  ○女性の意見の反映度（問４、図３） 

・ 女性意見の県の政策への反映度について、「反映されている」とする回答は 46.1％で前回

調査(46.2％)とほぼ変わらないが、依然として、「反映されていない」とする 48.9％(前回

52.4％)を下回っている。 

・ 反映されていない理由としては、前回調査同様、①「県議会や行政機関などの政策・方針

決定の場に女性が少ないから」(34.9%)と②「女性の意見や考え方に対して県議会や行政機関

の側の関心が薄いから」(20.5％)の割合が高かった。 

 

（３）女性と仕事について  

○女性の就業、働き続けやすさ（問５～問６、図４・５） 

・ 女性と仕事に関する考え方については、①「子どもができても、ずっと仕事を続ける方が

よい（就労継続型）」(53.1％)、②「子どもができたら仕事をやめ、大きくなったら再び仕

事に就く方がよい（中断・再就労型）」(26.5％)とする回答が多く、この２項目で約８割を
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占めている。就労継続型は平成１１年度調査から毎回増加していたが、今回やや減少した（前

回 54.5％）。中断・再就労型は、毎回減少しており、今回も減少した（前回 31.1%）。 

（％）          

  H11年度 H16年度 H21年度 H26年度 R元年度 全国 

R元年度 

 

就労継続型 34.5 39.3 43.4 54.5 53.1 61.0 

中断・再就労型     44.7     42.2     39.8     31.1 26.5 20.3 

      就労継続型＝子供ができても、ずっと仕事を続ける方がよい 

      中断・再就労型＝子供ができたら仕事をやめ、大きくなったら再び仕事に就く方がよい 

 

・ 女性の働き続けやすさについては、「働き続けにくい」との認識が、６割を超えているが

（65.6%）、前回調査(70.3％) からはやや減少している。また、「働き続けやすい」とする

回答も女性、男性ともにやや増加している（女性 27.8％→30.4％の 2.6 ポイント増、男性

29.2％→32.7％の 3.５ポイント増）。 

・ 女性が働き続ける上での障害としては、①「育児施設が十分でない」（61.4%）、②「短期

契約、パートタイム、臨時雇いなど不安定な雇用形態が多い」（52.4%）、③「長時間労働や

残業がある」(41.3％)などが多く選択されている。 

  

（４）仕事、家庭生活、地域・個人の生活について 

 ○仕事、家庭生活、地域・個人の生活のバランス、家庭の仕事等の役割分担 

（問７～問 10、図６～８） 

・ 希望としては、優先したいものとして「仕事と家庭生活」（33.7％）が最も高く、次いで

「家庭生活」（20.4％）、「仕事と家庭生活と地域・個人の生活」（19.6%）」となっている。 

・ 「仕事」を優先したいとする回答は、男性（7.1%）が女性（2.2%）を上回っている。一方

で、「家庭生活」を優先したいとする回答は、女性（22.5%）が男性（17.7%）を上回ってい

る。 

・ 現実に優先しているものは、①「仕事と家庭生活」(25.2％)、次いで②「仕事」(24.2％)、

③「家庭生活」(22.4％)の順となっているが、男女の回答を比較すると、女性は①「家庭生

活」(29.6％)、②「仕事と家庭生活」(25.9％）、③「仕事」（18.0％）の順となっているの

に対して、男性は①「仕事」（31.9％）、②「仕事と家庭生活」(25.１％)、③「家庭生活」

(13.5％)の順となっている。 

・ 家庭生活、地域・個人の生活、休養の時間等について、「取れている」とする回答が多い

のは①「家庭生活」(76.8％)で、次いで②「休養」(59.4％)、③「地域・社会活動」(47.1％)、

④「学習・研究、趣味・娯楽、スポーツなど」(46.4％)の順となっている。 

・ 家庭の仕事等を誰が主に担当しているかという質問に対して、家事・育児・介護に関する

「食事のしたく」、「食事のかたづけ」、「掃除」、「小さな子どもの世話」、「介護の必

要な高齢者・病人の世話」の５項目は「該当する仕事はない」場合を除くといずれも「妻が

することが多い」の割合が最も高くなっている。 

・ 男性が家事、子育て、介護、地域活動に積極的に参加していくためには、①「夫婦や家族

間でのコミュニケーションをよくはかること」（58.0%）との回答が最も多く、続いて、②「男

性が家事・育児などに参加することに対する男性自身の抵抗感をなくすこと」（54.8%）や③

「男性による家事・育児などについて、職場における上司や周囲の理解を進めること」（48.7%）

の回答が多くなっている。 

 

（５）女性の人権について 

  ○女性への暴力について（問 11～問 16、図９～１０） 

・ セクシュアル・ハラスメントの被害経験については、直接経験したことがある人が全体で

10.7％(前回 8.7％)、身近な人も含めた被害経験者は 25.9％(前回 23.9％)となっている。な

お、女性に限定しての直接被害の経験者は 17.2％(前回 14.1％)となっている。 
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・ ドメスティック・バイオレンス（ＤＶ）の被害経験では、直接自分が経験したことがある

人が全体で 7.8％(前回 7.1％)、身近な人も含めた被害経験者は 22.9％(前回 25.9％)となっ

ている。なお、女性に限定しての直接被害の経験者は 10.7％(前回 9.8％)となっている。 

・ ＤＶが起こる背景・要因として、最も回答が多いのは①「現代社会はストレスが大きいか

ら」(49.2%)で、次いで②「配偶者（パートナー）間におけるコミュニケーションがとれてい

ないから」(37.7%)、③「配偶者（パートナー）間の暴力は、犯罪・人権侵害という認識が低

く、配偶者（パートナー）に対する暴力を容認する社会通念があるから」(34.7%)となってい

る。 

・ デートＤＶの被害経験では、直接自分が経験したことがある人が全体で 2.0％、身近な人

も含めた被害経験者は 8.9％となっている。なお、女性に限定しての直接被害の経験者は 2.6

％となっている。 

・ これまでに DV やデートＤＶに関する講座を受講したことがあるとした回答は、10.2%であ

った。 

・ 女性への暴力をなくす方策としては、①「被害女性のための相談機関や保護施設の整備」

(53.1%)、②「あらゆる差別や暴力を許さない人権尊重の教育の充実」(47.8%)、③「捜査や

裁判での担当者に女性を増やし、被害女性が届けやすいようにする」(47.1%)が多く選択され

ている。 

 

（６）男女共同参画に関する行政への要望（問 17） 

・ 行政への要望について、最も回答が多いのは①「育児休業制度の充実や労働環境の整備」

(52.0％)で、次いで②「保育所等、その他子育てに関する施設やサービスの充実」(50.6％)、

③「高齢者や病人の施設や介護サービスの充実」(50.1％)、④「子育てで仕事を退職した人

の再就職支援」(48.9％)となっている。 
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●図１ 社会全体で見た男女の地位の平等感（問１－２） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●図２ 性別役割等に関する意識（問２） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 男は外で働き、女は家庭を守るべき
である

26.7 70.8

(2) 自治会などの団体の代表者は、
男性の方がうまくいく

56.8 41.2

(3) 女性には細やかな気配りが、
男性にはいざというときの決断力が
必要だ

64.3 33.6

(4) 子育ては、やはり母親でなくては
と思う

59.0 39.3

(5) 家事、介護は女性の方が向いている
と思う

51.7 46.1

そ
う
思
う

（
①
＋
②

）

そ
う
思
わ
な
い

（
③
＋
④

）

4.0

14.8

27.5

15.0

12.1

22.7

42.0

36.8

44.1

39.6

25.1

16.7

13.1

17.7

21.5

45.6

24.4

20.5

21.5

24.6

2.6

2.0

2.1

1.7

2.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

①そう思う

②どちらかといえば

そう思う

③どちらかといえば

そう思わない

④そう思わない 無回答

(0.7)(29.9) (34.1)(23.8) (41.5)(4.2) (65.2)

(60.2) (37.2)

(71.5)

(70.0) (29.1)

(27.6)

(60.7) (38.4)

(37.2)

(20.3)

(14.1)

(42.3)(19.6) (18.0) (19.2) (0.9)

(49.7)

(N=896）

(46.6)

(34.3) (14.6)(13.0)

(0.9)

(1.0)

(15.5)(13.6)

(18.9) (19.5) (0.9)

(  ) は前回数値

全体 (n=896) 76.3 4.0

女性 (n=494) 82.2 1.8

男性 (n=379) 68.6 7.1

男
性
の
方
が

優
遇
さ
れ
て
い
る

（
①
＋
②

）

女
性
の
方
が

優
遇
さ
れ
て
い
る

（
④
＋
⑤

）

7.0

9.7

3.7

69.3

72.5

64.9

15.7

12.1

20.8

3.9

1.8

6.9

0.1

0.0

0.3

3.9

3.8

3.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

(7.9)①男性の方が非常に

優遇されている
②どちらかといえば

男性の方が
優遇されている

③平等

④どちらかといえば

女性の方が
優遇されている

⑤女性の方が非常に
優遇されている

無回答

(7.9)

(73.7)

(69.7)

(15.7)(71.6)

(10.4)

(5.5)

(79.5)

(2.5)(84.1)

(4.1)

(75.1) (5.6)
(18.5)

(12.7)

(4.9)

(0.0)

(0.8) (0.8)

(3.7)

(0.6)

(0.4) (0.7)

(  ) は前回数値

(2.5)
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●図３ 県の政策への女性の意見の反映度（問４） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●図４ 女性と仕事について（問５） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全体 (n=896) 46.1 48.9

女性 (n=494) 40.1 54.3

男性 (n=379) 53.6 42.7

反
映
さ
れ
て
い
る

（
①
＋
②

）

反
映
さ
れ
て
い
な
い

（
③
＋
④

）

2.3

1.6

2.9

43.8

38.5

50.7

44.2

49.2

38.3

4.7

5.1

4.5

5.0

5.7

3.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

④ほとんど（全く）

反映されていない
②ある程度

反映されている

③あまり反映されていない

①十分

反映されている 無回答

(1.6) (44.5)

(39.8)(0.6)

(2.4)

(47.1)

(49.2) (42.4)

(52.2)

(4.5)

(46.2)

(40.4)

(52.4)

(58.2)

(46.9)(51.6)

(5.3)

(1.5)

(1.4)(6.1)

(1.4)

今回調査
(n=896)

平成26年度調査
(n=1,044)

平成21年度調査
(n=992)

平成16年度調査
(n=992)

平成11年度調査
(n=948)

0.2

0.7

0.5

1.1

0.9
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3.2 

3.0 
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5.4 
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34.5
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31.1

39.8

42.2

44.7

9.7

5.9

6.1

7.1

7.1

4.2

0.9

0.8

0.5

2.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

女性は仕事に

就かない方がよい

結婚するまでは、

仕事を続ける方がよい

子どもができるまでは、

仕事を続ける方がよい

子どもができても、

ずっと仕事を続ける方がよい

子どもができたら仕事を

やめ、大きくなったら再び

仕事に就く方がよい

その他

無回答
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●図５ 女性の働きやすさ（問６） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●図６ 仕事、家庭、地域・個人の生活の希望（問７―（１）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全体 (n=896) 31.3 65.6

女性 (n=494) 30.4 66.4

男性 (n=379) 32.7 64.9

働
き
続
け
や
す
い

（
①
＋
②

）

働
き
続
け
に
く
い

（
③
＋
④

）

3.7

2.8

4.7

27.6

27.5

28.0

54.8

54.0

55.7

10.8

12.3

9.2

3.1

3.2

2.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

④働き続けにくい②どちらかといえば

働き続けやすい

③どちらかといえば

働き続けにくい
①働き続けやすい 無回答

(3.7) (28.6) (70.3)

(71.8)(27.8)

(69.1)(29.2)

(24.9)

(23.9)(3.9)

(57.6) (12.7)

(3.4)

(1.1)

(57.3)(25.8) (1.7)(11.9)

(0.4)(13.7)(58.0)

(  ) は前回数値

全体 (n=896)

女性 (n=494)

男性 (n=379)

4.4

2.2

7.1
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22.5

17.7

3.6
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4.0

33.7
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5.6

4.3

7.7
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10.5

7.4

19.6

19.8

19.3

3.7

3.8

3.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

「家庭生活」を優先したい

「地域・個人の生活」

を優先したい
「仕事」を

優先したい
無回答

「仕事」と「家庭生活」

をともに優先したい

「仕事」と

「地域・個人の生活」を

ともに優先したい

「家庭生活」と「地域・個人の生活」

をともに優先したい

「仕事」と「家庭生活」と

「地域・個人の生活」を

ともに優先したい
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●図７ 仕事、家庭、地域・個人の生活の現状（問７―（２）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●図８ 日常生活における家庭の仕事等の役割分担（問９） 

 

 

 

 

　　　(n = 657)

(1) 食事のしたく

(2) 食事のかたづけ

(3) 掃除

(4) 小さい子どもの世話

(5)
介護の必要な高齢者・
病人の世話

(6)
家庭における重大な
事柄の決定

(7)
地域活動への参加
（自治会・ＰＴＡなど）
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13.1

11.6

4.4

4.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

妻がすることが多い

無回答
妻と夫が同じ程度分担

夫がすることが多い

主に親や子どもなど夫婦以外

該当する仕事はない

全体 (n=896)

女性 (n=494)

男性 (n=379)

24.2

18.0

31.9

22.4

29.6
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4.0
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

「家庭生活」を優先している

「地域・個人の生活」

を優先している

「仕事」を

優先している

無回答

「仕事」と「家庭生活」を

ともに優先している

「仕事」と

「地域・個人の生活」

をともに優先している

「家庭生活」と「地域・個人の生活」

をともに優先している

「仕事」と「家庭生活」と

「地域・個人の生活」を

ともに優先している
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●図９ セクシャル・ハラスメントの経験（問１１） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●図 10 ドメスティック・バイオレンスの経験（問１２） 

 

 

 

全体 (n=896) 22.9 92.5
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令和元年度島根県企業向けアンケート調査の概要 

                                            

  

調査対象 

 

・島根県内の事業所 1,000社に対し、 

 経営者向け1通、社員向け2通（男性社員向け、女性社員向け各1通）を送付 

実施時期 ・令和2年1月22日発送、令和2年2月7日締切 

回収状況 

 

 

・経営者向け 364件 （回収率36.4%） 

・社員向け  733件 （回収率36.7%） 

※男性社員332件（回収率33.2%）、女性社員401件 （回収率40.1%） 

 
【 経営者向けアンケート 】 

  

回答企業の社員数の平均と正規社員の平均勤続年数、役員・管理職員数の平均 

 社員数の平均 正規社員の 
平均勤続年数 

役員・管理職
員数の平均 正規社員 非正規社員 

男性 15.4人 5.8人 12.6年 5.4人 

女性 8.0人 8.5人 12.2年 1.3人 

 

回答企業の社員規模 

項目 件数 構成比 

9 人以下 113 31.0% 

10～29人 167 45.9% 

30～49人 31 8.5% 

50～299人 49 13.5% 

300以上 4 1.1% 

計 364 100.0% 

 

（1）部門別の女性社員の実態 

○ 「営業」では 61.5％、「研究・開発・設計」では 47.6％が、女性がいないと回答。 

○ 今後女性を増やそうと思っている割合は、「研究・開発・設計」が 40.5％と最も高く、次い

で「製造」が 33.3％であった。 

 

部門別の女性社員の実態 

項目 
貴社にある部門 女性のいない部門 

女性を増やそうと 

思っている部門 

件数 対全数※1 件数 割合※2 件数 割合※ 

人事・総務・経理 264 76.5% 13 4.9% 39 14.8% 

製造 81 23.5% 28 34.6% 27 33.3% 

営業 143 41.4% 88 61.5% 43 30.1% 

情報処理 41 11.9% 6 14.6% 8 19.5% 

企画・調査・広報 41 11.9% 11 26.8% 9 22.0% 

研究・開発・設計 42 12.2% 20 47.6% 17 40.5% 

販売・サービス 110 31.9% 23 20.9% 30 27.3% 

その他 112 32.5% 33 29.5% 26 23.2% 

※1 対全数は、有効回答数 345件に占める割合 

※2 割合は、各部門の回答数に占める割合（例：人事・総務・経理では、女性のいない部門への回答が 13であり、

これは人事・総務・経理部門があるとの回答 264の 4.9%にあたるという意味） 
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（2）女性の管理職登用への意向 

○ 「性別にかかわらず能力のある人材を登用していきたい」が 89.1%で、「できるだけ女性の

登用は避けたい」は 1.8%に留まった。 

○ 前回調査と比較すると、回答傾向は同様であるものの、「できるだけ女性の登用は避けたい」

が 5.6%から 1.8%へと減少している。 

 

女性の登用意向 

項目 件数 構成比 

女性を積極的に登用していきたい 30 9.1% 

性別にかかわらず能力のある人材を登用していきたい 295 89.1% 

できるだけ女性の登用は避けたい 6 1.8% 

計 331 100.0% 

 

＜前回との比較＞ 女性の登用意向 

 

 

（3）女性の管理職への登用打診の拒否の有無と拒否理由 

〇 女性社員に管理職への登用を打診した際に、「断られたことがある」が 12.3%となった。 

〇 断られた理由としては、「責任が重くなり、能力的に自信がない」が 52.6%で最も多く、以

下、「仕事と家庭生活の両立が困難になる」（21.1%）、「そこまでの働き方を望んでいない」

（18.4%）の順となった。 

 

女性の管理職への登用打診の拒否の有無 

項目 件数 構成比 

断られたことがある 42 12.3% 

断られたことはない 103 30.2% 

そもそも打診したことがない 196 57.5% 

計 341 100.0% 

 

＜前回との比較＞ 女性の管理職への登用打診の拒否の有無 
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拒否の理由 

項目 件数 構成比 

責任が重くなり、能力的に自信がない 20 52.6% 

仕事と家庭生活の両立が困難になる 8 21.1% 

そこまでの働き方を望んでいない 7 18.4% 

自分だけが目立つことは嫌だ 2 5.3% 

その他 1 2.6% 

計 38 100.0% 

 

＜前回との比較＞ 拒否の理由 

 

 

（4）女性の活躍推進の取組 

○ 「特に行っていない」が 67.9%で、全体の３分の２以上を占める。 

○ 何らかの取組を行っているなかでは、「職場環境・風土の改善（男女の役割分担意識に基づ

く慣行の見直し）を行っている」（15.8%）が最も多く、次いで「社員に対し、女性の能力発揮

の重要性について啓発を行っている」（8.8%）、「女性活躍を推進するためのセミナーに経営者

や男性社員が参加している」（4.5%）と続く。 

 

女性の活躍推進のため取組（複数回答） 

項目 件数 構成比 

女性の能力発揮の状況や問題点について調査・分析している 12 3.6% 

女性の能力発揮のための計画を策定している 12 3.6% 

経営計画に女性の活躍推進を記載している 13 3.9% 

社員に対し、女性の能力発揮の重要性について啓発を行っ

ている 
29 8.8% 

職場環境・風土の改善（男女の役割分担意識に基づく慣行

の見直し）を行っている 
52 15.8% 

女性活躍を推進するためのセミナーに経営者や男性社員

が参加している 
15 4.5% 

特に行っていない 224 67.9% 

その他 15 4.5% 

計 330 100.0% 
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（5）女性の活躍推進の課題 

○ 「出産や育児で長期休業したときの代替要員の確保が困難である」が 40.2%、「女性が担当

できる仕事が限られている」が 36.4%であった。 

 

女性の活躍推進の課題（複数回答：３つまで） 

項目 件数 構成比 

経営者や管理職の意識改革が不十分である 28 8.7% 

女性の意識改革が不十分である 56 17.4% 

女性の人材育成が不十分である 58 18.1% 

男性側の理解が不十分である 20 6.2% 

女性の人材が不足している 98 30.5% 

女性が担当できる仕事が限られている 117 36.4% 

交替勤務や夜間の勤務が多い 20 6.2% 

残業が多く、家庭との両立が難しい 24 7.5% 

出産や育児で長期休業したときの代替要員の確保が困難

である 
129 40.2% 

女性に配慮した職場内の施設（女性専用の休憩室等）整備

の費用負担が重い 
52 16.2% 

その他 18 5.6% 

計 321 100.0% 

 

＜前回との比較＞ 女性の活躍推進の課題（複数回答：３つまで） 
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（6）期待される行政施策 

○ 「子育て環境（保育所等）を整備する」が 52.5%で最も多く、以下、「企業における女性の

再雇用の取組みを支援する」（31.2%）、「行政が率先して、女性の活躍推進に取り組む」（30.3%）

と続く。 

 

期待される行政施策（複数回答：３つまで） 

項目 件数 構成比 

女性活躍に取り組む企業の PR を行う 30 9.6% 

男性の家事・育児・介護の参画を促すセミナーを実施する 22 7.0% 

企業における女性の再雇用の取組みを支援する 98 31.2% 

女性活躍を推進するアドバイザーやコンサルタント等を

企業に派遣する 
25 8.0% 

働く女性同士の情報交換や異業種交流等のネットワーク

づくりを支援する 
54 17.2% 

女性活躍の先進事例・メリット等の情報を企業に提供する 65 20.7% 

経営者や男性管理職向けのセミナーを実施する 19 6.1% 

女性管理職を養成するセミナーを実施する 45 14.3% 

子育て環境（保育所等）を整備する 165 52.5% 

行政が率先して、女性の活躍推進に取り組む 95 30.3% 

その他 20 6.4% 

計 314 100.0% 
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【 社員向けアンケート 】 

（1）世帯構成と子育てへの協力態勢 

○ 世帯構成は、男性・女性ともに「二世代世帯（親と子ども）」が約半数を占めた。 

○ 仕事と育児の両立のために親（義親を含む）の協力について、男性・女性とも８割以上が

「得られる」と回答。 

世帯構成 

項目 
男性 女性 

件数 構成比 件数 構成比 

単身世帯（一人住まい） 39 12.0% 36 9.1% 

一世代世帯（夫婦のみ） 66 20.3% 87 21.9% 

二世代世帯（親と子ども） 173 53.2% 189 47.6% 

三世代世帯（親と子どもと孫） 33 10.2% 65 16.4% 

その他 14 4.3% 20 5.0% 

計 325 100.0% 397 100.0% 

 

仕事と育児の両立のための親（義親を含む）の協力の可否 

項目 
男性 女性 

件数 構成比 件数 構成比 

得られる 96 85.7% 128 81.0% 

得られない 16 14.3% 30 19.0% 

計 112 100.0% 158 100.0% 

注）「高校生以下の子どもがいる」と回答した方のみ 

 

（2）管理職への昇進意向 

○ 「管理職になりたい（なりたかった）」との回答は、男性では 41.2%あったが、女性は 12.7%。 

○ 前回調査と比較すると、男女ともに「管理職になりたい（なりたかった）」の割合が減少。 

○ 管理職になりたい理由について、男性は、「給与が上がるから」（39.7%）が最も多く、女性

は「やりがいや責任のある仕事ができるから」（44.4%）が最も多い。 

○ 管理職になりたくない理由（３つまで）について、男性・女性ともに「責任が重くなるの

が嫌だから」（男性 56.0%、女性 49.9%）が最も多い。２位以下は、男性が、「自分の能力に自

信がないから」（37.2%）、「今のままで不満はないから」（34.6%）と続き、女性は、「自分の能

力に自信がないから」（44.8%）、「仕事と家庭の両立が困難だから」、（34.8%）と続く。 

 

管理職への昇進意向 

項目 
男性 女性 

件数 構成比 件数 構成比 

管理職になりたい（なりたかった） 134 41.2% 50 12.7% 

管理職になりたくない（なりたくなかった） 191 58.8% 343 87.3% 

計 325 100.0% 393 100.0% 
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＜前回との比較＞ 管理職への昇進意向 

 

 

管理職になりたい理由 

項目 
男性 女性 

件数 構成比 件数 構成比 

給与が上がるから 50 39.7% 11 24.4% 

やりがいや責任のある仕事ができるから 38 30.2% 20 44.4% 

自由裁量の範囲が増えるから 16 12.7% 2 4.4% 

自分の能力・経験を活かすことができるから 18 14.3% 6 13.3% 

同世代の男性と同程度には昇任したいか

ら（女性限定） 
  5 11.1% 

その他 4 3.2% 1 2.2% 

計 126 100.0% 45 100.0% 

 

管理職になりたくない理由（複数回答：３つまで） 

項目 
男性 女性 

件数 構成比 件数 構成比 

責任が重くなるのが嫌だから 107 56.0% 169 49.9% 

残業が増えるから 30 15.7% 48 14.2% 

自分の能力に自信がないから 71 37.2% 152 44.8% 

自分の体力に自信がないから 25 13.1% 45 13.3% 

転勤があるから 1 0.5% 3 0.9% 

残業手当が支給されなくなるから 17 8.9% 13 3.8% 

仕事と家庭の両立が困難だから 26 13.6% 118 34.8% 

今のままで不満はないから 66 34.6% 118 34.8% 

いつまでもこの会社で働き続けるつもり

がないから 
30 15.7% 27 8.0% 

周囲に女性の役職者がおらず管理職のイ

メージが湧かないから（女性限定） 
  25 7.4% 

その他 11 5.8% 21 6.2% 

計 191 100.0% 339 100.0% 
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（3）セクハラ・マタハラ・パタハラの体験 

○ 過去３年間にセクシャルハラスメント（セクハラ）を受けたり、見聞きしたことがあるか

について、男性の 1.2%、女性の 9.4%が直接受けたことがあると回答。 

 

セクハラの体験（複数回答） 

項目 
男性 女性 

件数 構成比 件数 構成比 

セクハラを直接受けたことがある 4 1.2% 37 9.4% 

セクハラを見聞きしたことがある 59 18.0% 41 10.4% 

セクハラを受けたり、見聞きしたことはない 265 81.0% 315 80.2% 

計 327 100.0% 393 100.0% 

 

○ 過去３年間にマタニティハラスメント（マタハラ）またはパタニティハラスメント（パタ

ハラ）を受けたり、見聞きしたことがあるかについて、男性の 0.3%、女性の 1.6%が直接受け

たことがあると回答。 

 

マタハラ・パタハラの体験（複数回答） 

項目 
男性 女性 

件数 構成比 件数 構成比 

マタハラまたはパタハラを直接受けたこ

とがある 
1 0.3% 6 1.6% 

マタハラまたはパタハラを見聞きしたこ

とがある 
13 4.2% 27 7.1% 

マタハラまたはパタハラを受けたり、見聞

きしたことはない 
293 95.4% 346 91.3% 

計 307 100.0% 379 100.0% 

 

（4）育児休業の取得意向 

○ 今あなた（もしくは配偶者）が仮に出産することとなった場合、男性では「育児休業を取

得し、一定期間後、現在の職場に復職したい」が 44.4%で最も多く、「育児休業は取得せず、

仕事を続けたい」が 44.1%と続く。女性では、「育児休業を取得し、一定期間後、現在の職場

に復職したい」が 67.7%で、最も多く、「子育てのため離職し、一定期間後、別の職場に正規

社員として就職したい」が 13.6％と続く。 

 

育児休業の取得意向 

項目 
男性 女性 

件数 構成比 件数 構成比 

育児休業は取得せず、仕事を続けたい 141 44.1% 14 3.6% 

育児休業を取得し、一定期間後、現在の職

場に復職したい 
142 44.4% 264 67.7% 

子育てのため離職し、当面働きたくない 11 3.4% 26 6.7% 

子育てのため離職し、一定期間後、別の職

場に正規社員として就職したい 
12 3.8% 53 13.6% 

子育てのため離職し、一定期間後、非正規

社員として就職したい 
4 1.3% 25 6.4% 

その他 10 3.1% 8 2.1% 

計 320 100.0% 390 100.0% 
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（5）女性活躍推進の課題 

○ 男女とも「出産や育児で長期休業したときの代替要員の確保が困難である」（男性 38.0%、

女性 40.9%））が最も多く、男性では「女性が担当できる仕事が限られている」（35.0%）、「経

営者や管理職の意識改革が不十分である」（22.8%）が続き、女性では、「女性の人材が不足し

ている」（21.4%）、「経営者や管理職の意識改革が不十分である」（20.6%）が続く。 

 

 

女性活躍推進の課題（複数回答：３つまで） 

項目 
男性 女性 

件数 構成比 件数 構成比 

経営者や管理職の意識改革が不十分である 69 22.8% 75 20.6% 

女性の意識改革が不十分である 59 19.5% 54 14.8% 

女性の人材育成が不十分である 59 19.5% 65 17.9% 

男性側の理解が不十分である 42 13.9% 54 14.8% 

女性の人材が不足している 69 22.8% 78 21.4% 

女性が担当できる仕事が限られている 106 35.0% 64 17.6% 

交替勤務や夜間の勤務が多い 26 8.6% 18 4.9% 

残業が多く、家庭との両立が難しい  19 6.3% 38 10.4% 

出産や育児で長期休業したときの代替要

員の確保が困難である 
115 38.0% 149 40.9% 

女性が働きやすい職場環境にするための

施設整備が整っていない 
59 19.5% 71 19.5% 

その他 12 4.0% 26 7.1% 

計 303 100.0% 364 100.0% 

 

（6）期待される行政施策 

○ 男女とも「子育て環境（保育所等）を整備する」が最も多く、男性で 47.9%、女性で 60.3%

であった。２位は、「企業における女性の再雇用の取組みを支援する」で、男性 41.5%、女性

36.8%となった。 

 

期待される行政施策（複数回答：３つまで） 

項目 
男性 女性 

件数 構成比 件数 構成比 

女性活躍に取り組む企業の PR を行う 54 17.4% 33 8.8% 

男性の家事・育児・介護の参画を促すセミナーを実施する 51 16.4% 82 21.9% 

企業における女性の再雇用の取組みを支援する 129 41.5% 138 36.8% 

女性活躍を推進するアドバイザーやコンサルタント等を

企業に派遣する 
21 6.8% 30 8.0% 

働く女性同士の情報交換や異業種交流等のネットワーク

づくりを支援する 
55 17.7% 52 13.9% 

女性活躍の先進事例・メリット等の情報を企業に提供する 57 18.3% 29 7.7% 

経営者や男性管理者向けのセミナーを実施する 43 13.8% 63 16.8% 

女性管理職を養成するセミナーを実施する 28 9.0% 32 8.5% 

子育て環境（保育所等）を整備する 149 47.9% 226 60.3% 

行政が率先して、女性の活躍推進に取り組む 82 26.4% 87 23.2% 

その他 13 4.2% 19 5.1% 

計 311 100.0% 375 100.0% 
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男女共同参画関係年表 
年 世界（国際機関） 日 本 島 根 県 

1957 年 
(昭和 32 年) 

  ・「婦人相談所」設置 

1958 年 
(昭和 33 年) 

  ・婦人保護施設「新生苑」設置 

1975 年 
(昭和 50 年) 

・国際婦人年世界会議（メキシコシティ） 

・「世界行動計画」採択 

・「国連婦人の十年」宣言 

・「婦人問題企画推進本部」設置（総理
府） 

・「婦人問題企画推進会議」開催 

 
 

1976 年 
(昭和 51 年) 

・ILO（国際労働機関）事務局に婦人労働
問題担当室設置 

  

1977 年 
(昭和 52 年) 

 ・「婦人の政策決定参加を促進する特別活
動推進要綱」決定 

・「国内行動計画前期重点目標」策定 

・国立婦人教育会館（現 国立女性教育会
館）開館 

・商工労働部労政訓練課内に婦人担当窓口
を設置 

 

1978 年 
(昭和 53 年) 

 ・「国内行動計画」第１回報告 

 

・「婦人問題庁内連絡会議」設置 

1979 年 
(昭和 54 年) 

・第 34 回国連総会で、｢女子に対するあら
ゆる形態の差別の撤廃に関する条約｣
（女子差別撤廃条約）」採択 

 ・「島根県婦人問題懇話会」設置（～1992
年） 

・第１回「婦人の生活実態と意識に関する
調査」実施 

1980 年 
(昭和 55 年) 

・「国連婦人の十年」中間年世界会議（コ
ペンハーゲン） 

・「国連婦人の十年後半期行動プログラ
ム」採択 

・「国内行動計画」第２回 

・「女子差別撤廃条約」署名報告 

 

・「島根県婦人問題シンポジウム」開催
（～1985 年） 

 

1981 年 
(昭和 56 年) 

・ILO「家族的責任を有する男女労働者の
機会及び待遇の均等に関する条約」
（156 号）採択 

・国連婦人の 10 年ナイロビ会議 

・「国内行動計画後期重点目標」策定 

・新学習指導要領、中学校「技術・家庭
科」改善  

・「島根県婦人行動計画」策定（昭和 56～
60 年） 

・商工労働部労政訓練課内に「婦人係」を
新設 

1982 年 
(昭和 57 年) 

  ・県議会が「女子差別撤廃条約」早期批准
に関する意見書決議 

・県下全市町村に婦人問題担当窓口設置 

・「婦人就業サービスセンター」設置 

1983 年 
(昭和 58 年) 

  ・啓発紙「しまねの女性」発行 

1984 年 
(昭和 59 年) 

・国連婦人の十年 EACAP 地域政府間準備
会議（東京） 

・「国籍法」・「戸籍法」改正（父母両系血
統主義へ）（1986 年 1 月施行） 

・社会福祉部児童家庭課内に「婦人青少年
室」を新設し、女性施策担当を移管 

・「島根県婦人団体連絡会議」設置 

・「婦人問題地域セミナー」実施（～1987
年） 

1985 年 
(昭和 60 年) 

・「国連婦人の十年」ナイロビ世界会議 

・（西暦 2000 年に向けての）「婦人の地位
向上のためのナイロビ将来戦略」採択 

・「男女雇用機会均等法」公布（1986 年
４月施行） 

・「労働基準法」改正 

・「女子差別撤廃条約」批准 

・第２回「婦人の生活実態と意識に関する
調査」実施 

1986 年 
(昭和 61 年) 

 ・婦人問題企画推進本部拡充（構成を全省
庁に拡大、任務も拡充） 

・「婦人問題企画推進有識者会議」開催 

・「明日をひらくしまねの女性基本計画」
策定 

・「婦人問題研究集会」実施 

1987 年 
(昭和 62 年) 

 ・「西暦 2000 年に向けての新国内行動計
画」策定 
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年 世界（国際機関） 日 本 島 根 県 

1988 年 
(昭和 63 年) 

 ・女子差別撤廃条約実施状況第１回報告審
議 

・「婦人週間 40 周年記念全国会議」開催 

・農林水産省「農山漁村婦人の日」設定 

・「女性学セミナー」実施（～1991 年） 

1989 年 
(平成元年) 

 ・新学習指導要領の告示（家庭科教育にお
ける男女同一の教育課程の実現等） 

 

1990 年 
(平成 2 年) 

・国連婦人の地位委員会拡大会議（ウィー
ン） 

・国連経済社会理事会「婦人の地位向上の
ためのナイロビ将来戦略に関する第１回
見直しと評価に伴う勧告及び結論」採択 

・「西暦 2000 年に向けての新国内行動計
画」の見直し方針決定 

・第３回「婦人の生活実態と意識に関する
調査」実施 

・「市町村婦人対策推進モデル事業」実施 

・「島根県婦人海外派遣事業（婦人の翼）」
開始 

1991 年 
(平成 3 年) 

 ・「西暦 2000 年に向けての新国内行動計
画」改定（第 1 次改定） 

・「育児休業法」公布（1992 年４月施行） 

・「明日をひらくしまねの女性基本計画」
の見直しと中期重点項目の策定 

・「男女共同参画社会を考える広場」開始 

1992 年 
(平成 4 年) 

 ・「介護休業制度等に関するガイドライ
ン」策定 

・初の婦人問題担当大臣を任命 

・「公益信託しまね女性ファンド」設立 

・「しまね女性情報センター」設置 

1993 年 
(平成 5 年) 

・世界人権会議（ウィーン）、女性に対す
る暴力撤廃宣言 

・「男女共同参画社会づくりに関する推進
体制の整備について」決定  

・「短時間労働者の雇用管理の改善等に関
する法律（以下、パートタイム労働
法）」公布 

・中学校で家庭科が男女必須化 

・環境生活部県民課内に「女性政策室」設 
 置 

・婦人相談所が「社会福祉部」から「環境
生活部」へ移管 

・「婦人就業サービスセンター」を「女性
就業サービスセンター」に改称 

・「島根県婦人問題懇話会」から「島根県
女性行政推進会議」へ改組 

1994 年 
(平成 6 年) 

・「開発と女性」に関する第２回アジア・
太平洋大臣会議（ジャカルタ） 

・「ジャカルタ宣言及び行動計画」採択 

・国際人口開発会議で「行動計画」採択
（カイロ） 

・女子差別撤廃条約実施状況第２回及び第
３回報告審議 

・「男女共同参画室（総理府）」設置 

・「男女共同参画審議会」設置（政令） 

・「男女共同参画推進本部」設置 

・高校で家庭科が男女必須化 

・「婦人相談所」を「女性相談センター」
に改称 

・「女性 100 人委員会」発足（～1998
年） 

1995 年 
(平成 7 年) 

・第 4 回世界女性会議－平等、開発、平
和のための行動－を開催（北京） 

・「北京宣言及び行動綱領」採択 

・「育児休業法」改正（介護休業制度の法
制化） 

 ・「ILO156 号条約」批准 

・島根県新女性計画「しまね女性プラン
21」策定（平成 7～12 年度） 

・「島根県女性政策推進本部」設置 

・「しまね女性会議」設立 

・「島根県立女性総合センター整備基本構
想検討委員会」設置 

・第４回「女性の生活実態と意識に関する
調査」実施 

1996 年 
(平成 8 年) 

 

・男女共同参画審議会「男女共同参画ビジ
ョン」答申 

・男女共同参画推進連携会議（えがりてネ
ットワーク）発足 

・「男女共同参画 2000 年プラン」策定 

 

1997 年 
(平成 9 年) 

 ・男女共同参画審議会設置（法律） 

・「男女雇用機会均等法」改正（女性に対
する差別の禁止等）（1999 年４月施行） 

・「介護保険法」公布（2000 年４月施行） 

 

1998 年 
(平成 10 年) 

 ・男女共同参画審議会「男女共同参画社会
基本法－男女共同参画社会を形成するた
めの基礎的条件づくり－」答申 

・「(財)しまね女性センター」設立 
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年 世界（国際機関） 日 本 島 根 県 

1999 年 
(平成 11 年) 

・ＥＳＣＡＰハイレベル政府間会議開催
（バンコク） 

・「男女共同参画社会基本法」公布・施行 

・「食料・農業・農村基本法」公布・施行
（女性の参画の促進を規定）  

・「島根県立女性総合センター」（あすてら
す）開館 

・「島根県立女性センター条例」施行 

・女性相談センターの「島根県立女性総合
センター」内への移転 

・婦人保護施設「新生苑」廃止 

・「審議会等への女性の参画推進要綱」施
行 

2000 年 
(平成 12 年) 

・国連特別総会｢女性 2000 年会議｣（ニュ
ーヨーク） 

・ミレニアム開発目標（MDGｓ）設定（目
標 3：ジェンダー平等推進と女性の地位
向上） 

・「女性・平和・安全保障に関する国連安
保理決議第 1325 号」採択 

・男女共同参画審議会「女性に対する暴力
に関する基本的方策について」答申 

・「国の審議会等における女性委員の登用
について」決定 

・男女共同参画審議会「男女共同参画基本
計画策定に当たっての基本的な考え方－
21 世紀の最重要課題－」答申 

・「男女共同参画基本計画」閣議決定 

・第１回「男女共同参画に関する県民の意
識・実態調査」実施 

2001 年 
(平成 13 年) 

 ・省庁再編に伴い、「男女共同参画会議」・
「男女共同参画局」（内閣府）設置 

・「女性国家公務員の採用・登用等の促進
について」、「女性に対する暴力をなくす
運動について」決定 

・「仕事と子育ての両立支援策の方針につ
いて」閣議決定 

・「配偶者からの暴力の防止及び被害者の
保護に関する法律」公布・施行 

・「育児休業法」改正（対象となる子の年
齢の引き上げ等）（2002 年４月施行） 

・島根県男女共同参画計画（しまねパート
ナープラン 21）策定（平成 13～22 年
度） 

・「女性就業サービスセンター」廃止 

・環境生活部県民課内に「男女共同参画
室」設置 

・「島根県女性政策推進本部」を「島根県
男女共同参画推進本部」に改称 

2002 年 
(平成 14 年) 

 

 ・「島根県男女共同参画条例」施行 

・「島根県立男女共同参画センター条例」
施行（「島根県立女性センター条例」か
らの改称） 

・「島根県立女性総合センター」を「島根
県立男女共同参画センター」に改称 

・「島根県男女共同参画社会形成促進会
議」設置（「島根県男女共同参画推進本
部」からの改組） 

・「島根県男女共同参画審議会」設置 

・「島根県男女共同参画相談機関連絡会
議」設置 

・「女性に対する暴力対策関係機関連絡
会」設置 

・島根県女性相談センターに「配偶者暴力
相談支援センター」機能を附設 

2003 年 
(平成 15 年) 

 ・男女共同参画推進本部「女性のチャレン
ジ支援策の推進について」決定 

・女子差別撤廃条約実施状況第４回及び第
５回報告審議 

・「少子化社会対策基本法」公布・施行 

・「次世代育成支援対策推進法」公布・施
行 

・「島根県附属機関等の設置及び構成員の
選任等に関する条例」施行 

・「島根県男女共同参画推進会議」設置 

・「島根県男女共同参画サポーター」設置 

・「審議会等への女性の参画推進要綱」改
正 

2004 年 
(平成 16 年) 

 ・男女共同参画推進本部「女性国家公務員
の採用、登用の拡大等について」決定 

・男女共同参画社会の将来像検討会報告書
取りまとめ 

・「配偶者からの暴力の防止及び被害者の
保護に関する法律」改正（暴力の定義の
拡大等） 

・第２回「男女共同参画に関する県民の意
識・実態調査」実施 
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年 世界（国際機関） 日 本 島 根 県 

2005 年 
(平成 17 年) 

・第 49 回国連婦人の地位委員会／｢北京＋
10｣閣僚級会合（ニューヨーク） 

・男女共同参画会議「男女共同参画社会の
形成の促進に関する施策の基本的な方向
について」答申 

・男女共同参画会議「男女共同参画基本計
画の変更について」答申 

・「男女共同参画基本計画（第 2 次）」閣
議決定 

・「女性の再チャレンジ支援プラン」策定 

・「島根県ＤＶ対策基本計画」策定（平成
17～19 年度） 

・島根県立男女共同参画センター指定管理
導入 

・「女性相談センター」を「環境生活部」
から「健康福祉部」へ移管 

・県福祉事務所から児童相談所に女性相談
の窓口が移管、業務開始 

2006 年 
(平成 18 年) 

・第 1 回東アジア男女共同参画担当大臣
会合（東京） 

 

・「男女雇用機会均等法」改正（性差別禁
止の範囲の拡大等） 

・「女性の再チャレンジ支援プラン」改定 

・島根県男女共同参画計画（しまねパート
ナープラン 21）改定 

・松江市に女性相談センターを設置すると
ともに、大田市に女性相談センター西部
分室として存置 

2007 年 
(平成 19 年) 

・第２回東アジア男女共同参画担当大臣会
合（ニューデリー） 

・「配偶者からの暴力の防止及び被害者の
保護に関する法律」改正（保護命令制度
の拡充等）（2008 年１月施行） 

・「パートタイム労働法」改正（パートタ
イム労働者の雇用環境の整備）（2008 年
４月施行） 

・「仕事と生活の調和（ワーク･ライフ･バ
ランス）憲章」及び「仕事と生活の調和
推進のための行動指針」策定 

 

2008 年 
(平成 20 年) 

 ・男女共同参画推進本部「女性の参画加速
プログラム」決定 

・「次世代育成支援対策推進法」の改正
（一般事業主行動計画の公表の義務化
等）（2009 年４月施行） 

・「島根県ＤＶ対策基本計画」第１次改定
（平成 20～22 年度） 

2009 年 
(平成 21 年) 

 ・「ＤＶ相談ナビ」開設 

・男女共同参画シンボルマーク決定 

・育児・介護休業法改正（短時間勤務制度
導入等）（2016 年４月施行） 

・女子差別撤廃条約実施状況第６回報告審
議 

・男女共同参画会議「新たな経済社会の潮
流の中で生活困難を抱える男女につい
て」公表 

・第３回「男女共同参画に関する県民の意
識・実態調査」実施 

2010 年 
(平成 22 年) 

・第 54 回国連婦人の地位委員会／「北京
＋15」記念会合（ニューヨーク） 

・国連グローバル・コンパクト（UNGC）
と UNIFEM（現 UN Women）が女性のエン
パワーメント原則（WEPｓ）を共同で作
成 

・「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・
バランス）憲章」及び「仕事と生活の調
和推進のための行動指針」改定 

・男女共同参画会議「第 3 次男女共同参画
基本計画策定に当たっての基本的な考え
方について」答申 

・APEC 第 15 回女性リーダーズネットワ
ーク（WLN）会合（東京開催） 

・男女共同参画会議「男女共同参画基本計
画の変更について」答申 

・「第３次男女共同参画基本計画」閣議決 
定 

 

2011 年 
(平成 23 年) 

・UN Women 正式発足 

・第４回東アジア男女共同 参画担当大臣
会合（シェムリアップ） 

 ・「島根県ＤＶ対策基本計画」第２次改定
（平成 23～27 年度） 

・「第２次島根県男女共同参画計画」策定
（平成 23～27 年度） 

2012 年 
(平成 24 年) 

・第 56 回国連婦人の地位委員会「自然災
害におけるジェンダー平等と女性のエン
パワーメント」決議案採択（ニューヨー
ク） 

・「『女性の活躍促進による経済活性化』行
動計画」策定 

 

2013 年 
(平成 25 年) 

 ・若者・女性活躍推進フォーラムの提言 

・「配偶者からの暴力の防止及び被害者の
保護等に関する法律」改正（2014 年１
月施行） 

・(財)しまね女性センターが公益財団法人
へ移行 
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年 世界（国際機関） 日 本 島 根 県 

2014 年 
(平成 26 年) 

・第 58 回国連婦人の地位委員会「自然災
害におけるジェンダー平等と女性のエン
パワーメント」決議案採択（ニューヨー
ク） 

・「パートタイム労働法」改正（2015 年４
月施行） 

・「女性が輝く社会に向けた国際シンポジ
ウム」（WAW！Tokyo2014）開催（以
降、毎年開催） 

・「次世代育成支援対策推進法」改正 
（2015 年４月施行） 

・第４回「男女共同参画に関する県民の意
識・実態調査」実施 

 

2015 年 
(平成 27 年) 

・第 59 回国連婦人の地位委員会（国連
「北京＋20」記念会合）開催（ニューヨ
ーク） 

・第 3 回国連防災世界会議（仙台）「仙台
防災枠組」採択 

・UN Women 日本事務所開設 

・「持続可能な開発のための 2030 アジェ
ンダ」（SDGs）採択（目標５：ジェンダ
ー平等を達成し、すべての女性及び女児
の能力強化を行う） 

・すべての女性が輝く社会づくり本部「女
性活躍加速のための重点方針 2015」策
定（以降、毎年策定） 

・安保理決議 1325 号等の履行に関する
「女性・平和・安全保障に関する行動計
画」策定 

・「女性の職業生活における活躍の推進に
関する法律」成立（９月公布・施行／一
般・特定事業主行動計画の策定及び公表
等 2016 年４月施行） 

・男女共同参画会議「第 4 次男女共同参画
基本計画策定に当たっての基本的な考え
方について」答申 

・男女共同参画会議「男女共同参画基本計
画の変更について」答申 

・「第４次男女共同参画基本計画」閣議決
定 

・性暴力被害者支援センター「たんぽぽ」
開設 

・「職場における女性の活躍に関するアン
ケート調査」実施 

2016 年 
(平成 28 年) 

 ・「育児・介護休業法」及び「男女雇用機
会均等法」等の改正（2017 年１月施行
ほか） 

・Ｇ７伊勢・志摩サミット「女性の能力開
花のためのＧ７行動指針」及び「女性の
理系キャリア促進のためのイニシアティ
ブ（WINDS）」に合意 

・女子差別撤廃条約実施状況第 7 回及び第
８回報告審議 

・「第３次島根県男女共同参画計画」策定
（平成 28～32 年度） 

・「島根県 DV 対策基本計画」第 3 次改定
（平成 28～32 年度） 

・「しまね働く女性きらめき応援会議」設
置 

・島根県女性相談センター新築移転 

2017 年 
(平成 29 年) 

 ・「働き方改革実行計画」決定 

・刑法改正（強姦罪の構成要件及び法定刑
の見直し等） 

・「男女共同参画社会形成促進会議」見直
し 

2018 年 
(平成 30 年) 

 ・「政治分野における男女共同参画の推進
に関する法律」公布・施行 

・「セクシュアル・ハラスメント対策の強
化について ～メディア・行政間での事
案発生を受けての緊急対策～」策定 

・「働き方改革を推進するための関係法律
の整備に関する法律」公布（2019 年４
月施行ほか） 

・女性就職相談窓口「レディース仕事セン
ター」設置（委託） 

2019 年 
 (令和元年) 

・「男女平等に関するパリ宣言」（G7 パリ
サミット） 

・G20 大阪首脳宣言 

・「女性活躍・ハラスメント規制法」公布
（2020 年 6 月施行ほか） 

・「配偶者からの暴力の防止及び被害者の
保護等に関する法律」一部改正（2020
年４月施行ほか） 

・「審議会等への女性の参画推進要綱」改
正 

・「女性活躍推進統括監」設置 

・「女性活躍推進本部」設置 

・「女性活躍 100 人会議」開催 

・第５回「男女共同参画に関する県民の意
識・実態調査」実施 

2020 年 
(令和 2 年) 

・第 64 回国連女性の地位委員会（国連
「北京＋25」記念会合）開催（ニューヨ
ーク） 

・男女共同参画会議「男女共同参画社会の
形成の促進に関する施策の基本的な考え
方について」答申 

・「第５次男女共同参画基本計画」閣議決
定 

・「島根県企業向けアンケート調査」実施 

・「しまね女性活躍推進プラン」策定（令
和２～６年度） 

・政策企画局に「女性活躍推進課」設置 

2021 年 
(令和 3 年) 

 ・「政治分野における男女共同参画の推進
に関する法律」改正 

・「第３次島根県男女共同参画計画」の計
画期間を１年延長 

・「島根県ＤＶ対策基本計画」第４次改定
（令和３～７年度） 

2022 年 
(令和４年) 

  ・「第４次島根県男女共同参画計画」策定
（令和４～８年度） 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４次島根県男女共同参画計画 

 

 

 

 

 

 

島根県政策企画局女性活躍推進課 

〒690-8501 島根県松江市殿町１番地 

TEL 0852-22-5629 FAX 0852-22-6155 

E-mail josei-katsuyaku@pref.shimane.lg.jp 

 

 


